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令令和和６６年年度度 地地方方公公務務員員ののメメンンタタルルヘヘルルスス対対策策のの推推進進にに関関すするる研研究究会会
報報告告書書 概概要要

（令和７年３月）

● メンタルヘルス不調による長期休務者は近年増加の一途をたどっている。その中でも休務者が多く、
令和５年度研究会においても多くの地方公共団体が課題として挙げた若年層職員に向けた取組と、ライ
ンケアの役割を担う管理監督者に向けた取組をテーマに調査研究を実施。

● 研究会委員が現地へ赴き（栃木県、鳥取県）、地方公共団体参加型の研究会を開催（以下「現地開催」
という。）。各県への事前アンケートの回答を踏まえて、研究会委員と参加団体とで意見交換し、対応
策について議論。

● 若年層職員に対する取組
◼ 若年層職員は、新しい職場環境、業務内容、学生時代からの環境の変化、職場での人間関係など様々
なストレス要因がある。

◼ 若年層職員は、情報不足のまま周囲に相談せずメンタル不調をきたすおそれがあり、できるだけ早期
の情報提供や働きかけが重要。

◼ 特に学生から社会人への移行期には環境が大きく変わるため、研修の充実、上司・同僚とのつながり
の構築、OJTの活用など手厚いサポートが必要。

◼ 若年層職員向けリーフレットを作成。

● 管理監督者に対する取組
◼ 職員の体調の変化に早期に気づくことができる管理監督者のラインケアの役割は重要。
◼ 計画等の周知や研修の機会等を通じて管理監督者にラインケアにおける自身の役割を認識してもらう

ことが必要。
◼ 一方、管理監督者自身の心身が健康でなければ、職場のメンタルヘルス対策も十分機能しないため、

管理監督者自身のケアも必要。
◼ 管理監督者向けリーフレットを作成。

● 対応策のポイント

● 研究会の現地開催
・現地開催を継続し、参加団体の情報共有の場として活用
（右記参照）。
・計画未策定団体における計画策定に至らない原因を把握
し、解決策を検討。
・研究会とは別に、団体間の情報共有の場の設定や計画策
定支援を推進する必要。

● 人材確保・人材育成
・保健師や産業医等の専門職の確保、産業保健スタッフの
質向上に向けた方策について検討。

※現地開催 事後アンケート結果

１．メンタルヘルス対策に関する現状と課題

２．メンタルヘルス対策に関する方策等

３．今後の方向性

相談窓口の明確化 相談窓口を明確化し、職員にとって身近な取組とすることが重要

職場内ネットワークの構築 職員同士が気軽に交流し、必要に応じて周りの職員がフォローできる
環境整備が必要

管理監督者の役割の明確化 管理監督者にラインケアにおける自身の役割を認識してもらうことが
必要

マニュアル等の整備 計画の策定等を通じて、メンタルヘルス対策を全庁的・継続的かつ有
機的な取組とすることが必要

今今回回のの研研究究会会（（現現地地開開催催））がが
参参考考ににななっったたかか ((nn==3377))

研研究究会会全全体体

計

とても参考になった
会場 6677..66%% ((2255))

7700..33%% ((2266))
オンライン 22..77%% ((11))

参考になった
会場 2244..33%% ((99))

2277..00%% ((1100))
オンライン 22..77%% ((11))

あまり参考にならなかった
会場 2.7% (1)

2.7% (1)
オンライン 0% (0)

どちらともいえない
会場 0% (0)

0% (0)
オンライン 0% (0)

9977..33%%
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�ɹ͜Ε·Ͱの研究会に͓͚るऔ૊
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ௐࠪڀݚΛͨͬߦɻ༷ʑͳϝϯλϧϔϧεෆௐͷཧ༝ʹରԠ͢ΔͨΊʹ͸ɺ༧๷͔Βൃ࠶๷ࢭ
·Ͱͷ֤ஈ֊Ͱɺਓࣄ୲౰෦ہͷ৬һ΍؅ཧ؂ಜऀͱɺ৬৔಺֎ͷҩࢣɾۀ࢈อ݈ελοϑͳ
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ׂͱ࿈ܞΛ໌ࣔͨ͠ϝϯλϧϔϧεରࡦʹؔ͢ΔܭըʢҎԼʮܭըʯͱ͍͏ɻʣͷࡦఆʹ͚ͨ޲
औ૊ʹ͍ͭͯௐࠪڀݚΛͨͬߦɻྩ࿨ �೥౓ͷڀݚձͱซͤͯɺશࠃͷ஍ํެஂڞମΛର৅ʹ
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ͱͷॱͰճ౴͕͋ͬͨɻʢਤ রʣࢀ�
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εରࡦʹؔ͢ΔߋͳΔ࣮ଶ೺ѲͱܭըࡦఆࢧԉΛςʔϚʹௐࠪڀݚΛ͜͏ߦͱͱͨ͠ɻ
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策定のたƶの人員f予్の確保が困ႍ

対象者がいない�൛ない�たƶᅢ要性を感ƍていない

策定ƌなくてƷ現在の取組Ɯ十分機能ƌているたƶ

盛り込ƵƮき内容がǄƀらない

策定するたƶの手വがǄƀらない

ƒの他

P�������

令和ī年度地方公務員のメンタルヘルス対策に係るアンケート調査

º ȌȞǪȖȃȖǤƠ৘Ǝǀ計ब等の策࿊ඡੳ等
※各図の� �内の数値Ƥཆ体数を示すc

※概要

ཆ 体 数g全地方公共ཆ体�ĨdĮįį��ဒ道ᆒ県�īĮ�b指定ဒ市�ĩħ�b市区�ĮİĬ�bྎ໠�İĩ６��

対 象gೣ長部局

調査時点g令和ī年ī月Ĩ日

ʢਤ�ʣ

（ 総務省ホーム嵂ージに加工できるデータを掲載 （https:��www�souPu�Jo�Mp�PainBsosiki�MichiBJyousei�kouPuinBseido�an]enBkouPuBPhr��htPl ܒ

メンタルヘルス対策に関する計画（例）の概要

令和４年度研究会の地方公共団体委員が所属する当該団体の計画等を中心に、令和４年度アンケート調査において収集した地方公共団体の
実際の計画等を参考にして作成。
地方公共団体の実情に応じて活用できるよう、「本編」「別ၻ」「ලಔ版」の３部で構成。

計画（例）の構成

（（íí））本本��ዻዻ�� ��

��

��

��

ßßŨŨŨŨŨŨ

団団体体ӸӸ��ààメメンンタタルルヘヘルルススݣݣሊሊにに᧙᧙すするるᚘᚘဒဒ��

᳸᳸�� ᎰᎰئئににƓƓƚƚるる࣎࣎のの健健康康ƮƮくくりり�� ᳸᳸��

（（例例））��

��

��

��

��

令令ԧԧŨŨ年年ŨŨ月月ŨŨ日日�� СС定定��

��

Ფこのᚘဒ
例�は、令ԧᲮ年ࡇの「ዮӳ的なメンタルヘルスݣሊに᧙するᄂᆮ会」にӋဒするע

૾公共団体ۀՃが৑ޓするؖྚ県、ிʮ都、ᅦ޽県いǘƖ市にƓƚるᚘဒ等をɶ࣎に、ዮѦႾ

にƓいてᛦ௹しƨ૾ע公共団体が実ᨥにሊ定しているᚘဒǍ「і働ᎍの࣎の健康の̬ਤفᡶの

ƨǊの指ᤆ」（ҽဃі働Ⴞሊ定）等をӋᎋに˺成しƨǋのです。�

Ფこの「（í）本ዻ」では、૾ע公共団体にƓいてӕりኵǜでいƨƩくǂƖ୍ᢄ的なメンタルヘ

ルスݣሊƱして、ᲮƭのǱǢのƏƪ「セルȕǱǢ」「ラインǱǢ」「Ꮀئϋ産業̬健スタッȕ等

によるǱǢ」のᲭƭのǱǢをᚡ᠍しています。�

ᲤᲮƭのǱǢのƏƪǋƏ一ƭの「Ꮀٳئ᝻เによるǱǢ」のӕኵϋܾǍƞǒなるӕኵ事例なƲ

は、本ዻƱはКに˺成しƨ「（î）Кώ」にਫ਼᠍してƓり、૾ע公共団体のཞඞにࣖơてᚘဒ

等にᡙᚡするこƱをे定しています。�

Ფ例Ƒƹ「��ؕ本૾ᤆ」では૾ע公共団体཯ᐯのؕ本૾ᤆをଢᚡしていƨƩくƨǊ、φ体的にᚡ

᠍していまƤǜが、「（î）Кώ」にはӋᎋ例をਫ਼᠍しています。�

（（îî））КК��ώώ�� ��

��

��

��

��

��

「「 メメ ンン タタ ルル ヘヘ ルル スス ݣݣ ሊሊ にに ᧙᧙ すす るる ᚘᚘ ဒဒ��

᳸᳸ ᎰᎰ ئئ にに ƓƓ ƚƚ るる ࣎࣎ のの 健健 康康 ƮƮ くく りり ᳸᳸ 」」��

ののƞƞǒǒななるるΪΪ実実ににӼӼƚƚƨƨ૾૾ሊሊӏӏƼƼӕӕኵኵ事事例例等等��

��

��

��

��

��

��
Ფこの「（î）Кώ」には、「（í）本ዻ」にはᚡ᠍していない、ᲮƭのǱǢのസりの「Ꮀٳئ᝻

เによるǱǢ」のӕኵϋܾǍƞǒなるӕኵ事例なƲをਫ਼᠍してƓり、૾ע公共団体のཞඞにࣖ

ơてᚘဒ等にᡙᚡするこƱを౨᚛してくƩƞい。�

Ფ「（í）本ዻ」のᛆ࢘ሖ৑をƂ� ƃᘙᚡするƱƱǋに、ƞǒなるӕኵ等をᡙᚡしƨイメーǸを

ਫ਼᠍しています。�

Ფ᧙ᡲするトȔッǯスのǄƔ、例Ƒƹ「（í）本ዻ」の「��ؕ本૾ᤆ」では૾ע公共団体཯ᐯの

ؕ本૾ᤆをଢᚡしていƨƩくƨǊ、φ体的にᚡ᠍していまƤǜが、この「（î）Кώ」ではӋ

ᎋ例をਫ਼᠍しています。�

予防段階

４つのケア 効果指標・目標 ホ౯・改善点

個人のプライバシー及び不利┈取扱いへの配慮ۑ

主な相談窓口ۑ
　・・・・・・
　・・・・・・

。職員本人は、実施される取組等を積極的に利用し、セルフケアに努めるものとする．２ࠉࠉࠉ

「「職職場場外外資資源源
にによよるるケケアア」」

①各種研修等によるメンタルヘルス教育㸭
専門的な知識を有した医師やカウンセラー・アド䝞イ䝄ー等、専門機関と連携し、職階別研修ࠉ
等により䝯ン䝍ル䝦ルスの知識のᬑ及を図る。

①職場外での相談の実施㸭
。管内の医療機関等において、職場外での相談を実施するࠉ

①専門的な知識・情報の提供、相談による෇⁥な職場復帰と再発防止�
休職中の職員、管理監督者、職場内産業保健ス䝍䝑フ等に対し、職場外資源の主治医等によࠉ
る専門的な知識・情報の提供及び相談を実施することにより、円滑な職場復帰と再発防止を図
る。

②職場環境改善計画の作成支援㸭
ス䝖レス䝏䜵䝑䜽の集団分析結果について、分析結果の活用方法等に係る専門家による研修会ࠉ
を開催し、集団分析を実施した全ての職場における分析結果を踏まえた職場環境改善計画の作
成を支援する。

②職場内相談窓口との連携㸭
職場外資源の主治医等と、管理監督者や職場内産業保健ス䝍䝑フ等は、必要に応じ、休務者ࠉ
の了ᢎを得て面談や連絡をとるな䛹し、治療方針や職場に求められる配慮内容な䛹について主
治医から助言を受ける。

②職場内相談窓口との連携㸭
職場外資源の主治医等と、管理監督者や職場内産業保健ス䝍䝑フ等は、必要に応じ、休職者ࠉ
の了ᢎを得て面談し、職場復帰に関する判断基準等についての情報を共有し連携を図る。

�職場外資源：ࠉࠉ、�人事労務部門：ࠉ��、�人事労務部門以外の職場内産業保健スタッフ：ࠉ��、�管理監督者：ࠉ�����ࠉࠉࠉ

③主治医との連携㸭
近㞄の医療機関に対し、䇾○○○(団体名)䇿における復職支援制度について理解してもらうたࠉ
め、概要を記載した書㢮等を送付して周知を図る。また、必要に応じて、休職者の了ᢎを得て、管
理監督者及び職場内産業保健ス䝍䝑フ等が主治医と面談し、復職の時期等について情報を共有
し連携を図る。

備考

　・ス䝖レス䝏䜵䝑䜽や面談等を実施するに当たっては、個人の䝥ライ䝞䝅ーの保護に留意する。
　・職員の相談対応者やス䝖レス䝏䜵䝑䜽の実施者は知り得た個人情報の取扱いに当たっては、関係する法令等を遵守し、正当な理由なく他に漏らしてはならない。
　・ス䝖レス䝏䜵䝑䜽や面接指導の受検有無や結果提供の不同意等を理由とした不利┈取扱いを行ってはならない。

（注）１．メンタルヘルス対策として実施する予防段階に応じた４つのケアの項目ࡈとの実施者又は関୚者のซ例は次のとおりとし、そのうち主たる実施者は「۔」にて標記している。

③職場外資源との連携㸭
専門的な知識を有する職場外資源は、職場内産業保健ス䝍䝑フ等䜈の相談を望まない職員にࠉ
とって利用可能な相談先となるため、常に情報を共有して連携する。

「「職職場場内内産産業業保保健健
ススタタッッフフ等等にによよるる

ケケアア」」

①職場巡視による職場環境の把握・ホ౯の実施㸭
・安全衛生委員会が定期的に職場巡視を行い、㦁㡢や照度、整理整㡻等の職場環境の把握ࠉ
ホ౯を行うとともに、定時退庁日の遵守状況等の実態把握に努める。

①相談窓口の利用促進㸭
各相談窓口における相談相手（産業医な䛹の職場内産業保健ス䝍䝑フ等）を明らかにするとともࠉ
に、相談内容は本人の同意なく所属等に報告されないこと、相談は༏名で受けられるな䛹䝥ライ
䝞䝅ーに十分配慮されていること、管理監督者や家族からの相談も可能であること等を周知し、利
用促進を図る。

①職場復帰支援プログラムの作成支援㸭
職場内産業保健ス䝍䝑フ等は、管理監督者が作成する職場復帰支援䝥䝻グラ䝮について必要ࠉ
な助言や支援を行う。

②ストレスチェックの集団分析結果の活用㸭
ス䝖レス䝏䜵䝑䜽の職場䛤との集団分析結果を踏まえ、安全衛生委員会等における職場環境のࠉ
改善方法の検討等に活用する。なお、集団分析結果の取扱いには十分に留意する必要があるた
め、その共有範囲等については、あらかじめ安全衛生委員会等において審議・決定しておくことと
する。

②医療機関への早期受診・早期治療の推進㸭
相談窓口において、医療機関の受デが必要とᛮわれる職員に対し、早期対応が重要であるこࠉ
とから、医療機関の受デを勧奨する。

②休職中の職員への説明及び復帰後の対応㸭
職場内産業保健ス䝍䝑フ等は、休職中の職員に対し、医療機関の受デ等の休職中の過䛤し方ࠉ
や定期的な職場䜈の連絡方法な䛹をㄝ明する。
また、職場復帰した職員や管理監督者から復職後の状況を⪺䛝、再発防止の観点から職員や管
理監督者に助言する。

③メンタルヘルスに関する教育研修及び情報提供び情報提供㸭
一般職員や管理監督者向けの䝯ン䝍ル䝦ルス研修会を開催し、䝯ン䝍ル䝦ルスの基礎知識等をࠉ
周知する。

②長時間勤務者の把握と産業医の面接指導の実施等㸭
管理監督者は、長時間勤務が職員の健康に与える影響を考慮し、長時間勤務の縮減を図るとࠉ
ともに、長時間勤務を行った職員に対し、産業医による面接指導等を受けられるよう配慮する。ま
た、長時間勤務の実態を踏まえ、職場内の勤務状況やス䝖レス䝏䜵䝑䜽の集団分析結果を活用し
た職場環境改善の一環として勤務体制の見直し等を行い、長時間勤務の縮減に向けて職場単
位で取り組む。

②不調者の早期発見と対応㸭
様子を感じた職員に対し、管理監督者は積極的にኌかけをして傾聴することと「いつもと㐪う」ࠉ
し、必要に応じて職場内産業保健ス䝍䝑フ等䜈の相談、医療機関の受デを勧奨する。その場合、
管理監督者自らが職場内産業保健ス䝍䝑フ等に相談に行くことも検討する。

②職場復帰の判断㸭
休職中の職員から職場復帰の意ᛮ表示がなされた場合、職場復帰を可能とする主治医のデࠉ
断書（就業上の配慮に関する意見を含む。）の提出を求める。その際、主治医には、日常生活に
おける病状回復に限らず、職場で求められる職務遂行能力の回復まで判断されるよう、あらかじ
め職場で必要とされる職務遂行能力に関する情報を提供しておくこととする。提出された主治医
のデ断書を踏まえ、職員の状態及び業務・職場との適合性、職場の支援状況等を総合的に考慮
し、管理監督者、職場内産業保健ス䝍䝑フ等が協議して職場復帰の可否を判断する。職場復帰
可能となった場合には、管理監督者による就業上の配慮等を具体的に作成した職場復帰䝥䝻グ
ラ䝮に基䛵䛝、管理監督者及び職場内産業保健ス䝍䝑フ等は職員の円滑な職場復帰を支援す
る。

③ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善等㸭
管理監督者は、職員が安心してス䝖レス䝏䜵䝑䜽を受検で䛝るよう配慮するとともに、職場䛤とにࠉ
集団分析した結果を踏まえ、必要な職場環境改善に取り組む。また、ス䝖レス䝏䜵䝑䜽の結果、高
ス䝖レス者と判定された職員について、職場内産業保健ス䝍䝑フ等と連携して産業医による面談等
について配慮する。

③復帰した職員のフォローアップ㸭
、管理監督者は、職員の復職に至る経過や今後の方針等を他の職員に事前にㄝ明するな䛹ࠉ
職場復帰する職員がス䝖レスを感じないよう職場䛵くりに努め、復帰職員の観察及び支援を行う。
その際、他の職員に過度の負担が᥃からないよう配慮する。また、職場内産業保健ス䝍䝑フ等に
相談して職場復帰䝥䝻グラ䝮をホ౯し、必要に応じて見直しを行う。

「「ラライインンケケアア」」

①管理監督者の基本的な知識の習得、相談対応技能のスキルアップ㸭
管理監督者は、職員を䝯ン䝍ル䝦ルス研修会に積極的に参加させ、䝯ン䝍ル䝦ルスに関する正ࠉ
しい知識や対ฎ等の⩦得を支援する。また、管理監督者自身も、職階䛤とに必要な䝯ン䝍ル䝦ルス
に関する基礎知識、䝁䝭䝳䝙䜿ー䝅䝵ンス䜻ルや相談対応な䛹知識の⩦得のための研修に参加
し、最新の基礎知識や対ฎ方法等の必要なス䜻ルの⩦得を図ることで、職員の勤務状況や健康
状態等をᬑ段から把握し、職員の心の健康状態の変化を見逃さないよう努める。

①職員の健康状態の把握㸭
管理監督者は、職員が相談しやすい環境や㞺囲気を整え、日常的に職員からの自発的な相ࠉ
談に対応するよう努める。また、長時間勤務等により過労状態にある職員や強度の心理的負荷を
伴う業務を経験した職員、個別相談が必要とᛮわれる職員には管理監督者より積極的にኌかけ
を行う。

①職場復帰支援プログラムの作成及び職員、産業医等との面談の実施㸭
䝯ン䝍ル䝦ルス不調により職員が休職した場合、管理監督者は職員が休職中に安心して療養ࠉ
に専念で䛝るよう配慮する。また、休職から職場復帰までのὶれ（休職期間の目安、休職期間満
了日、職場䜈の報告な䛹の今後のやり取り等）を記載した「職場復帰支援䝥䝻グラ䝮」を作成し、職
場内産業保健ス䝍䝑フ等と連携して職員の職場復帰を支援する。なお、休職中の職員の状態に
応じ、管理監督者は職場内産業保健ス䝍䝑フ等に相談して職員と面談し、職場の現状や担当す
る業務な䛹をよくㄝ明するとともに、職務の㍍減に対する精神的な負担感等を持たせないよう配慮
する。

「セルフケア」

職員は心身の健康保持
増進に努めるととも

に、自身がストレスに
気づき、自らのストレ
スを予防、㍍減するた
めの知識・対処法を身

につける

①ストレス状態の把握㸭
職員が自らのス䝖レスを把握で䛝るよう、年１回ス䝖レス䝏䜵䝑䜽を実施するとともに、個人の結果ࠉ
には、セルフ䜿アの方法や医療機関、臨床心理士、職場内産業保健ス䝍䝑フ等が行う相談窓口
等の案内を掲載し、䝯ン䝍ル䝦ルス不調の未然防止を図る。また、高ス䝖レス者については、産業
医の面接指導の周知を図るとともに、必要に応じてス䝖レス䝏䜵䝑䜽実施者（産業医、保健師等）よ
り面談を促す。

①自発的な相談体制の整備㸭
職場内の相談窓口に関する情報を職員䝫ー䝍ル䝃イ䝖やリーフレ䝑䝖により全職員に周知し、相ࠉ
談しやすい体制䛵くりを進める。また、各相談窓口における相談相手がㄡなのか（産業医や他の
職場内産業保健ス䝍䝑フ等）を明示すること、相談内容は所属等に報告されないこと、相談は༏
名で受けられるな䛹䝥ライ䝞䝅ーに十分配慮されていること、管理監督者や家族からの相談も可
能であることな䛹について周知を図る。

①休職中における医療機関の受診、定期的な職場への報告の勧奨㸭
休職者は療養に専念するとともにセルフ䜿アに努める。また、職場内産業保健ス䝍䝑フ等は、休ࠉ
職者や管理監督者等と定期的に面談を実施することにより、円滑な職場復帰を目指すとともに、
再発防止に係る支援を行い、職員にセルフ䜿アを促す。

②長時間勤務による不調の予防㸭
時間外勤務が1か月当たり100時間以上、または2～㻢か月平均で㻤0時間を超えた職員には、該ࠉ
当職員からの申し出の有無に関わらず、産業医による面接指導を実施する。また、時間外勤務が
1か月当たり㻤0時間を超えた職員から申出があった場合についても産業医による面接指導を実施
する。

②自ᕫのメンタルヘルス不調への意識の向上㸭
職員が早期に自らの䝯ン䝍ル䝦ルス不調に気付くために、職員䝫ー䝍ル䝃イ䝖に疲労・ス䝖レスࠉ
の蓄積等をセルフ䝏䜵䝑䜽で䛝る䝁ー䝘ーを設け、セルフ䝏䜵䝑䜽の点数が高かった職員自らが各
種相談窓口を利用するよう勧奨する。

②職場復帰後の継続的な治療、再発防止㸭
職場復帰後の職員は必要な治療を継続するとともに、職場復帰支援䝥䝻グラ䝮にἢって業務をࠉ
行う。また、職場内産業保健ス䝍䝑フ等や管理監督者等と定期的に面談を実施し、再発予防に努
める。

③職員研修及び情報提供の活用㸭
　　新規採用職員（及び採用２年目）の職員に対しては、䝯ン䝍ル䝦ルスの知識⩦得や䝁䝭䝳䝙䜿ー
䝅䝵ン能力の向上に関する研修をカリ䜻䝳ラ䝮に組み入れて実施する。また、一般職員向けとし
て、䝯ン䝍ル䝦ルスの基礎知識やス䝖レス対ฎ法な䛹を⩦得するための研修会を年１回以上実施
することとし、多くの職員が受講で䛝るよう開催時期や方法、内容等について検討する。

͆団体名͇メンタルヘルス対策における予防段階別の４つのケアに関する計画(例)ࠝ簡易版ࠞ
一一次次予予防防 ஧஧次次予予防防 ୕୕次次予予防防 年度ۑۑ
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͆団体名͇メンタルヘルス対策における予防段階別の３つのケアに関する計画(例)ࠝ簡易版ࠞ
一一次次予予防防 ஧஧次次予予防防 ୕୕次次予予防防 年度ۑۑ

②長時間勤務による不調の予防㸭
時間外勤務が1か月当たり100時間以上、または2～㻢か月平均で㻤0時間を超えた職員には、該ࠉ
当職員からの申し出の有無に関わらず、産業医による面接指導を実施する。また、時間外勤務が
1か月当たり㻤0時間を超えた職員から申出があった場合についても産業医による面接指導を実施
する。

②自ᕫのメンタルヘルス不調への意識の向上㸭
職員が早期に自らの䝯ン䝍ル䝦ルス不調に気付くために、職員䝫ー䝍ル䝃イ䝖に疲労・ス䝖レスࠉ
の蓄積等をセルフ䝏䜵䝑䜽で䛝る䝁ー䝘ーを設け、セルフ䝏䜵䝑䜽の点数が高かった職員自らが各
種相談窓口を利用するよう勧奨する。

②職場復帰後の継続的な治療、再発防止㸭
職場復帰後の職員は必要な治療を継続するとともに、職場復帰支援䝥䝻グラ䝮にἢって業務をࠉ
行う。また、職場内産業保健ス䝍䝑フ等や管理監督者等と定期的に面談を実施し、再発予防に努
める。

③職員研修及び情報提供の活用㸭
　　新規採用職員（及び採用２年目）の職員に対しては、䝯ン䝍ル䝦ルスの知識⩦得や䝁䝭䝳䝙䜿ー
䝅䝵ン能力の向上に関する研修をカリ䜻䝳ラ䝮に組み入れて実施する。また、一般職員向けとし
て、䝯ン䝍ル䝦ルスの基礎知識やス䝖レス対ฎ法な䛹を⩦得するための研修会を年１回以上実施
することとし、多くの職員が受講で䛝るよう開催時期や方法、内容等について検討する。

「「ラライインンケケアア」」

①管理監督者の基本的な知識の習得、相談対応技能のスキルアップ㸭
管理監督者は、職員を䝯ン䝍ル䝦ルス研修会に積極的に参加させ、䝯ン䝍ル䝦ルスに関する正ࠉ
しい知識や対ฎ等の⩦得を支援する。また、管理監督者自身も、職階䛤とに必要な䝯ン䝍ル䝦ルス
に関する基礎知識、䝁䝭䝳䝙䜿ー䝅䝵ンス䜻ルや相談対応な䛹知識の⩦得のための研修に参加
し、最新の基礎知識や対ฎ方法等の必要なス䜻ルの⩦得を図ることで、職員の勤務状況や健康
状態等をᬑ段から把握し、職員の心の健康状態の変化を見逃さないよう努める。

①職員の健康状態の把握㸭
管理監督者は、職員が相談しやすい環境や㞺囲気を整え、日常的に職員からの自発的な相ࠉ
談に対応するよう努める。また、長時間勤務等により過労状態にある職員や強度の心理的負荷を
伴う業務を経験した職員、個別相談が必要とᛮわれる職員には管理監督者より積極的にኌかけ
を行う。

①職場復帰支援プログラムの作成及び職員、産業医等との面談の実施㸭
䝯ン䝍ル䝦ルス不調により職員が休職した場合、管理監督者は職員が休職中に安心して療養ࠉ
に専念で䛝るよう配慮する。また、休職から職場復帰までのὶれ（休職期間の目安、休職期間満
了日、職場䜈の報告な䛹の今後のやり取り等）を記載した「職場復帰支援䝥䝻グラ䝮」を作成し、職
場内産業保健ス䝍䝑フ等と連携して職員の職場復帰を支援する。なお、休職中の職員の状態に
応じ、管理監督者は職場内産業保健ス䝍䝑フ等に相談して職員と面談し、職場の現状や担当す
る業務な䛹をよくㄝ明するとともに、職務の㍍減に対する精神的な負担感等を持たせないよう配慮
する。

「セルフケア」

職員は心身の健康保持
増進に努めるととも

に、自身がストレスに
気づき、自らのストレ
スを予防、㍍減するた
めの知識・対処法を身

につける

①ストレス状態の把握㸭
職員が自らのス䝖レスを把握で䛝るよう、年１回ス䝖レス䝏䜵䝑䜽を実施するとともに、個人の結果ࠉ
には、セルフ䜿アの方法や医療機関、臨床心理士、職場内産業保健ス䝍䝑フ等が行う相談窓口
等の案内を掲載し、䝯ン䝍ル䝦ルス不調の未然防止を図る。また、高ス䝖レス者については、産業
医の面接指導の周知を図るとともに、必要に応じてス䝖レス䝏䜵䝑䜽実施者（産業医、保健師等）よ
り面談を促す。

①自発的な相談体制の整備㸭
職場内の相談窓口に関する情報を職員䝫ー䝍ル䝃イ䝖やリーフレ䝑䝖により全職員に周知し、相ࠉ
談しやすい体制䛵くりを進める。また、各相談窓口における相談相手がㄡなのか（産業医や他の
職場内産業保健ス䝍䝑フ等）を明示すること、相談内容は所属等に報告されないこと、相談は༏
名で受けられるな䛹䝥ライ䝞䝅ーに十分配慮されていること、管理監督者や家族からの相談も可
能であることな䛹について周知を図る。

①休職中における医療機関の受診、定期的な職場への報告の勧奨㸭
休職者は療養に専念するとともにセルフ䜿アに努める。また、職場内産業保健ス䝍䝑フ等は、休ࠉ
職者や管理監督者等と定期的に面談を実施することにより、円滑な職場復帰を目指すとともに、
再発防止に係る支援を行い、職員にセルフ䜿アを促す。

②長時間勤務者の把握と産業医の面接指導の実施等㸭
管理監督者は、長時間勤務が職員の健康に与える影響を考慮し、長時間勤務の縮減を図るとࠉ
ともに、長時間勤務を行った職員に対し、産業医による面接指導等を受けられるよう配慮する。ま
た、長時間勤務の実態を踏まえ、職場内の勤務状況やス䝖レス䝏䜵䝑䜽の集団分析結果を活用し
た職場環境改善の一環として勤務体制の見直し等を行い、長時間勤務の縮減に向けて職場単
位で取り組む。

②不調者の早期発見と対応㸭
様子を感じた職員に対し、管理監督者は積極的にኌかけをして傾聴することと「いつもと㐪う」ࠉ
し、必要に応じて職場内産業保健ス䝍䝑フ等䜈の相談、医療機関の受デを勧奨する。その場合、
管理監督者自らが職場内産業保健ス䝍䝑フ等に相談に行くことも検討する。

②職場復帰の判断㸭
休職中の職員から職場復帰の意ᛮ表示がなされた場合、職場復帰を可能とする主治医のデࠉ
断書（就業上の配慮に関する意見を含む。）の提出を求める。その際、主治医には、日常生活に
おける病状回復に限らず、職場で求められる職務遂行能力の回復まで判断されるよう、あらかじ
め職場で必要とされる職務遂行能力に関する情報を提供しておくこととする。提出された主治医
のデ断書を踏まえ、職員の状態及び業務・職場との適合性、職場の支援状況等を総合的に考慮
し、管理監督者、職場内産業保健ス䝍䝑フ等が協議して職場復帰の可否を判断する。職場復帰
可能となった場合には、管理監督者による就業上の配慮等を具体的に作成した職場復帰䝥䝻グ
ラ䝮に基䛵䛝、管理監督者及び職場内産業保健ス䝍䝑フ等は職員の円滑な職場復帰を支援す
る。

③ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善等㸭
管理監督者は、職員が安心してス䝖レス䝏䜵䝑䜽を受検で䛝るよう配慮するとともに、職場䛤とにࠉ
集団分析した結果を踏まえ、必要な職場環境改善に取り組む。また、ス䝖レス䝏䜵䝑䜽の結果、高
ス䝖レス者と判定された職員について、職場内産業保健ス䝍䝑フ等と連携して産業医による面談等
について配慮する。

③復帰した職員のフォローアップ㸭
、管理監督者は、職員の復職に至る経過や今後の方針等を他の職員に事前にㄝ明するな䛹ࠉ
職場復帰する職員がス䝖レスを感じないよう職場䛵くりに努め、復帰職員の観察及び支援を行う。
その際、他の職員に過度の負担が᥃からないよう配慮する。また、職場内産業保健ス䝍䝑フ等に
相談して職場復帰䝥䝻グラ䝮をホ౯し、必要に応じて見直しを行う。

「「職職場場内内産産業業保保健健
ススタタッッフフ等等にによよるる

ケケアア」」

①職場巡視による職場環境の把握・ホ౯の実施㸭
・安全衛生委員会が定期的に職場巡視を行い、㦁㡢や照度、整理整㡻等の職場環境の把握ࠉ
ホ౯を行うとともに、定時退庁日の遵守状況等の実態把握に努める。

①相談窓口の利用促進㸭
各相談窓口における相談相手（産業医な䛹の職場内産業保健ス䝍䝑フ等）を明らかにするとともࠉ
に、相談内容は本人の同意なく所属等に報告されないこと、相談は༏名で受けられるな䛹䝥ライ
䝞䝅ーに十分配慮されていること、管理監督者や家族からの相談も可能であること等を周知し、利
用促進を図る。

①職場復帰支援プログラムの作成支援㸭
職場内産業保健ス䝍䝑フ等は、管理監督者が作成する職場復帰支援䝥䝻グラ䝮について必要ࠉ
な助言や支援を行う。

（注）１．メンタルヘルス対策として実施する予防段階に応じた３つのケアの項目ࡈとの実施者又は関୚者のซ例は次のとおりとし、そのうち主たる実施者は「۔」にて標記している。

②ストレスチェックの集団分析結果の活用㸭
ス䝖レス䝏䜵䝑䜽の職場䛤との集団分析結果を踏まえ、安全衛生委員会等における職場環境のࠉ
改善方法の検討等に活用する。なお、集団分析結果の取扱いには十分に留意する必要があるた
め、その共有範囲等については、あらかじめ安全衛生委員会等において審議・決定しておくことと
する。

②医療機関への早期受診・早期治療の推進㸭
相談窓口において、医療機関の受デが必要とᛮわれる職員に対し、早期対応が重要であるこࠉ
とから、医療機関の受デを勧奨する。

②休職中の職員への説明及び復帰後の対応㸭
職場内産業保健ス䝍䝑フ等は、休職中の職員に対し、医療機関の受デ等の休職中の過䛤し方ࠉ
や定期的な職場䜈の連絡方法な䛹をㄝ明する。
また、職場復帰した職員や管理監督者から復職後の状況を⪺䛝、再発防止の観点から職員や管
理監督者に助言する。

③メンタルヘルスに関する教育研修及び情報提供び情報提供㸭
一般職員や管理監督者向けの䝯ン䝍ル䝦ルス研修会を開催し、䝯ン䝍ル䝦ルスの基礎知識等をࠉ
周知する。

③主治医との連携㸭
近㞄の医療機関に対し、䇾○○○(団体名)䇿における復職支援制度について理解してもらうたࠉ
め、概要を記載した書㢮等を送付して周知を図る。また、必要に応じて、休職者の了ᢎを得て、管
理監督者及び職場内産業保健ス䝍䝑フ等が主治医と面談し、復職の時期等について情報を共有
し連携を図る。

�人事労務部門：ࠉ��、�人事労務部門以外の職場内産業保健スタッフ：ࠉ��、�管理監督者：ࠉ�����ࠉࠉࠉ

。職員本人は、実施される取組等を積極的に利用し、セルフケアに努めるものとする．２ࠉࠉࠉ

備考

　・ス䝖レス䝏䜵䝑䜽や面談等を実施するに当たっては、個人の䝥ライ䝞䝅ーの保護に留意する。
　・職員の相談対応者やス䝖レス䝏䜵䝑䜽の実施者は知り得た個人情報の取扱いに当たっては、関係する法令等を遵守し、正当な理由なく他に漏らしてはならない。
　・ス䝖レス䝏䜵䝑䜽や面接指導の受検有無や結果提供の不同意等を理由とした不利┈取扱いを行ってはならない。

管

保 人

管 人保

管

人保

管 人保

人

人

人

保 人

保 人

管

管 保

人保

人保

管保

管保

管 保 人

管 保 人

管 保

管保

管保 人

保

管 保

保

保

保

人保

「職場外資源
によるケア」

①職場外での相談の実施㸭
。管内の医療機関等において、職場外での相談を実施するࠉ

①
ࠉ
る
る

会
②職場内相談窓口との連携㸭
職場外資源の主治医等と、管理監督者や職場内産業保健ス䝍䝑フ等は、必要に応じ、休務者ࠉ
の了ᢎを得て面談や連絡をとるな䛹し、治療方針や職場に求められる配慮内容な䛹について主
治医から助言を受ける。

②
ࠉ
の

一次予防 ஧次予防 ୕次予防

֐

管 保 人֐

保 人

【本編】
・地方公共団体の規模に関わらず、自主
的な策定が可能となるよう、基本的・普
቞的な内容をまとめた。
・４つのケアのうち「セルフケア」、「ラインケ
ア」及び「職場内産業保健スタッフ等によ
るケア」の３つのケアを中心にまとめた。

【別ၻ】
・【本編】には記載していない、４つのケアの残り
の「職場外資源によるケア」の取組内容や、
地方公共団体が実際に取り組んでいる特定

の課題に応じた具体的な取組例等。
・地方公共団体の状況に応じて計画等に追記
することを想定。

【ලಔ版】
・小規模地方公共団体等が計画策定に着手しやすいよ
う、計画の形式によらず各取組をිၨ的に一ූの表に
整理。
・各予防段階に応じたケアの項目ごとの実施者・関与者
を、記ಀで記載し、一目でტ例が確認可能。
４つのケア・３つのケアの２パターンあり。

表題の「団体名」を自らの団体名に置き換え
るだけで、計画౥成

ʢਤ �ʣ
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令和５年度研究会現地開催 事後アンケート結果

【【自自由由記記載載ḍḍのの主主なな意意見見（（ᢤᢤ⢋⢋））】】

・ 専門の方から意見、他自治体からの意見を聞くことができ貴重な機会となりました。

・ メンタルヘルスを相談するには、産業医についても精神科の先生が必要という考えが強かった
が、精神科医ではなくとも、職員のことを考えてくれる先生であることが重要という䝽ードが心に
残りました。

・ 他自治体の状況も知ることができ、情報共有の必要性を実感しました。

・ 委員の方から直接アドバイスをもらえたのが良かった。

・ 現地で直接話を聞くことで、より理解しやすかった。

アアンンケケーートト結結果果

今今回回のの研研究究会会（（現現地地開開催催））がが
参参考考ににななっったたかか ((nn㻩㻩6644))

研研究究会会全全体体 計計画画((例例))のの説説明明 研研究究会会委委員員報報告告 自自治治体体事事例例発発表表 事事前前アアンンケケーートト調調査査結結果果 意意見見交交換換

計 計 計 計 計 計

とても参考になった
会場 26.6% (17)

35.9% (23)
17.2% (11)

25.0% (16)
25.0% (16)

29.7% (19)
40.6% (26)

6600..99%% ((3399))
12.5% (8)

17.2% (11)
18.8% (12)

23.4% (15)
オンライン 9.4% (6) 7.8% (5) 4.7% (3) 20.3% (13) 4.7% (3) 4.7% (3)

参考になった
会場 23.4% (15)

5599..44%% ((3388))
29.7% (19)

6655..66%% ((4422))
26.6% (17)

6644..11%% ((4411))
10.9% (7)

39.1% (25)
32.8% (21)

6677..22%% ((4433))
32.8% (21)

7700..33%% ((4455))
オンライン 35.9% (23) 35.9% (23) 37.5% (24) 28.1% (18) 34.4% (22) 37.5% (24)

あまり参考にならなかった
会場 1.6% (1)

3.1% (2)
3.1% (2)

6.3% (4)
0.0% (0)

3.1% (2)
0.0% (0)

0.0% (0)
6.3% (4)

9.4% (6)
0.0% (0)

1.6% (1)
オンライン 1.6% (1) 3.1% (2) 3.1% (2) 0.0% (0) 3.1% (2) 1.6% (1)

どちらともいえない
会場 0.0% (0)

1.6% (1)
1.6% (1)

3.1% (2)
0.0% (0)

1.6% (1)
0.0% (0)

0.0% (0)
0.0% (0)

6.3% (4)
0.0% (0)

4.7% (3)
オンライン 1.6% (1) 1.6% (1) 1.6% (1) 0.0% (0) 6.3% (4) 4.7% (3)

計計画画のの策策定定・・改改定定のの予予定定 ((nn㻩㻩6644)) 計

検討中・対応中
会場 9.4% (6)

15.6% (10)
オンライン 6.3% (4)

検討したい
会場 31.3% (20)

6644..11%% ((4411))
オンライン 32.8% (21)

必要性は感じない
会場 1.6% (1)

9.4% (6)
オンライン 7.8% (5)

未回答
会場 10.9% (7)

10.9% (7)
オンライン 0.0% (0)

ままととめめ

・ 全体として「とても参考になった」「参考になった」の回答が約９５％と高ホ౯。
・ 議事内容別に見ると、「とても参考になった」のホ౯が約６１％と最も高かったのは、「自治体事例発表」だった。
・ 自由記載ḍにおいては、「他自治体の状況や意見を聞けて参考になった」や、「委員の報告、意見等が直接聞けて参考になった」との
回答が多数あった。
・ 「計画の策定・改定」については、約６４％が「検討したい」との回答であった。

本研究会の現地開催については、事後アンケートの結果から、「とても参考になった・参考になった」のホ౯が

約９５％であり、計画の策定・改定について「検討したい」との回答が約６４％あったことから、自治体の自主的

な計画策定に向けた取組として、一定の成果があったものと考えられる。

9955..33%% ※開催地３県（秋田県、රᗜ県、高知県）の合計䝕ータ

ʢਤ3ʣ
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�ɹ令和 6年度の研究会に͓͚るऔ૊

⾣令和 �年౓ௐࠪʹ͓͚ΔϝϯλϧϔϧεෆௐʹΑΔ௕ٳظ務ऀͷঢ়گ
ɹϝϯλϧϔϧεෆௐʹΑΔ௕ٳظ຿ऀͷঢ়گʹ͍ͭͯɺ૯຿ল͕࣮ͨ͠ࢪʮྩ࿨ �೥౓஍ํ
ہମɺௐࠪର৅৬һɿશ෦ஂڞ຿৚݅౳ʹؔ͢Δௐࠪʯʢௐࠪର৅ஂମɿશ஍ํެۈମͷஂڞެ
ͷ৬һʣʹΑΕ͹ɺݪଇͱͯ͠ɺྩ࿨ �೥౓தʹϝϯλϧϔϧεෆௐʹΑΓҾ͖ଓ͍ͯ �͔݄
Ҏ্ͷؒظɺපٳؾՋऔಘຢ͸ٳ৬ͨ͠৬һ͸ɺશࠃͰ��☗���ਓʢରલ೥�☗���ਓ૿ʣɺࡏ੶৬
һ਺ʹ઎ΊΔׂ߹͸ �☚�ˋʢରલ೥ �☚�ˋ૿ʣͰ͋Γɺલ೥ͱൺֱͯ͠૿Ճ͍ͯ͠Δ͜ͱ͕໌Β
͔ͱͳͬͨɻʢਤ রʣࢀ�
ɹ·ͨɺʢҰࡒʣ஍ํެ຿һ҆શӴੜਪਐڠձ͕ຖ೥࣮͍ͯ͠ࢪΔʮ஍ํެ຿һ݈߁ঢ়گ౳ͷݱ
���ʯௐࠪʢௐࠪର৅ஂମɿگ ஂମɺௐࠪର৅৬һɿ࡯ܯ৬һɺফ๷৬һٴͼڭһΛআ͍ͨओ
ʹट௕෦ہͷҰൠ৬һʣʹ͓͍ͯ΋ɺྩ࿨ �೥౓ʹ͓͚Δਫ਼ਆٴͼߦಈͷো֐ʹΑΔ௕ظපٳ
ऀ਺ʢ�� ສਓ཰ʣͷਪҠ͸ɺલ೥͔Β૿Ճͯ͠ �☗���☚� ਓͱͳ͓ͬͯΓɺ�� ೥લʢฏ੒ �� ೥
౓ʣͷ໿ �☚� ഒɺ�� ೥લʢฏ੒ ��೥౓ʣͷ໿ �☚� ഒͰ͋ͬͨɻͳ͓ɺಉௐࠪʹΑΔஉঁผɾ೥
ྸ۠෼ผͷਫ਼ਆٴͼߦಈͷো֐ʹΑΔ௕ظපऀٳ਺ʢ��ສਓ཰ʣͷάϥϑΛݟΔͱɺશ೥ྸͷ
਺஋Λ্ճ͍ͬͯΔͷ͸��୅ٴͼ ��୅Ͱ͋Γɺಛʹ��୅ͷঁੑ৬һͷ௕ظපऀٳ਺͕͍ߴͱ
͍͏ಛ௃͕͋ͬͨɻʢਤ রʣࢀ�

ड़ఱ：総務省自治行政局公務員部公務員課、安全厚生推進室「令和５年度地方公共団体のۊ務ড়݇等に関する調査結果」

メンタルヘルス不調による休務者の状況（令和５年度）

団 体 区 分
令和４年度 令和５年度 㹐４Ѝ㹐５ 増減

休務者数 （参考）在籍職員数 休務者数 （参考）在籍職員数 休務者数

都 道 府 県
1��9�5人

1�000�9�2人
15�014人

1�002�1�0人
1�0�9人

(1.4�) (1.5�) 0.1�

指 定 都 市
���02人

429�25�人
��5�0人

424�499人
�5�人

(1.��) (1.��) 0.2�

市 区
20�124人

1�4���990人
21�9��人

1�4�1�204人
1��09人

(1.4�) (1.5�) 0.1�

町 村
2�92�人

24���14人
��2��人

250�92�人
�41人

(1.2�) (1.��) 0.1�

一部事務組合等
1�0��人

11���1�人
1�1��人

120�902人
101人

(0.9�) (1.0�) 0.1�

合 計
44���4人

��2�0�55�人
4��952人

��259��12人
4�1��人

(1.4�) (1.5�) 0.1�

（注）１ 原則として、令和５年度中にメンタルヘルス不調により引き続いて１か月以上の期間、病気休暇取得又は休職した
職員を休務者として計上している。

２ 一部の団体においては、年度ではなく暦年（令和５年１月～令和５年12月まで）の休務者数を計上している。
３ 令和４年度から引き続いて休務した者及び令和５年度中に退職した者も含ࢇでいる。

４ 在籍職員数については参考値として、ストレスチェックの実施状況等で調査した在籍職員数を引用している。
５ （ ）内の％については、「在籍職員数」に占める割合を示している。
６ 一部事務組合等については、専任の職員が所属する団体のみ調査対象としている。

ʢਤ�ʣ
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男女別・年㱋区分別
精神及び行動の障害による長期病休者数(10万人率)

ड़ఱ：一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会「地方公務員健康状況等の現況」（令和６年��月）

1,714.3 

3,155.6 

2,619.2 

2,163.6 

2,026.0 

766.7 

1,404.5 

2,499.9 2,461.4 

2,117.3 2,055.4 

839.7 

2,100.4

3,715.4

2,814.3

2,297.9

1,968.0

586.9

全年㱋
2,286.4

ʢਤ�ʣ

主主なな疾疾病病分分類類別別長長期期病病休休者者数（10万万人人率率））のの推推移移

ड़ఱ：一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会「地方公務員健康状況等の現況」（令和６年��月）
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⾣令和 �年౓ڀݚ会ͷ進Ί方
ɹϝϯλϧϔϧεෆௐʹΑΔ௕ٳظ຿ऀ͕ґવͱͯ͠૿Ճ͍ͯ͠Δঢ়گΛ౿·͑ɺྩ࿨ �೥౓
ͷڀݚձͰ͸ɺϝϯλϧϔϧεରࡦͷߋͳΔਪਐʹ͢ࢿΔΑ͏ɺϝϯλϧϔϧεෆௐऀ͕ଟ͘ɺ
ྩ࿨ �೥౓ݱ஍։࠵ʹ͓͍ͯ΋ଟ͘ͷஂମ͕՝୊ͱͯͨ͛͠ڍए೥૚৬һʹ͚ͨ޲औ૊ͱɺϥ
ΠϯέΞͷ໾ׂΛ୲͏؅ཧ؂ಜऀʹ͚ͨ޲औ૊ΛςʔϚʹௐࠪڀݚΛ͜͏ߦͱͱͨ͠ɻ
ɹྩ࿨ �೥౓ڀݚձͷ࣮ࢪʹ͋ͨͬͯ͸ɺྩ࿨ �೥౓ʹ࣮ݱͨ͠ࢪ஍։͕࠵Ұఆͷ੒ՌΛಘͨ
ͱ͑ߟΒΕΔ͜ͱ͔Βɺ՝୊΍ରԠࡦ౳ʹ͍ͭͯͷஂମؒͷҙ׵ަݟͷ͖͔͚ͬͮ͘Γ΍ɺݚ
ͱ͍࠵஍։ݱͷܕՃࢀମஂڞձͱͯ͠ஂମͷ՝୊΍औ૊౳Λௌऔ͢ΔͨΊɺҾ͖ଓ͖஍ํެڀ
Δ͜ͱͱͨ͠ɻ͢ࢪձΛ࣮ڀݚͰࣜܗ͏
ɹݱ஍։࠵ͷ࣮ͯ͠ࡍʹࢪ͸ɺܭըͷࡦఆঢ়گΛ౿·͑ɺςʔϚʢए೥૚৬һٴͼ؅ཧ؂ಜऀ
ʹؔ͢Δϝϯλϧϔϧεରࡦʣʹ߹கͨ͠औ૊Λ࣮͍ͯ͠ࢪΔஂମ͕͋Δಢ໦ٴݝͼௗऔݝͰ
ͷ։࠵Λܾఆͨ͠ɻ
ɹͦΕͧΕͷݱ஍։࠵Ͱ͸ɺ֤ݝ಺ͷܭըࡦఆࡁΈͷஂମ͔Βऔ૊ͷൃྫࣄදΛ͍ͩͨͯͬߦ
͘ͱͱ΋ʹɺ֤ݝ಺ͷࢢொଜΛର৅ʹ࣮ͨ͠ࢪ؆қͳࣄલΞϯέʔτͷճ౴Λ౿·͑ͯɺڀݚ
ձҕһͱࢀՃஂମͰҙ׵ަݟΛͨͬߦɻ
ɹ·ͨɺݱ஍։࠵ͷػձΛଊ͑ͯɺڀݚձͱ͸ผʹʮݱ஍ௐࠪʯͱͯ͠ɺ֤ݝ಺ͷ஍ํެஂڞ
ମΛ௚઀๚໰͠ɺट௕౳ͱͷ໘ձ΍࣮຿୲౰෦ॺʢۀ࢈ҩ౳ۀ࢈อ݈ελοϑؚΉʣ౳ͱͷҙ
ॻͷ��ϖʔδҎ߱ʹͦͷ֓ࠂͷ֓ཁͱซͤͯɺຊใ࠵஍։ݱͱ͜ΖͰ͋Γɺͨ͠ࢪ΋࣮׵ަݟ
ཁΛ͍ͯ͠ࡌܝΔɻ
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3ɹݱ地։࠵に܎るࣄલΞンέʔτの෼ੳ݁Ռ

ɹྩ࿨ �೥౓ͷڀݚձΛɺಢ໦ٴݝͼௗऔݝͷ ΛΑΓ׵ަݟΔʹ͋ͨΓɺҙ͢࠵஍։ݱͰݝ�
ҙٛͷ͋Δ΋ͷͱ͢ΔͨΊɺϝϯλϧϔϧεର܎ʹࡦΔܭըͷࡦఆঢ়گ΍औ૊ঢ়گ౳ʹ͍ͭͯɺ
ܭ಺ͷݝ�લΞϯέʔτ͸ɺࣄɻͨ͠ࢪલΞϯέʔτΛ࣮ࣄ Λର৅ʢྩ࿨ہொଜͷट௕෦ࢢ��
�೥ �݄ �೔࣌఺ʣͱͨ͠΋ͷͰ͋Γɺͦͷ෼ੳ݁ՌΛ༻͍ͯݱ஍։࠵Ͱٞ࿦Λͨͬߦɻ
ɹࣄલΞϯέʔτͷ෼ੳ݁Ռʹ͍ͭͯ͸ɺʮܭըࡦఆࡁΈஂମͷঢ়گʯɺʮܭըະࡦఆஂମͷঢ়
ͼʮ؅ཧ؂ಜऀͷϝϯλϧϔϧεʯͷٴʯɺʮए೥૚৬һͷϝϯλϧϔϧεʯگ �ͭʹ෼͚ͯऔ
Γ·ͱΊΛͨͬߦɻʢࣄલΞϯέʔτ݁Ռͷৄࡉʹ͍ͭͯ͸ ��� ϖʔδࢀরʣ
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گΈ団ମͷঢ়ࡁఆࡦըܭ⾣
ɹࣄલΞϯέʔτ݁Ռʹ͓͍ͯɺϝϯλϧϔϧεରࡦʹؔ͢ΔܭըΛࡦఆ͍ͯ͠Δஂମ͸ ݝ�
಺ͷ �� ஂମத �� ஂମʢ��☚�ˋʣͰ͋ͬͨɻ
ɹܭըࡦఆஂମͷճ౴͔Βɺܭըࡦఆஂମͷଟ͘͸ɺ
ɾɾࡦఆ࣌ʹʮ৬৔಺ۀ࢈อ݈ελοϑʯ΁૬ஊ͍ͯ͠Δͱճ౴͓ͯ͠Γɺͳ͔ʹ͸֎෦ͷ։
ΒΕͨ͜ͱɻݟମ΋ஂͨ͠ܞ΍৬һ࿑ಇ૊߹౳ͱ࿈ࢣอ݈ۀ
ɾɾܭըࡦఆʹΑͬͯੜͨ͡ޮՌ΍มԽͱͯ͠ɺʮؔऀ܎ͷ࿈ڧܞԽʯɺʮ؅ཧ؂ಜऀͷҙࣝม
Խʯɺʮఆظతͳऔ૊ͷݟ௚͠ʯͱଊ͍͑ͯΔ͜ͱɻ

ͳͲ͕෼͔ͬͨɻ
ɹҰํͰɺඞͣ͠΋ܭըࡦఆʹΑͬͯ௚ͪʹٳ຿ऀͷݮগʹͭͳ͕ΔΘ͚Ͱ͸ͳ͍͜ͱʹཹҙ
͕ඞཁͰ͋Γɺܭըࡦఆͷҙٛͱͯ͠͸ɺʮ୭͕ɺ͍ͭɺԿΛ͢Δ͔ʯͱ͍ͬͨؔऀ܎ͷ໾ׂΛ
໌֬Խͯ͠ɺૣظͷରࡦΛ͡ߨΔ͜ͱʹ͋Δɻ

令和６年度 地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
現地開催事前アンケート調査

【計画策定時の状況】【計画の策定の有無】

• 計画策定団体のうち、半数以上が安全衛生担当課・人事担当課
が中心となって計画を策定している。

• また、外部の開業保健師や職員労働組合等とも連携した団体も
見られた。

• メンタルヘルス対策に関する計画の策定済み団体数は、14団体で
あり、策定率は２県全体で30.4％であった。

• 計画未策定団体32団体のうち、65.6％の21団体が町村であった。

計画の策定の有無】

30.4％

（14）
69.6％（32）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2県計ｎ＝46

（１）策定済 （２）策定していない

計画策定時の状況】

64.3％（9） 35.7％（5）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2県計n＝14

（１）安全衛生担当課・人事担当課が中心となって策定した。

（２）（１）以外の部署も連携し全庁的な体制で策定した。

【計画策定の際に活用した相談先】 【計画策定によって生じた効果や変化】

• 計画策定の際の相談先として、産業医や保健師などの「職場内産
業保健スタッフ」(11団体)との回答が大半であった。

※複数回答可※複数回答可

• 職員本人も含めた関係者の連携強化が８団体、管理監督者のメ
ンタルヘルス対策に対する意識変化と定期的な取組の見直しが４
団体であった。

• メンタルヘルス不調者や休職者が減少傾向となった団体は１団体
のみであった。

78.6％（11）

21.4％（3）

14.3％（2）

14.3％（2）

0%（0）

14.3％（2）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（１）産業医、保健師などの職場内産業保健スタッフ

（２）EAP（職場外資源によるケア）

（３）近隣の地方公共団体

（４）医療機関

（５）その他

特になし

2県計n＝14

57.1％（8）

21.4％（3）

28.6％（4）

7.1％（1）

0%（0）

28.6％（4）

14.3％（2）

14.3％（2）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（１）職員本人、管理監督者、職場内産業保健スタッフ等の関係者の連携が強化

できた

（２）職員が積極的に職場内産業保健スタッフ等に相談するようになった

（３）管理監督者のメンタルヘルス対策に対する意識が変化した

（４）メンタルヘルス不調者や休職者が減少傾向になった

（５）他の地方公共団体や職場外医療機関等との連携が強化できた

（６）定期的に取組の見直しが行われるようになった

（７）その他

特になし2県計 n＝14

ʢਤ �ʣܭըࡦఆࡁΈ団ମͷओͳঢ়گ
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گఆ団ମͷঢ়ࡦըະܭ⾣
ɹϝϯλϧϔϧεରࡦʹؔ͢ΔܭըΛࡦఆ͍ͯ͠ͳ͍ஂମ͸ݝ�಺ͷ��ஂମத��ஂମʢ��☚�ˋʣ
Ͱ͋ͬͨɻܭըະࡦఆஂମʹର͠ɺޙࠓͷܭըࡦఆ༧ఆʹ͍ͭͯਘͶͨͱ͜Ζɺʮࡦఆ༧ఆ͋
Γʯͱճ౴ͨ͠ஂମ͸ ��ஂମʢ��☚�ˋʣɺʮࡦఆ༧ఆͳ͠ʯͱճ౴ͨ͠ஂମ͸ ��ஂମʢ��☚�ˋʣ
Ͱ͋ͬͨɻ
ɹ·ͨɺʮࡦఆ༧ఆͳ͠ʯͱͨ͠ܭըະࡦఆஂମʹ͓͚Δܭըࡦఆ͕ෆཁͩͱ͑ߟΔཧ༝͸ɺʮਓ
һɾ༧ࢉͷ֬อ͕ࠔ೉ʯɺʮઐ໳஌ࣝΛ༗͢Δ৬һͷෆࡏʯͱͷճ౴͕ଟ͘ɺଟ͘ͷϝϯλϧϔ
ϧε୲౰෦ॺʹ͓͍ͯɺܭըࡦఆʹର͠ҰఆͷϋʔυϧΛ͍ͯ͡ײΔ͜ͱ͕໌Β͔ͱͳͬͨɻ
ɹ͜ͷ΄͔ܭըະࡦఆஂମ �� ஂମͷ͏ͪɺ��☚�ˋͷ �� ஂମ͕ொଜͰ͋Γɺಛʹখن໛ஂମͰ
ະࡦఆͷ͍͜ߴ͕޲܏ͱ͕෼͔ͬͨɻ

令和６年度 地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
現地開催事前アンケート調査

【計画策定が不要だと考える理由】

• 計画策定が不要だと考える理由については、「人員・予算の確保が困難」であったり、「専門知識を有する職員の不在」と回答した団体がそれぞれ７団体と
最多であった。

• また、「現在の取組で十分機能している」と回答した団体が４団体あったほか、「その他」と回答した２団体についても既にメンタルヘルス対策の取組や体制
が整備されているとの回答であった。

• 一方、「計画を策定しても効果が見込めない」と回答した団体が２団体あり、明確な理由がなく計画の策定をしていない団体も１団体見られた。

※複数回答可計画策定が不要だと考える理由】

最多であった。

5.0％（1）

35.0％（7）

35.0％（7）

15.0％（3）

15.0％（3）

20.0％（4）

10.0％（2）

10.0％(2)

5.0％（1）

％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

（１）不調者・休務者が少ない

（２）人員・予算の確保が困難

（３）専門知識を有する職員の不在

（４）活用できる資源（EAP、医療機関 等）の不足

（５）メンタルヘルス対策の専門部署がなく、担当が不明確

（６）現在の取組で十分機能している

（７）計画を策定しても効果が見込めない

（８）その他

特になし

2県計 ｎ＝20

ʢਤ 7ʣܭըະࡦఆ団ମͷओͳঢ়گ
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⾣ए年૚৬員ͷϝϯλϧϔϧε
ɹࣄલΞϯέʔτʹ͓͍ͯɺݝ�಺ ��ஂମͷए೥૚৬һͷϝϯλϧϔϧεෆௐཧ༝ͱͯ͑͠ߟ
ΒΕΔ΋ͷʹ͍ͭͯਘͶͨͱ͜Ζɺ͋͘·Ͱ୲౰ऀͷॴײͰ͋Δ͜ͱʹཹҙ͕ඞཁͰ͸͋Δ͕ɺ
ʮ৬৔ͷରਓؔ܎ʯ͕ �� ஂମͱ࠷΋ଟ͘ɺଓ͍ͯʮݩʑͷਫ਼ਆ࣬ױͷѱԽʯʢ�� ஂମʣɺʮࠔ೉
ଓ͍ͨɻ·ͨɺʮҟಈɾঢ͕ݟΔ୲౰ऀͷҙ͑ߟ຿ʯʢ��ஂମʣɺʮҟಈɾঢ೚ʯʢ��ஂମʣͱۀ
೚ʯͱճ౴ͨ͠ஂମͷ͏ͪ �ׂۙ͘ͷஂମͷ୲౰ऀ͕ҟಈɾঢ೚ޙ �͔݄Ҏ಺ʹෆௐʹؕΔ܏
Δͱͷճ౴ͩͬͨɻʢਤ͍ͯ͑ߟΔͱ͕͋޲ রʣࢀ�

ɹଓ͍ͯɺए೥૚৬һʹର͢ΔϝϯλϧϔϧεରࡦΛਘͶͨͱ͜Ζɺશ �� ஂମத �� ஂମ͕ए
೥૚৬һʹରͯ͠ԿΒ͔ͷϝϯλϧϔϧεରࡦΛ͍ͯͬߦΔͱͷճ౴Ͱ͋ͬͨɻ۩ମతͳऔ૊
ͱͯ͠͸ɺʮϝϯλϧϔϧεέΞʹؔ͢Δ৘ใ΍૬ஊ૭ޱͷप஌ʯ͕ �� ஂମͰߦΘΕ͍ͯΔ΄
͔ɺʮए೥૚৬һΛର৅ͱͨ͠ϝϯλϧϔϧεݚमͷ࣮ࢪʯ͕��ஂମɺʮए೥૚৬һΛର৅ͱ͠
ΘΕ͓ͯΓɺ൒਺Ҏ্ͷஂମ͕͜ΕΒͷߦʯ͕��ஂମͰࢪಋ౳ͷ࣮ࢦͷ໘઀ࢣҩ΍อ݈ۀ࢈ͨ
औ૊Λ͍ͯͬߦΔ͜ͱ͕෼͔ͬͨɻʢਤ রʣࢀ�

【若年層職員のメンタルヘルス不調理由】

• 若年層のメンタルヘルス不調理由に考えられるものとして「職場の対人関係」が25団体と最も多かった。詳細欄には、気難しい上司やハラスメントなどの
外的要因のほか、コミュニケーションがうまくとれないなど内的要因も挙げられていた。

• 次いで多かったものが「元々の精神疾患の悪化」17団体であり、詳細欄から再発を繰り返している傾向も見られた。
• 上記のほか、「困難業務」14団体、「異動・昇任」13団体がその他の理由に比べ、多い傾向にあった。
• また、「その他」として回答があった９団体のうち、４団体で家庭内の問題によるものが挙げられた。

※回答者の判断・所感で主な理由上位３つを選択。詳細についても記載。

団体と最も多かった。詳細欄には、気難しい上司やハラスメントなどの
外的要因のほか、コミュニケーションがうまくとれないなど内的要因も挙げられていた。

30.4％（14）

13.0％（6）

28.3％（13）

4.3％（2）

54.3％（25）

8.7％（4）

37.0％（17）

2.2％（1）

2.2％（1）

0%（0）

19.6％（9）

0%（0）

％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

（１）困難業務

（２）長時間労働

（３）異動・昇任

（４）業務の失敗、不祥事の発生等

（５）職場の対人関係

（６）職場外の対人関係（住民、民間企業、国・他の地方公共団体等）

（７）元々の精神疾患の悪化

（８）身体面の体調悪化（（９）を除く）

（９）新型コロナウイルス後遺症の影響

（１０）事故や災害の体験

（１１）その他

特になし

2県計 ｎ＝46

令和６年度 地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
現地開催事前アンケート調査

ʢਤ �ʣए年૚৬員ͷϝϯλϧϔϧεෆௐཧ༝ͱͯ͑͠ߟΒΕΔ΋ͷ
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令和６年度 地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
現地開催事前アンケート調査

【若年層職員に対するメンタルヘルス対策】

• 80.4％の37団体で「メンタルヘルスケアに関する情報や相談窓口の周知」が行われているほか、「若年層職員を対象としたメンタルヘルス研修の実施」や
「若年層職員を対象とした産業医や保健師の面接指導等の実施」を行っている団体は、いずれも半数を超えている。

• また、「新規採用職員や採用後初めての異動を経験する職員などの把握・サポートの実施」についても18団体と多くの団体が行っている。
• 一方、「若年層職員間での情報交換や話し合いの場の設置」や「リフレッシュ休暇などの独自の休暇制度の創設」などを行っている団体は少数であった。
• 「その他」の回答として、６団体が外部カウンセラーによるカウンセリングの実施を行っていると回答した。

※複数回答可

56.5％（26）

80.4％（37）

52.2％（24）

10.9％（5）

28.3％（13）

13.0％（6）

6.5％（3）

26.1％（12）

39.1％（18）

19.6％（9）

2.2％（1）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（１）若年層職員を対象としたメンタルヘルス研修の実施

（２）メンタルヘルスケアに関する情報や相談窓口の周知

（３）若年層職員を対象とした産業医や保健師の面接指導等の実施

（４）リフレッシュ休暇などの独自の休暇制度の創設

（５）産業医等による法定の職場巡視による実態把握

（６）首長や人事担当者による法定外の職場巡視による実態把握

（７）若年層職員間での情報交換や話し合いの場の設置

（８）管理監督者・メンター等による職場における不調者の早期発見と対応に係る周知・啓発

（９）新規採用職員や採用後初めての異動を経験する職員などの把握・サポートの実施

（１０）その他

特になし

2県計 ｎ＝46

ʢਤ �ʣए年૚৬員ʹର͢Δϝϯλϧϔϧεରࡦ
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⾣؅ཧ؂ಜऀͷϝϯλϧϔϧε
ɹࣄલΞϯέʔτʹ͓͍ͯɺݝ�಺ ��ஂମͷ؅ཧ؂ಜऀͷϝϯλϧϔϧεෆௐཧ༝ͱͯ͑͠ߟ
ΒΕΔ΋ͷʹ͍ͭͯਘͶͨͱ͜Ζɺ͋͘·Ͱ୲౰ऀͷॴײͰ͋Δ͜ͱʹཹҙ͕ඞཁͰ͸͋Δ͕ɺ
ʮҟಈɾঢ೚ʯͱ͍ͯ͑ߟΔͱͷճ౴͕ �� ஂମͱ࠷΋ଟ͘ɺ۩ମతʹ͸ʮϓϨΠϠʔ͔ΒϚω
δϝϯτଆʹ৬੹͕มΘͬͨ͜ͱʯ΍ʮാҧ͍ͷ෦ॺ΁ͷҟಈʯͳͲ͕ཧ༝Ͱ͸ͳ͍͔ͱ͛ڍ
ΒΕ͍ͯͨɻ͍࣍Ͱଟ͔ͬͨ΋ͷͱͯ͠͸ʮ৬৔ͷରਓؔ܎ʯͷ��ஂମͰ͋Γɺ্࢘ͱ෦Լͱ
ͷ൘ڬΈ΍෦Լͱͷؔߏ܎ங͕͏·͍͔͘ͳ͍ͱ͍ͬͨ͜ͱ͕ཧ༝Ͱ͸ͳ͍͔ͱ͢Δݟղ͕ݟ
ΒΕͨɻ·ͨɺʮҟಈɾঢ೚ʯͱճ౴ͨ͠ஂମͷ͏ͪ൒਺ۙ͘ͷஂମͷ୲౰ऀ͕ҟಈɾঢ೚ޙ
�͔݄Ҏ಺ʹෆௐʹؕΔ͕͋޲܏Δͱ͍ͯ͑ߟΔͱճ౴ͨ͠ɻʢਤ �� রʣࢀ

ɹଓ͍ͯɺ؅ཧ؂ಜऀʹର͢ΔϝϯλϧϔϧεରࡦΛਘͶͨͱ͜Ζɺશ �� ஂମத �� ஂମ͕؅
ཧ؂ಜऀʹରͯ͠ԿΒ͔ͷϝϯλϧϔϧεରࡦΛ͍ͯͬߦΔͱͷճ౴Ͱ͋ͬͨɻ۩ମతͳऔ૊
ͱͯ͠͸ɺʮϝϯλϧϔϧεέΞʹؔ͢Δ৘ใ΍૬ஊ૭ޱͷप஌ʯ͕ �� ஂମͰߦΘΕ͍ͯΔ΄
͔ɺʮ؅ཧ؂ಜऀΛର৅ͱͨ͠ϝϯλϧϔϧεݚमͷ࣮ࢪʯ͕��ஂମɺʮ؅ཧ؂ಜऀΛର৅ͱ͠
ΘΕ͍ͯΔ͜ͱ͕ߦʯ͕��ஂମͱɺଟ͘ͷஂମͰऔ૊͕ࢪಋ౳ͷ࣮ࢦͷ໘઀ࢣҩ΍อ݈ۀ࢈ͨ
෼͔ͬͨɻʢਤ �� রʣࢀ

令和６年度 地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
現地開催事前アンケート調査

【管理監督者のメンタルヘルス不調理由】

• 管理監督者のメンタルヘルス不調理由に考えられるものとして「異動・昇任」が20団体と最も多かった。詳細欄にはプレイヤーからマネジメント側に職責が変
わったことによるものや畑違いの部署への異動などが挙げられていた。

• 次いで多かったものが「職場の対人関係」15団体であり、上司と部下との板挟みや部下との関係構築がうまくいかないなどの事例が多く見られた。
• 「長時間労働」を理由とするメンタルヘルス不調が多い傾向にある団体は０であった。
• また、「その他」として回答があった４団体のうち、３団体で家庭内の問題によるものが挙げられた。

※回答者の判断・所感で主な理由上位３つを選択。詳細についても記載。

団体と最も多かった。詳細欄にはプレイヤーからマネジメント側に職責が変
わったことによるものや畑違いの部署への異動などが挙げられていた。

10.9％（5）

0%（0）

43.5％（20）

2.2％（1）

32.6％（15）

4.3％（2）

23.9％（11）

6.5％（3）

0%（0）

0%（0）

8.7％（4）

26.1％（12）

.0％ 20.0％ 40.0％ 60.0％ 80.0％ 100.0％

（１）困難業務

（２）長時間労働

（３）異動・昇任

（４）業務の失敗、不祥事の発生等

（５）職場の対人関係

（６）職場外の対人関係（住民、民間企業、国・他の地方公共団体等）

（７）元々の精神疾患の悪化

（８）身体面の体調悪化（（９）を除く）

（９）新型コロナウイルス後遺症の影響

（１０）事故や災害の体験

（１１）その他

特になし

2県計 ｎ＝46

ʢਤ ��ʣ؅ཧ؂ಜऀͷϝϯλϧϔϧεෆௐཧ༝ͱͯ͑͠ߟΒΕΔ΋ͷ
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�ɹݱ地։࠵に͓͍ͯಘΒΕͨҙݟ

ɹಢ໦ٴݝͼௗऔݝʹ͓͚Δݱ஍։࠵Ͱɺࠓ೥౓ͷڀݚςʔϚͰ͋Δए೥૚৬һٴͼ؅ཧ؂ಜ
ऀʹؔ͢ΔϝϯλϧϔϧεରࡦΛத৺ʹڀݚձҕһٴͼࢀՃஂମͱͷҙ׵ަݟΛ࣮ͨ͠ࢪɻ

ᶃʮए೥૚৬һʹର͢Δऔ૊ʯʹ͍ͭͯͷओͳҙݟ͸ҎԼͷͱ͓ΓͰ͋Δɻ

⾣�ए年૚৬員ʹର͢Δऔ૊
ɾɾ৽نපऀٳ͸ɺए೥૚ͷࡏ՝ �ʙ �೥໨ͷ৬һ͕ଟ͘ɺए೥૚৬һ΁ͷࢧԉͷҰ࣍༧๷ͱ͠
ͯɺ0+5αϙʔλʔ੍౓ɺݚमΛ࣮͍ͯ͠ࢪΔɻೋ࣍༧๷ͱͯ͠ɺ৽࠾ن༻৬һ͸ೖிޙ �
͔݄·Ͱʹ৬һ݈߁૬ஊࣨͷอ݈ࢣɾࢣޢ؃ͱ໘ஊΛ͓ͯͬߦΓɺ৬һ݈߁૬ஊࣨΛೝ஌͠
ͯ΋Β͏͜ͱͰ૬ஊ͠΍͍ͮ͘͢ڥ؀Γʹ౒Ί͍ͯΔɻʢಢ໦ݝӉ౎ࢢٶʣ
ɾɾϝϯλϧϔϧεෆௐऀʹஉঁͷ༗ҙࠩ͸ݟΒΕͳ͍͕ɺ�� ʙ �� ୅͕ଟ͍޲܏ʹ͋Γɺ૬ஊ
ʹདྷΔ৬һ΋ए೥૚͕ଟ͍ɻए೥૚৬һ΍த్࠾༻ऀͱͷަྲྀͷ৔Λઃ͚ɺͦ͜ʹࢢ௕΍෭
ʣࢢࢁখݝ௕΋ՃΘΓϑϥϯΫͳର࿩͕Ͱ͖ΔΑ͏ʹͨ͠ɻʢಢ໦ࢢ

ɾɾ؅ཧ৬Ҏ֎ͷ৬һΛର৅ͱͨ͠ݚम͸೚ҙͱͳ͓ͬͯΓɺࢀՃऀ͕গͳ͍͔޲܏Βɺ৽࠾༻
৬һશһΛର৅ʹݸผ૬ஊձΛ։ͨ͠࠵ɻʢௗऔۏݝӜொʣ

令和６年度 地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
現地開催事前アンケート調査

【管理監督者に対するメンタルヘルス対策】

• 管理監督者においても若年層職員と同様、「メンタルヘルスケアに関する情報や相談窓口の周知」が最も多く、36団体で実施されている。
• 「管理監督者を対象としたメンタルヘルス研修の実施」、「管理監督者を対象とした産業医や保健師の面接指導等の実施」についてもそれぞれ32団体、22団

体と他と比較し、多くの団体で行われている。
• 一方、「管理監督者間での情報交換や話し合いの場の設置」や「管理監督者の上司や同じポストを経験した職員等との面談」を行っている団体は少なく、管

理監督者が気軽に相談できる環境整備は多くの団体で行われていないようであった。
• 「その他」の対策としては、若年層同様、カウンセラーによるカウンセリングが６団体で行われていた。

※複数回答可

「管理監督者を対象としたメンタルヘルス研修の実施」、「管理監督者を対象とした産業医や保健師の面接指導等の実施」についてもそれぞれ 団体、 団

69.6％（32）

78.3％（36）

47.8％（22）

10.9％（5）

26.1％（12）

10.9％（5）

8.7％（4）

2.2％（1）

17.4％（8）

4.3％（2）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（１）管理監督者を対象としたメンタルヘルス研修の実施

（２）メンタルヘルスケアに関する情報や相談窓口の周知

（３）管理監督者を対象とした産業医や保健師の面接指導等の実施

（４）リフレッシュ休暇などの独自の休暇制度の創設

（５）産業医等による法定の職場巡視による実態把握

（６）首長や人事担当者等による法定外の職場巡視による実態把握

（７）管理監督者間での情報交換や話し合いの場の設置

（８）管理監督者の上司や同じポストを経験した職員等との面談

（９）その他

特になし

2県計 ｎ＝46
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ɾɾਓࣄҟಈޙ΍ঢ೚ɺ৽࠾ن༻৬һ͸ϝϯλϧϔϧεෆௐʹͳΔϦεΫ͕͍ͨߴΊɺ৽࠾ن༻
৬һٴͼ܎௕ঢ೚ޙ৬һΛର৅ʹɺηϧϑέΞͷϦʔϑϨοτΛݸผͰϝʔϧૹ෇͠ɺ৘ใ
ఏڙΛ࣮ࢪɻʢग़Ӣ୩ҕһʢେࢢࡕʣʣ

ᶄʮ؅ཧ؂ಜऀʹର͢Δऔ૊ʯʹ͍ͭͯͷओͳҙݟ͸ҎԼͷͱ͓ΓͰ͋Δɻ

⾣�؅ཧ؂ಜऀʹର͢Δऔ૊
ɾɾ�� ʙ �� ୅ͷ؅ཧ৬͸ɺ݁ࠗ΍ঢ೚ͳͲՈఉ΍৬৔Ͱͷ໾ׂ΍੹೚ͷมԽʹ൐͍ɺετϨε
௕͔ΒϑΟʔہΔɻॴଐ௕ʹର͠ɺετϨενΣοΫͷ෼ੳ݁ՌΛ෦͍ͯ͑ߟͱ͍ߴ͕޲܏
υόοΫ͢ΔࡍʹͶ͗Β͍ͷ੠͔͚Λґཔ͍ͯ͠ΔɻҰ࣍༧๷ͱͯ͠ɺ؅ཧ؂ಜऀݚमɺϝ
ϯλϧϔϧενΣοΫ݁Ռʹ͍ͨͮج৬৔ڥ؀վળɺਫ਼ਆՊ৤ୗҩɾྟচ৺ཧ࢜ʹΑΔ؅ཧ
؂ಜऀݸ͚޲ผ૬ஊΛ࣮͢ࢪΔͱͱ΋ʹɺೋ࣍༧๷ͱͯ͠ɺॳΊͯ܎௕ͱͳͬͨ৬һʹର͠
ͯྟচ৺ཧ࢜ʹΑΔ໘ஊΛ࣮͍ͯ͠ࢪΔɻʢಢ໦ݝӉ౎ࢢٶʣ

ɾɾ؅ཧ৬ʹ͸ଟ༷Խ͢Δ৬һͷՁ஋؍ʹରͯ͠ɺมԽΛड͚ೖΕΔॊೈͳ࢟੎ͱࢹ໺Λͯͬ࣋
΄͍͠ɻ·ͨɺ؅ཧ৬ࣗମ͕ए೥Խ͓ͯ͠Γɺͦ͏͍ͬͨए͍؅ཧ৬ͷϥΠϯέΞɾϚωδ
ϝϯτྗͷ্޲΋՝୊ɻʢಢ໦ݝখࢢࢁʣ
ɾɾϝϯλϧϔϧεରࡦͷத৺͸؅ཧ؂ಜऀͰ͋ΔͨΊɺͦͷ͜ͱΛܭըʹ໌ͨ͠هɻͨͩ͠ɺ
؅ཧ؂ಜऀࣗ਎ΛϑΥϩʔ͢Δ͜ͱ΋ಉ࣌ʹॏཁͰ͋Δͱ͍ͯ͑ߟΔɻ؅ཧ؂ಜऀ͕೔ࠒ෦
Լͷ৬һͱͲͷΑ͏ʹίϛϡχέʔγϣϯΛͱͬͨΒྑ͍ͷ͔౳Λ۩ମతʹࣔͨ͠ʮ؅ཧ؂
ಜऀͷͨΊͷϝϯλϧϔϧεਪਐϚχϡΞϧʯΛࡦఆ͍ͯ͠Δɻʢௗऔݝถࢢࢠʣ
ɾɾϝϯλϧϔϧεෆௐʹΑΔපٳɾٳ৬ऀ͕ͨ͜͠૿ٸͱΛड͚ɺϥΠϯέΞΛத৺ͱͨ͠ݚ
मձΛ։͢࠵Δͱͱ΋ʹɺܭըΛࡦఆɻࡦఆͨ͠ܭըΛ؅ʹجཧ৬ର৅ͷݚमձΛ։࠵ɻ؅
ཧ৬͕ੵۃతʹ෦ԼΛؾʹ͔͚ΔΑ͏ʹͳΔͳͲɺมԽ͕͋ͬͨɻʢௗऔۏݝӜொʣ
ɾɾ؅ཧ৬͕҆৺ͯ͠ҙݟΛද໌Ͱ͖ΔΑ͏ͳ৬৔ͮ͘ΓΛ͢Δ͜ͱͰ৬৔಺͕৺ཧత҆શੑΛ
ೝࣝ͠ɺ৺ཧతࢿຊͷৢ੒ʹͭͳ͕Δɻ؅ཧ৬ͷ໾ׂͱͯ͠͸ʮۀ຿Λԁ׈ʹ਱͢ߦΔ͜ͱʯ
ͱʮਓ؅ࣄཧ্ͷػೳʯͰ͋Γɺʮࣗ෼͕΍ΔͷͰ͸ͳ͘ɺଞਓΛ௨ͯ͜͡ͱΛ੒͠਱͛Δʯ
ͱ͍͏͜ͱɻͦͷͨΊʹ͸ฉ͘ͱ͍͏ྗ͕ඇৗʹॏཁͰ͋Δɻ͔ͭͯͷ؅ཧ৬ʹ͸ݧܦ΍ε
Ωϧ͕ٻΊΒΕ͍͕ͯͨɺࡏݱ͸ରਓؔٻ͕ྗ܎ΊΒΕ͍ͯΔɻʢদݪҕһʣ
ɾɾ෦Լ΁ͷରԠʹ͍ͭͯ೰ΜͰ͍Δ؅ཧ؂ಜऀʹର͠ɺۀ࢈ҩ͕ҩֶతݟ஍͔Βॿ͢ݴΔ؅ཧ
؂ಜऀ૬ஊΛ࣮͠ࢪɺଟ͘ͷ৬һʹ׆༻͍͚͍ͨͩͯΔɻʢग़Ӣ୩ҕһʢେࢢࡕʣʣ

ᶅ �ͭͷςʔϚҎ֎Ͱ͸ɺܭըࡦఆ΍෮৬ࢧԉɺਓతݯࢿͳͲʹ͍ͭͯͷҙ͕ͨͬڍ͕ݟɻ

ఆࡦըܭ�⾣
ɾɾܭըΛࡦఆ͍ͯ͠Δ͕ɺٳ຿ऀͷׂ߹͕ݮগ͍ͯ͠Δ༁Ͱ͸ͳ͍ɻʢಢ໦ݝӉ౎ࢢٶɺখࢁ
ʣࢢ
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ɾɾܭըΛ੔උͨ͠౰࣌ͷ୲౰͕ɺ෭ࢢ௕Ͱ͋Δ͜ͱ΋͋Γɺϝϯλϧϔϧεରࡦʹର͢Δװ෦
ͷཧղ͕͋Δɻʢಢ໦ݝখࢢࢁʣ
ɾɾܭըࡦఆʹΑΓɺ؅ཧ৬ͷҙࣝมԽ΍ࢧԉମ੍ͷ໌֬Խͱ͍ͬͨޮՌ͕͋ͬͨɻʢௗऔۏݝӜ
ொʣ

⾣�෮৬ࢧԉ
ɾɾٳΈʹೖΔظ࣌ͱͯ͠͸ɺҟಈ಺ࣔޙʢ�݄ʣ͕൒਺Λ઎Ί͍ͯΔɻ·ͨɺෆௐʹͳΔཧ༝
͕ෳ߹Խ͍ͯ͠ͳ͍৔߹͸ɺൺֱత୹ؒظͰ෮͍ͯ͠ؼΔɻ·ͨɺٳ৬ऀʹରͯ͠Ұ֓ʹಉ
͡ΞϓϩʔνΛ͢ΔͷͰ͸ͳ͘ɺ֊૚ผʹ෼͚ͯΞϓϩʔν͢ΔͨΊͷ෼ੳ΋࢝Ί͍ͯΔɻ
͜ͷ΄͔ɺٳ৬ऀͷ૬ஊه࿥࡞੒͕ཷ·ͬͯ͠·͏ݱঢ়͕͋Γɺྩ࿨ �೥౓͔Βੜ੒"* Λ
ʣࢢࢁখݝɻʢಢ໦ͨ࢝͠Λ։ݧ࿥γεςϜͷ࣮ূ࣮ه૬ஊͨ͠༺׆
ɾɾ෮৬ޙɺ�೥Ҏ্ܧଓͯ͠ۈ຿Ͱ͖ͨ৬һ਺Λࣔ͢ʮϑΥϩʔޮՌ཰ʯΛಠࣗʹࢉग़͠ɺࠓ
ʣࢢࢠถݝ༧ఆɻʢௗऔ͍ͯ͘͠ʹߟࢀͷऔ૊ͷޙ

⾣�人తݯࢿ
ɾɾொଜͷ৔߹ɺن໛తʹϝϯλϧϔϧεରࡦΛ͏ߦମ੍ͱͯ͠಺෦͚ͩݯࢿͰ͸଍Γͳ͍ɻʢௗ
औۏݝӜொʣ

�ɹݱ地։࠵に܎るޙࣄΞンέʔτの෼ੳ݁Ռ

ɹݱ஍։࠵΁ͷࢀՃऀʹର͠ɺޙࣄΞϯέʔτΛ࣮ͨ͠ࢪͱ͜Ζɺશମͱͯ͠ʮͱͯ΋ߟࢀʹ
ͳͬͨʯʮߟࢀʹͳͬͨʯͷճ౴͕໿ ��ˋͰ͋Γɺܭըͷࡦఆʹ͍ͭͯʮݕ౼͍ͨ͠ʯͱ͍͏
ճ౴͕໿ ��ˋͰ͋ͬͨɻ
ɹ·ͨɺࠓ೥౓͸ڀݚձͷ։ޙ࠵ɺࢀՃऀಉ࢜Ͱ೔ࠒͷ೰ΈͳͲʹ͍ͭͯ཰௚ͳҙ׵ަݟΛߦ
͏ϑϦʔτʔΩϯάͷ৔Λઃ͚ͨͱ͜Ζɺ͜ͷϑϦʔτʔΩϯάʹ͍ͭͯ͸͢΂ͯͷஂମ͕ʮͱ
ͯ΋ߟࢀʹͳͬͨʯʮߟࢀʹͳͬͨʯͱͷճ౴ͩͬͨɻ
ɹޙࣄΞϯέʔτͷࣗ༝ࡌهཝʹ͓͍ͯ͸ɺʮଞ࣏ࣗମͷঢ়گ΍ҙݟΛฉ͚ͯߟࢀʹͳͬͨʯ΍ɺ
ʮҕһͷใࠂɺҙݟ౳͕௚઀ฉ͚ͯߟࢀʹͳͬͨʯͱͷճ౴͕ଟ਺͋Γɺʮޙࠓ΋ಉ༷ʹۙྡஂ
ମͱ࿈ܞͰ͖Δ৔͕͋Δͱྑ͍ʯͱͷҙݟ΋ଟ͔ͬͨɻ
ɹݱ஍։࠵͸ɺۙྡͰ׆༻Ͱ͖Δ֎෦ઐ໳Ոͷ৘ใΛڞ༗ͨ͠Γɺۙྡͷஂମ͕Ͳ͏͍ͬͨख
๏Λ࣮͍ͯ͠ࢪΔ͔Λ֬ೝͰ͖ͨΓ͢ΔͳͲɺ஍ํެஂڞମؒͷ৘ใڞ༗ͷ৔ͱͯ͠΋Ұఆͷ
੒Ռ͕͋ͬͨ΋ͷͱ͑ߟΒΕΔɻ
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令和６年度研究会現地開催 事後アンケート結果

【【自自由由記記載載ḍḍのの主主なな意意見見（（ᢤᢤ⢋⢋））】】

・近隣市の状況を直接きけたのは非常によかったです。

・現地開催だったため、委員の助言を直接いただけて実務の参考になった。

・フリートークで、メンタルヘルス対策の悩み、取り組みが共有でき、明日以降の活力となりました。

・現在計画策定中のため、事例発表の市で行っていた取り組みについて聞けたことは、大変有意義でした。

・悩んでいるのは自分のところの自治体だけでないということが分かってよかった。

・委員発表いただいた内容は普段なかなか聞くことができなかったため、参考になった。

・フリートークが同じ規模の自治体であり、意見交換できてよかった。

・市町同士の悩みや情報を共有できる機会が、今後もあると良いです。

アアンンケケーートト結結果果

今今回回のの研研究究会会（（現現地地開開催催））がが
参参考考ににななっったたかか ((nn㻩㻩3377))

研研究究会会全全体体 計計画画((例例))のの説説明明 研研究究会会委委員員報報告告 自自治治体体事事例例発発表表 事事前前アアンンケケーートト調調査査結結果果 フフリリーートトーー䜻䜻ンンググ

計 計 計 計 計 計

とても参考になった
会場 6677..66%% ((2255))

7700..33%% ((2266))
4400..55%%((1155))

4400..55%% ((1155))
5511..44%% ((1199))

5544..11%% ((2200))
6677..66%%((2255))

7733..00%% ((2277))
3355..11%% ((1133))

3355..11%% ((1133))
7733..00%%((2277))

7788..44%% ((2299))
オンライン 22..77%% ((11)) 00%% ((00)) 22..77%% ((11)) 55..44%% ((22)) 00%% ((00)) 55..44%% ((22))

参考になった
会場 2244..33%% ((99))

2277..00%% ((1100))
4455..99%%((1177))

5511..44%% ((1199))
4400..55%% ((1155))

4400..55%% ((1155))
2244..33%% ((99))

2244..33%% ((99))
4488..66%% ((1188))

5544..11%% ((2200))
2211..66%% ((88))

2211..66%% ((88))
オンライン 22..77%% ((11)) 55..44%% ((22)) 00%% ((00)) 00%% ((00)) 55..44%% ((22)) 00%% ((00))

あまり参考にならなかった
会場 2.7% (1)

2.7% (1)
2.7% (1)

2.7% (1)
2.7% (1)

5.4% (2)
2.7% (1)

2.7% (1)
5.4% (2)

5.4% (2)
0% (0)

0% (0)
オンライン 0% (0) 0% (0) 2.7% (1) 0% (0) 0% (0) 0% (0)

どちらともいえない
会場 0% (0)

0% (0)
5.4% (2)

5.4% (2)
0% (0)

0% (0)
0% (0)

0% (0)
5.4% (2)

5.4% (2)
0% (0)

0% (0)
オンライン 0% (0) 0% (0) 0% (0) 0% (0) 0% (0) 0% (0)

計計画画のの策策定定・・改改定定のの予予定定 ((nn㻩㻩3377)) 計

検討中・対応中
会場 35.1% (13)

35.1% (13)
オンライン 0% (0)

検討したい
会場 51.4% (19)

56.8% (21)
オンライン 5.4% (2)

必要性は感じない
会場 0% (0)

0% (0)
オンライン 0% (0)

未回答
会場 8.1% (3)

8.1% (3)
オンライン 0% (0)

ままととめめ

・ 全体として「とても参考になった」「参考になった」の回答が約９７％と高ホ౯。
・ 議事内容別に見ると、「フリートー䜻ング」は全ての団体が「とても参考になった」「参考になった」と回答。
・ 自由記載ḍにおいては、「他自治体の状況や意見を聞けて参考になった」や、「委員の報告、意見等が直接聞けて参考になった」との
回答が多数あった。また、「今後も同様に近隣団体と連携できる場があるとよい」との意見も多かった。
・ 「計画の策定・改定」については、計画策定済みを理由に未回答とした団体を除く全ての団体が「検討中・対応中」「検討したい」との回答
であった。

本本研研究究会会のの現現地地開開催催ににつついいててはは、、事事後後アアンンケケーートトのの結結果果かからら、、「「ととててもも参参考考ににななっったた・・参参考考ににななっったた」」ののホホ౯౯がが約約９９７７％％でであありり、、計計画画ににつついい

てて「「検検討討ししたたいい」」ととのの回回答答がが約約５５７７％％、、フフリリーートトーー䜻䜻ンンググのの「「ととててもも参参考考ににななっったた」」「「参参考考ににななっったた」」のの回回答答がが１１００００％％ででああっったたここととかからら、、自自治治体体のの

自自主主的的なな計計画画策策定定にに向向けけたた取取組組やや自自治治体体間間のの連連携携のの場場ととししてて、、一一定定のの成成果果ががああっったたももののとと考考ええらられれるる。。

※鳥取県における現地開催オンライン参加者の事後アンケートは実施せず（オンライン接続不良のため）

9977..33%%

ʢਤ ��ʣ
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第 2 章　メンタルヘルスに関する方策等

�ɹए年૚৬員に対するऔ૊

ɹݱ஍։࠵Ͱ͕ͨͬڍҙݟͰ΋ɺϝϯλϧϔϧεෆௐʹΑΔ௕ظපऀٳ͸ए೥૚৬һʹଟ͍܏
຿಺༰ɺֶੜۀɺڥΓɺए೥૚৬һ΁ͷରԠ͸ॏཁͰ͋Δɻए೥૚৬һ͸৽͍͠৬৔؀͕͋޲
ͳͲ༷ʑͳετϨεཁҼ͕͋Δɻ܎ͷมԽɺ৬৔Ͱͷਓؒؔڥ୅͔Βͷ؀࣌
ɹए೥૚৬һʹର͢Δऔ૊ͱͯ͠ɺྩ࿨ �೥౓ʹຊڀݚձʹ͓͍ͯ࡞੒ͨ͠ʮϝϯλϧϔϧε
ରࡦʹؔ͢ΔܭըʢྫʣʯͰ͸ɺԼهͷ͜ͱ͕͞ࡌهΕ͍ͯΔɻ

ʮメンタルヘルス対策に関するܭըʢྫʣʯൈਮ
ηルϑέΞɿҰ࣍༧๷ʢ৺の݈߁のอ૿࣋進ͱメンタルヘルスෆௐのະવ๷ࢭʣ
③職員研修及び情報提供の活用
　新規採用職員（及び採用 2年目）の職員に対しては、メンタルヘルスの知識習得やコ
ミュニケーション能力の向上に関する研修をカリキュラムに組み入れて実施する。

ɹए೥૚৬һ͸ɺ৘ใෆ଍ͷ··पғʹ૬ஊͤͣϝϯλϧෆௐΛ͖͓ͨͦ͢Ε͕͋ΓɺͰ͖Δ
େ͖͕ڥ͸؀ʹظߦ΍ಇ͖͔͚͕ॏཁͰ͋Δɻಛʹֶੜ͔Βࣾձਓ΁ͷҠڙͷ৘ใఏظૣ͚ͩ
͘มΘΔͨΊɺݚमͷॆ࣮ɺ্࢘ɾಉ྅ͱͷͭͳ͕Γͷߏஙɺ0+5 1ͷ׆༻ͳͲखް͍αϙʔτ
ΊΒΕΔɻٻ͕
ɹࠓճͷݱ஍։࠵Ͱ͸ɺ৽࠾ن༻ऀ΁ͷηϧϑέΞϦʔϑϨοτͷ഑෇ɺ৽࠾ن༻৬һશһΛ
ର৅ͱͨ͠ۀ࢈อ݈ελοϑ౳ʹΑΔ݈߁૬ஊձͷ࣮ࢪɺϝϯλʔ੍౓ 2ͷ׆༻ɺए೥૚৬һ΍
த్࠾༻ऀͷަྲྀͷ৔Λઃ͚ɺͦ͜ʹट௕౳΋ࢀՃ͠ର࿩ΛਤΔऔ૊ͳͲͷ঺հ͕͋ͬͨɻʢࢀ
ߟ �ɺࢀ�রʣ
ɹҰํͰɺ৽࠾ن༻৬һશһΛର৅ͱ͢Δ݈߁૬ஊձͷ࣮ࢪ͸ن໛ͷେ͖͍஍ํެஂڞମͩͱ
ӈ͞ΕΔଆ໘ࠨʹอ݈ελοϑͷෛ୲͕େ͖͍͜ͱ΍ɺϝϯλʔ੍౓͸ϝϯλʔͱͷ૬ੑۀ࢈
΋͋Δɻϝϯλʔ੍౓Λಋೖ͍ͯ͠Δஂମ͔Β͸ɺϝϯλʔʹର͢Δݚमձͷ։࠵΍݄ �ճఔ
౓ϝϯλʔಉ࢜ͷ৘ใަ׵ձͷ։࠵౳ͷऔ૊঺հ΋͋Γɺ͜ͷΑ͏ʹɺϝϯλʔ੍౓Λಋೖ͢
Δʹ͋ͨͬͯ͸ɺϝϯλʔ΁ͷϑΥϩʔମ੍Λซͤͯ੔උ͢Δඞཁ͕͋Δɻ

�	 0O�UIF�+PC�5SBJOJOH ͷུɻ্࢘΍ઌഐ͕ࢦಋ໾ͱͳΓɺ࣮຿Λ௨ͯ͠஌ࣝ΍εΩϧΛ਎ʹ෇͚ͯ΋Β͏ਓࡐҭ੒ͷ
ख๏ɻ

�	 ઌഐ৬һʢϝϯλʔʣ͕ɺޙഐ৬һʢϝϯςΟʣʹର͠ɺ৬৔಺Ͱͷ೰Έ΍໰୊ղܾΛαϙʔτ͠ɺݸਓͷ੒௕Λࢧ
͑Δ໾ׂΛՌͨ͢͜ͱΛ໨తʹ࣮͢ࢪΔ΋ͷɻ
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ɹࣄલΞϯέʔτ݁Ռʹ͓͍ͯɺଟ͘ͷ୲౰ऀ͕ʮҟಈɾঢ೚ʯޙ �͔݄Ҏ಺ʹෆௐʹͳΔͱ
ΒΕΔͱճ౴͍ͯ͠ΔΑ͏ʹɺҟಈʢΩϟϦΞɾτϥϯδγϣϯͷ�ͭ͑ߟ 3ʣͷλΠϛϯά͸ɺ
৺਎ͷෛ୲͕େ͖͘ͳΔͨΊɺҟಈޙͰ͖Δ͚ͩૣظͷλΠϛϯάͰͷݚमձͷ։࠵΍Ϧʔϑ
Ϩοτͷ഑෇౳ͷप஌ͷ࣮ޮ͕ࢪՌతͰ͋Δɻ·ͨɺެ຿৬৔͸ҟಈʹΑΓۀ຿಺༰͕େ͖͘
มΘΔ͜ͱ΋ଟ͍ͨΊɺྫ͑͹Ұఆؒظɺલ೚ɾޙ೚Λಉϙετʹ഑ஔ͢ΔͳͲɺҟಈޙ΋લ
೚ͱܰؾʹίϛϡχέʔγϣϯ͕ͱΕΔମ੍ͷߏங΋͑ߟΒΕΔɻ͜ͷ఺ɺલ೚ऀ͕ୀ৬ͯ͠
͍Δ৔߹΍೿ݣʹΑΓલ೚ͱܰؾʹίϛϡχέʔγϣϯ͕ͱΕͳ͍৔߹΋͋ΔͨΊɺ೔ࠒΑΓ
पғͰۀ຿ΛϑΥϩʔͰ͖Δମ੍Λߏங͓ͯ͘͠΂͖Ͱ͋Δɻए೥૚৬һରࡦͱͯ͠؅ཧ؂ಜ
ऀʹΑΔϥΠϯέΞ͸ॏཁͰ͋Γɺ͜ͷ͜ͱʹ͍ͭͯ͸ޙड़͢Δɻ
ɹͳ͓ɺຊڀݚձʹ͓͍ͯɺए೥૚৬һͷϝϯλϧϔϧεରࡦʹؔ͢ΔཧղΛߴΊΔͨΊɺଟ
๩ͳ৬һͰ΋؆୯ʹݟΔ͜ͱ͕Ͱ͖ΔΑ͏ͳϦʔϑϨοτΛ࡞੒ͨ͠ͷͰɺඞཁʹԠͯ͡׆༻
͍͖͍ͨͩͨɻʢߟࢀ রʣࢀ�

3	ʮΩϟϦΞɾτϥϯδγϣϯʯʹ͸ �ͭͷҙຯ͕͋Δɻ�ͭ͸ਓͷϥΠϑεςʔδʹڞ௨ʹૺ۰͢Δग़དྷࣄ΍՝୊Λ৐
Γӽ͑ͳ͕Β࣍ͷൃୡஈ֊ʢεςʔδʣʹʮҠߦʯ͢ΔҙຯͰ͋Δɻ΋͏Ұͭ͸ɺݸਓͷਓੜʹେ͖ͳӨڹΛ΋ͨΒ
͢ʮసػʯɺʮస׵఺ʯͷҙຯͰ͋Δɻ͜ΕΒʹ͸ϥΠϑʹؔ͢Δब৬ɺ݁ࠗɾ཭ࠗɺࢠͲ΋ͷ஀ੜɺ࣬පɺࢮผͱɺ
৬ۀʹؔ͢Δస৬ɺ৬৔ͷ഑ஔస׵ɺঢਐͳͲ͕͋Δɻ͜͜Ͱ͸ɺऀޙͷҙຯͰ༻͍͍ͯΔɻ
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若年層職員への支援

人材育成研修会講師
（所属外職員）へ相談

・2-7サポーター制度:（2n 7he -oE 7raininJ）
入庁後の１年間，新採用職員が業務上，必要な知識や技術について，計画的に指導が受けられ

るよう各所属で特定の指導者を定めている。また，日常的な相談相手としての役割を担うことで，
疑問や悩みを相談しやすい職場環境づくりに努めている。

※ ＯＪＴサポーターとは…
・ 年齢・職位などは問わず，対象職員の
担当する業務の概要を理解・習得していて，
勤務態度良好な職員を2-7サポーターとし
て選任している。

新採用職員への取組み

職員研修
カウンセリング

相談

メンタルヘルス研修法務基礎研修

フォローアップ研修Ԁか月研修

Ӿ月 ５月 ７月Ԁ月

ԡӿより実施
セルフケア及び相談先等について周知

新採用職員

新たな取り組み

従来からの取組み

１０月 ３月９月（～ӻӼ月） １月

若手職員向け集いの場

「30YEARS MEETING」
ԡӿӸ９月～１２月実施（計ӽ回）

中途採用者対象
ディナーミーティング

ԡӿ実施

ランチミーティング

若手職員間が繋がり、情報共有とコミュニ
ケーションを図ること、またӼ役と小山市
の未来のあるべき姿について思いを語り
合う場として実施 （所管課：秘書課）
Ｒ５実績：４５名

若手職員への取組み

ԡӿ年度の新たな採用枠としての中途採
用者に対し実施
１０月に入庁後の状況を直接２役と語り
合う場として、副市長が発案
（所管課：秘書課）

ʢߟࢀ �ʣಢ໦ݝӉ౎ࢢٶͷ0+5αϙʔλʔ੍౓ʢಢ໦ݝӉ౎ൃࢢٶදࢿྉൈਮʣ

ʢߟࢀ �ʣಢ໦ݝখࢢࢁͷ৽࠾ن༻৬員΁ͷऔ૊ʢಢ໦ݝখൃࢢࢁදࢿྉൈਮʣ
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若年層職員のためのメンタルヘルス対策
①こんなサインや時期には注意してください！ ②心あたりはありませんか？

④日頃からのセルフケアが大事です

注意すべきサイン

心
不安、イライラ

気持ちの落ち込み
楽しめない

ネガティブ思考、集中力低下

体 頭痛、肩こり、動悸、不眠
倦怠感、胃腸不調

行動
ミス、飲酒・喫煙、遅刻や

欠勤の増加
生活リズムの乱れ
人間関係の悪化

注意すべき出来事

ミスや失敗をした
仕事の質・量が変わった

異動や昇進をした
まわりの人間関係が変わった

病気、怪我、被災をした
育児や介護をすることとなった

交際関係に問題が起こった
引っ越しなど住環境が変わった
ローンや借金など金銭面で不安

が生じた

暴行、物を投げられる
人格否定、侮辱、暴言、長時間の説教

１人だけ席を離される、無視、行事に呼ばれない
不要・不可能な業務を強制される

無関係な業務を命じられる
業務を取り上げられる
個人情報を暴露される

意に沿わない性的な関係を迫られる
体に触られる

性的な言動をされる
職場に性的なコンテンツが掲示されている

窓口で怒鳴られたり、大きな音で威嚇された
長時間にわたる電話や執拗な電話

理不尽な言動や脅迫をされた
長時間窓口に拘束された

パワハラ！

セクハラ！

カスハラ！
我慢したり、１人で解決しようとせず、周りに相談を！

行動 欠勤の増加 ローンや借金など金銭面で不安

まずは
直属の

上司や先輩

難しいときは
他の部署の
上司や先輩

仕事
内容 ハラスメント

相談窓口

上司や先輩

パワハラ
セクハラ

上司や先輩

カスハラ 上司

産業保健
スタッフ

外部相談機関

医療機関

精神的
不調

•具体的な体調

•生活の中で気になること

•業務上どんな支障があるか
•以前と何が変わったか

伝えたいことをメモして
持参するとよいでしょう

相談するときに伝えること●●課（内線：●●）

●●県人事委員会 などご活用いただく団体の窓口を入力し
てください。

ハラスメント相談窓口

ってどこ？

産業医や保健師、衛生管理者など人事担当課や職場外の病院
などと連携してメンタルヘルスケアに取り組むスタッフです。

●●課に配属されています。

産業保健スタッフ

ってなに？

職場外の相談先としては、専門の医療機関（精神科、心療内科等）、
精神保健福祉センター、専門相談機関（臨床心理士、公認心理師、

産業カウンセラー等）があります。
職場外に相談したい

④日頃からのセルフケアが大事です④日頃からのセルフケアが大事です④日頃からのセルフケアが大事です④日頃からのセルフケアが大事です

睡眠

リラックス運動

食事

食事

睡眠

運動

リラックス

このような観点で
セルフケアをしましょう

③こんな時は、ここに相談してみてください
豚肉や納豆に含まれるビタミンＢやブロッコ
リーに含まれるビタミンＣは抗ストレスホルモ
ンを作ります。また、牛乳に含まれるカルシウ
ムや大豆やナッツに含まれるマグネシウムも精
神を安定させる効果があります。規則的でバラ
ンスのとれた食事を心がけましょう。

寝る２時間前くらいまでに食事を済ませ、寝る
前のスマホやテレビなどは控えましょう。夜更
かしはせず、起きたら朝日を浴びることで体内
時計が整い、生活リズムが安定します。

自分の体力や健康状態に応じて、ウォーキング
やサイクリングなどの有酸素運動を習慣化し、
無理のない範囲で継続しましょう。まずは、階
段を使う、電車などでは立つなど日常生活の中
で活動量を増やすことから始めるのも手です。

入浴や音楽、アロマなど自分に合ったリラック
ス方法を見つけましょう。腹式呼吸（数秒かけ
て息を吸い、その後倍の時間をかけてゆっくり
吐き出す）などで一息つくことも有効です。

過度な運動や飲酒・喫煙は逆効果です！

令和６年度地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
地方公務員災害補償基金

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会
総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室

若年層職員のためのメンタルヘルス対策

①体調不良が続いたり、調子が悪いなと思ったら①体調不良が続いたり、調子が悪いなと思ったら…

ストレス状態が続くと、心・体・行動に変化が現れます。ストレス状態が続くと、心・体・行動に変化が現れます。変化ストレス状態が続くと、心・体・行動に変化が現れます。ストレス状態が続くと、心・体・行動に変化が現れます。
に気づいて早めに相談することで、早期の改善につながります。

裏面①に注意すべき症状や時期をまとめてありますので、心当
たりがある場合はすぐに相談しましょう。

②ハラスメントを受けていると感じたら②ハラスメントを受けていると感じたら②ハラスメントを受けていると感じたら…

ハラスメントを受けた（見聞きした）ら、ハラスメントを受けた（見聞きした）ら、ハラスメントを受けた（見聞きした）ら、「相手に伝える」、ハラスメントを受けた（見聞きした）ら、ハラスメントを受けた（見聞きした）ら、
「記録を残す」、「相談する」ことが大切です。

裏面②に代表的なハラスメントの種類についてまとめてあります
ので、心当たりがある場合は一人で悩まずに相談しましょう。

ストレスやハラスメントをストレスやハラスメントを放置すると、あなたのメンタルヘルストレスやハラスメントをストレスやハラスメントを
スに不調をきたすことになります。

裏面③に悩みの種類に応じた相談先をまとめてありますので、
参考にして相談しましょう。

メンタルヘルス不調は、特別な人がなるわけではありません。今は大丈夫
でも、環境が変わったりすることで、あなたもメンタルヘルス不調になる可
能性があります。

日頃からあなた自身で日頃からあなた自身で日頃からあなた自身でセルフケアをすることで、心の健康を保ちましょう。

裏面④にセルフケアの例についてまとめてありますので、普段の生活の参
考にしてメンタルヘルスの維持に努めてください。

健康的に
働き続けるために

健康的に働き続けるために悩みや不安なことがあったらまずは「相談」しましょう
どんな職場であっても、仕事内容や人間関係などでストレスを抱えることは避けられません。若手のみなさんは社会への

適応や環境の変化などに慣れていないため、より注意が必要です。
仕事上のことや普段の生活の中で悩んでいることや不安なことがある時には、一人で抱えず、誰かに相談をするようにし

ましょう。
早めに相談をすることで、心身の不調やミス、トラブルを防ぐことになり、自分自身を守ることにもつながります。

③どこに相談したらいいかわからない時は ④今のところ悩みはない！

令和６年度地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
地方公務員災害補償基金

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会
総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室

ʢߟࢀ 3ʣए年૚৬員ͷϝϯλϧϔϧεରࡦʹؔ͢ΔϦʔϑϨοτ

ʢ総務省ϗʔϜϖʔδʹՃ޻Ͱ͖ΔσʔλΛࡌܝ�
˰ IUUQT���XXX�TPVNV�HP�KQ�NBJO@TPTJLJ�KJDIJ@HZPVTFJ�LPVNVJO@TFJEP�BO[FO@LPVNV@NIS��IUNMʣ
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�ɹ؅ཧ؂ಜऀに対するऔ૊

⾣ϥΠϯέΞ
ɹϝϯλϧϔϧεରࡦͷͳ͔ͰɺϥΠϯέΞͷ໾ׂ͸ॏཁͰ͋Γɺྩ࿨ �೥౓ʹຊڀݚձʹ͓
ըʢྫʣʯͰ͸ɺϥΠϯέΞͱͯ͠ඞཁͳऔ૊ͱܭΔؔ͢ʹࡦ੒ͨ͠ʮϝϯλϧϔϧεର࡞͍ͯ
ͯ͠ɺԼهͷ͜ͱ͕͞ࡌهΕ͍ͯΔɻ

「メンタルヘルス対策に関する計画（例）」抜粋
Ұ࣍༧๷ʢ৺の݈߁のอ૿࣋進ͱメンタルヘルスෆௐのະવ๷ࢭʣ
①管理監督者の基本的な知識の習得、相談対応技能のスキルアップ
　管理監督者は、職員をメンタルヘルス研修会に積極的に参加させ、メンタルヘルスに関
する正しい知識や対処等の習得を支援する。また、管理監督者自身も、職階ごとに必要な
メンタルヘルスに関する基礎知識、コミュニケーションスキルや相談対応など知識の習得
のための研修に参加し、最新の基礎知識や対処方法等の必要なスキルの習得を図ることで、
職員の勤務状況や健康状態等を普段から把握し、職員の心の健康状態の変化を見逃さない
よう努める。
②長時間勤務者の把握と産業医の面接指導の実施等
　管理監督者は、長時間勤務が職員の健康に与える影響を考慮し、長時間勤務の縮減を図
るとともに、長時間勤務を行った職員に対し、産業医による面接指導等を受けられるよう
配慮する。また、長時間勤務の実態を踏まえ、職場内の勤務状況やストレスチェックの集
団分析結果を活用した職場環境改善の一環として勤務体制の見直し等を行い、長時間勤務
の縮減に向けて職場単位で取り組む。
③ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善等
　管理監督者は、職員が安心してストレスチェックを受検できるよう配慮するとともに、
職場ごとに集団分析した結果を踏まえ、必要な職場環境改善に取り組む。また、ストレス
チェックの結果、高ストレス者と判定された職員について、職場内産業保健スタッフ等と
連携して産業医による面談等について配慮する。
ೋ࣍༧๷ʢメンタルヘルスෆௐのૣݟൃظɾૣظ対Ԡʣ
①職員の健康状態の把握
　管理監督者は、職員が相談しやすい環境や雰囲気を整え、日常的に職員からの自発的な
相談に対応するよう努める。また、長時間勤務等により過労状態にある職員や強度の心理
的負荷を伴う業務を経験した職員、個別相談が必要と思われる職員には管理監督者より積
極的に声かけを行う。
②不調者の早期発見と対応
　「いつもと違う」様子を感じた職員に対し、管理監督者は積極的に声かけをして傾聴する
こととし、必要に応じて職場内産業保健スタッフ等への相談、医療機関の受診を勧奨する。
その場合、管理監督者自らが職場内産業保健スタッフ等に相談に行くことも検討する。
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ʣࢭ๷ൃ࠶ɾؼ༧๷ʢ৬৔෮࣍ࡾ
①職場復帰支援プログラムの作成及び職員、産業医等との面談の実施
　メンタルヘルス不調により職員が休職した場合、管理監督者は職員が休職中に安心して
療養に専念できるよう配慮する。また、休職から職場復帰までの流れ（休職期間の目安、
休職期間満了日、職場への報告などの今後のやり取り等）を記載した「職場復帰支援プロ
グラム」を作成し、職場内産業保健スタッフ等と連携して職員の職場復帰を支援する。な
お、休職中の職員の状態に応じ、管理監督者は職場内産業保健スタッフ等に相談して職員
と面談し、職場の現状や担当する業務などをよく説明するとともに、職務の軽減に対する
精神的な負担感等を持たせないよう配慮する。
②職場復帰の判断
　休職中の職員から職場復帰の意思表示がなされた場合、職場復帰を可能とする主治医の
診断書（就業上の配慮に関する意見を含む。）の提出を求める。その際、主治医には、日常
生活における病状回復に限らず、職場で求められる職務遂行能力の回復まで判断されるよ
う、あらかじめ職場で必要とされる職務遂行能力に関する情報を提供しておくこととする。
提出された主治医の診断書を踏まえ、職員の状態及び業務・職場との適合性、職場の支援
状況等を総合的に考慮し、管理監督者、職場内産業保健スタッフ等が協議して職場復帰の
可否を判断する。職場復帰可能となった場合には、管理監督者による就業上の配慮等を具
体的に作成した職場復帰プログラムに基づき、管理監督者及び職場内産業保健スタッフ等
は職員の円滑な職場復帰を支援する。
③復帰した職員のフォローアップ
　管理監督者は、職員の復職に至る経過や今後の方針等を他の職員に事前に説明するなど、
職場復帰する職員がストレスを感じないよう職場づくりに努め、復帰職員の観察及び支援
を行う。その際、他の職員に過度の負担が掛からないよう配慮する。また、職場内産業保
健スタッフ等に相談して職場復帰プログラムを評価し、必要に応じて見直しを行う。

ɹ͜ͷΑ͏ʹɺϥΠϯέΞͷ໾ׂ͸ɺҰ࣍༧๷ʢ৺ͷ݈߁ͷอ૿࣋ਐͱϝϯλϧϔϧεෆௐͷ
ະવ๷ࢭʣͱͯ͠஌ࣝͷशಘ΍௕ۈؒ࣌຿ऀͷ೺Ѳ౳ɺೋ࣍༧๷ʢϝϯλϧϔϧεෆௐͷૣظ
ɾؼ༧๷ʢ৬৔෮࣍ࡾ౳ɺݟൃظঢ়ଶͷ೺Ѳ΍ෆௐऀͷૣ߁ରԠʣͱͯ͠৬һͷ݈ظɾૣݟൃ
৬һͷϑΥϩʔΞοϓ౳ɺ༷ʑͳऔ૊͕ඞཁͰ͋Δɻͨ͠ؼʣͱͯ͠৬৔෮ࢭ๷ൃ࠶
ɹࠓճͷݱ஍։࠵Ͱ͸ɺϝϯλϧϔϧεରࡦͷͳ͔Ͱɺ৬һͷମௐͷมԽʹૣͮ͘͜ؾʹظͱ
͕Ͱ͖Δ؅ཧ؂ಜऀͷ໾ׂ͸ॏཁͰ͋Δ͜ͱ͔Βɺ؅ཧ؂ಜऀʹϥΠϯέΞͷ໾ׂΛ஌ͬͯ΋
Β͏ͨΊͷϚχϡΞϧͷ੔උ΍ɺ؅ཧ؂ಜऀશһΛର৅ͱͨ͠ݚमձͷ։࠵ɺۀ࢈ҩ͕ҩֶత
Δ؅ཧ؂ಜऀ૬ஊͷऔ૊ͳͲͷ঺հ͕͋ͬͨɻ͢ݴ஍͔Βॿݟ
ɹ࣮ࡍʹɺ؅ཧ؂ಜऀ͕৬һ͔Β૬ஊΛड͚ͨࡍʹͲ͏͍ͬͨରԠΛ͢Ε͹ྑ͍͔ϩʔϧϓϨ
ΠΛ͍ͯͬߦΔͱ͍͏ྫࣄ঺հ΋͕͋ͬͨɺ͜ ͷΑ͏ʹ࣮؅ʹࡍཧ؂ಜऀࣗ਎͕৬һͱͷίϛϡ
χέʔγϣϯΛͱΔࡍͷํ๏Λࣗ෼ࣄͱֶͯ͠΂ΔΑ͏ͳऔ૊͸ॏཁͰ͋Ζ͏ɻ
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ɹ·ͨɺܭըΛࡦఆ͢Δ͜ͱʹΑΓɺ؅ཧ؂ಜऀʹϥΠϯέΞʹ͓͚Δࣗ਎ͷ໾ׂΛೝࣝͯ͠
΋Β͍ɺ࣮؅ʹࡍཧ؂ಜऀʹΑΔ෦ԼͷରԠʹมԽ͕ੜ·ΕΔͳͲͷมԽ͕͋ͬͨͱ͢Δใࠂ
΋͋ͬͨɻʢߟࢀ �ɺࢀ�রʣ
ɹ͜ͷ΄͔ɺٳ৬ऀຊਓ΁ͷରԠ͚ͩͰͳ͘ɺٳ৬ऀ͕ൃੜͨ͠৬৔Ͱ͸ۀ຿͕ͻͬഭ͢Δ͜
ͱʹΑΔϝϯλϧϔϧεෆௐͷ࿈࠯Λੜ·ͳ͍ͨΊʹ΋ɺෆௐऀ͕ൃੜͨ͠ࡍʹ͸ଞ෦ॺ͔Β
୲౰Λ·͍ͨͰۀ຿ࢧԉΛड͚ΒΕΔΑ͏ʹ೔ࠒΑΓௐ੔͓ͯ͘͠ͳͲͷରࡦΛ͡ߨΔඞཁ͕
͋Δɻ
ɹϥΠϯέΞͱͯ͠ͷ؅ཧ؂ಜऀͷ໾ׂ͸ॏཁͰ͋Δ΋ͷͷɺ؅ཧ؂ಜऀࣗ਎͕ϝϯλϧϔϧ
εରࡦʹਫ਼௨͍ͯ͠Δ༁Ͱ͸ͳ͍ͱ͑ߟΒΕΔ͜ͱ͔ΒɺʢҰࡒʣ஍ํެ຿һ҆શӴੜਪਐڠձ
ʹ͓͍ͯɺ؅ཧ৬һɺਓࣄɾ৬һްੜ୲౰ऀɺϝϯλϧϔϧεରࡦ୲౰৬һ͚޲ͷϝϯλϧϔ
ϧεରࡦ૬ஊ૭ޱΛઃஔ͍ͯ͠ΔͨΊɺඞཁʹԠͯ͡׆༻͍͖͍ͨͩͨɻʢߟࢀ রʣࢀ�
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ʢߟࢀ �ʣௗऔݝถࢢࢠͷ؅ཧ؂ಜऀ͚޲ϚχϡΞϧʢௗऔݝถൃࢢࢠදࢿྉൈਮʣ

ʢߟࢀ �ʣௗऔۏݝӜொͷऔ૊ʢௗऔۏݝӜொൃදࢿྉൈਮʣ

米子市役所の現状①
【これまでの取組】
・職員の心の健康づくり及び活気ある職場づくりに取り組むため、+2�年度に「米子市職員心の健康
 づくり計画」を策定
・「管理監督者のためのメンタルヘルス推進マニュアル」や「復職支援ガイドライン」を策定し、療養中の
職員が円滑に復職できるような制度づくり（試し出勤、慣らし勤務）等を整備

■管理監督者のためのメンタルヘルス推進マニュアル ■復職支援ガイドライン
所属職員の健康管理に責任がある管理監督者に対して、日
頃のコミュニケーションの取り方や、療養中の職員への対応例等、
管理監督者が実施すべきことを具体的に示したマニュアル

（参考）マニュアルの一部抜粋

療養中職員がどのようなステップで復職するかを明示し、復職
後のフォローについても記載しているガイドライン

〇試し出勤
・希望者に対して、職場に出勤し単純な作業等を行ない、復
職に向けて体調を整える制度（1カ月間）

・試し出勤期間中は、週に1度所属長と面談し、試し出勤終
了後、そのときの面談記録をもとに、産業医との面談を実施し、
復職可否を判断

〇慣らし勤務
・復職直後は通常業務の�割程度の負荷でスタートし、�カ月
をかけて、休職前の状態に戻すもの

・定期的に所属長や産業医との面談を実施し、円滑に療養前
の状態に戻れるようフォローを行う

• メ ン タ ル ヘ ル ス 研 修 会 へ の 全 員 参 加

• ス ト レ ス チ ェ ッ ク の 結 果 報 告 会 へ の

全 員 参 加

• 面 談 の 実 施

• 長 時 間 労 働 者 ・ 健 康 診 断 フ ォ ロ ー ア

ッ プ 未 受 診 者 へ の 声 か け

力 を 入 れ て い る 方 策

管 理 職 が 行 う ケ ア

いつものその人を知ること。

早期不調のサインに「気づき」、

「声かけ」し、「じっくり聞く」こと

が上手なマネジメントの鍵。

※ 必 要 な と こ ろ へ つ な ぐ ・ 見 守 る

[ 具 体 的 内 容 ]
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ʢߟࢀ �ʣʢ一財ʣ地方公務員安全衛生推進協会ͷϝϯλϧϔϧεରࡦ૬ஊ૭ޱ

無料

地方公共団体等の管理職員、人事・職員厚生担当者、衛生管理者等の
メンタルヘルス対策担当職員向けに、相談窓口を設置しています。
個々の職員への対応方法から、職場の体制づくりまで、
メンタルヘルス対策に関する相談を幅広く受け付けています。
相談には、臨床心理士等の相談員が電話やWeb、メールでアドバイス等を行います。
費用はかかりませんので、お困りの際には、一度ご相談ください。　

地方公務員災害補償基金
一般財団法人 地方公務員安全衛生推進協会

メンタルヘルス対策の
相談窓口をご活用ください

全日24時間

menherusodan@jalsha.or.jp03-5213-4310

10：00～16：00
（12:00～13:00を除く）

メール相談電話・Web相談

原則、ご相談に対する回答は、電話相談受付日となります

専用アドレス専用ダイヤル

原則、週2日【月・木】

ストレスチェックの
結果を活用した

職場環境改善に
取り組みたいの

ですが・・・

療養休暇を
とっていた職員が

職場復帰するのですが
注意すべき点などは

ありますか？

休みがちで、
元気がない

職員がいるのですが、

うつ病に
ならないか心配です。

どうしたら？

職場でトラブルを
起こしがちな職員がいて

困っています。
どう対応したら

よいのでしょう？

相談例

相談ํ๏

●相談は、臨床心理士等のメンタルヘルス相談員がご対応させていただきます。
　メールによる相談は、原則、電話又はメール返信により、電話相談受付日に回答させていただきます。
●相談内容とお答えした内容については、個人情報や個人・団体の特定に繋がるような情報を削除し、改編した上で、
　事例等として当協会ホームページで公開させていただく場合があります。

注意事項

全日24時間
˞原則、ご相談に対する回答は、電話相談受付日となります

メール相談

電話・Web相談

menherusodan@jalsha.or.jp専用アドレス

03-5213-4310専用ダイヤル

相談受付日は、౰ڠձϗーϜϖーδにてご֬ೝください。
ϗʔϜϖʔδ63-ɹ��IUUQT���XXX�KBMTIB�PS�KQ�

相談内容を踏まえ、必要性が高い場合には、相談員を現地に派遣します。

ձ)1ڠ

10：00～16：00
���（12:00～13:00を除く）

原則、週2日【月・木】
˞ॕ日や೥຤೥࢝のલޙ等は、มߋが͋ります

受付日ٴͼؒ࣌

受付日ٴͼؒ࣌

地方公ڞ団ମ౳の
˔ ؅ཧ職員
˔ 人ࣄ・職員ް生୲౰ऀ
˔ 衛生؅ཧऀ౳のϝϯλルϔルスରࡦ୲౰職員
※メンタルヘルス不調者本人等は、対象としていません。

˔ ϝϯλルϔルスෆௐऀにରするରԠ方法
˔ ストレスチェックの࣮ࢪ方法
˔ ϝϯλルϔルスରࡦ全般　
˔ ϋラスϝϯトࣄҊ΁のରԠ方法

ର৅ऀ
͝ར用ऀ

૬ஊ಺༰
こんな相談ができます

メンタルヘルス対策の相談窓口
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⾣؅ཧ؂ಜऀ自਎ͷέΞ
ɹ͜Ε·Ͱʹࡌهͷͱ͓Γɺ৬৔ʹ͓͚Δϝϯλϧϔϧεରࡦʹ͓͍ͯɺ؅ཧ؂ಜऀʹ͸༷ʑ
ͳ໾ׂ͕ٻΊΒΕ͍ͯΔͨΊɺͦ΋ͦ΋؅ཧ؂ಜऀࣗ਎ͷ৺਎͕݈߁Ͱͳ͚Ε͹ɺ৬৔ͷϝϯ
λϧϔϧεରࡦ΋े෼ػೳ͠ͳ͍ɻ
ɹࣄલΞϯέʔτ݁Ռʹ͓͍ͯɺ͋͘·Ͱ୲౰ऀͷॴײͰ͋Δ͜ͱʹཹҙ͕ඞཁͰ͸͋Δ͕ɺ
ϝϯλϧϔϧεෆௐཧ༝ͱͯ͑͠ߟΒΕΔ΋ͷʹ͍ͭͯʮҟಈɾঢ೚ʯͱͷճ౴͕��ஂମͱ࠷
΋ଟ͘ɺ۩ମతʹ͸ʮϓϨΠϠʔ͔ΒϚωδϝϯτଆʹ৬੹͕มΘͬͨ͜ͱʯ΍ʮാҧ͍ͷ෦
ॺ΁ͷҟಈʯͳͲ͕ཧ༝Ͱ͸ͳ͍͔ͱ͛ڍΒΕ͍ͯͨɻ·ͨɺଟ͘ͷ୲౰ऀ͕ʮҟಈɾঢ೚ʯ
ΒΕΔͱճ౴͍ͯ͠ΔΑ͏ʹɺҟಈʢΩϟϦΞɾτϥϯδγϣ͑ߟҎ಺ʹෆௐʹͳΔͱ݄͔�ޙ
ϯͷ �ͭʣͷλΠϛϯά͸ɺ৺਎ͷෛ୲͕େ͖͘ͳΔͨΊɺҟಈޙͰ͖Δ͚ͩૣظͷλΠϛϯ
άͰͷݚमձͷ։࠵΍ϦʔϑϨοτͷ഑෇౳ͷप஌ͷ࣮ޮ͕ࢪՌతͰ͋Δɻ
ɹࠓճͷݱ஍։࠵Ͱ͸ɺ؅ཧ؂ಜऀࣗ਎ͷέΞΛਤΔͨΊɺ৽೚܎௕΁ͷྟচ৺ཧ࢜ʹΑΔ໘
ஊɺηϧϑέΞͷϦʔϑϨοτ഑෇ͳͲͷऔ૊ʹ͍ͭͯ΋঺հ͕͋ͬͨɻʢߟࢀ রʣࢀ�
ɹͳ͓ɺຊڀݚձʹ͓͍ͯɺ؅ཧ؂ಜऀͷϝϯλϧϔϧεରࡦʹؔ͢ΔཧղΛߴΊΔͨΊɺଟ
๩ͳ৬һͰ΋؆୯ʹݟΔ͜ͱ͕Ͱ͖ΔΑ͏ͳϦʔϑϨοτΛ࡞੒ͨ͠ͷͰɺඞཁʹԠͯ͡׆༻
͍͖͍ͨͩͨɻʢߟࢀ রʣࢀ�

ʢߟࢀ 7ʣಢ໦ݝӉ౎ࢢٶͷ؅ཧ؂ಜऀ΁ͷࢧԉʢಢ໦ݝӉ౎ൃࢢٶදࢿྉൈਮʣ

管理監督者への支援
メンタルヘルス研修

研修名 対象 取組内容

管理者研修 各所属の管理者 メンタルヘルスチェックの組織分析結果の見方や職
場環境改善に向けた取組方法を学ぶ。

監督者研修 ※

監督者 

安全配慮義務を負う管理・監督者が，職場のストレ
ス要因や，ストレス軽減の方法を学習し，部下との
円滑なコミュニケーションスキルや実務上おさえて
おくべきメンタル不調者への対応等，職場のメンタ
ルヘルスに対する理解を深める。

新任係長級
上記の監督者研修に加えて，初めて監督者となった
職員を対象にメンタル不調が疑われる部下への対応
方法をシミュレーションし，ラインケアについてよ
り深く学ぶ機会を設けている。

【取組3RLQW】
※ 監督者研修
発達面に特性のある職員への対応に苦慮する監督者からの相談が続いたこと
から，令和６年度より発達障害の特性や相談先を案内する内容を追加した。
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ʢߟࢀ �ʣ؅ཧ؂ಜऀͷϝϯλϧϔϧεରࡦʹؔ͢ΔϦʔϑϨοτ

管理監督者自身のメンタルヘルス対策

•仕事でのミスや失敗

•仕事の質的・量的変化

•不祥事の発生

•上司と部下との板挟み

•デジタル化への不適応

•住民からの訴訟

•畑違いの部署への異動

•災害対応

•病気や怪我など自身の

体調不良

•家族の病気や介護

•子の育児や進学

•交際相手や配偶者との

トラブル

•引っ越しや近所との

トラブルなど住環境問題

•金銭問題

最近こんなことが起こっていませんか？

管理監督者のストレスはこんな特徴があります

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
の
大
敵

ス
ト
レ
ス
を
知
り
ま
し
ょ
う

仕事がより高度な内容へと変化するとともに、部下や
後輩の業務管理といった管理監督業務も増えるため、
仕事の質的変化がストレスの要因となります。また、
上司と部下との板挟みとなり、人間関係でのストレス
も増加しやすくなります。

３０代

４０代

50歳を超えると管理監督業務の割合が高まり、職場に
おける役割の変化が生じます。また、身体機能の衰え
や不調が増えてきます。こうした変化に加え、若年層
職員とのジェネレーションギャップや子の進学や自立、
親の介護などの職場外での変化もストレスの要因とな
ります。

５０代
～

ス
ト
レ
ス
に
気
づ
き
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
ま
し
ょ
う

あ
な
た
の
心
身
の
健
康
が
職
場
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
第
一
歩
で
す

の

ル

ストレスに気づくには？
ン
タ
ル

ストレスをうまくコントロールしましょう

ストレスに気づくには？

気づきやすい身体的変化

よく眠れない

イライラする

頭痛・腰痛がする

手や足の裏に汗をかく

食欲がなくなる

飲酒・喫煙が増える

胃腸の調子が悪い

動悸がする

気が遠くなる

ストレスチェックを活用

ストレスチェックを定期的に受
けることで自らのストレス状態
を確認するとともに、表面化し
にくいメンタルヘルス不調に気
づくきっかけとなるため、心の
不調を未然に防ぐことができま
す。

食事と睡眠

十分な睡眠時間の確保と１日３食のバランスのとれた食事が理想です。ま
ずは日中に眠気を感じない程度の睡眠や朝食を摂る、野菜の摂取、夕食は
就寝２時間前までに摂ることなどから始めましょう。

休息と運動

趣味を満喫したり、休暇を取得するなどしっかりとオフの時間を作りま
しょう。また、昼休みに散歩をしたり、階段を使うなど適度な運動を継続
することもストレス対策となります。呼吸法やストレッチなど自分に合っ
た対処法を見つけましょう。

す。
高ストレス高ストレスと判定されたら
まずは相談まずは相談しましょう。

※表面の連携先やあなた自身の上司へ
相談してみましょう。

令和６年度地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
地方公務員災害補償基金

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会
総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室

職
場
外
の
ス
ト
レ
ス
要
因

職
場
内
の
ス
ト
レ
ス
要
因

組織におけるラインケア＜管理監督者＞

部下の様子が

いつもと違う
気づき

タイミング

環境に

注意
声かけ

表情や姿勢
などを意識

傾聴
適切な

連携先へ連携

こんなサインがでていませんか？

心身の
状態

顔色が悪い
肌が急に荒れた
身だしなみが乱れた
不眠・頭痛・食欲不振・
疲労感・急に痩せた

仕事
ミスが増えた
同僚とのトラブルや苦情が
増えた
効率が落ちた

勤怠
遅刻・早退・欠勤が増えた
無断欠勤
当日休
不自然な残業

こんなことに気をつけましょう

タイミング
残業明け・休日明け
周囲に人がいない時
帰宅前

雰囲気
環境

個室
開放的な空間
ハの字型に座る
背筋を伸ばす
腕組みはしない
こちらの映像を映す
（オンライン時）

こんな姿勢で聴きましょう

聴き役
相手の話を遮らない
助言・説教・注意NG
なぐさめも要注意

肯定
先入観は大敵
いったんすべて受け入れる
よいところを見つけてほめ
る

共感
経験や先入観は不要
相手の気持ちを決めつけ
ない

相手の
気持ちを

整理

相手の気持ち、行動とそ
の背景に焦点をあて、
肯定的な関心を持って質
問をする

こんな時の連携先はこちら

部下に相談されたが
対応に悩んでいる
本人が医療機関を
受診しない
セルフケアを促したい
希死念慮を語った

産業保健スタッフ

あなたが受診要否を
判断しない
まずは産業保健
スタッフに相談

医療機関

緊急性がある
１人暮らしをしていて
頼れる相手がいない

家族

守秘義務・プライバシーに注意！

いつもと違う などを意識

こんな姿勢で聴きましょう

部下の変化にいち早く気づくことができる環境を作りましょう
管理監督者は、同じ職場で仕事をしている部下の変化に気づくことができる重要なポジションです。
いち早く部下の変化に気づくために、日頃の部下の様子を観察・把握しておきましょう。
あいさつや声かけなどで定期的なコミュニケーションをとるとともに座席配置などを工夫して風通しのよい環境を作るこ

とで変化に気づきやすい職場となります。

令和６年度地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
地方公務員災害補償基金

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会
総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室

あなたが職場のメンタルヘルスケアのキーパーソンです！

ʢ総務省ϗʔϜϖʔδʹՃ޻Ͱ͖ΔσʔλΛࡌܝ�
˰ IUUQT���XXX�TPVNV�HP�KQ�NBJO@TPTJLJ�KJDIJ@HZPVTFJ�LPVNVJO@TFJEP�BO[FO@LPVNV@NIS��IUNMʣ
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3ɹ対Ԡ策のϙΠンτ

ɹࠓճͷݱ஍։࠵ͰಘΒΕͨҙݟ΍՝୊౳Λ౿·͑ΔͱɺҎԼͷ �఺͕ϙΠϯτͱͯ͛͠ڍΒ
ΕΔɻ

⾣ᶃ ૬ஊ૭ޱͷ໌֬Խ
ɹ৬һࣗ਎ʹϝϯλϧϔϧεରࡦͷऔ૊Λೝࣝͯ͠΋Β͏ඞཁ͕͋ΔɻͦͷͨΊʹ͸ɺݚमձ
ͷ։࠵΍ϦʔϑϨοτͷ഑෇౳Λ௨ͯ͡ɺ૬ஊ૭ޱΛ໌֬Խ্ͨ͠Ͱ৬һͱۀ࢈อ݈ελοϑ
ͱͷڑ཭Λ͚ۙͮɺ৬һʹͱͬͯ਎ۙͳऔ૊ͱ͢Δ͜ͱ͕ॏཁͰ͋Δɻ

⾣ᶄ ৬৔಺ωοτϫʔΫͷߏங
ɹ৬һಉܰؾ͕࢜ʹަྲྀ͠ɺඞཁʹԠͯ͡पΓͷ৬һ͕ϑΥϩʔͰ͖Δڥ؀੔උ͕ඞཁͰ͋Δɻ
ͦͷͨΊʹ͸ɺϝϯλʔ੍౓΍ɺ৬һಉܰؾ͕࢜ʹू·ΕΔ৔ͷఏڙͳͲɺ৬һ͕૬ஊ͠΍͢
Λͭ͘Δ͜ͱ͕ॏཁͰ͋Δɻڥ؀͍

⾣ᶅ ؅ཧ؂ಜऀͷ໾ׂͷ໌֬Խ
ɹ৬৔ʹ͓͚Δ৬һ͕૬ஊ͠΍͍ͮ͘͢ڥ؀Γʹ͸ɺ؅ཧ؂ಜऀͷ͕ྗڠඞཁͰ͋Δɻͦͷͨ
Ίʹ͸ɺݚमձͷ։࠵౳Λ௨ͯ͡ɺ؅ཧ؂ಜऀʹϥΠϯέΞʹ͓͚Δࣗ਎ͷ໾ׂΛೝࣝͯ͠΋
Β͏͜ͱ͕ॏཁͰ͋Δɻ

⾣ᶆ ϚχϡΞϧ౳ͷ੔උ
ɹϝϯλϧϔϧεରࡦΛશிతɾܧଓత͔ͭ༗ػతͳऔ૊ͱ͢ΔͨΊʹ΋ɺϚχϡΞϧ౳ͷ੔
උ͕ඞཁͰ͋Δɻϝϯλϧϔϧεରࡦʹؔ͢Δܭըͷࡦఆ౳Λ௨ͯ͡ɺ૊৫ͷτοϓͰ͋Δ஌
࢈ɺࢣɺ৬৔಺֎ͷҩہͷΈͳΒ֤ͣ෦ہ୲౰෦ࣄொଜ௕౳ͷϦʔμʔγοϓͷԼɺਓࢢɾࣄ
શிతͳମ੍Λ֬อ͠ɺϝϯλϧϔϧεෆௐͷ༧๷͔Βͨ͠ܞతʹ࿈ػอ݈ελοϑ౳͕༗ۀ
ଓతʹରԠ͢Δ͜ͱ͕ॏཁͰ͋Δɻܧըత͔ͭܭͰͷ֤ஈ֊ʹԠͯ͡ɺ·ࢭ๷ൃ࠶
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第 3 章　今後の方向性

�ɹ研究会のݱ地։࠵

ɹڀݚձͷݱ஍։࠵Ͱ͸ɺಛʹொଜ΍Ұ෦ࣄ຿૊߹౳ͷن໛͕খ͍͞ஂମͰ͸ɺϝϯλϧϔϧ
εରࡦΛઐ໳ʹѻ͍ͬͯΔ෦ॺ͕ͳ͘ɺ૯຿՝ͷ৬һ͕͍ͭ͘΋ͷۀ຿Λ๊͍͑ͯΔͳ͔ɺϝ
ϯλϧϔϧεରۀࡦ຿΋୲͓ͬͯΓɺରԠʹྀ͍ۤͯ͠Δ౳ͷ੠͕͕ͨͬڍɻ
ɹࠓ೥౓ͷݱ஍։ޙࣄ࠵Ξϯέʔτ݁ՌͰ͸ɺݱ஍։ࢀ͍ͯͭʹ࠵Ճऀ͔Β֓Ͷ޷ධՁΛಘͯ
͓ΓɺۙྡͰ׆༻Ͱ͖Δ֎෦ઐ໳Ոͷ৘ใΛڞ༗ͨ͠Γɺۙྡͷஂମ͕Ͳ͏͍ͬͨख๏Λ࣮ࢪ
͍ͯ͠Δ͔Λ֬ೝͨ͠Γ͢ΔͳͲɺ஍ํެஂڞମؒͷ৘ใڞ༗ͷ৔ͱͯ͠΋Ұఆͷ੒Ռ͕͋ͬ
ͨ΋ͷͱ͑ߟΒΕΔͨΊɺҾ͖ଓ͖ݱ஍։࠵͸༗ޮͰ͋Ζ͏ɻͳ͓ɺ͢ޙࠓ΂ͯͷ౎ಓ෎ݝʹ
༗ͷ৔ͷڞମؒͷ৘ใஂڞతͰ͸ͳ͍ͨΊɺ஍ํެ࣮ݱͱ͸͜͏ߦΛ࠵஍։ݱձͷڀݚ͍͓ͯ
ઃఆʹ͍ͭͯ͸ɺڀݚձͷݱ஍։࠵ͱ͸ผʹਪਐ͍ͯ͘͜͠ͱ͕ॏཁͰ͋Δɻ͜Εʹ͸౎ಓ෎
ͷΞࡦɺϝϯλϧϔϧεର͠ݣձҕһ౳Λ೿ڀݚ͸ͯͬͨ͋ʹ࠵ඞཁͰ͋Δ͕ɺ։͕ྗڠͷݝ
υόΠε΍αϙʔτΛ͏ߦͱ͍ͬͨࢧԉࡦΛߦࢼతʹ͜͏ߦͱͳͲ͕͑ߟΒΕΔɻ
ɹ·ͨɺݱ஍։࠵ʹซͤɺܭըະࡦఆஂମʹෝ͖ɺܭըࡦఆʹࢸΒͳ͍ݪҼΛ೺Ѳ͠ɺ͜ΕΒ
ͷղܾࡦΛ੔ཧͷ͏͑ԣల։͍ͯ͘͜͠ͱ΋ܭըࡦఆͷਪਐʹ༗ޮͰ͸ͳ͍͔ͱ͑ߟΔɻޙࠓ
͸ɺ͜ͷԣల։ͱͱ΋ʹɺܭըະࡦఆஂମʹڀݚձҕһ౳Λ೿͠ݣɺܭըࡦఆͷαϙʔτΛߦ
͏ͱ͍ͬͨࢧԉࡦΛ͡ߨΔ͜ͱ΋͑ߟΒΕΔɻ
ɹͳ͓ɺݱ஍։࠵ʹ͋ͨͬͯ͸ɺϝϯλϧϔϧεରࡦʹ͸ਓࣄ୲౰෦ہͷཧղ΋ඞཁͳͨΊɺ
҆શӴੜ୲౰෦͚ͩہͰͳ͘ɺਓࣄ୲౰෦ہ΍อ݈ࢣ౳ͷ৬৔಺ۀ࢈อ݈ελοϑ΋ؔΘΔܗ
ࣜʹ͢Δͷ͕༗ޮͰ͋Ζ͏ɻ

�ɹਓ֬ࡐอɾਓࡐҭ੒

ɹݱ஍։࠵Ͱ͸ɺۀ࢈ҩ΍อ݈ࢣ౳΋ଟ๩Ͱ͋Γɺ৬৔಺ۀ࢈อ݈ελοϑ͚ͩͰ͸ରԠ͕ࠔ
೉ͱͷҙ͕ͨͬ͋ݟɻಛʹখن໛ஂମͰ͸ɺϝϯλϧϔϧεରࡦΛ͡ߨΔʹ͋ͨͬͯઐ໳ͷ෦
ॺΛઃ͚ɺઐ໳৬Λ֬อ͢ΔͳͲඞཁͳମ੍Λߏங͢Δ͜ͱ͕ͦ΋ͦ΋ࠔ೉Ͱ͋Δͱͷ੠΋͋ͬ
ͨɻޙࠓͷڀݚձͰ͸ɺอ݈ࢣ΍ۀ࢈ҩ౳ͷઐ໳৬Λඞཁͳ஍Ҭʹ೿͢ݣΔ࢓૊Έ΍ɺ஍ҬͰ
པΕΔઐ໳ՈΛ঺հ͢Δମ੍ͷ੔උͱ͍ͬͨࠃɺ஍ํެஂڞମؒͷ࿈ܞΛ௨ͨ͡ਓ֬ࡐอࡦʹ
͍ͭͯɺݕ౼ΛਐΊ͍ͯ͘͜ͱ͕ॏཁͰ͋Δɻ
ɹྫ͑͹ɺઐ໳ਓࡐͷ֬อʹ͍ͭͯઌਐతͳऔ૊Λ͍ͯͬߦΔஂମʹෝ͖ɺ۩ମతͳਐΊํͳ
ͲΛௌऔ͠ɺଞͷஂମͰ΋׆༻Ͱ͖ΔΑ͏ͳϞσϧΛ࡞੒͠ɺԣల։͍ͯ͘͜͠ͱ͕༗ޮͰ͸
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ͳ͍͔ɻ
ɹ·ͨɺۀ࢈ҩΛઐଐͰ๊͍͑ͯΔ஍ํެஂڞମ͸গ਺Ͱ͋Γɺଟ͘ͷஂମͰ͸ۀ࢈ҩ͸৤ୗ
Ͱ͋Γɺඞͣ͠΋ެ຿৬৔ʹਫ਼௨͍ͯ͠Δ༁Ͱ͸ͳ͍ͱ͍͏੠΋͍͕ͯͬڍΔɻͦΕͧΕͷ஍
ۀ࢈ըஈ֊͔Βاͷۀࣄ࿈ؔࡦ΍ϝϯλϧϔϧεରࢹతͳ৬৔८ظମʹ͓͍ͯ͸ɺఆஂڞެํ
ҩʹҙݟΛٻΊΔͳͲɺ೔ৗతʹ৬һʹؔ৺Λͯͬ࣋΋Β͏Α͏ͳ޻෉͕ॏཁͰ͋Δɻެ຿৬
৔ಛ༗ͷࣄ৘ʹ͍ͭͯۀ࢈ҩ౳ͷઐ໳৬ʹ΋ೝࣝͯ͠΋Β͏ͨΊͷݚमձͷ։࠵΍ۀ࢈ҩؒͰ
ͷ৘ใަ׵ͷ৔ͷߏஙͳͲۀ࢈อ݈ελοϑͷ࣭ࡦํ͚ͨ޲ʹ্޲ʹ͍ͭͯ΋ݕ౼ΛਐΊ͍ͯ
͘͜ͱ͕ॏཁͰ͋Δɻ

3ɹ෮৬ࢧԉ

ɹ͜ͷ΄͔ɺݱ஍։࠵Ͱ͸෮৬ࢧԉʹྀ͍͍ͭͯۤͯ͠Δ੠͕ଟ͕ͨͬ͘ڍɻࠃՈެ຿һʹର
͢Δऔ૊ 4΍஍ํެஂڞମʹ͓͚ΔޮՌతͳऔ૊౳Λऩू͠஍ํެஂڞମʹԣల։͢ΔͳͲͷࢧ
ԉࡦΛ͍ͯ͘͜͡ߨͱ͕ॏཁͰ͋Δɻ

�	 ਓࣄӃʹ͓͍ͯɺ৬৔෮ࢧؼԉख๏Λྩ࿨ �೥౓தʹ֤෎লʹఏ͢ڙΔͱ͞Ε͍ͯΔɻ
	 ʮۙ೥ɺ৺ͷ݈ىʹ߁Ҽͨ͠௕ظපऀٳ਺͸૿Ճ޲܏ʹ͋Δɻ৺ͷ݈߁ͷ໰୊ʹ͍ͭͯ͸ະવ๷ࢭ΍ૣݟൃظɾૣظ
ରॲʹՃ͑ɺ௕ظපऀٳͷԁ׈ͳ৬৔෮ٴؼͼൃ࠶๷ࢭ΋؊ཁͰ͋Δɻͦ͜ͰɺΑΓ࣮ફతͳ৬৔෮ࢧؼԉख๏Λྩ
࿨ �೥౓ʹ֤෎লʹఏ͢ڙΔɻʯʢྩ࿨ �೥ �݄ �೔ਓࣄӃʮެ຿һਓ؅ࣄཧʹؔ͢Δใࠂʯʣ
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１．現地開催（第２・３回研究会）

令和６年度 地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会
現地開催・現地調査 概要

● 第２回研究会：栃木県開催（令和６年８月29日）
・参加者：13団体、県庁、研究会座長・委員

● 第３回研究会：鳥取県開催（令和６年10月４日）
・参加者：18団体、県庁、研究会座長・委員

◼ 訪問先 【栃木県】栃木県庁、宇都宮市、小山市 【鳥取県】米子市、琴浦町
◼ 主な意見等
・業務量や要求される質も高まっている一方で職員の年齢構成は若年化している。チーム力の発揮が求められ
る局面であるが、声を掛け合える余裕や時間がないと感じている。

・メンタル不調の原因として昔は業務量が多かったが、最近は本人の気質や職場内の人間関係が多い。また、
家庭の問題などもあり、原因が複合化しているケースが多い。

・外部資源の共有など広域的な連携も視野に入れていく必要がある。

２．研究会概要

（令和７年３月）（令和７年３月）

◎ ◎

３．現地調査
（研究会現地開催と並行して、開催県内の地方公共団体を直接訪問し、首長等との面会や実務担当部署との意見交換を実施）

● 第２回研究会
◼ 栃木県宇都宮市、栃木県小山市、松原光代委員から事例等を発表
◼ 職員規模が近い団体とフリートーキングを実施 ※第３回も同様

・メンタルヘルスにおける現状や悩みを共有できた、他団体の取組を知ること
ができて参考になったとの意見が多数。

◼ 若年層職員に対する取組について
・若手職員と市２役とが集まるランチミーティングなどの場を設け、リラックスした雰囲気の中で若手
職員が抱える困りごとの声を拾う機会を設け、さらにそれを研修内容や職場環境の改善に反映すると
いった取組を実施している。

・看護職が新採用職員と入庁後６か月までに面談を実施し、健康状態を確認している。面談の結果によ
り、専門家への相談や電話やメールでの支援を行っている。これにより、新採用職員の心身の健康状
態を把握し、メンタル不調の早期発見につなげることができている。

◼ 管理監督者に対する取組について
・新任係長に対する臨床心理士による面談を実施。心理検査を活用し、部下との関わり方や自身のスト

レスマネジメントについてアドバイスを受けることで、自身の性格傾向や行動パターンを知り、より
よい人間関係に役立てることができている。

● 第３回研究会
◼ 鳥取県米子市、鳥取県琴浦町、出雲谷恭子委員から事例等を発表
◼ 若年層職員に対する取組について
・管理職以外の職員対象研修は任意となっており、参加者が少ない傾向から、新採用職員全員を対象に
個別相談会を開催した。

◼ 管理監督者に対する取組について
・メンタルヘルス対策の中心は管理監督者であり、その点を計画に明記した。ただ、管理監督者自身を
フォローすることも同時に重要である。

・管理監督者が部下の職員とどのようにコミュニケーションをとったらいいのか等を具体的に示した
「管理監督者のためのメンタルヘルス推進マニュアル」を策定した。

・計画を元に管理職対象の研修会を開催。管理職が積極的に部下を気にかけるようになるなど、変化が
あった。
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第2回研究会 栃木県開催
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ɹɹࢀՃऀʢܭ �� ໊ʣɿʤӉ౎ࢢٶʥਓࣄ՝ɺ݈߁૬ஊࣨ
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʤڀݚձʥ�େਿ࠲௕ɺ੺௡ҕһɺᜊ౻ҕһɺদඌҕһɺΦϒβʔόʔɺ

ہ຿ࣄ
�ɽಢ໦ݝখࢢࢁʤྩ࿨ �೥ �݄ �� ೔ʢਫʣʥ
ɹɹࢀՃऀʢܭ �� ໊ʣɿʤখࢢࢁʥ�෭ࢢ௕ɺ૯຿෦௕ɺ૯຿෦࣍௕ɺ৬һ՝ɺۀ࢈ҩɺ෋࢜௨

+BQBO ձࣾࣜג
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʤڀݚձʥ�େਿ࠲௕ɺ੺௡ҕһɺᜊ౻ҕһɺদඌҕһɺΦϒβʔόʔɺ

ہ຿ࣄ
�ɽಢ໦ݝ৬һްੜ՝ʤྩ࿨ �೥ �݄ �� ೔ʢ໦ʣʥ
ɹɹࢀՃऀʢܭ �� ໊ʣɿʤಢ໦ݝʥ৬һްੜ՝
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʤڀݚձʥ�େਿ࠲௕ɺ੺௡ҕһɺᜊ౻ҕһɺদඌҕһɺদݪҕһɺΦϒ

βʔόʔɺࣄ຿ہ
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研究会ҕ員にΑる報告֓ཁʢୈ�ճ研究会ʣ

ใऀࠂɿদݪ ޫ୅ ࢯʢۙـେֶܦӦֶ部ɹΩϟϦΞɾϚωδϝϯτֶՊɹ।ڭतʣ

人的資源管理論、キャリア論、女性労働論を専門にダイバーシティ・マネジメント、ワーク・ライフ・バランス、
働き方改革などを対象に研究。本研究会委員や厚生労働省による中小企業育児・介護休業等推進支援事業の座長な
どを務める。

ʲ݈ܦ߁Ӧͱ͍͏͑ߟ方ʳ

ᶃ ͔ʹӦͱ͸ͳܦ߁݈
ɹ݈ܦ߁Ӧͷఆٛ͸ɺۀ࢈ࡁܦলʹΑΓʮैۀһͷ݈߁อ࣋ɾ૿ਐͷऔ૊͕কདྷతʹऩӹੑ
౳ΛߴΊΔ౤ࢿͰ͋Δͱͷ͑ߟͷԼɺ݈؅߁ཧΛܦӦࢹ఺͔Β͑ߟɺઓྗతʹ࣮ફ͢Δ͜ͱʯ
ͱఆٛ͞Ε͍ͯΔɻ݈ܦ߁Ӧ͕஫໨͞ΕΔഎܠͱͯ͠ɺগྸߴࢠԽͷਐలʹΑΓ࿑ಇྗਓޱ
ΊΒΕ͍ͯΔ͜ͱ͕͋Δɻٻ্͕޲ͱ࿑ಇྗͷ࣭ͷ༺׆ͷࡐগ͍ͯ͠ΔதͰɺଟ༷ͳਓݮ͕
੓తϦεΫ΁ͷϚωδϝϯτͰ͸ͳ͘ɺʮ৬৔ʯʹয఺Λ౰ߦӦͷϙΠϯτ͸ɺ๏తɾܦ߁݈
ͯͯɺ৬৔ͷػೳ௿ԼΛ͍͔ʹղܾ͍͔ͯ͘͠Ͱ͋Δɻ·ͨɺ࿑ಇऀͷڧΈɺ੒௕ͱ͍ͬͨ
ϙδςΟϒͳঢ়ଶͷৢ੒ʹয఺Λ౰ͯΔ͜ͱ΍ϦΧόϦʔɺਭ຾ɺϫʔΫɾϥΠϑɾόϥϯ
εͱ͍ͬͨཁҼʹ΋஫໨͍ͯ͠Δɻ

ᶄ Ӧ͕஫໨͢Δ໨ඪ஋ɿϫʔΫɾΤϯήΠδϝϯτܦ߁݈
ɹ݈ܦ߁Ӧͷ࣮ݱʹ͸ɺϫʔΫɾΤϯήΠδϝϯτ͕ϙΠϯτͰ͋ΔɻϫʔΫɾΤϯήΠδ
ϝϯτͱ͸ɺʮϙδςΟϒͰɺୡ੒ײʹຬͪͨɺࣄ࢓ʹؔ࿈ͷ͋Δྗ׆ɺ೤ҙɺ຅಄Λ༗ͯ͠
͍Δঢ়ଶʯͱఆٛ͞ΕΔɻ͜͜Ͱ͍͏ʮྗ׆ʯ͸ɺ౒ྗΛ੯͠·ͣࠔ೉ʹ೪Γ͘ڧऔΓ૊Μ
Ͱɺࣦഊͯ͠΋ճ෮ྗ͕͋Δͱ͍͏ঢ়ଶɻʮ೤ҙʯ͸ɺࣄ࢓ʹҙٛ΍೤ҙɺ௅ઓɺތΓͳͲΛ
ա͍͗ͯ͘ঢ়ଶ͘ૣ͕ؒ࣌ເதʹͳΓɺʹࣄ࢓Ͱͪ࣋ؾͳͤ޾Δঢ়ଶɻʮ຅಄ʯ͸ɺ͍ͯ͡ײ
Λ͢ࢦɻϫʔΫɾΤϯήΠδϝϯτ͸ɺϞνϕʔγϣϯͷ �ͭͱͯ͠ଊ͑ΒΕɺͳͥࣗ෼͸
ಇ͘ͷ͔͕໌֬ʹͳ͍ͬͯΔ఺͕ϙΠϯτͰ͋Δɻͦͯ͠ɺϫʔΫɾΤϯήΠδϝϯτΛߴ
ΊΔ͜ͱͰɺ৺ཧతετϨεͳͲ͸ܰ͞ݮΕɺՈ଒΍ࣄ࢓ͷຬ଍ײɺύϑΥʔϚϯε΋্͕
Δ͜ͱ͕໌Β͔ʹͳ͍ͬͯΔɻ

ᶅ ৺ཧతࢿຊͱ৺ཧత安全ੑ
ɹ৺ཧతࢿຊͱ͸ɺر๬ɺࣗ৴ɺॊೈੑɺָੑ؍ͷ֤ཁૉ͕ͦΕͧΕۀ੷ͱ૬ؔ͠ɺͦͷ૬
৐ޮՌʹΑͬͯۀ͍ߴ੷ʹ݁ͼ෇͘΋ͷͰ͋Γɺ͜ΕΒ͸ݸਓͷ࣭ܗͰ͸ͳ͘৬৔Ͱৢ੒͞
ΕΔ΋ͷͰ͋ΔɻϫʔΫɾΤϯήΠδϝϯτΛߴΊΔʹ͸৺ཧతࢿຊΛߴΊΔ͜ͱ͕ඞཁͰ
͋ΓɺͦͷͨΊʹ͸૊৫Ϩϕϧɺ෦ॺϨϕϧɺۀ࡞Ϩϕϧͷࣄ࢓ͷ͕ݯࢿॏཁͰ͋Δɻ
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ɹͦͯ͠ɺͦͷ৺ཧతࢿຊΛ֬อ͢Δ͕ݤʮ৺ཧత҆શੑʯͰ͋Δɻʮ৺ཧత҆શੑʯͱ͸ɺ
Λड͚ΔΑ͏ͳ݁ՌࡋͷϦεΫΛͱͬͯ΋ɺ੍܎ΊͨΓɺϛεΛೝΊΔͳͲରਓؔٻԉΛࢧ
ʹͳΒͳ͍ͱ৴͡ΒΕΔঢ়ଶͰ͋Γɺ͜ΕΛ৬৔શମ͕ೝࣝ͠ɺ͍ޓʹଚॏ͋͠͏ڥ؀Λ֬
ཱ͢Δ͜ͱͰ৺ཧతࢿຊͷৢ੒͕ਤΒΕΔɻ

ᶆ ؅ཧ৬ͷ໾ׂͱٻΊΒΕΔೳྗ
ɹ؅ཧ৬͸ɺ৬৔ͷʮ৺ཧత҆શੑʯ֬อͷΩʔϚϯͰ͋Δɻ͔ͭͯ͸ɺۀ຿ʹؔ͢Δݧܦ
΍ઐ໳εΩϧ͕ओʹٻΊΒΕ͍͕ͯͨɺࡏݱͷ؅ཧ৬ʹ͸ɺରਓؔ࠷͕ྗ܎΋ٻΊΒΕ͍ͯ
Δɻ؅ཧ৬ͷ໾ׂ͸ɺ৬һʹ໾ׂΛೝࣝͤ͞ɺ৬һ͕ͦͷ໾ׂΛ਱͢ߦΔ্Ͱඞཁͳೳྗ։
ൃΛࢧԉ͠ɺ՝୊͕ੜ͡Ε͹࿩͠߹͍ɺͦ͏ͨ͠ମݧΛ௨ͯ͠৬һຊਓͷࣄ࢓ҙཉΛߴΊ৺
ཧతࢿຊΛߴΊΔΑ͏ɺਓ؅ࣄཧ্ͷ໾ׂΛՌͨ͠ͳ͕Βɺۀ຿Λԁ׈ʹ਱͢ߦΔ໾ׂ͕ٻ
ΊΒΕ͍ͯΔɻ

【まとめ】
ɾɾଟ༷Խ͢Δ人ࡐͷ׆༻ͱ࿑ಇྗͷ࣭ͷٻ্͕޲ΊΒΕ͍ͯΔதͰɺ݈ܦ߁Ӧ͕஫໨͞Ε
͍ͯΔɻ
ɾɾ݈ܦ߁Ӧͷ࣮ݱʹ͸ɺϫʔΫɾΤϯήΠδϝϯτ͕ϙΠϯτͱͳΓɺ͜ͷϫʔΫɾΤϯ
ήΠδϝϯτ্޲ʹ͸ɺ৺ཧతࢿຊͱ৺ཧత安全ੑ͕ॏཁͰ͋Δɻ
ɾɾ؅ཧ৬͕ɺैདྷͱࡏݱͷٻΊΒΕΔεΩϧɺೳྗͷมԽΛ౿·͑ͯɺ৬員ͱର࿩ɾ܏ௌ
͠ɺࢧԉ͢Δ͜ͱͰɺ৬員ͷϝϯλϧϔϧεෆௐͷ๷ࡦࢭʹ΋د༩͢Δͱ͑ݴΔɻ
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2024年8月29日
近畿大学 経営学部
准教授 松原光代

1

令和6年度「総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会」

人的資源管理の観点からのメンタルヘルス対策

2

自己紹介
東京ガス㈱入社後、女性労働問題とその解決策を検討すべく、学習院大学大学
院へ進学、博士課程修了。博士（経済学）。その後、東京大学社会科学研究
所客員研究員、学習院大学特別客員教授、PwCコンサルティング主任研究員を
経て現職。
専門は、人的資源管理論、キャリア論、女性労働論（ダイバーシティ・マネジメント、
ワーク・ライフ・バランス、働き方改革などを対象に研究）
主な著書として、「ワーク・ライフ・バランス施策が効果的に機能する人事管理」（武
石恵美子編『国際比較の視点から 日本のワーク・ライフ・バランスを考える』ミネル
ヴァ書房、2012所収）、「転勤が総合職の能力開発に与える効果」（佐藤博樹・
武石恵美子編『ダイバーシティ経営と人材活用―多様な働き方を支援する企業の
取組み』東京大学出版会、2017所収）「ワーク・ライフ・バランス」（鈴木竜太・谷
口智彦・西尾久美子編『1からのキャリア・マネジメント』碩学舎、2023所収）など。
総務省「地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会」委員、厚生労
働省による中小企業育児・介護休業等推進支援事業の座長などを務める。

研究会ҕ員にΑる報告ࢿྉʢୈ�ճ研究会ɾদݪҕ員ʣ
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本日お話したいこと

3

2

3 事例
～A市役所における健康経営の取組

1 「健康経営」という考え方

ワーク・エンゲイジメントを支える柱
～心理的安全性≒インクルージョンの鍵となる管理職

「健康経営」という考え方

4

１
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• 主治医から回復状態、今後の見通し（通院頻度、副作
用の可能性、職務遂行能力の低下の可能性（期間）、
業務上配慮すべき事項を確認する

• 復職支援プランを作成する など

予防

準備
(インフラ整備)

認知
(罹患の判明)

治療
(通院/休職の

対応)

復職
(復帰の支援)

• 健康診断等や再検査、精密検査の受診の推奨
• 治療を含む両立支援を可能とする職場風土や円滑な業務運
営が可能な職場づくりの醸成の取組の推進など

• 社内の規定の確定/見直しや健康情報の取り扱いに係る
ルールの確定などの社内インフラの整備

• 両立に関わる各当事者の役割の明確化と周知 など
疾病等罹患後に必要な両立支援を適時に提供できる仕
組みの構築

・自身の状況を客観視した上で、復職に向けた治療に臨め
るようにする

・診断・治療のための休暇や業務負担の軽減等、職場復
帰までの支援体制を構築する

・本人には、治療に専念してもらう
・上司は適宜本人から治療や体調の状況を把握
・人事部門は、上司から定期的に治療の進捗や様子を把
握し、必要に応じて事前の策を準備

・順調な職場復帰が可能となるよう調整・支援
・本人の体調に無理のない業務、働き方を提供
・必要な通院時間を確保し両立への自信を醸成
・周囲の同僚の業務配分等にも配慮しお互い様の職場風
土を醸成する

社員の健康に配慮し、健康を維持・増進する
（健康経営の実践と推進）

• 本人が主治医から診断内容や治療方針と治療内容、復
職までの予想期間等に係る情報を得て人事部門や職場
の管理監督者へ報告する

• 関係者で面談し、治療と仕事の両立に係る支援内容お
よび体制を検討・実施する など

• 定期的に治療や回復状況、職場の状況などについて情
報交換し、互いの信頼関係を構築する など

フェーズ フェーズの目的 各フェーズの目的の実現に必要なアクション

治療と仕事の両立における「健康経営」の位置づけ

健康経営の考え方

6

◼ 「健康経営」は、法的・行政的リスクへのマネジメントではなく、「職場」に焦点を当て取り組む
⁃ 法的・行政的リスクに目が向くと、長時間労働による健康問題の対策に焦点が当たりがち
⁃ 職場のコミュニケーションなど、職場の機能低下が従業員のメンタルヘルスに影響を与えていることに注目
⁃ 人材育成と組織開発を通じた新しい経営戦略として取り組むメンタルヘルス対策

① 労働者の健康を経営資源の１つととらえる
② 労働者の強み、成長、ポジティブな側面を促す対策を推進する
③ 職場内要因（物理的および心理社会的環境）だけでなく、リカバリー、睡眠、ワーク・ライフ・バラ

ンスなどの要因にも注目した対策を推進する （東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野教授 川上憲人氏による）

「健康経営」の定義
従業員の健康保持・増進の取組が将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、健康管理を経営視点
から考え、戦略的に実践すること（経済産業省）
※「経営」とは必ずしも企業の収益向上に対する取組ではなく、組織の目標達成のための取組を言う

「健康経営」が注目される背景
• 少子高齢化の進展により労働力人口が減少している現在、多様な人材の活用と労働力の質の向上が求めら

れている
- 「不調」を防ぐだけでなく、労働者の強みを伸ばし、生き生きと働くことができる状態の創出に関心
- 不確実性の高い時代において、能力開発に対する積極的投資が困難になる一方、「質の高い」労働力

への重要性が叫ばれ、労働者のプレッシャーが増大
- 働き方の多様化と技術進歩の進展による仕事と仕事以外のオン・オフの切り替えの難しさ
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7

◼ 定義・・・「ポジティブで、達成感に満ちた、仕事に関連のある活力、熱意、没頭といった状態を特徴に有する」
（ユトレヒト大学・シャウフェリ教授ら）

– 活力：努力を惜しまず、困難に粘り強く取り組み、失敗しても回復力がある
– 熱意：仕事に意義や熱意、挑戦、誇り、インスピレーションなどの気持ちを感じている
– 没頭：幸せな気持ちで仕事に夢中になり、時間が速く過ぎ、仕事から自分自身を切り離すのが難しい状態

◼ ワーク・エンゲイジメント（以下、WE）はモチベーション（動機付け）の１種
‒ 「なぜ一生懸命働くのか」の目的が明確

◼ WE ⇔ バーンアウト
‒ バーンアウト：疲弊・冷笑的態度、職務効力感の低下…「メンタル不調」の状態

◼ WEと類似する状態

◼ バーンアウトの状態を調整するだけでなく、対極の「WE」な状態へを移行していくには、「心理的資本」の醸成が重要

「健康経営」が注目する個人の心の資源：ワーク・エンゲイジメント

ワーカホリズム（次頁結果参照） 職務満足
• 絶え間なく働こうとする衝動や統制できない欲求
• 特徴：①一生懸命働きすぎること、②強迫的な

内的衝動を有する
• 自分から率先して主体的に行動する、という概

念が含まれる点は、「活力」に似た要素がある

⋅ 重複する点はあるが、「職務満足」は、
WEに比して活動水準（熱意、没頭、活
力）の強度が低い

活
動
水
準

仕事への態度・認知

＋

-

＋-

ワーク・エン
ゲイジメント

職務
満足

ワーカ
ホリズム

バーン
アウト

WEとワーカホリズムのアウトカムの違い

8

ワーク・エンゲイジメント

ワーカホリズム

活力 熱意 没頭

不健康

生活満足感

仕事の
パフォーマンス

働きすぎ 強迫的な働き方

.19

.87 .94 .86

.69 .64

心理的
ストレス反応

身体愁訴

職務満足感

家族満足感

仕事の
パフォーマンス

※図中の数値は標準化偏回帰係数
出所：Shimazu & Schaufeli(2009) Industrial Health,47,pp495-502

マイナスの影響
プラスの影響

－.58

－.45

.67

－.11

.83

.97

.71

.79

.41

1.00

.24
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心理的資本（HERO）とは
◼ 心理的資本（HERO）は、個人の形質ではなく、職場内で創られる肯定的な心理的発達状態

‒ HEROは職場で醸成される
◼ 各要素がそれぞれ業績と相関し、その相乗効果によって高い業績に結び付く

心理的
資本

自信
Efficacy

希望
Hope

楽観性
Optimism

柔軟性
Resiliency

チャレンジングな仕事を成功させるための
努力を惜しまずに取り掛かるための自信
（効力感）を持つこと

目的を貫徹し、必要に応じて成就するため
の目的（希望）への道筋を見直すこと

現在や将来における成功に関して、肯定的な意識
（楽観）を形成すること

問題や逆境に陥ったときに、くじけずに立ち直ったり、
成功を成就するために乗り越えること（柔軟性）

資料：Luthans, F., Youssef, C. M., Avolio, B. J. (2007) 
Psychological Capital Developing the Human 
Competitive Edge, OXFORD University Press 9

WEの醸成に必要な要素とポジティブな効果までのプロセス

• 仕事のプレッシャー ・対人業務における情緒的不安 ・精神的負担 ・肉体的負担
仕事の負荷

ワーク・エンゲイジメント
（活力・熱意、没頭）

ポジティブな効果
• 離職率の低下（定着率の向上）
• 健康増進
• 自発性の向上
• 組織コミットメントの向上
• 仕事の革新性、創造性の向上

（イノベーション）
• 仕事のパフォーマンスの向上

個人の資源（心理的資本※）
• 希望:Hope
• 自信（自己効力感）:Efficacy
• 柔軟性:Resilience
• 楽観主義:Optimism

資料：厚生労働省『令和元年版 労働経済の分析 －人手不足の下での「働き方」をめぐる課題について－』を基に松原が加筆・修正 10

作業レベル
• 仕事の意義
• 役割明確さ
• 成長の機会
• 仕事のコントロール

部署レベル

• 上司の支援
• 同僚の支援
• 上司の公正な態度
• ほめてもらえる職場
• 失敗を認める職場
• 経済地位/尊重
• 安定報酬

組織レベル
（制度整備）

• 経営層との信頼関係
• 変化対応力の醸成
• 個人の尊重
• 公正な人事制度
• キャリア形成
• ワーク・セルフ・マネジメント支援

仕事の資源

職場マネジメント
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ワーク・エンゲイジメントを支える柱
～心理的安全性≒インクルージョンの鍵となる管理職

11

2

心理的安全性

12

【再掲】「健康経営」が注目される背景
• 少子高齢化の進展により労働力人口が減少している現在、多様な人材の活用と労働力の質の向上が求められている

‒ 「不調」を防ぐだけでなく、労働者の強みを伸ばし、生き生きと働くことができる状態の創出に関心
‒ 不確実性の高い時代において、能力開発に対する積極的投資が困難になりつつある一方、「質の高い」労働力への重要性が叫ばれ、

労働者へのプレッシャーへの高まり
‒ 働き方の多様化と技術進歩の進展による仕事と仕事以外のオン・オフの切り替えの難しさ

これらができる管理職の役割が重要視される

管理職は、多様な人材が安心して自分の意見を表明できるような職場風土づくりとしての「心理的安全性」が担保され
る職場とすることが求められる

「心理的安全性」（エイミー.C.エドモンドソン、アメリカ、ハーバード大学、組織学研究）とは
• 支援を求めたり、ミスを認めるなど対人関係のリスクをとっても、公式、非公式にかかわらず、制裁を受け

るような結果にならないと信じられる状態
• この状態の職場環境では、失敗しても、支援を求めても他の人が冷たい反応を示すことはなく、ばつの

悪い思いをするのではないか、という「不安」になることがない
• むしろ、率直であることが許され、期待されている
• 心理的安全性は、人々が感じているときに存在するものである
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心理的安全性の誤解
■ 感じよくふるまうことではない

– 誰もがいつも相手の意見に賛成することではない、賞賛や無条件の支持を得られるわけでもない
– 建設的に反対したり、気兼ねなく考えを交換しあったりできるということ

■ 性格の問題ではない
– 外交的であるから意見を言えるのではない、内向的であるから意見を言わない・発言をしないのでは

ない
– 様々な個性を持つ人が同様に安心して意見を言えるという状態が心理的安全性

■ 「信頼」と同じではない
– 「信頼」は、二人の個人あるいは二つの組織間での相互作用。また、「信頼」は相手が“確かに約束

を果たす”という経験・時間の流れのなかで醸成されるもの
– 「心理的安全性」はグループレベルで存在し経験していること。また、心理的安全という経験は、相手

との間に直ちに現れる
■ 目標達成基準を下げることではない

– 高い基準を守る必要のない勝手気ままな環境のことではない、職場で気楽に過ごすというものでもな
い

– 正直かつ率直に話すことを可能にし、ゆえに互いに尊敬しあう環境において確立するものであるため、
好奇心旺盛で、協力しあえる職場となるため、結果的に高い成果を上げる職場環境の土台になる

13

心理的安全性の指標

■ このチームではミスをしても、とがめられな
■ このチームでは、メンバーが困難や難題を提起することができる
■ このチームの人々は、他と違っていることも傾聴する
■ このチームでは、安心してリスクをとることができる
■ このチームでは、メンバーに支援を求めることができる
■ このチームには、私の努力を踏みにじるような行動を故意にする人は誰もいない
■ このチームのメンバーと仕事するときには、私ならではのスキルと能力が高く評価され、活

用される
※エイミー.C.エドモンドソン（2021）『恐れのない組織』 p.47より松原が一部修正・加筆

14
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「心理的安全性」とダイバーシティにおける「インクルージョン」の関係

15

職場の一員として認められている程度 高低

高

独
自
の
価
値
が
認
め
ら
れ
て
い
る
程
度

排 他 同 化

分 化 インクルージョン

職場の一員として認められておらず、自分
の独自性や能力も組織の成功のために必
要とされていない

職場の一員として認められてはいるが、自分の独
自性や能力は組織の成功のために必要とされて
いない、あるいは自分の独自性を発揮しないこと
で仲間として認めてもらえる

職場の一員としては認められていないが、
自分の独自性や能力は組織の成功のた
めに必要とされている

職場の一員として認められており、自分の
独自性や能力は組織の成功のために必
要とされている

出所：Shore, et.al.（2011） “Inclusion and Diversity in Work Groups: A Review and Model for Future Research”, Journal of Management 37(4),pp.1262-
1289 の内容を基に作成

インクルージョンとは：職場の一員として認められており、自分の独自性や能力は組織の成功のために必要とされている状態
• 従業員が、情報資源を利用でき、仕事集団に携わり、意思決定プロセスに関わる権限を持っている
• 従業員を集団の一員として迎え入れつつ、個人の独自性を見出す取組
• 従業員がインクルージョンを知覚すると組織内での協力的行動、組織コミットメント、職務満足が高まる
• 組織側のインクルージョンの取組を従業員が知覚することで、彼らの態度・行動にプラスの効果をもたらす可能性がある

≒「心理的安全性」

インクルージョンを創出する「職場マネジメント」

16
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現在、管理職にとって必要な能力
あなたが管理職になるときに評価された能力
あなたが入社した当時の管理職に必要とされていた能力

資料：中央大学大学院経営戦略研究科ワーク・ライフ・バランス＆多様性推進・研究プロジェクト(2018）『職場における男女正社員の育成に関する管理職調査』

管理職に求められるは「対人関係能力」
∵多様な人材が職場メンバーの多数を占める状況になり、自分が一般職の時に上司だった管理職のマネジメントと求
められる能力に変化→職場メンバーとのコミュニケーションの重要度が高まってきている
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管理職の役割

17

上記①～③の履行を支える仕組みとしての「人事管理制度」

従業員の監督

①影響活動
（個々の従業員の意思決定に望
ましい影響を与えようとすること）

②直接介入
（命令） ③選別

（昇進・配置）

報酬管理
賃金・昇進など

タスクの遂行
職務を遂行するプレイヤーとして、組織内での中堅として自ら判断し、タ
スクを担う

人事管理上の機能

組織運営上の機能

雇用管理
教育、異動・配置など

就労管理
働き方、休業・休暇など

「労働生産性」＝労働意欲×能力

「人を通じて事を成し遂げる」
①自分の職場のメンバーに自分たちの担うべき役割を理

解させる
②自分の職場のメンバーがそれぞれの期待役割を実現で

きるよう、および希望するキャリアを実現できるよう、必
要な職業能力を習得させる（能力が不足する場合は
能力開発を支援する）

③自分の職場のメンバーが高い水準の仕事意欲を持続
できるよう支援する

管理職群 ここでは主に課長クラス（ライン管理職）の定義とする…
組織の中で一定の権限とそれに伴う責任を有する

近年の管理職に求められるもの

18

概念化スキル（コンセプチュアルスキル）：複雑な状況を分析・判断する能力

対人スキル（ヒューマンスキル）：コミュニケーションをとり、他者を理解し、育成し、仕事を任せ、仕
事意欲を高めるなど、他者と協調して仕事をする能力

技術スキル（テクニカルスキル）：特定の業務を遂行するために必要な知識・技術としての業務遂
行能力

政治スキル（ポリティカルスキル）：権力基盤を築き、人脈を作り上げる能力

今の時代は聞かないとわからない

これがないと意欲的に働いてもらえない

自身も学び直しをしないとならない

社外へのネットワーク拡大も不可欠

これまでの経験値だけでは、管理職として「他者を通した。
「こうに違いない」という平均値は、部下のアイデンティティに依存する。
基本は「個別管理」「個別対応」、それをまとめるための対話が重要になる ➡ 「対人スキル（ヒューマンスキル）」の比重大
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「対人スキル（ヒューマンスキル）」が重要な理由
■ 管理職と部下の価値観などが異なる
✓部下とのコミュニケーションによる部下理解が重要に（∴ 「傾聴」が重要と言われる）
✓傾聴し、心理的安全性が確保されないと不安が払しょくできない → メンタル不調に陥るリスク

19

単位：% 2020年 2019年 2018年 10年間の比較

相手の意見や考え方に耳を傾けること 53.7 49.2 47.4 9.7pt

1人ひとりに対して丁寧に指導すること 46.9 44.8 41.7 14.9pt

好き嫌いで判断しないこと 37.3 34.5 32.5 3.7pt

良いこと・良い仕事を褒めること 34.0 26.5 24.1 13.0pt

職場の人間関係に気を配ること 29.7 27.8 26.3 5.7pt

仕事に情別をもって取り組むこと 25.1 29.1 26.9 -6.9pt

言うべきことは言い、厳しく指導すること 18.3 24.4 28.6 -18.7pt

周囲を引っ張るリーダーシップ 13.7 16.7 19.8 -16.3pt

仕事がバリバリできること 10.0 11.8 14.3 -1.0pt

ルール・マナーを守り、清廉潔白であること 7.1 9.3 9.5 -1.9pt

部下に仕事を任せること 3.4 5.8 5.4 -2.6pt

その他 0.6 0.6 0.8 -1.4pt
出所：日本生産性本部(2019)『新入社員「働くことの意識調査」 』

上司に期待すること

19

単位：% 2020年 2019年 2018年 10年間の比較

仕事に必要なスキルや知識を身に付けること 49.1 43.8 42.3 11.1pt

社会人としてのルール・マナーを身に付けること 46.9 42.2 43.8 -3.1pt

周囲（職場・顧客）との良好な関係を築くこと 37.7 38.2 38.9 -1.3pt

任された仕事を確実に進めること 37.4 36.2 34.5 4.4pt

元気にイキイキと働き続けること 30.6 28.9 29.3 -2.4pt

失敗を恐れずにどんどん挑戦すること 25.4 28.4 29.9 0.4pt

仕事で高い成果を出すこと 20.0 19.1 17.7 6.0pt

何があってもあきらめずにやりきること 18.9 17.2 18.5 -5.1pt

何ごとにも率先して真剣に取り組むこと 15.1 19.7 17.5 -2.9pt

新しい発想や行動で、職場に刺激を与えること 9.1 13.1 13.2 -3.9pt

会社の文化・風土を尊重すること 2.0 2.7 2.7 

その他 0.9 0.5 0.9 0.9pt

社会人として働くうえで大切にしたいこと

「健康経営」がポジティブな効果をもたらすまでのプロセス

20

利 益
健康経営の施策

• 疾病管理
• 健康増進
• EAP（Employee Assistance 

Program）

• 組織風土の醸成
• モラルの醸成
• 職場の人間関係の円滑化

• 健康リスク
• 薬物乱用
• 予防可能な病気

• 仕事に対する身体的・感情
的能力(ワーク・エンゲイジメント）

• 仕事に対する欲求

個人の業績

アブセンティーイズム
（病欠、病気休業）

プレゼンティーイズム
(健康が原因による生産性低下）

生産性
出所：O’Donnell（2000）

• 職場や組織全体で健康増進に取組む組
織風土を醸成

• 健康増進活動を通した職場コミュニケーショ
ンの活性化を図る
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21

【前提】
従業員の健康状態、職場環境、労働時間の実態把
握（課題の明確化）

健康経営宣言

③制度・施策の実行
⁃ 各ステークホルダーの連携による健康づくり事業の運営・確立

①経営理念・方針への位置づけ
⁃ 管理監督者、従業員への周知

②組織体制づくり
⁃ 専門資格を持つ職員の配置
⁃ 担当職員に対する研修の実施 など

④評価・改善
⁃ 中期的な効果検証

⑤法令順守・リスクマネジメント
⁃ 定期健診の実施、健保等保険者による特定健康診査・特定保健指導の実施、50人以上の事業場におけるストレスチェックの

実施、従業員の健康管理に関連する法令について重大な違反をしていないこと

健康経営の構造

企業 健保組合
産業保健スタッフ

経営者 保険者

労
働
者

被
保
険
者

コラボヘルス

医療費

ヘルスリテラシー

生産性

ワーク
エンゲージメント

事例

22

3
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A市役所における健康経営の取組み
■ 2015年、2016年に連続して生じた職員の不祥事の原因追及を進めるなか、増大する市民からの要望への対応、

ミス無き議会対応等により、職員の疲弊、不安感の増大が問題化
– メンタルヘルス不調者の増加
– これらの問題が職員の主体性や職場の関係性と関連していることが顕在化

23

■ 2016年4月～2017年3月まで「H-H-Hの会」（Health(健康施策）× Human（従業員）＝ Happinesst
（企業と従業員の幸福））へ参加

– 神戸大学大学院経営学科研究科 金井壽宏教授による健康増進施策をモチベーションや企業の生産性向
上に結び付けることを検討する研究会

– 職員が仕事に対して主体的に取り組むことの推進

■ 「働き方改革」への取組み
① 20年前に比べ職員が約400名削減されている一方で、業務量が減少していない状況を把握
② 外部機関を活用し、各部署の業務量調査を実施
③ 「業務を法令に基づいてやらなければならない業務」、「職員がやるべき業務」、「それ以外」の３つに分類し、

「それ以外の業務」については業務削減を推進
④ ワーク・ライフ・バランスの推進

⁃ 「イクボス宣言」 など

参考資料

■ 川上憲人（2012）『労働者のメンタルヘルス不調の第一次予防の浸透手法に関する調査研究』
■ 島津明人（2014）『ワーク・エンゲージメント』労働調査会
■ 島津明人（2017）『職場のポジティブメンタルヘルス2ー科学的根拠に基づくマネジメントの実践』誠

信書房
■ 森永雄太（2019）『ウェルビーイング経営の考え方と進め方－健康経営の新展開』労働新聞社
■ E.C.Edomondson（2021）『恐れのない組織』野津智子訳、村瀬俊朗解説、英治出版
■ O’Donnell, M. P.（2000）” Health and Productivity Management; The Concept, Impact, 

Opportunity: Commentry to Goetzel and Ozminkowski,” American Journal of Health Promotion, 
14, pp.215-217

24



53

現地開催等の概要
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ご清聴ありがとうございました
mitsuyo.matsubara@bus.kindai.ac.jp
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地方公ஂڞମにΑるൃྫࣄද֓ཁʲಢ໦ݝӉ౎ࢢٶʳ

ɿ団ମ基ૅ৘ใɹ（※については次頁以降の事例についても同じ）ߟࢀ
ʲ人ޱ˞�ʳ���☗�3�人
（※1：【総計】令和6年住民基本台帳人口・世帯数、令和5年人口動態）
ʲ໘ੵ˞�ʳ���☚��LN�
（※2：令和6年全国都道府県市区町村別面積調 （令和6年7月1日時点））
ʲ総৬員਺˞3ʳ3☗3��人ʢ一般行政৬員਺�☗��3人ʣ
（※3：令和6年地方公共団体定員管理調査 （令和6年4月1日時点））

˔ Ӊ౎ࢢٶのメンタルヘルスのऔ૊に͍ͭͯ

ʓメンタルヘルスܭըのมભ
ɹӉ౎ࢢٶ͸ɺްੜ࿑ಇলࡦఆͷࢦ਑ʹ͖ͮجɺฏ੒��೥౓ʹୈ࣍�Ӊ౎ࢢٶ৬һ৺ͷ݈ͮ߁
͘ΓܭըΛࡦఆɻҎ߱ɺ�೥͝ͱʹվఆΛ͖ͨͯͬߦɻྩ࿨�೥ �݄ͷվఆͰ͸ɺجຊํ਑ɺج
ຊ໨ඪɺجຊࡦࢪʹ͍ͭͯ͸ɺٱ߃తͳ΋ͷͰ͋Δ͜ͱ͔Βɺࣾձ৘੎ͷมԽ΍๏վਖ਼ʹ൐͍ɺ
େ͖ͳӨ͕ڹੜ͡Δ৔߹ʹݟ௚͠Λ͜͏ߦͱͱ͠ɺ੒Ռࢦඪͷୡ੒ঢ়گʹ͍ͭͯɺຖ೥౓ɺ҆
શӴੜҕһձʹใࠂɺ৹ٞ͠ɺదٓඞཁͳݟ௚͠Λ͍ͯͬ͘͜ߦͱʹͨ͠ɻ
ɹվఆͨ͠ϝϯλϧϔϧεܭըͰ͸ʮ৬һҰਓͻͱΓ͕ɺ৺ͷ݈߁Λอͪͳ͕Βɺ͍͖͍͖ͱ
ಇ͍͍ͯ·͢ʯΛجຊํ਑ͱͯ͠ɺҰ࣍༧๷Ͱʮ৺ͷ݈߁ͷอ૿࣋ਐʯɺೋ࣍༧๷Ͱʮ৺ͷෆௐ
ͷૣݟൃظɾૣظରԠʯɺ࣍ࡾ༧๷Ͱʮԁ׈ͳ৬৔෮ؼʯΛجຊ໨ඪʹઃఆ͍ͯ͠Δɻ

ʓए年૚৬員に対するऔ૊
ɹए೥૚৬һʹରͯ͠͸ɺҰ࣍༧๷ͱͯ͠0+5αϙʔλʔ੍౓ɺ֤छϝϯλϧϔϧεݚमɺೋ
Δɻ͍ͯ͠ࢪ૬ஊΛ࣮߁৬һͷ݈༺࠾༧๷ͱͯ͠৽࣍
ɹ0+5αϙʔλʔ੍౓͸ɺ৽࠾༻৬һ͕ۀ຿্ඞཁͳ஌ࣝ΍ٕज़ʹ͍ͭͯɺܭըతʹࢦಋ͕ड
͚ΒΕΔΑ͏ಛఆͷࢦಋऀΛఆΊɺ೔ৗతͳ૬ஊ૬खͱͯ͠ͷ໾ׂ΋୲͏͜ͱͰɺٙ໰΍೰Έ
Λ૬ஊ͠΍͍͢ڥ؀Λ͍ͯͬ࡞Δɻซͤͯɺࢦಋ໾ͱͳΔ৬һΛର৅ʹͨ͠ݚम΋͓ͯͬߦΓɺ
ίϛϡχέʔγϣϯͷํ๏΍ෆௐ͕ٙΘΕΔ৬һ΁ͷ૬ஊରԠͷϙΠϯτΛֶͿػձΛઃ͚ͯ
͍Δɻ
ɹϝϯλϧϔϧεݚम͸৽࠾༻৬һ͚޲Λྫ೥ ɺ�݄ʹ͸ॳҟಈ৬һΛର৅ͱ͠͠ࢪ࣮ʹ݄�
Δɻ͍ͯͬߦमΛݚͨ
ɹೋ࣍༧๷ͷ৽࠾༻৬һͷ݈߁૬ஊͰ͸ɺ৬һ݈߁૬ஊࣨͷޢ؃৬͕৽࠾༻৬һͱೖிޙ �͔
݄·Ͱʹ໘ஊΛ࣮͠ࢪɺ݈߁ঢ়ଶΛ֬ೝ͍ͯ͠Δɻ໘ஊͷ݁ՌʹΑΓɺۀ࢈ҩ΍ਫ਼ਆՊ৤ୗҩɺ
ྟচ৺ཧ࢜΁ͷ૬ஊ΍ి࿩΍ϝʔϧͰͷࢧԉΛ͍ͯͬߦΔɻ͜ΕʹΑΓɺ৽࠾༻৬һͷ৺਎ͷ
ͳ͛Δ͜ͱ͕Ͱ͖͍ͯΔɻͭʹݟൃظঢ়ଶΛ೺Ѳ͠ɺϝϯλϧෆௐͷૣ߁݈
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ʓ؅ཧ؂ಜऀに対するऔ૊
ɹ؅ཧ؂ಜऀʹରͯ͠͸ɺҰ࣍༧๷ͱ֤ͯ͠छݚमɺετϨενΣοΫͷ݁Ռʹ͍ͨͮج৬৔
ͯ͠ࢪ௕΁ͷΧ΢ϯηϦϯάΛ࣮܎༧๷ͱͯ͠৽೚࣍ɺೋ͍ߦผ૬ஊΛݸվળ΁ͷऔ૊ɺڥ؀
͍Δɻ
ɹ؅ཧ؂ಜऀΛର৅ʹͨ͠ݚमͰ͸ɺετϨενΣοΫͷ૊৫෼ੳ݁Ռͷํݟ΍৬৔ڥ؀վળ
औ૊ΛֶͿ΋ͷ΍෦ԼͱͷίϛϡχέʔγϣϯεΩϧ΍ෆௐऀ΁ͷରԠΛֶͿ΋ͷ͕͚ͨ޲ʹ
͋Γɺྩ࿨ �೥౓͔Β͸ൃୡো֐ͷಛੑ΍૬ஊઌΛҊ಺͢Δ಺༰΋௥Ճ͍ͯ͠Δɻ
ɹ·ͨɺ৽೚܎௕ʹ͸ɺϝϯλϧϔϧεෆௐ͕ٙΘΕΔ෦Լ΁ͷରԠํ๏ΛγϛϡϨʔγϣϯ
͠ɺϥΠϯέΞʹ͍ͭͯΑΓਂֶ͘ͿݚमΛ࣮͍ͯ͠ࢪΔɻ
ɹೋ࣍༧๷ͱͯ͠ɺ৽೚܎௕ʹର͢Δྟচ৺ཧ࢜ʹΑΔ໘ஊΛ࣮͍ͯ͠ࢪΔɻ৺ཧࠪݕΛ׆༻
͠ɺ෦ԼͱͷؔΘΓํ΍ࣗ਎ͷετϨεϚωδϝϯτʹ͍ͭͯΞυόΠεΛड͚Δ͜ͱͰɺࣗ
਎ͷੑ֨޲܏΍ߦಈύλʔϯΛ஌ΓɺΑΓΑ͍ਓؒؔ܎ʹ໾ཱͯΔ͜ͱ͕Ͱ͖͍ͯΔɻ
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宇都宮市のメンタルヘルスの取組について
～若年層職員及び管理監督者への支援～

令和６年８月２９日
宇都宮市 行政経営部 人事課

2

本市メンタルヘルス計画の変遷について

基本方針，基本目標，基本施策については恒久的なものであるといえるため，今後は社会情勢の変化や法改正
に伴い，本市の方針等に大きな影響が生じる場合，必要に応じて見直しを行う。
 しかし，メンタル不調による長期病休者数は高止まりで推移している状況であり，今後より一層，メンタル不

調の未然防止，早期発見・早期対応を推進するとともに，病休者の円滑な職場復帰に向けた取組の強化が必要で
ある。

心の健康づくり計画策定の経過
平成２０年１月 第１次心の健康づくり計画策定
平成２５年３月 第２次心の健康づくり計画策定
平成３０年３月 第３次心の健康づくり計画策定

厚生労働省が平成１８年３月に策定した「労働者の心の健康の
保持増進のための指針」に基づき，職員一人ひとりが生きいき
と元気に働くことを目指し，本市の計画策定

５年ごとの改訂

令和５年３月 改訂年度において

宇都宮市職員心の健康づくり計画
（令和５年４月～）

地方公ஂڞମにΑるൃදࢿྉʢୈ�ճ研究会ɾӉ౎ࢢٶʣ
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本市の現状と課題

3

メンタル不調による病休者状況
年代・新規等分類別病休者の数

新規病休者は２０代・３０代が多く，再取得
では５０代以上が多い。

在課年数・新規等分類別病休者の数

新規病休者は在課１～２年目に多く，過去
３年間増加している。

※新規病休者は若年層の在課１～２年目の職員が多い。
※ 個人が特定されることを防ぐため，グラフ上の人数は未記載

本市の現状と課題

4

ストレスチェックの結果の年代別割合 ストレスチェック結果の職位別割合

※ 30代・40代の監督者の年代は，結婚や昇任等により家庭や職場での役割や責任が大きくな
り，ストレス傾向が高いと考えられ，特に仕事上での職務職責が高くなる監督者という立場か
ら上司と部下の板挟みとなり，仕事上のストレス傾向が高いと考えられる。

全体と比較し，３０代・４０代のスト
レス者の割合が高い。

全体と比較し，監督者の高ストレス者
と軽度抑うつ者の割合が高い。

令和５年度ストレスチェック結果
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5

メンタルヘルス計画（あるべき姿と基本目標）

職員一人ひとりが，心の健康を保ちながら，生きいきと働いています。

① セルフケアを充実させ，心の健康の保持増進を図ります！ 
≪心の健康の保持増進（ 一次予防 ）≫

② 心の不調に早めに気づき，早期に適切な対応ができるよう支援体制を充実・強化
します！
≪心の不調の早期発見・早期対応（ 二次予防 ）≫

③ メンタル不調の職員が円滑に職場復帰できるよう全体で支援していく体制を整備
します！  

≪円滑な職場復帰（ 三次予防 ）≫

基本方針（あるべき姿）

基本目標

計画の体系図（若年層職員及び管理監督者支援抜粋）

6

（１）基本施策と施策事業の体系 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一次予防 ≪心の健康の保持増進≫ 

〔基本施策１〕 

メンタル不調の未然防

止に向けたセルフケア
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④ 管理・監督者等を対象とした研修 

⑤ 管理・監督者等を中心とした職場環境の把握と改善 

⑥ 各職場安全衛生委員会活動の実施 

⑦ 産業医による職場巡視 

⑭ 慣らし勤務の個別計画の作成と相談 

⑮ メンタルヘルス相談【復職時・復職後相談】 

⑯ 休職中職員の支援強化 

⑰ 職場への出前相談 

(再掲) カウンセリング 

三次予防 ≪円滑な職場復帰≫ 

 

〔基本施策２〕 

働きやすい職場環境づ

くりの推進 

① 心の健康診断  

② 階層別研修  

③ 職員への情報提供 

〔基本施策４〕 

確実な職場復帰に向け

た支援 

①～⑰の事業（具体的な取組） 

・新採用職員研修
・心の元気アップ講座（初異動職員）

・管理・監督者研修
・OJTサポーター研修

・メンタルヘルスチェック結果
に基づいた職場環境改善
・管理・監督者向け個別相談
(精神科嘱託医・臨床心理士)

・新任係長向けカウンセリング
・新採用職員の健康相談

若年層職員支援
管理監督者支援

セルフケア

産業保健スタッフ
によるケア

外部専門機関に
よるケア

産業保健スタッフ
によるケア
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7

若年層職員への支援

＜一次予防：心の健康の保持増進＞
・ OJTサポーター制度
・ メンタルヘルス研修

新採用職員研修
入庁後，初異動職員研修
OJTサポーター研修

＜二次予防：心の不調の早期発見・早期対応＞
・ 新採用職員の健康相談(産業保健スタッフによる)

8

若年層職員への支援

 

人材育成研修会講師
（所属外職員）へ相談

・OJTサポーター制度:（On The Job Training）
入庁後の１年間，新採用職員が業務上，必要な知識や技術について，計画的に指導が受けられ

るよう各所属で特定の指導者を定めている。また，日常的な相談相手としての役割を担うことで，
疑問や悩みを相談しやすい職場環境づくりに努めている。

※ ＯＪＴサポーターとは…
・ 年齢・職位などは問わず，対象職員の
担当する業務の概要を理解・習得していて，
勤務態度良好な職員をOJTサポーターとし
て選任している。
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若年層職員への支援

9

研修名 対象 取組内容

新採用職員研修 新採用職員
新採用職員が抱えがちなストレスについて理解する
とともに，自身のストレスの表れ方や対処方法，メ
ンタル不調の気づき方について学ぶ。

心の元気アップ講座
入庁後，初異動職員※
ジョブローテーション
により初めて別所属に
異動した職員

メンタルヘルスの基本となるストレスについて理解
するとともに，職場環境の変化に伴うストレスへの
対処方法を学ぶ。

OJTサポーター研修 OJTサポーター職員 職場内のコミュニケーション方法や不調が疑われる
職員への相談対応のポイントを学ぶ。

メンタルヘルス研修

【取組Point】
※ 入庁後，初異動職員
令和４年度まで２５歳職員を対象に実施していたが，メンタル不調の長期病休
者が在課１～２年目に多い状況から令和５年度より対象者を変更した。

10

若年層職員への支援

職員健康相談室の看護職が新採用職員と入庁後６か月までに面談を実施し，
健康状態等を確認する。

＜面談の結果，メンタル不調のサインがあった場合＞
産業医・精神科嘱託医・臨床心理士への相談につなげる。また，不調に陥

る可能性のある職員に対しては，３か月後を目途に電話支援を行っている。

新採用職員の健康相談

【支援の内容・工夫】
・職場や業務への適応状況・職場の人間関係・日頃の健康管理状況を確認し，
必要時のアドバイスを行う。

今後も気軽に職員健康相談室を利用できることを伝え，相談しやすい環境
づくりを心がけている。
【支援の効果】

⇒ 新採用職員の心身の健康状態を把握し，メンタル不調を早期発見する
 ことができる。
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11

管理監督者への支援

＜一次予防：心の健康の保持増進＞
・ 管理・監督者研修

・メンタルヘルス研修
・ハラスメント防止研修
・マネジメント研修

・ メンタルヘルスチェック結果に基づいた職場環境改善
・ 管理・監督者向け個別相談(精神科嘱託医・臨床心理士)

＜二次予防：心の不調の早期発見・早期対応＞
・ カウンセリング（新任係長級職員）

管理監督者への支援

12

メンタルヘルス研修
研修名 対象 取組内容

管理者研修 各所属の管理者 メンタルヘルスチェックの組織分析結果の見方や職
場環境改善に向けた取組方法を学ぶ。

監督者研修 ※

監督者 

安全配慮義務を負う管理・監督者が，職場のストレ
ス要因や，ストレス軽減の方法を学習し，部下との
円滑なコミュニケーションスキルや実務上おさえて
おくべきメンタル不調者への対応等，職場のメンタ
ルヘルスに対する理解を深める。

新任係長級
上記の監督者研修に加えて，初めて監督者となった
職員を対象にメンタル不調が疑われる部下への対応
方法をシミュレーションし，ラインケアについてよ
り深く学ぶ機会を設けている。

【取組Point】
※ 監督者研修
発達面に特性のある職員への対応に苦慮する監督者からの相談が続いたこと
から，令和６年度より発達障害の特性や相談先を案内する内容を追加した。
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管理監督者への支援

13

管理監督者研修
研修名 対象 取組内容

ハラスメント防止研修 管理・監督者
ハラスメントがもたらす経営リスクを理解し，未然
に防ぐ回避法やハラスメントが起こってしまった時
の対処法を学ぶ。

マネジメント研修 管理・監督者 マネジメントの基本を確認し，組織運営の方法等を
学ぶ。

14

管理監督者への支援

８月 メンタルヘルスチェック実施

メンタルヘルスチェック個人結果返却10月中旬

10月下旬 所属別集団分析結果報告

所属別集団分析結果と
実施報告書共有

研修後，実施報告書作成

各部局長宛
データ送付

所属長個人宛
データ送付

11月中旬 管理者研修受講

※健康リスク値(総合リスク値)
１２０以上の所属は面談実施

意見交換，助言・指導 部内供覧後，実施報告書を
人事課に提出

人
事
課
・
委
託
業
者

課
長
等

部
局
の
長

部局長に供覧

面
談
実
施
報
告
書※

メンタルヘルスチェック結果に基づいた職場環境改善の取組



63

現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（宇都宮市発表概要）

管理監督者への支援

15

所属別分析結果 研修実施報告書

「所属別集団分析結果」及び「管理者研修実施報告書」を部内で共有する。

メンタルヘルスチェック結果に基づいた職場環境改善の取組

＜参考にする箇所＞
・改善へのヒント
・傾向と対策

・集団分析結果を振り返り
（要因や改善点の検討）

16

管理監督者への支援

メンタルヘルスチェック結果に基づいた職場環境改善の取組

＜所属別集団分析結果にて健康リスク値※１２０以上の所属について＞
健康リスク値１２０以上の所属においては，部長が課長と面談し，意見交換や現状に

あわせた助言・指導等を行う。

【取組Point】
※ 所属別集団分析結果の共有

令和５年度より各所属長のみに共有していた集団分析結果を各部局
長にも共有し，組織マネジメントに活用できるようにした。部局長と
の共有の際，改善点等の指導だけでなく，管理者への労い等の声かけ
を併せて行うことを依頼している。
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17

管理監督者への支援

管理・監督者向け個別相談(精神科嘱託医・臨床心理士)

時期 相談者 対応者 相談内容

７月 希望者 精神科嘱託医 ・メンタル不調が疑われる職員への
対応方法
・職場環境改善のためのアドバイス
・管理・監督者自身のセルフケア８月 希望者 臨床心理士

（外部委託業者）

１１月 健康リスク値１２０
以上の所属の管理者

臨床心理士
（外部委託業者）

・所属別集団分析結果を踏まえた職
場環境改善のためのアドバイス
・管理・監督者自身のセルフケア

18

管理監督者への支援

カウンセリング（新任係長級職員）
・臨床心理士による新任係長面談を実施

実施時には心理検査（エゴグラム）を活用し，部下との関わり方や自身の
ストレスマネジメントについてアドバイスを行う。

【支援の効果】
・自身の性格傾向や行動パターンを知ることができる。
・自分のストレス傾向が分かる。
・自己理解が深まり，他者との関わり方の気付き，コミュニケーション

の改善に繋がる。
⇒ 上記のような学びや気付きから，部下とのコミュニ
ケーションの取り方の工夫やより良い関係構築に役立て
ることができる。
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その他（参考）：職員の働き方改革への取組

19

◎週休３日制・フレックスタイム制※等の導入 多様で柔軟な働き方の実現
・週休３日制やフレックスタイム制，テレワークなどの各制度により，個々の
ライフスタイルやメンタルヘルスニーズに合わせて生きいきと働ける環境を整
備している。（ ※ R６は試行。R７～本格実施予定）

◎長時間労働の是正 ワークライフバランスの改善
・長時間労働は，健康確保を困難にするとともに，仕事と家庭生活の両立を困
難にし，体の健康だけでなくメンタルヘルスへの影響も危惧されることから，
時間外勤務の管理徹底，縮減に向けた取り組みを実施している。

「働き方改革」は，働く人が，個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を，自分で「選択」
できるようにすることであり，本市において以下のような取り組みを実施しています。

◎カスタマーハラスメント対策 働きやすい職場環境整備
・悪質クレームや不当要求などの迷惑行為への対策として，対応方法の周知や
研修の強化を図っている。また，庁舎内の無断撮影行為の禁止や職員証のフル
ネーム表記の見直しなど，職員が安心して働ける職場環境の整備を進めている。

ご清聴ありがとうございました。
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地方公ஂڞମにΑるൃදࢿྉʢୈ�ճ研究会ɾখࢢࢁʣ

小山市メンタルヘルス取り組み状況 栃木県小山市

1

職員構成（令和６年4月1日現在）

総数 事務 技師 技労

総数 1,221 706 490 25

市長部局 811 559 237 15

市長部局以外 410 147 253 10

2

部 課 課内室等 係 計

１３ ７９ １５ ２１４ ３２１

10

主事級

40%

主査級

32%

副主幹級

16%

主幹級

9%

副参事級

2%

参事級

1%

職制上の段階ごとの職員数

組織数の状況
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年齢別職員構成の状況（令和5年4月1日現在）

3

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上

構成比

5年前の

構成比

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
区分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数 10人 53人 157人 159人 151人 112人 85人 80人 142人 142人 64人 21人 1176人

4

【健康管理体制】 職員課

職員係

採用人事に関すること

職員数６名（うち１名育休）

係長１、主任２、主査２，主事１

給与厚生係

給与・厚生及び健康管理に関すること

職員数１０名（うち１名保健師）

係長１、主任2、主査４、主事３

産業医（内科医）

安全衛生・健康管理に関わる業務全般 嘱託医(精神科医）

ストレス健康相談(月1回)

ストレスチェック高ストレス者面接

安全衛生委員会事務局及び運営
職員健康診断
予防接種
メンタルへルス対策
（ストレスチェック、カウンセリン
グ相談、研修の実施）
各種健康相談
（健康相談・ストレス健康相談
ハラスメント相談）
心身不調者への対応



69

現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（小山市発表概要）

5

第１次 小山市職員の心の健康づくり計画 （H27年～H29年）

第２次 小山市職員の心の健康づくり計画 （H３０年～R４年）

第３次 小山市職員の心の健康づくり計画 （R5年～R7年）

【メンタルヘルスに関する計画策定】

時 期 内 容
５月 〇市・本庁安全衛生委員会にて本計画スケジュール案提示

６月～９月
第２次心の健康づくり計画の評価
第３次心の健康づくり計画案の検討

１０月

〇第２回本庁安全衛生委員会（消防署安全衛生委員会合同）
第３次心の健康づくり計画案の中間報告
(書面会議での意見について会議にて議論)

１１月～２月 本庁・消防安全衛生委員会中間報告を受けての最終計画案作成

３月
〇第３回本庁安全衛生委員会にて計画案提示
市安全衛生委員会において 審議・決定（書面会議）

時 期 内 容

６月～９月
①第1次心の健康づくり計画の評価
②第2次心の健康づくり計画案の検討

１０月
市安全衛生委員会において 第2次心の健康づくり計画案の中間
報告

１１月～２月 市安全衛生委員会中間報告を受けての最終計画案の作成
３月 市安全衛生委員会において 審議・決定
３月 予備日程

時 期 内 容

１１月

①労働者の心の健康の保持増進のための指針」及び「心の健康問
題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」の概要説明
②上記２の計画・プログラム・規程のひな形に関する説明

１２月 計画・プログラム・規程等の骨子案検討
１月 計画・プログラム・規程等の原案検討

２月
計画・プログラム・規程等の最終案検討
→ 市安全衛生委員会（３月開催予定）に提案

３月 予備日程

6

【策定にあたっての検討体制】【策定にあたっての検討体制】

市職員安全衛生委員会

職場安全衛生委員会

本庁安全衛生委員会
保健福祉

安全衛生委員会

教育委員会安全
衛生委員会

学校・学校給食

安全衛生委員会
消防安全衛生委員会

水道・下水道

安全衛生委員会

職員労働組合

６つの職場安全衛生委員会から選出された１
７名よりワーキンググループを発足

現場の管理職としてできることをきくために
係長級以上の委員を選出

併せて「職場復帰支援プログラム」「職場復帰
支援に関する規程」「安全衛生基本計画」策定
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7

【策定状況】

・基本となる計画や休業・復職に
関する規程等がなく、個々の
ケースにより対応もまちまちで、
客観性や統一性に欠けた状況

・メンタル不調により休職を繰り
返す職員が多くみられていた

・当時の副市長はじめ人事部内
において、メンタルヘルス対策の
整備の重要性を強く実感

・メンタルヘルス対策を図るも休
職を繰り返す職員に対し、いか
にスムーズに復職させるのか、
計画に併せて「復職支援プログ
ラム」「試し勤務制度」の整備につ
いても検討

・計画策定ワーキンググループの立
ち上げ
（ラインケアを実際に行う側の視点を盛

り込むため、係長級以上の管理監督者

を中心として構成）

・計画的・継続的なメンタルヘルス

対策とするため、安全衛生委員会

の事務局を担う人事担当保健師が

中心となり策定

・当初は５か年計画として策定を進
めていたが、状況が変わることを
想定して３か年計画へと変更

・広く庁内に周知するため、研
修等のあらゆる機会を用いて
周知啓発を実施

・H25年１１月より策定を開始
計４回の会議を設け、H26
年２月第一次計画最終案作成

・「心の健康づくり計画」「復職
支援プログラム」「復職支援に
関する規定」「休業のしおり
（本人用）」「対応マニュアル
(所属用）」を併せて策定し、メ
ンタルヘルス対策の整備

H２５ H２６

8

小山市職員の心の健康づくり計画の概要

【位置づけ】

厚生労働省「労働者の心の健康の保持増進のための指針」及び「小山市職員安全衛生管理規程」「安全衛生基本計画」

※ 小山市職員安全衛生管理規程・・・平成１５年4月1日施行

小山市安全衛生基本計画・・・R3～R7の５か年健康づくり計画

【方針】

職員の心の健康づくりとして、メンタル不調への対応だけでなく、職場でのコミュニケーションの活性化などを含めた
広義での心の健康づくりについて取り組む

【推進体制】

職員、管理監督者、職場内産業保健スタッフ(産業医、メンタルヘルス推進担当者等)、職員課及び小山市職員安全衛
生委員会

【問題点の把握及びメンタルヘルスケアの実施】

  職場環境等の把握と改善、ストレスチェックの実施、教育研修・情報提供、相談の実施
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9

【心の健康づくりのための目標及び評価】

〇長期目標

  (1)管理監督者のみならず、職員一人ひとりが主体的に心の健康づくりに取組む意識を持ちそれぞれの役割を果たすこと

      ができる。

(2)常日頃からのコミュニケーションを図ることで風通しの良い職場づくりを推進し、心身ともに快適な職場環境をつくる。

〇年次目標

（１） 管理監督者は心の健康づくり計画の方針と体制を理解し、部下の不調に対する気づきや相談対応に関する基本

       的技術を修得する。評価指標：メンタルヘルス/ハラスメント防止研修会受講率 管理監督者９０％、一般職員８０％

具体的な取り組み・・・管理監督者、一般職員に対し職場のメンタルヘルス及びハラスメントに関する教育・研修を実施。

毎年１回、心の健康づくりに関する方針と計画の内容を周知するとともに、部下からの相談の対応方法、話の

聴き方等について、研修を実施する。

(2)時代とともにライフスタイルや価値観が多様化していることを管理職が理解し、変化を受けいれる柔軟な姿勢を

もち、所属内のコミュニケーションを積極的に図り、風通しのよい職場環境を構築する。

         具体的な取り組み・・・メンタルヘルス等につながる面談の場として、人事評価等の面接の場を有効的に活用し、業務にとどまらず仕

事に影響を及ぼす可能性のある事情については、プライベートな面においてもプライバシーに十分配慮しな

                                       がら把握を行う。評価指標：人事評価面接実施率１００％

10

重点目標 取り組み 目標値

１．健康診断・精密検査受診率の向上
① 健康診断受診の啓発

② 健康診断受診後の精密検査受診啓発

①健康診断の受診率100％

②精密検査の受診率100％

２．こころの健康づくり計画の実施

① メンタル不調者への早期対応

② 復職支援プログラムの活用及び再発防止

③ メンタル不調者を抱える職場全体への支援

①メンタルヘルス研修会の受講率：管理監督者９０％、一般職員８０％

②「精神及び行動の障害」による30日以上の病気休業を取得した職員の割合が1.5%未満

（令和元年度人事院公表「H30年度における精神及び行動障害による長期病休者調査」：1.39％）

３．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

① 積極的に事業の見直しや業務の効率化を図る

② 長時間時間外勤務削減のための啓発

③ 休暇を取得しやすい職場風土の醸成

④ 年次有給休暇及び連続休暇取得の推進啓発

⑤ ライフスタイルに合わせた多様な働き方の推奨

⑥ 仕事と育児・介護の両立支援の推奨・啓発

①年間360時間超の時間外勤務を行う職員数が50人未満(令和元年度124人)
②全職員が年次有給休暇取得日数12日以上（最低6日以上取得する）
③テレワーク実施者70人 (小山市職員テレワーク推進計画令和6年度目標値)
④育児休業の取得率男性40％、女性100％ (第四期小山市職員子育て支援行動計画目標値)

４．働きやすい職場環境づくりの推進

① 風通しの良い職場づくりの推進

② 顕在化するハラスメントに対する防止及び啓発

③ 受動喫煙防止のための啓発

④ 職場環境改善のための職場巡視・点検の実施

⑤ 4S（整理、整頓、清掃、清潔）運動の推進

①ハラスメント防止研修の受講率：管理監督者９０％、一般職員８０％

②職場(本庁・消防)安全衛生委員会（安全衛生管理体制による担当者含む）による職場点検を全所属において年度で1回以上実施

５．安全衛生に関する啓発の推進

① 公務災害発生防止の啓発

② 安全衛生に関する情報の周知及び啓発

③ 新型コロナウィルス感染拡大防止

①公務災害の発生件数が年度で5件未満

②各職場安全衛生委員会(本庁・消防)による研修会を年度で1回以上実施

安全衛生基本計画 (令和3年度～令和7年度) 
○スローガン 「職場づくりは、健康づくり」
○基本方針

１．心身の健康の保持増進・疾病の予防
２．心身ともに働きやすくゆとりある快適な職場環境の形成
３．一人ひとりが主体的に取り組む意識づくりの推進
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第３次計画追加事項

11

〇ハラスメント防止
〇働き方改革取組指針の推進
〇委員会内における「推進検討部会」の検討
〇心の健康に対する意識の変容について明記

管理職 ：多様化する職員の価値観に対し変化を受け入れる柔軟な姿勢と視野
周囲の配慮：所属全体で不調者の早期発見・対応に努め、日常的に職員同士が助け合える

雰囲気の醸成
セルフケアの意識付け：自ら兆候を認識できる力を身に着けていく必要性への理解

〇メンタルヘルス・ハラスメント防止研修会の受講率：管理監督者９０％、一般職員８０％
〇人事評価における面接実施率１００％

12

「精神及び行動の障害」での長期傷病休暇者数の推移

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R３ R4 R５

件数(件） 15 18 20 19 17 22 25 18 15 ３６ ３３
職員数に対

する割合(%)
1.29％ 1.58% 1.77% 1.67% 1.49% 1.93% 2.19% 1.57% １．３１％ 3.0６% 2.81％

職員数（人） 1,166 1,140 1,130 1,135 1,142 1,141 1,142 1,143 1,142 1,178 1,176

小山市の目標値

1.5％未満※延べ件数での表記(同一職員が復職後、年度内に再度休職した場合は２件として計上)【評価】

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

0

5

10

15

20

25

30

35

40

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R３ R4 R５

休職者の状況
件数(件） 職員数に対する割合(%)
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13

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

教育研修への管理監督者の受講率を５０％以上とする

対象者（人） 受講者（人） 受講率（％）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

31年度

令和２年度

令和３年度

管理監督者が心の健康づくり計画の方針と体制を理解し、

部下からの相談対応に関する 基本的技術を修得する

Q.ラインケアについて理解できたか？

大変よく理解できた（％） 概ね理解できた（％）

あまり理解できなかった（％） 理解できなかった（％）

未回答（％）

14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

31年度

令和２年度

令和３年度

一般職員の心の健康問題についての理解について
Q.ストレスへの対処法について理解できたか？

大変よく理解できた（％） 概ね理解できた（％）

あまり理解できなかった（％） 理解できなかった（％）

未回答（％）

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和２年度

令和３年度
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70%
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100%
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130%

精神科医や産業カウンセラーによる相談の利用率

ストレス健康相談利用率（％） カウンセリング相談利用率（％）
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小山市職員のメンタルヘルスの状況

15
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主事 主査 主任 係長職

人数 休職者 率 R4

職員数に対する比率

職員数（人）
率（％）

29%

45%

13% 13%

38%

24%

12%

26%

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

年代別 R5(n=31) R4(n=34)

小山市も同様20～30歳代が
高い傾向となっている
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病気休暇取得となった主な要因

20

職場内の人間関係
業務不適応
業務上のトラブル

家庭内の問題
個人の気質的な問題
再発（既往有）

仕事

家庭個人

18

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

職場の対人関係

元々の精神疾患の悪化（再発）

本人の気質的な問題

身体面の体調悪化

業務以外

異動・昇任

業務不適応

家庭内

長時間労働

業務の失敗・不祥事の発生(偶発的な出来事）

業務過多

家族(子）

家族

介護

R5メンタル不調主な要因(延) R5 R４
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長期傷病休暇者数予測値(過去20年より)

2121

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

値 予測 信頼下限 信頼上限

22

困り感のない層

（他罰的思考）

個人の特性のある層

困り感のある層

プレゼンティーズムの層

心身不調等のない層

思考の癖や性格傾向により困り感あり。
（自己の取説を把握することで対策を図れる）

発達的な特性により困り感はあるも、
医療につながっていない。

（リワーク等の活用）

精神疾患の多様化
困り感のない層については医療へつ

ながりにくい

プレゼンティーズムの層

心身不調等のない層

お休みしている層

働けている層

ストレスチェック、カウンセリング相談、健
康相談等のメンタルヘルス対策にて把握対応

一次対応であるメンタルヘルス研修

【階層別のアプローチ】
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新採用職員への取組み

23

職員研修
カウンセリング

相談

メンタルヘルス研修法務基礎研修

フォローアップ研修6か月研修

4月 ５月 ７月6月

R5より実施
セルフケア及び相談先等について周知

新採用職員への取組み

新たな取り組み

従来からの取組み

１０月 ３月９月（～12月） １月

若手職員向け集いの場

「30YEARS MEETING」
R5.９月～１２月実施（計3回）

中途採用者対象
ディナーミーティング

R5実施

ランチミーティング

若手職員間が繋がり、情報共有とコミュニ
ケーションを図ること、また2役と小山市
の未来のあるべき姿について思いを語り
合う場として実施 （所管課：秘書課）
Ｒ５実績：４５名

若手職員への取組み

R5年度の新たな採用枠としての中途採
用者に対し実施
１０月に入庁後の状況を直接２役と語り
合う場として、副市長が発案
（所管課：秘書課）

24

メンタルヘルスの取組み

一次予防

メンタルヘルス対策事業
（カウンセリング相談、ストレスチェック等）

メンタルヘルス研修

ハラスメント防止研修

各種相談体制の充実・周知

二次予防

相談体制の強化

医療との連携

病院への同伴受診

所属への支援・調整

相談業務の質の維持
（生成AIを活用した相談記録作成）

三次予防
休職中の面接

（所属・産業保健スタッフとの面接）

復職に向けた調整
（復職支援プログラム）

復職後のフォロー
（カウンセリング・産業保健スタッフとの面接）

現状分析と評価

再発防止の強化
（医療機関と連携した認知行動療法

カウンセリングの実施）

セルフケア力の向上
（SPI３活用）

新採用対象

セルフケア研修

若手職員の交流の場
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25

現状

• 「適応障害」による若年層（20～30代の主事・主査の若手職員）の不調者の増加

• 業務に起因するよりも人間関係（コミュニケーション不足）を理由とした休みが多い

• 不調要因の複合化

• 発達的特性や思考の歪み等の本人の気質的な問題による休職の増加

対策

• 人的余裕への対応（採用人数の増加、R5年度より中途採用枠の追加）

• 階層毎に方法を変えてのアプローチ

• 相談対応体制の強化（健康管理部門の職員増員）

• 産業医、医療機関との連携

• 現状分析(実態調査、課題認識）と現状認識の共有化

• 若手職員との交流の場

課題
現状（若年層職員休職者の増加）に対する有効な打開策を見いだせていない

一次予防（研修）の更なる充実（管理監督者：ラインケア力、マネジメント力の強化/一般職員：セルフ
ケア）

多様化する精神疾患（パーソナリティ障害等）を有する者への対応
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研究会ݱ地։࠵に൐͏ݱ地ௐࠪ֓ཁʲಢ໦ݝ৬員ްੜ՝ʳ

ɹ๚໰೔࣌ɿྩ࿨ �೥ �݄ �� ೔ʢ໦ʣ
ɹࢀՃऀʢܭ �� ໊ʣɿʦಢ໦ݝʧ৬һްੜ՝
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʦڀݚձʧ�େਿ࠲௕ɺ੺௡ҕһɺᜊ౻ҕһɺদඌҕһɺদݪҕһɺΦϒ

βʔόʔɺࣄ຿ہ

˔ ए年૚৬員ٴͼ؅ཧ؂ಜऀ΁のऔ૊ͱઐ໳ՈにΑる૬ஊମ੍の੔උ

ɹಢ໦ݝிͰ͸ɺ৬һͷ໿�෼ͷ �͕ ��୅ͷ৬һͱͳ͍ͬͯΔɻ৽࠾༻৬һʹରͯ͠͸ɺ৯ࣄ
΍ӡಈɺਭ຾ͳͲͷجຊతͳੜ׆ϦζϜͷେ੾͞΍ετϨείϯτϩʔϧɺ૬ஊ૭ޱͷ঺հɺ
ετϨεͱͷ্खͳ෇͖߹͍ํʹؔ͢Δਫ਼ਆՊҩ͔Βͷߨԋͱ͍ͬͨݚमͷ΄͔ɺϝϯλʔ੍
౓Λ࣮͓ͯ͠ࢪΓɺݚमͷ࣮ظ࣌ࢪʹ͍ͭͯ΋ΑΓૣ͢ࢪ࣮ʹظΔΑ͏ʹ͍ͯ͠Δɻ
ɹ՝௕ิڃࠤͷ৬һʹରͯ͠͸ɺετϨεͱਫ਼ਆ࣬ױɺηϧϑέΞ΍ͦͷॏཁੑʹ͍ͭͯਫ਼ਆ
ՊҩʹߨԋΛґཔ͓ͯ͠Γɺྩ࿨ �೥౓͔Βର৅Λ܎
௕ڃ·Ͱ֦େͨ͠ɻ·ͨɺ؅ཧ؂ಜऀ΁͸ɺ�݄ࠒʹ
΍ϝϯλϧϔϧεෆௐ΁ͷૣํ͑ߟͱ࣬පੑͷੑྫࣄ
ߨԉͳͲʹ͍ͭͯਫ਼ਆՊҩ͔ΒࢧͱରԠɺ෮৬ݟൃظ
ԋΛ͍͖ͨͩɺ��݄ࠒʹετϨενΣοΫूஂ෼ੳ׆
Δɻ͍ͯ͠ࢪमΛ࣮ݚ༺
ɹετϨεΛ͍ͯ͡ײΔ৬һʹର͢Δ૬ஊମ੍͸ɺਫ਼
ਆՊҩٴͼྟচ৺ཧ࢜ͱ͍ͬͨઐ໳Ո͕݄ �ʙ �ճ࣮
ΊͰ૬קɾಉ྅͔Βͷ࢘Γɺଟ͘ͷ৬һ্͕͓ͯ͠ࢪ
ஊʹདྷ͍ͯΔঢ়گͰ͋Δɻ·ͨɺਫ਼ਆՊͷ৤ୗҩࢣ΍
ྟচ৺ཧ࢜ɺอ݈ࢣͰߏ੒͞ΕΔϝϯλϧϔϧεαϙʔ
τνʔϜͰ͸ɺ෮৬ࢧԉΛ͓ͯͬߦΓɺݧࢼब࿑ؒظ
தͷΞυόΠε΍ྍཆதͷ໘ஊΛ୲౰ɻ໘ஊʹ͸৬৔
ͷ্࢘΋ಉ੮͓ͯ͠Γɺ্͔࢘Βҩࢣ΁ͷ࣭໰ͳͲΛ
௨ͯ͠৬৔ͷαϙʔτྗ্޲ʹ΋ͭͳ͍͛ͯΔɻ
ɹଟ͘ͷ৬৔Ͱۀ຿ྔ͕૿͑ͯɺཁ͞ٻΕΔ࣭΋ߴ·ͬ
͍ͯΔதͰɺ৬һͷ೥ྸߏ੒͸ए͍৬һ͕૿͑ɺݸਓ
ͷ౒ྗ͚ͩͰͳ͘νʔϜྗΛൃ͔͍ͯ͠شͳ͚Ε͹ͳ
Βͳ͍ہ໘͕ଟ͍͕ɺे෼ʹ੠Λ͔͚͋͏༨༟ɺؒ࣌
͕ͳ͘ɺ৬һͷ৺ཧతͳෛ୲͕େ͖͍ঢ়͕گଓ͍͍ͯ
ΔͱࢥΘΕΔɻ࠶೩͠΍͍͢৺ͷ݈߁໰୊ʹରͯ͠ɺ
৬৔શମͰऔΓ૊ΜͰ͍͘ඞཁ͕͋Δɻ

現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（栃木県職員厚生課現地調査概要）
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研究会ݱ地։࠵に൐͏ݱ地ௐࠪ֓ཁʲಢ໦ݝӉ౎ࢢٶʳ

ɹ๚໰೔࣌ɿྩ࿨ �೥ �݄ �� ೔ʢਫʣ
ɹࢀՃऀʢܭ �� ໊ʣɿʦӉ౎ࢢٶʧਓࣄ՝ɺ݈߁૬ஊࣨ
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʦڀݚձʧ�େਿ࠲௕ɺ੺௡ҕһɺᜊ౻ҕһɺদඌҕһɺদݪҕһɺΦϒ

βʔόʔɺࣄ຿ہ

˔ スτϨスνΣοΫのಠࣗࢦඪͰスτϨスのͨ·Γ࢝ΊΛέΞ

ɹӉ౎ࢢٶͰ͸ɺετϨενΣοΫΛʮϝϯλϧϔϧενΣοΫʯͱশ͠ɺ�� ߲໨ͷϚʔΫ
γʔτࣜܗͰ࣮͍ͯ͠ࢪΔɻ·ͨɺಠࣗʹʮߴετϨεऀʯͱʮ໰୊ͳ͠ʯͷؒʹҐஔ͢Δ૚
ΛετϨεͷͨ·Γ࢝Ίʹ͋Δͱͯ͠ʮܰ౓཈͏ͭ޲܏ʯͱׂͯ͠Γग़͍ͯ͠Δɻྩ࿨ �೥౓
͔Β͸ɺʮܰ౓཈͏ͭ޲܏ʯ͕ೝΊΒΕΔ৬һʹରͯ͠ɺ໿ؒ࣌�ఔ౓ɺྟচ৺ཧ࢜ʹ૬ஊ͢Δ
Λਤ͍ͬͯΔɻࢭετϨεͷະવ๷ߴձΛઃ͚ɺػ
ɹྩ࿨ �೥౓ʹվఆ͞Εͨܭըʹ͓͍ͯ΋ɺ৽ͨͳ໨ඪ஋ͱͯ͠ʮϝϯλϧϔϧενΣοΫ૊
৫෼ੳ݁Ռͷ૯߹ϦεΫ஋͕ ��� Ҏ্ͷॴଐΛ �ʹ͢ΔɻʯΛՃ͑ͨɻ͜ͷ૯߹ϦεΫ஋ͱ͸ɺ
ϝϯλϧϔϧενΣοΫ૊৫෼ੳ݁Ռͷʮࣄ࢓ͷෛ୲ʯͱʮ৬৔ͷࢧԉʯͷ݈߁ϦεΫ஋Λ૯
Λۉฏࠃ౓Λશݥة໰୊ͷ߁ͳͲͷ݈ۀٳग़ͨ͠΋ͷͰɺ৺ཧతετϨε൓Ԡ΍࣬පࢉͯ͠߹
��� ͱͨ͠਺஋Ͱද͍ͯ͠Δɻ͜ͷ਺஋͕ ��� Λ௒͍͑ͯΔ৔߹ʹ͸ɺԿΒ͔ͷ໰୊͕ੜͯ͡
͍Δ৔߹͕ଟ͍ͱ͞Ε͍ͯΔɻ
ɹϝϯλϧϔϧενΣοΫ࣮ޙࢪɺॴଐผूஂ෼ੳ݁ՌใࠂΛॴଐ௕ʢ՝௕౳ʣʹૹ෇͠ɺͦ
ͷํݟ΍৬৔վળʹ͚ͨ޲औ૊ํ๏ʹ͍ͭͯݚमΛ࣮ࢪɻݚमޙɺॴଐ௕͸࣮ࢪใࠂॻΛ࡞੒
͠ɺ෦ہ௕͸ͦͷݚम࣮ࢪใࠂॻͱॴଐผूஂ෼ੳ݁ՌΛ֬ೝͯ͠૊৫Ϛωδϝϯτʹੜ͔͠
͍ͯΔɻͳ͓ɺॴଐผूஂ෼ੳʹ͓͍݈ͯ߁ϦεΫ஋ ��� Ҏ্ͷ৬৔ͷ؅ཧऀʹ͸ɺྟচ৺ཧ
΍ॿ׵ަݟ௕͕ॴଐ௕ͱ໘ஊ͠ɺҙہͱͱ΋ʹɺ෦͏ߦΞυόΠεΛ͚ͨ޲ʹΒ৬৔վળ͔࢜
ಋ͚ͩͰ͸ͳ͘ɺॴଐ௕΁ͷͶ͗Β͍ͷ੠͔ࢦ௕͔Β͸ہɺ෦ࡍΔɻͦͷ͍ͯͬߦಋΛࢦɾݴ
͚౳Λ͏ߦΑ͏ɺਓࣄ՝͔ΒґཔΛ͍ͯ͠Δɻ

現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（宇都宮市現地調査概要）
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研究会ݱ地։࠵に൐͏ݱ地ௐࠪ֓ཁʲಢ໦ݝখࢢࢁʳ

ɹ๚໰೔࣌ɿྩ࿨ �೥ �݄ �� ೔ʢਫʣ
ɹࢀՃऀʢܭ �� ໊ʣ�ʦখࢢࢁʧ෭ࢢ௕ɺ૯຿෦ɺ৬һ՝ɺۀ࢈ҩɺ෋࢜௨ +BQBO ձࣾࣜג
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʦڀݚձʧ�େਿ࠲௕ɺ੺௡ҕһɺᜊ౻ҕһɺদඌҕһɺΦϒβʔόʔɺࣄ

຿ہ

˔ ࣮ମݧΛ΋ͱにங্͖͛ͨメンタルヘルス対策ʢ෭ࢢ௕ʣ

ɹࡏݱͷ෭ࢢ௕͕୲౰܎௕ͷࡍʹɺࡏݱͷ֤छରࡦͷج൫ͱͳΔϝϯλϧϔϧεରۀࣄࡦͷ࢓
૊Έͮ͘ΓΛ͍ߦɺʮୈ࣍�৺ͷ݈ͮ͘߁ΓܭըʯͷࡦఆΛͨͬߦɻ෭ࢢ௕ࣗ਎͕ɺ৽೚܎௕ͷ
͸େ͖ͳؔ৺ͱ੹຿Λ๊͓͑ͯʹࡦΒɺϝϯλϧϔϧεର͔ݧܦ৬ͨ͠ٳϝϯλϧෆௐͰʹ࣌
Γɺܭըࡦఆͷ͖͔͚ͬͱͳͬͨɻಉ࣌ʹɺطʹ։࢝͞Ε͍ͯͨΧ΢ϯηϦϯάۀࣄʹ͍ͭͯ
΋ɺͦΕ·ͰߴετϨεऀΛର৅ͱ͍ͯͨ͠΋ͷΛɺ৽࠾༻৬һ΍৽೚܎௕ɺ՝௕ͳͲʹର͠
ͯ୲౰՝͔Βड਍Λק঑͠ɺΧ΢ϯηϦϯάΛड͚ͯ΋Βͬͨ͜ͱͰɺΧ΢ϯηϦϯάͷ࿮ͷ
༗ޮ׆༻ͱͱ΋ʹڥ؀มԽ΍ঢ֨ʹΑΔ৺਎ෆௐͷະવ๷ࢭʹͭͳ͕Δ࢓૊ΈͷߏஙΛ͢Δ͜
ͱ͕Ͱ͖ͨɻ࣮ࡍʹ৽࠾༻৬һ΍؅ཧ؂ಜऀ͕Χ΢ϯηϦϯάΛड͚Δ͜ͱͰɺΧ΢ϯηϦϯ
ά΁ͷ఍ײ߅Λͳ͘͠ɺ෦Լʹ΋ק঑Λ͠΍͘͢ͳͬͨͱ͍͏ޮՌ΋ݟΒΕͨɻ৽೚՝௕࣌୅
ʹ �ճ໨ͷٳ৬Λͨ͠ࡍʹ͸ɺࣗ਎͕ߏஙͨ͠Χ΢ϯηϦϯά૬ஊΛड͚Δཱ৔ͱͳΓɺͦͷ
ޮՌΛ࣮ମͨ͠ݧɻ
ɹͦͷޙ΋͍͔ͭ͘ͷ෦ॺͰॴଐ௕Λ͢ݧܦΔͳ͔Ͱɺ໘ஊ࢖ʹ࣌༻͢ΔώΞϦϯάγʔτΛ
ΦϦδφϧͰ࡞੒ͨ͠ɻͦͷγʔτΛۀͯ͠༺׆຿಺༰͚ͩͰͳ͘ɺՈఉ಺ͷঢ়گͳͲͷϓϥ
Πϕʔτ΍৺਎ͷෆௐɺ೰Έͷ༗ແͳͲɺ෦Լ͕ஔ͔Ε͍ͯΔঢ়گΛஸೡʹώΞϦϯά͠ɺ෦
Լ͔Βͷ৴པײɾ҆৺ײΛৢ੒͠ɺϚωδϝϯτʹ͍͔ͨͯ͠׆ɻ
ɹ͜͏ͨ͠தͰɺ৬һͷϝϯλϧϔϧεରࡦͱ͍͏ͷ͸ࢢ੓ӡӦΛ͢Δʹ౰ͨΓɺϚϯύϫʔ
Λॆ࣮͢ΔͨΊʹ͸ඇৗʹॏཁͳ
΋ͷͰ͋Δͱࣗ਎ͷݧܦ΋౿·͑
ͯೝ͍ࣝͯ͠Δɻ
ɹ؅ཧ৬͕܏ௌεΩϧΛൃ͠ش
ͯɺ෦Լ৬һͱີʹ໘ஊ͢Δ͜ͱ
Ͱɺ৴པ͕ؔ܎ੜ·Εɺ৬৔ͷϥ
ΠϯʹΑΔέΞͱ͍͏΋ͷཱ͕֬
͞Εͯɺ࠷ऴతʹ͸ϝϯλϧෆௐ
ͷ૿ՃΛ཈੍Ͱ͖ΔͷͰ͸ͳ͍͔
ͱ͍ͯ͑ߟΔɻ

現地開催等の概要
第2回研究会 栃木県開催（小山市現地調査概要）
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第3回研究会 鳥取県開催

ୈ3ճ研究会ʢௗऔݝ։࠵ʣ֓ཁ

ʲ։֓࠵ཁʳ
ɾɾ೔ɹɹ࣌ɿྩ࿨ �೥ �� ݄ � ೔ʢۚʣ�� ࣌ �� ෼ʙ
ɾɾձɹɹ৔ɿถࢢࢠจԽϗʔϧɹ�֊Πϕϯτϗʔϧ�
ɾɾࢀՃஂମɿௗऔݝʢ૯຿෦ʢΦϯϥΠϯʣɺࢢொଜ՝ʣɺ�� ஂମʢձ৔ �ɺΦϯϥΠϯ ��ʣ
ɾɾࢀՃҕһɿʢձ৔ʣେਿ࠲௕ɺ੺௡ҕһɺग़Ӣ୩ҕһɺᜊ౻ҕһ
ɹɹɹɹɹɹʢΦϯϥΠϯʣླ໦ҕһɺদඌҕһɺদݪҕһ
ɹɹɹɹɹɹ˞ΦϯϥΠϯ͸઀ଓෆྑʹΑΓϑϦʔτʔΩϯάͷΈ࣮ࢪ
ʲٞ୊ʳ
ø ɽϝϯλϧϔϧεରࡦʹؔ͢Δܭըʢྫʣͷ֓ཁ
ùɽڀݚ�ձҕһʢग़Ӣ୩ҕһʣʹΑΔใࠂʰେࢢࡕʹ
͓͚Δϝϯλϧϔϧεରࡦʹ͍ͭͯʱ

úɽ஍ํެஂڞମʹΑΔൃྫࣄදʢถࢢࢠɺۏӜொʣ
ɹɹถࢢࢠʮϝϯλϧϔϧεͷऔ૊ͷݱঢ়౳ʹ͍ͭͯʯ
ɹɹۏӜொʮۏӜொϝϯλϧϔϧεܭըʯ
ûɽϑϦʔτʔΩϯά

ʲओͳϙΠϯτɾ՝୊ʳ
メンタルヘルス対策のप஌ͱ؅ཧ؂ಜऀの໾ׂ
ɾɾʮ৬һશһ͕ܭըΛཧղ͠ߦಈͯ͠΋Β͏ͨΊʹɺܭըͷ֓ཁ൛Λி಺ͷϙʔλϧαΠτʹܝ
ʣࢢࢠʯʢถࢪɺप஌Λ࣮͠ࡌ
ɾɾʮ؅ཧ৬Ҏ֎ͷ৬һର৅ݚम͸೚ҙͱͳ͓ͬͯΓɺࢀՃऀ͕গͳ͍͔޲܏Βɺ৽࠾༻৬һશһ
Λର৅ʹݸผ૬ஊձΛ։ͨ͠࠵ɻʯʢۏӜொʣ
ɾɾʮϝϯλϧϔϧεରࡦͷத৺͸؅ཧ؂ಜऀͰ͋ΔͨΊɺͦ͜Λܭըʹ͖ͪΜͱ໌ͨ͠هɻͨ
ͩɺ؅ཧ؂ಜऀࣗ਎ΛϑΥϩʔ͢Δ͜ͱ΋ಉ࣌ʹॏཁͰ͋Δͱ͍ͯ͑ߟΔɻʯʢถࢢࢠʣ
ɾɾʮܭըΛ؅ʹݩཧ৬ର৅ͷݚमձΛ։࠵ɻ؅ཧ৬͕ੵۃతʹ෦ԼΛؾʹ͔͚ΔΑ͏ʹͳΔͳ
ͲɺมԽ͕͋ͬͨɻʯʢۏӜொʣ

ʲݱ地ௐࠪͷ֓ཁʳ
ମΛ௚઀๚໰͠ɺट௕౳ͱͷ໘ձ΍࣮຿୲౰෦ॺஂڞ಺ͷ஍ํެݝ࠵ɺ։ͯ͠ߦͱฒ࠵஍։ݱձڀݚ�˞
ͱͷҙ׵ަݟΛ࣮ࢪ

�ɽௗऔۏݝӜொʤྩ࿨ �೥ �� ݄ � ೔ʢ໦ʣʥ
ɹɹࢀՃऀʢܭ �� ໊ʣɿʤۏӜொʥொ௕ɺ૯຿՝ɺӴੜ؅ཧऀʤௗऔݝʥࢢொଜ՝
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʤڀݚձʥ�େਿ࠲௕ɺ੺௡ҕһɺग़Ӣ୩ҕһɺᜊ౻ҕһɺΦϒβʔόʔɺ

ہ຿ࣄ
�ɽௗऔݝถࢢࢠʤྩ࿨ �೥ �� ݄ � ೔ʢۚʣʥ
ɹɹࢀՃऀʢܭ �� ໊ʣɿʤถࢢࢠʥ৬һ՝ɺۀ࢈ҩʤௗऔݝʥࢢொଜ՝
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹʤڀݚձʥ�େਿ࠲௕ɺ੺௡ҕһɺग़Ӣ୩ҕһɺᜊ౻ҕһɺΦϒβʔόʔɺ

ہ຿ࣄ
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

83

研究会ҕ員にΑる報告֓ཁʢୈ3ճ研究会ʣ

ใऀࠂɿग़Ӣ୩ ࢯ ࢠګʢେࢢࡕ総務局人ࣄ部ҩ務؂ɹ݉ɹҩ務ओװɹ総ׅۀ࢈ҩʣ

大阪市の医務監兼医務主幹、総括産業医。市長部局を担当。本研究会委員や一般社団法人日本産業精神保健学会理
事を務める。

ʲେࢢࡕに͓͚るメンタルヘルス対策ʳ

ᶃ ܞҩͷ࿈ۀ࢈อ݈ମ੍ͱۀ࢈
ɹେࢢࡕͷࢢ௕෦ہ͸ɺձܭ೥౓৬һ΋ؚΊͯ໿ �ສਓͷ݈؅߁ཧର৅ऀ͕͍Δɻۀ࢈อ݈
ମ੍͸ɺৗۈͷ૯ׅۀ࢈ҩ �໊ɺि �ճۈ຿ͷਫ਼ਆՊۀ࢈ҩ͕ ੶͍ͯ͠Δɻ·ͨɺ૯ࡏ໊�
ɺ໊ͦ�ࢣ؅ཧ୲౰ҩʢਫ਼ਆՊҩ�ؚ໊Ήʣ͕��໊ͱอ݈߁ͱͯ͠৤ୗͷ݈ࠤҩͷิۀ࢈ׅ
ͷଞ֤ۀࣄ৔ʹ஍Ҭͷҩࢣձ͔Βਪન͞Εͨ৤ୗۀ࢈ҩ �� ໊͕͍Δɻ�� ਓҎ্ͷۀ࢈ҩ͕
͍ΔͨΊɺ೥ʹ �౓ɺʮେࢢࡕ໾ॴۀ࢈ҩ࿈བྷձʯΛ։͠࠵ɺҙ׵ަݟձͳͲΛ࣮͍ͯ͠ࢪ
Δɻ·ͨɺ౷ҰతͳରԠΛਤΔͨΊɺʮۀ࢈ҩϚχϡΞϧʯΛ੔උ͠ɺ֤ۀ࢈ҩʹఏ͠ڙɺ৽
೚ͷ৤ୗۀ࢈ҩʹ͸ɺ૯ׅۀ࢈ҩ͕௚઀๚໰ͯ͠આ໌Λ͏ߦͳͲͷαϙʔτ΋͍ͯͬߦΔɻ
Ճ͑ͯɺ৤ୗۀ࢈ҩʹա৒ͳෛ୲͕͔͔Δ͜ͱΛආ͚ΔͨΊʹࠔ೉ྫࣄͷ໘઀ͳͲ͸ɺ૯ׅ
૊Έ΋੔͍͑ͯΔɻ࢓ҩ౳ʹ໘઀ΛґཔͰ͖Δۀ࢈

ᶄ ৺ͷ݈ͮ͘߁Γܭըʹ͍ͭͯ
ɹେࢢࡕͰ͸ɺฏ੒ �� ೥ʹʮେࢢࡕ৺ͷ݈ͮ͘߁Γࢦ਑ʯΛ࡞੒͠ɺฏ੒ �� ೥ʹ࿑ಇ҆શ
Ӵੜ๏վਖ਼ʹઌ͚ͯۦετϨενΣοΫͱ৬৔ڥ؀վળΛಋೖͨ͠ʮେࢢࡕ৺ͷ݈ͮ͘߁Γ
ఆͨ͠ɻҎ߱ࡦըʯΛܭ �೥͝ͱʹݟ௚͠Λ͍ߦɺࡏݱ͸ྩ࿨ �೥ʹࡦఆͨ͠ୈ ʹըܭ࣍�
෦ࣄɺ҆શӴੜ୲౰ऀɺਓࢣҩ΍อ݈ۀ࢈ఆʹ͸ࡦըܭΔɻ͍ͯ͠ࢪछऔ૊Λ࣮֤͍ͯͮج
໳͕࿈͓ͯ͠ܞΓɺࡦఆ͞Εͨܭը͸ެදΛ͍ͯͬߦΔɻ·ͨɺ؅ཧ؂ಜऀ͚޲खҾ͖΍ຊ
ਓ͚޲खҾ͖ɺͦͷଞཁߝ΍ϚχϡΞϧͷ੔උ΋͍ͯͬߦΔɻ

ᶅ ϝϯλϧϔϧεରࡦͷऔ૊
ɹ۩ମతͳऔ૊ͱͯ͠ɺ݄ �ճͷ݈߁৘ใʹؔ͢Δ޿ใ΍ϦʔϑϨοτ഑෇ɺө૾ࡐڭͷି
͠ग़͠Λ࣮͍ͯ͠ࢪΔɻ·ͨɺ��೥Ҏ্લ͔ΒΧ΢ϯηϦϯάϧʔϜΛઃஔ͓ͯ͠Γɺ৺ཧ
΋֎෦ͷ૬͍͓ͯʹ֎ؒ࣌ͷ૬ஊɾΧ΢ϯηϦϯάΛड͚Δ͜ͱ͕Ͱ͖Δ΄͔ɺࢣ΍อ݈࢜
ஊؔػͰͷి࿩૬ஊ΍ର໘Χ΢ϯηϦϯάɺϝʔϧ૬ஊ΋Մೳͱͳ͓ͬͯΓɺ͜͏ͨ͠৘ใ
ΛҰ໨Ͱ֬ೝͰ͖ΔΑ͏ʹܞଳՄೳͳΧʔυʹͯ͠഑෇͢Δͱͱ΋ʹɺ৽࠾ن༻ऀ͓Αͼ܎
௕ঢ೚ޙ৬һΛର৅ʹɺηϧϑέΞͷϦʔϑϨοτΛݸผͰϝʔϧૹ෇͠ɺ৘ใఏڙΛ࣮ࢪ
͍ͯ͠Δɻ৬৔ڥ؀վળʹͭͳ͕Δऔ૊ͱͯ͠͸ɺઌணͰࢣߨ೿ܕݣͷ๚໰ݚमͷ࣮ࢪɺྑ
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Δɻ͍ͯͬߦ੒ͳͲΛ࡞ͷूྫࣄ޷
ɹ෮৬ࢧԉͰ͸ɺٳ৬தʹ֎ग़܇࿅΍௨ۈ࿅शɺମྗͮ͘ΓͳͲΛ͍ߦɺͦ͏ͨ͠಺༰͕͖
ͪΜͱ͍ͯ͑ߦΔ͜ͱΛ৬৔͕֬ೝ্ͨ͠Ͱɺ෮৬લ໘઀ʹਐΉܗΛͱ͍ͬͯΔɻ෮৬ޙ΋ɺ
ાஔؒظΛઃ͚ɺͦͷؒظͰٳΈ͕ଟ͍৔߹ʹ͸࠶౓ٳ৬͢Δϧʔϧͱͨ͜͠ͱͰɺ෮ޙؼ
ͷब࿑ܧଓঢ়گ͸্͍ͯ͠޲Δɻ

ᶆ ͜Ε͔Βʹ͚ͯ޲
ɹϝϯλϧϔϧεରࡦʹ͓͍ͯ͸ɺτοϓͷܾҙද໌ʹΑΔޮՌ͕େ͖͍ͱ͞Ε͓ͯΓɺ࣍
ճͷܭըͰ࠾ΓೖΕΒΕͨΒͱ͍ͯ͑ߟΔɻ·ͨɺए೥૚৬һ΁ͷରԠͷඞཁੑΛ͓ͯ͡ײ
Γɺ৽࠾ن༻৬һ΁ͷશһ໘઀Λઐ໳৬͕͍ͯͬߦΔྫࣄΛฉ͖ɺେࢢࡕʹ͓͍ͯ΋ಉ༷ͷ
औ૊Λݕ౼͍ͯ͠Δɻ

【まとめ】
ɾɾେن໛ͳ団ମͰଟ͘ͷۀ࢈ҩ͕͓ΓɺೖΕସΘΓ΋͋ΔதͰ౷一తͳରԠΛਤΔͨΊͷ
ϚχϡΞϧͷ੔උ΍৽೚ͷ৤ୗۀ࢈ҩ΁ͷαϙʔτମ੍΋੔͍͑ͯΔɻ
ɾɾ࣮ࡍʹ行͍ͬͯΔϝϯλϧϔϧεରࡦͷऔ૊ʹ͍ͭͯɺܞଳ͢Δ͜ͱʹΑΓదٓ׆༻Ͱ
͖ΔΧʔυΛ഑෇͢ΔͳͲɺ੍౓ͷप஌΋行͍ͬͯΔɻ
ɾɾ෮৬ʹ͓͍ͯ͸ɺ෮৬લͷ自܇ݾ࿅౳ͷ基४΍ϧʔϧΛ໌֬Խ͠ɺ෮৬ޙʹ͓͍ͯ΋一
ఆؒظ಺ʹٳΈ͕ଟ͍৔߹ʹ͸࠶౓ٳ৬Λͯ͠΋Β͏ͱ͍ͬͨऔ૊Λ行͍ͬͯΔɻ
ɾɾޙࠓɺܭըʹ͓͍ͯτοϓͷܾҙද໌Λ੝ΓࠐΉ͜ͱ΍ɺए年૚৬員΁ͷऔ૊ͷڧԽΛ
Δɻ͍ͯ͠౼ݕ
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大阪市におけるメンタルヘルス対策について

大阪市総務局
医務監・総括産業医 出雲谷恭子

R６年度 第３回「地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会」

R６年度 第３回「地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会」

1

○人口 約279万人
○世帯数 約156万世帯（R６年９月１日現在推計人口）

大阪市位置図

大阪市の概要大阪市の概要大阪市の概要

2
2

研究会ҕ員にΑる報告ࢿྉʢୈ3ճ研究会ɾग़Ӣ୩ҕ員ʣ



86

現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）
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○健康管理対象者数 約２万人
○産業保健スタッフ体制   

 本庁(総務局)： 総括産業医 ２名（本務）
 精神科産業医１名（本務・兼務）
 健康管理担当医 11名（うち兼務 1名、精神科医 5名）

     保健師 5名（本務）
        110事業所：嘱託産業医 事業所：嘱託産業医 73名

 衛生管理者・推進者
  その他、人事担当・安全衛生担当等

（R６年4月現在）

大阪市の概要大阪市の概要大阪市の概要
大阪市位置図

3

大阪市産業保健体制

健康管理担当医健康管理担当医
（内科
健康管理担当医
（内科（内科/
健康管理担当医健康管理担当医健康管理担当医
（内科（内科//嘱託）保健師

R６年４月～
4
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職場産業医と総括産業医の連携・サポート
〇大阪市役所産業医連絡会 年１回開催

R５年度「アルコール健康問題への産業保健の対応」
（専門医によるオンライン講演）

R６年度「大阪市における産業医業務についてー事例検討を中心にー」
〇産業医マニュアル作成

〇面接依頼の様式作成
職場産業医 ⇔ 総括産業医

〇嘱託産業医の就任時に、総括産業医が業務連携訪問

〇産業医初回出務時・職員復職後等、保健師が面接同席

5

メンタルヘルス対策
心の健康づくり計画策定の経過

H17年８月 大阪市心の健康づくり指針

H23年３月 大阪市職員心の健康づくり計画 策定
方針表明と４つのケア連携

 ストレスチェック・職場環境改善導入
 メンタルヘルス研修の体系化 等

H28年３月 大阪市職員心の健康づくり計画（第２次）
 ストレスチェック法定化対応
 睡眠障害とアルコール使用障害予防対策
 復職支援充実
パワハラ防止対策 等

R３年３月 大阪市職員心の健康づくり計画（第３次）
6
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メンタルヘルス対策 心の健康づくり計画策定と推進
各部門・関係機関との連携

厚生グループ
総括産業医

健康管理医

保健師

安全衛生担当者

厚生グループ

安全衛生

常任委員会

審議

共済組合

健康講座 等

安全衛生担当者

人材開発センター

階層別研修・職場環境改善等

人事担当部門

人事異動制度

復職支援 等

EAP等外部機関
相談窓口・スト

レスチェック・職
場環境改善研修等

事業委託

嘱託精神科産業医
面接等支援・
専門的助言

職員カウンセリングルーム

嘱託（職場）産業医

職場衛生管理者

7

メンタルヘルスに関する計画・要領・てびき等
・大阪市職員ストレスチェック制度実施

要綱
・ストレスチェック及び職場環境改善に

かかる実施マニュアル

・心の健康問題等に関する相談事業施要領
・病気休職者の復職時にかかる就業上の措
置の実施要領

・職員の健康情報等の取扱要綱
・職員の健康情報等の取扱い

マニュアル

大阪市職員心の健康づくり
計画（第３次）

・管理監督者向けてびき
 （職場環境改善・復職支援）
・本人向けてびき

計画
・

第３次）

・
・病気休職者の復職時にかかる就業上の措
置の実施要領

びき

・病気休職の事務取扱いに関する要綱
・勤務条件のてびき（通知）
・長期欠勤者等の療養状況の確認について
・心の健康問題をかかえている職員にか

かる所属間人事異動の取扱いについて
・臨時的任用職員の採用にかかる事務取

扱いについて

職員の健康情報等の取扱要綱

・病気休職の事務取扱いに関する要綱
・勤務条件のてびき（通知）
・長期欠勤者等の療養状況の確認について職員の健康情報等の取扱要綱

8



89

現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

89

基本方針
・ストレスチェックを利用して、職場のストレス

要因を把握し、円滑なコミュニケーションの推進と
職場環境改善に取り組む

・職員全員が心の健康問題について理解し、それ
ぞれの役割を果たせるように教育・研修の充実を
図る

・メンタル不調者の早期発見・早期対応に努め、
病気休職者の円滑な職場復帰支援を図る

大阪市職員心の健康づくり計画（第３次）

一次・二次予防 充実

9

庁内イントラネット等による情報発信

ビデオ・DVD貸出

セルフケアの
リーフレット（８種類）

毎月１回健康情報の発行

最新の健康情報を提供

一次予防

10
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こころの健康相談窓口一覧

庁内ポータル＞所属サイト＞総務局＞厚生関係情報

一次予防

11

講師派遣型訪問研修（職場環境改善ミーティング）
職場向け

スタンダード・フォローアップ 管理監督者向け

◆組織結果から職場のストレス要因を把握する
◆ミーティングを中心に、みんなで職場環境について話し合う
◆いつ・どこで・誰が・何をするか決定する

（先着20職場）
  職場向けフォローアップでは、
セルフケアのミニ講座あり

＜内容＞

一次予防

12
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職場環境改善良好事例集

働きやすい職場づくりのヒントを
たくさん掲載しています。

（庁内イントラネットに掲載）

H30年発行分からは、
新たな取組のみを掲載

H26~29年発行分が1冊に！

一次予防

13

人事異動後の職員に対するケアの実施
セルフケアの充実

3次計画 具体的な取組（一次予防）

・人事異動後や昇任、新採用の職員はメンタル不調になる
リスクが高いため、職員自身がセルフケアを心がけ、スト
レスに対処することが重要
・全職員に対してもセルフケア対策が重要

・新規採用者および係長昇任後職員を対象に、セルフケアの
リーフレットを個別でメール送付し、情報提供を実施。
・セルフケア研修の充実

取り組み

課題・方針

14
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職場における
心の健康問題等に関する相談事業

（管理監督者相談）
健康問題を抱える職員について、職場が

どう対応するかなど、精神科産業医等が
医学的見地から助言する

【【申申込込みみ・・問問合合せせ】】
総総務務局局人人事事部部人人事事課課厚厚生生ググルルーーププ（（保保健健師師））

TTEELL ●●●●●●●●－－●●●●●●●●

一次・二次予防

15

心の健康問題等に関する管理監督者相談
および依頼面接件数

（件）

管理監督者が精神科産業医等に職場での対応について相談し、
職員本人の産業医面接が必要な場合は「依頼面接」を行い、助言
指導や就業上の措置を実施する

224 215 225
296

358

125 140 127

218
169

0

100

200

300

400

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
管理監督者相談 依頼面接 16
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・メンタルヘルス不調の職員に対する相談
   不調の気づきと受診勧奨について
 希死念慮がある職員に対する主治医連携について 等

・復職支援にかかる相談
  異動に言及する主治医との連携について 等

・プレゼンテイーズムの問題に関する相談
  復職後パフォーマンスが上がらない職員への対応 等

管理監督者相談の例

17

ラインケア研修等の充実・研修未受講者への対策

⚫ラインケア研修
係長級以上全員を対象にｅｰラーニング研修を実施

⚫復職支援研修
総務局人事課人事グループ及び共済組合と連携し実施

・管理監督者全員が知識を得て、組織的にメンタルヘルスについて
取り組めるようにする

・管理監督者が部下の変化に気づき、早期対応できるよう事例紹介
や職員への具体的な対応について学ぶことができる

3次計画 具体的な取組（二次予防）

課題・方針

取り組み

二次予防

18
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長期病休者（精神および行動の障害による）の推移
休業30日以上または1か月以上の療養者

9.6 

14.5 15.7 

20.2 20.8 21.3 20.2 20.6 

17.2 18.4 18.1 
20.6 

18.8 17.9 
20.7 

22.1 
24.1 24.1 

8.0 
9.6 10.3 11.4 11.5 11.4 11.8 12.2 12.2 12.4 13.0 13.4 14.1 14.7 
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

95

年代別精神及び行動の障害による病気休職者の割合の推移
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各年代合
計

21

病気休職の開始
本人向け

てびきの説明

本人から自己訓練の申し出

主治医意見の確認

総括産業医等との面接(復職前)
本人の状態の確認・復職に係る就業上の措置の検討

主主

治治

医医

少なくとも
１か月以上記録 同行受診など

審査会前月末迄

相談

相談

主治医へ
自己訓練
可能の判断

自己訓練の
同意と実施

主治医へ
就業可能の
判断

審査会前迄

面接申込基準を
満たす場合

面接に必要な書類の提出

22

病気休職からの復職１（休職開始から復職前面接まで）

参考：管理監督者向けてびき P15、本人向けてびき P3
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

96

主主

治治

医医

23

総括産業医等との面接(復職前)
本人の状態の確認・就業上の措置の検討

健康診断審査会
復職の可否決定

復職（復職に係る就業上の措置実施）

総括産業医等との面接(復職後)
本人の状態の確認・復職に係る就業上の措置期間解除の検討

就業上の措置期間の解除

毎月
第3金曜日
（原則)

報告 相談

報告

報告 相談

病気休職自己訓練
継続

病気休職からの復職２（復職前面接から就業上の措置期間解除まで）

参考：管理監督者向けてびき P15

職場復帰2年後の就労状況
約７割が継続就労できている
再休職に入る時期としては、復職後1年未満が多い

24
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↑再休職（復職後～
再休職までの月数）
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

97

管理監督者向けてびき
（職場環境改善・復職支援）

庁内ポータル ＞ 所属サイト ＞ 総務局 ＞ 厚生関係情報

心の健康問題の気づき

休業開始及び休業中のケア

復職の準備

復職の決定

復職後のフォローアップ

１

２

３

４

５

一次、二次、三次予防についての対応ポイント解説

復職支援 三次予防
25

大阪市職員の健康保持増進のための指針
（R５年４月１日付け通知）

職場組織として個人の健康づくりを支援し、職員一人ひとりが生涯にわたって心
身の健康を維持及び向上していけるよう環境を整備するとともに、職場全体の健
康水準を高め、職員が健康で働く活力ある職場づくりを目標にし、市民サービス
の向上につなげる。

■生活習慣上の課題がある職員のみでなく、すべての職員・ 集団が対象。
■健康への関心を持たない職員も含め、積極的な参加を促す取組の工夫
■職員の高齢化を見据えた取組

（５）メンタルヘルスケアの取組
（６）職場の特性を踏まえた取組
（７）実施結果の評価

（１）健康状況等の把握
（２）健康に関する情報提供
（３）健康診断等を活用した取組
（４）コラボヘルスの推進

基本事項

基本的な考え方

各職場の特性を捉えた取り組みを検討
26



98

現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（出雲谷委員報告概要）

98

課題とこれからの取組

◎「大阪市職員心の健康づくり計画」は5年ごと
対策評価、時期取組検討

◎若手職員等へのメンタルヘルスケアの充実

◎ラインケア研修の充実

27
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（米子市発表概要）
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（米子市発表概要）

【発表内容】
１ 米子市の概要
２ 米子市役所の現状
３ 米子市役所の取組① 第２次米子市職員心の健康づくり計画の策定
４ 米子市役所の取組② 女性のヘルスケア対策
５ まとめ

【鳥取県米子市】メンタルヘルスの取組の現状等について

米子市総務部職員課
研修厚生担当 1

地方公ஂڞମにΑるൃදࢿྉʢୈ3ճ研究会ɾถࢢࢠʣ

米子市の概要

■数字でみる米子市
■イメージキャラクター
米子市は「白ねぎ」の西日本有数の産地であり、イメージキャ
ラクターは白ねぎをモチーフとした「ヨネギーズ」

ネギ太 ネギ子

ネギポ

米子市は、鳥取県の西側に位置し、東に中国地方最高峰の「大山」、西にコハクチョウ渡来南限地でラムサール条約に登録され
ている「中海」という、豊かな自然環境に囲まれています。

〇国史跡「米子城跡」と中海

単位 米子市 八王子市 （参考）
鳥取県

人口 人 144,352 560,787 532,494
面積 ㎢ 132 186 3,507
職員数 人 932 2,911 3,083

一般会計予算額 億円 814 2,272 3,605

〇国史跡「米子城跡」から見える大山

2
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（米子市発表概要）

米子市役所の現状①
【これまでの取組】
・職員の心の健康づくり及び活気ある職場づくりに取り組むため、H24年度に「米子市職員心の健康
 づくり計画」を策定
・「管理監督者のためのメンタルヘルス推進マニュアル」や「復職支援ガイドライン」を策定し、療養中の
職員が円滑に復職できるような制度づくり（試し出勤、慣らし勤務）等を整備

■管理監督者のためのメンタルヘルス推進マニュアル ■復職支援ガイドライン
所属職員の健康管理に責任がある管理監督者に対して、日
頃のコミュニケーションの取り方や、療養中の職員への対応例等、
管理監督者が実施すべきことを具体的に示したマニュアル

（参考）マニュアルの一部抜粋

療養中職員がどのようなステップで復職するかを明示し、復職
後のフォローについても記載しているガイドライン

〇試し出勤
・希望者に対して、職場に出勤し単純な作業等を行ない、復
職に向けて体調を整える制度（1カ月間）

・試し出勤期間中は、週に1度所属長と面談し、試し出勤終
了後、そのときの面談記録をもとに、産業医との面談を実施し、
復職可否を判断

〇慣らし勤務
・復職直後は通常業務の5割程度の負荷でスタートし、5カ月
をかけて、休職前の状態に戻すもの

・定期的に所属長や産業医との面談を実施し、円滑に療養前
の状態に戻れるようフォローを行う

3

米子市役所の現状②
【メンタルヘルス関連の現状】
・R5年度メンタルヘルス不調に起因し休職となった職員数は５３人（全職員数932人）であり、近
年増加傾向

※1カ月以上の休業者数（令和6年度地方公務員健康状況等調査票より）
・ストレスチェック結果に基づく高ストレス者数も近年増加傾向

・複数要因が関連していることや要因不明な場合等、対応に苦慮するケースもある
・職員一人ひとりが心身共に健康で、その能力を十分発揮できる環境を整えることは、限られた人
的資源の中、円滑に業務遂行していくためにも、より一層重要となってきている

【推測される要因】

市民、業者対応 子育て、介護等
多忙な私生活

複雑な行政課題
への対応

更年期障害等に伴う
働きづらさ

職場内の
人間関係

昇任、異動に
伴う不安

長時間労働

4
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（米子市発表概要）

米子市の取組①～心の健康づくり計画改定～
【改定経緯】
休職者数の増加傾向を踏まえ、職員一人ひとりがメンタルヘルスの重要性を理解し、組織的に対策
を進めるため、米子市職員衛生委員会（※）でR6年1月から改定作業を開始

※市職員14名、産業医1名で構成

【改定に際しての工夫① 委員（市職員及び産業医）意見の反映】

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬
策定方針決定 衛生委員会
計画に対する意見募集 委員
意見集約、素案作成 事務局
素案作成状況報告 事務局
素案に対する議論 衛生委員会
修正案作成 事務局
修正案に対する議論 衛生委員会
最終案作成 事務局
完成報告 衛生委員会
概要版作成 事務局
公表 事務局

衛生委員会

1月 2月 3月 4月 5月 6月
項目 役割

衛生委員会事務局が素案を作成し、委員に対し基本方針等への意見募集をはじめ、数回の議論
を経て「第２次米子市職員心の健康づくり計画」を策定

5

米子市の取組①～心の健康づくり計画改定～

「令和４年度総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会」における「メンタルヘルス対策に関する計
画（例）」を参考に、本市の状況を盛り込んだ。

【計画の大枠】

１ 基本方針
【３つの基本方針】
・管理監督者を中心に職員全員が、職場のストレス要因を改善し、誰もが安心して生き生きと働ける職場づくりに取り組む。
・管理監督者及び職場内産業保健スタッフ等は、心の健康問題に陥った職員の早期発見、療養中職員への復帰支援及び再
発の防止策を行う。

・管理監督者を含む職員全員が、心の健康問題について理解し、心の健康づくりにおけるそれぞれの役割を果たす。
２ 計画期間

令和6年6月から令和11月3年までの5年間

３ 目標・評価
米子市職員衛生委員会において、実施状況の評価と検証を行う
指標：メンタルヘルス不調に起因する休職者数、フォロー効果率（※）、長時間勤務者数、メンタルヘルス研修会参加者数、

 高ストレス者数
 ※復職後1年以上継続して勤務した職員数を示す指標

４ 推進体制
職員や管理監督者等の役割を記載

５ メンタルヘルス対策の具体的な取組
セルフケアやラインケア等について、1～３次予防の具体的な取組を記載

６ 個人のプライバシーへの配慮

報告

報告

6
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（米子市発表概要）

米子市の取組①～心の健康づくり計画改定～
【改定に際しての工夫② 療養中の職員のフォローにあたる職員への配慮】
療養中の職員のフォローにあたる職員への負担が大きい現状を踏まえて、管理監督者を中心として
フォローにあたる職員の健康管理に努める旨を記載
「第２次米子市職員心の健康づくり計画」 一部抜粋
エ フォローにあたる職員への配慮

療養中及び復帰直後の職員のフォローは不可欠であるが、一部の職員だけがその負担を担う状況が長引くと、さらなるメンタルヘルス不調者が生じる
ことが懸念される。このため、管理監督者は職場内産業保健スタッフ等と協力しながら、積極的な声かけなどによりフォローにあたる職員の健康管理に
努める。

【改定に際しての工夫③ 管理監督者の役割の明記】

「第２次米子市職員心の健康づくり計画」 一部抜粋
４ 推進体制
（３）管理監督者

管理監督者は、職場における職員の心の健康づくりを推進する上で中心的な役割を担うとともに、所属職員の状況や個々の職場における具体的
なストレス要因を把握し、その改善を図る責務がある。

・・・（中略）・・・
５ メンタルヘルス対策の具体的な取組
（３） 職場内産業保健スタッフ等によるケア
エ 管理監督者への支援

管理監督者の役割は、職員の心の健康づくりを推進する上で中心的な役割を担うため、管理監督者自身に一定の負担が伴うことが考えられる。
このため、職場内産業保健スタッフ等は管理監督者からの相談対応等、支援に努める。

メンタルヘルス対策の中心的役割を果たすのは管理監督者であることを明記し、加えて産業保健ス
タッフが管理監督者を支援する旨を記載

7

米子市の取組①～心の健康づくり計画改定～
【改定に際しての工夫④ 計画の概要版作成】
管理監督者含む職員一人ひとりが、それぞれの役割を理解し行動してもらうため、計画のポイントをま
とめた概要版を作成し、全職員に周知

（参考）概要版

8
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（米子市発表概要）

米子市役所の取組②～女性のヘルスケア対策～
【背景・経緯】
・職員の心の健康づくりの一環として、女性特有のライフサイクル（※）とキャリア形成の調和を図る
 ため、R5年度から女性特有のライフサイクルを職場全体でケアすること（=「女性のヘルスケア対
 策」）に取り組んでいる。
・この取組はメンタルヘルス対策の１つとしても有効であると考えている。
※妊娠・出産・更年期障害等

【取組例① 座談会の実施】
女性職員を対象に年代別等の座談会を実施（計８回）し、女性の健康・育児と就業にかかる課
題抽出（男性職員のみの座談会も開催）
（例1）生理休暇や不妊治療のための休暇は上司に伝えにくい

→職員アンケート実施の上、通称名設定（ヘルスケア休暇、ライフサポート休暇）し、休暇申請システム等に反映
（例2）育児に関係する休暇などの情報が一目でわかるものがあったらいい

           →『みんなのヘルスケア応援BOOK』を作成
9

（参考）みんなのヘルスケア応援BOOK
妊娠出産、子育て等に係る特別休暇等をピックアップしたマニュアルを作成

10
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（米子市発表概要）

まとめ

ご清聴ありがとうございました

【米子市の現状】
・メンタルヘルスに起因する休職者数や高ストレス者数は近年増加傾向
・複数の要因が絡み合っていることや要因不明な場合も多く、対応に苦慮するケースもある

【取組① 「第２次米子市職員心の健康づくり計画」の策定】
・市職員及び産業医の意見の反映
・療養中の職員のフォローにあたる職員への配慮
・管理監督者の役割の明記
・計画の概要版作成

【取組② 「女性のヘルスケア対策」の実施】
・座談会の実施
・相談窓口の設置
・女性の健康に対する理解やヘルスリテラシーの向上のための講演会開催や情報発信

職員一人ひとりが心身共に健康で、その能力を十分発揮できる環境を整えることが、
限られた人的資源の中、複雑化する行政課題にしていくためにも、より一層重要となっている

（ヘルスケア応援キャラクター）
11
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町発表概要）
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町発表概要）

琴 浦 町

メ ン タ ル ヘ ル ス 計 画

総 務 省 メ ン タ ル ヘ ル ス 研 究 会

琴 浦 町 役 場 　総 務 課

20 2 4 年 10 月 4 日

1

　正職員数 ２２２人 （令和６ 年８月末 時点）

　会計年度任 用職員数 １９０人 （令和６ 年８月末 時点・共済組合加 入者）

　担当課 総務課長（統括衛 生管理者）

総務課行政総務室 （３名 )

その他部 署の専門職 員（２ 名)

　メンタルヘ ルス 計画 令和４年度 に簡易 版を 作成

　力を 入れてい ること 管理職を 中心としたライ ンケア

琴 浦 町 役 場 に つ い て  /  概 要

2

２

地方公ஂڞମにΑるൃදࢿྉʢୈ3ճ研究会ɾۏӜொʣ
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町発表概要）

1 . 概 要

2 . 計 画

3 . 現 状

4 . 効 果 と 課 題

目 次

３

概 要

01

メ ン タ ル ヘ ル ス に 関 す る 対 応 の 概 要 に つ い て

４
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町発表概要）

管 理 職

総 務 課

人 事 担 当

職 員

事 業 所 内 外 の

産 業 保 健

ス タ ッ フ

琴 浦 町 メ ン タ ル ヘ ル ス 体 系 に つ い て

→→

５

・ ス ト レ ス や メ ン タ ル ヘ ル ス に 対 す る 正 し い 理 解

・ ス ト レ ス チ ェ ッ ク な ど を 活 用 し た ス ト レ ス へ の 気 づ き

・ ス ト レ ス へ の 対 処

・ 自 発 的 な 相 談

セセルルフフケケアア

・ 産 業 医 に よ る 助 言 ・ 指 導

・ 衛 生 管 理 者 ・ メ ン タ ル ヘ ル ス サ ポ ー タ ー に よ る 健 康 相 談

・ 安 全 衛 生 委 員 会 の 相 談 窓 口 （ 安 全 衛 生 委 員 ７ 名 ）

・ 行 政 総 務 室 に よ る 労 務 管 理 、 メ ン タ ル ヘ ル ス ケ ア の 実 施

  に 関 す る 研 修 等 企 画 立 案

事事業業所所内内産産業業保保健健ススタタッッフフ等等にによよるるケケアア

・ 職 場 復 職 に お け る 支 援

・ 所 属 職 員 か ら の 相 談 対 応

・ 復 帰 後 の 見 守 り 支 援

ラライインンケケアア

・ 共 済 組 合 関 係 の ス ト レ ス ド ッ ク

・ 心 の 健 康 相 談

・ 事 業 所 外 メ ン タ ル ヘ ル ス 相 談 窓 口

・ 心 と 身 体 に 関 す る 一 般 相 談

事事 業業 所所 外外 資資 源源 にに よよ るる ケケ アア

メ ン タ ル ヘ ル ス 推 進 体 制 　 ～ メ ン タ ル ヘ ル ス ４ つ の ケ ア ～

６
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第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町発表概要）

計 画

02

琴 浦 町 の メ ン タ ル ヘ ル ス 計 画 に つ い て

７

計 画 策 定 の き っ か け

増 え 続 け る

　 メ ン タ ル 不 調 者

対 応 が わ か ら な い

　 管 理 職

外 部 の 開 業 保 健 師 か ら 助 言 を 受 け  

 「 誰 」  が  「 何 を 」  し た ら よ い か

わ か り や す く 整 理 し た 。

メメンンタタルル不不調調をを原原因因ととすするる病病休休・・休休職職者者のの推推移移
【出典】メンタル不調を原因とする１ヶ月以上病休・休職した正職員数

（人）

８
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町発表概要）

計 画 の 策 定 経 過 に つ い て

　 ヘ ル ス プ ロ モ ー シ ョ ン サ ポ ー ト オ フ ィ ス

　　　 　渡部　一恵　 氏

元 鳥 取 県 庁 職 員 。 県 庁 内 で 復 職 支 援 プ ロ グ ラ ム

の 作 成 等 に 携 わ っ た 経 験 を 踏 ま え 助 言 を 受 け て

い る 。 令 和 ３ 年 度 か ら お 世 話 に な っ て い る 。

令和４年度　メンタル不調による病休・休職者が急増

共済組合の事業を活用し、渡部氏によるラインケアを中心とした研修会を開催

同時に、休職者の復職支援について、試し出勤の制度はあるが、近年利用実績が無

い等の支援体制に関する問題点の洗い出し

県や他市町の制度を参考に計画のたたき台を作成し、安全衛生委員会で協議した上

で渡部氏の助言を受け、計画を策定

計画を基に渡部氏による管理職対象の研修会を開催

９

職 場 の メ ン タ ル ヘ ル ス 計 画 に お け る ４ つ の ケ ア の 役 割

通通常常勤勤務務時時（（未未然然防防止止）） メメンンタタルル不不調調時時（（不不調調のの兆兆ししがが感感じじらられれいいつつももとと違違うう感感じじ）） メメンンタタルル不不調調にによよるる休休職職（（病病気気休休暇暇・・病病気気休休職職中中）） 復復職職にに向向けけてて（（復復帰帰後後・・通通常常勤勤務務にに向向けけてて））

職職員員一一人人一一人人がが

行行ううセセルルフフケケアア

 ・ストレスチェック等により自らスト　

　レスに気づき、対処する方法をも

　っておく

 ・メンタル不調のメカニズムを知っ　

　ておく

 ・早目に相談する

　・上司等に相談

　・メンタルヘルス相談会の利用

　・衛生管理者、メンタルヘルスサポーター等への相談

　・職場以外の資源、医療機関等に相談し受診する

 ・上司等に相談

 ・メンタルヘルス相談会の利用

 ・衛生管理者、メンタルヘルスサポーター等への相談

  ・職場以外の資源、医療機関等に相談し受診するなど

 ・主治医と相談しながら休養に専念する

 ・休養できる環境を整えるためにも家族等には話しておく

 ・職場についての不安等は上司等に連絡相談する(手続等も含め)

 ・健康増進や振り返り等

【復職前】

 ・試し出勤の利用(リハビリ)

【復職直後】

 ・上司への相談　他の職員の理解と協力

 ・セルフケア(体調面の管理と仕事の遂行にむけて)

管管理理職職がが行行うう

ラライインンケケアア

 ・日ごろから部下と信頼関係を築

　き、良好なコミュニケーションをと

　りながら、不調のサインに早めに

　気づくようにする

 ・相談しやすく働きやすい職場環　

　境整備をする

　・部下の不調に気づいたら声かけし、じっくり聞く。（否定から入らないこと)

　・業務量、業務内容、人間関係等

　・時間外勤務状況

　・休暇取得状況

　・仕事以外のストレス要因など

　・自身での判断が難しい場合は、下記の相談につなぎ、早目の対処方針

　　整理及び対処

　【相談先】

　・統括衛生管理者、衛生管理者、メンタルヘルスサポーター

　・総務課人事担当

　・メンタルヘルス相談会

 ・部下の体調面や家での過ごし方等状況把握(実施時期は必要に応じて)

 ・部下への職場の情報提供(必要に応じて)

 ・定期的に部下の状況を必要に応じて関係者（人事、衛生管理者等）と共有

 ・判断が難しい場合は、復帰に向けての方針を整理し対処

 ・主治医等への相談

【復職前】

・試し出勤対応（半日出勤等）

・復帰に向けての職場環境整備

【復職直後】

・復帰しやすいように、周囲の職員への説明等し、理解協力を求める

・主治医、産業医等の就業上の措置に基づいて（たとえば、時間外勤

務制限等）勤務

・必要に応じて指導上の留意点等主治医連絡相談

(当事者の了解必要)

・半年くらいは経過を見守る

事事業業所所内内外外のの産産業業

保保健健ススタタッッフフがが行行うう

ケケアア

 ・職員・管理職からの相談を受け

　る

　・希望者と面談

　・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

・病気休暇者は全員面談

・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

 産業医と連携

・復職者と全員面談

・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

 産業医と連携

総総務務課課人人事事担担当当のの

行行ううケケアア

 ・メンタルヘルスケア計画立案（安

　全衛生委員会で検討・実施）

 ・個人の健康情報管理

 ・メンタルヘルス相談会開催

 ・外部資源との橋渡し・調整

　・希望者と面談

　・管理職からの相談対応

　・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

・希望者と面談

・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

・希望者と面談

・関係者間で対応方針の検討と助言（必要に応じて）

【復職前】

・試し出勤実施に向けて協力支援

【復職後】

・定期面談実施

・適材適所を配慮した人事配置 １０
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町発表概要）

そ の 他 ： 産 業 医 の 役 割

●労働 安全 衛生 委員 会

●職場 巡視

●過重 労働 者・高 ストレス者 面談 等

●健康 診断 後の フォロー

１１

• メ ン タ ル ヘ ル ス 研 修 会 へ の 全 員 参 加

• ス ト レ ス チ ェ ッ ク の 結 果 報 告 会 へ の

全 員 参 加

• 面 談 の 実 施

• 長 時 間 労 働 者 ・ 健 康 診 断 フ ォ ロ ー ア

ッ プ 未 受 診 者 へ の 声 か け

力 を 入 れ て い る 方 策

管 理 職 が 行 う ケ ア

い つもの そ の人 を知 ること。

早期 不調 の サイ ンに 「気 づき」 、

「声か け 」し 、「じっ くり 聞く 」こと

が上 手な マ ネジ メ ント の鍵 。

※ 必 要 な と こ ろ へ つ な ぐ ・ 見 守 る

[ 具 体 的 内 容 ]

１２
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町発表概要）

現 状

03

計 画 策 定 後 の 琴 浦 町 の 現 状

１３

1.7 %

令 和 ６ 年 ８ 月 ３ １ 日 時 点

病 休 ・ 休 職 者 ： ７ 名 （ 会 計 年 度 任 用 職 員 含 む ）

昨年度からの復職者 ：５ 名

フォローアップ対象 者：２ 名

メメ ンン タタ ルル ヘヘ ルル スス 関関 係係 をを 原原 因因 とと すす るる

病病 休休 ・・ 休休 職職 者者 のの 状状 況況

現 状

１４
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町発表概要）

効 果 と 課 題

04

１５

計 画 作 成 の 効 果

管理 職 が 積 極 的 に 部 下 を 気に か け る よ う に な るな ど 変 化 が 現

れた 。
管理職の意識の

変化につい て

誰が見てもわかりやすい計画になっているため、管理職や関

係職員から 対応について困っているとい う相談を受けた際も、

すぐに簡単に対応できるようになった。

わ か りや すい 支 援

体 制

１６
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町発表概要）

計 画 作 成 の 課 題 と 対 策

計画 自 体 は 認 知 し て い て も 、 実 際 に メ ン タ ル ヘ ル ス を 原 因 と し

た 休 職 者 が 発 生 し た 場 合 に す ぐ に 対 応 で き な い 。 計 画 の 分 析

・検 証 体 制 ま で は 取 り組 め て い な い た め 、 今 後 は 検 討 し た い 。

実効性について

管理職が積極的に関わり復職支援プログラムを実施している

が、 本人の復職がうまく進まないことがあり、主治医や産業医、

所属全体の協力と連携強化を図る必要があ る。また、休職者

の再発防止に努める必要があ る。

復 職 支 援 に つ い て

管理 職 （ 所 属 長 ) 以 外 の 職 員 対 象研 修 は 任 意 と な っ て お り 、 参

加者 が 少 な い 傾 向 に あ る 。 ま た 、 ライ ン ケ ア よ り セ ル フ ケ ア 研

修の 希 望 者 は よ り 少 な い 。 対 策 と し て 今 年 度 か ら 若 年 層 職 員

（新 採 用 職 員 ） 全 員 を 対 象 に 個 別 相 談 会 の 実 施 。

セル フケア の 実 施

１７

ご 清 聴 あ り が と う ご ざ い ま し た
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研究会ݱ地։࠵に൐͏ݱ地ௐࠪ֓ཁʲௗऔݝถࢢࢠʳ

ɹ๚໰೔࣌ɿྩ࿨ �೥ �� ݄ � ೔ʢۚʣ
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ہ຿ࣄ

˔ ҩʣۀ࢈地方公務員のメンタルヘルスʢͨݟҩのཱ৔͔Βۀ࢈

ɹถࢢࢠͰ͸ɺௗऔେֶҩֶ෦ͷҩࢣ ʹ݄͕ࢣҩΛґཔ͓ͯ͠ΓɺͦΕͧΕͷҩۀ࢈ʹ໊� �
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ʹ͸ɺܭըࡦఆ࣌ʹҙݟΛௌऔ͢Δ΄͔ɺετϨενΣοΫͷ૯ׅ؅ཧऀͱͯ͠ߴετϨεऀ
ʹର͢ΔϑΥϩʔ΋ґཔ͍ͯ͠Δɻ
ɹۀ࢈ҩͷࢹ఺͔ΒݟΔͱɺެ຿һͷϝϯλϧϔϧεෆௐʹΑΔٳ৬ऀ૿Ճͷഎܠʹ͸ɺٳ৬
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ɹ·ͨɺ෮৬ϓϩηεʹ͓͍ͯ΋ɺຊਓ΍্࢘Λަ͑ͯఆظతͳ໘ஊΛ͍ߦɺ෮৬ʹ͚ࣗͯ޲
Β͕ԿΛ౒ྗ͠ͳ͍ͱ͍͚ͳ͍ͷ͔Λ࿩͠߹͏͜ͱͰ۩ମతͳ໨ඪΛͯͬ࣋ੜ׆Λͯ͠΋Β͍
ͳ͕Βɺૣظͷ෮৬Λ໨͢ࢦΑ͏ͳऔ૊͕ඞཁͰ͋Δɻݪଇͱͯ͠ɺ෮৬͸গͳ͘ͱ΋ �೔ �
࿑ಇ͕Ͱ͖ΔϨϕϧʹճ෮͔ͨ͠Βͦ͜෮৬Ͱ͋ΓɺͦͷϨϕϧʹୡ͍ͯ͠ͳ͍ͷͰ͋Εؒ࣌
͹ɺ࣏Δ·ͰٳΜͰ΋Β͏΂͖Ͱ͋Δɻ
ɹࡏݱͷถࢢࢠͷۀ࢈ҩ͸৤ୗͰ͋Γɺ݄ʹ �ճ͔ �ճ͔͠๚໰Ͱ͖͍ͯͳ͍ͨΊɺۀ࢈อ݈
຿ෛՙ͕ൺֱతগۀͷ৬һ͕഑ଐͰ͖Δޙ؅ཧࣨͷ੔උ΍෮৬߁ৗற͢Δ݈͕ࢣޢ؃ۀ࢈΍ࢣ
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（米子市現地調査概要）



117
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ہ຿ࣄ
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現地開催等の概要
第3回研究会 鳥取県開催（琴浦町現地調査概要）
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参考資料（調査）
現地開催事前アンケート調査概要

令令和和６６年年度度  地地方方公公務務員員ののメメンンタタルルヘヘルルスス対対策策のの推推進進にに関関すするる研研究究会会  

現現地地開開催催事事前前アアンンケケーートト調調査査概概要要  

【【概概要要】】  

・団 体 数：第２・３回研究会 現地開催県の市町村（４６） 

      【第２回】栃木県（２６）、【第３回】鳥取県（２０） 

・対 象：首長部局 

・調査時点：令和６年６月１日 

【【調調査査項項目目】】  

１１．．メメンンタタルルヘヘルルスス対対策策にに関関すするる計計画画のの策策定定状状況況等等ににつついいてて  

〔〔全全団団体体共共通通〕〕  

図１  計画の策定の有無 .................................................................................................................. 122 
〔〔計計画画策策定定済済団団体体ののみみ回回答答〕〕  

図２  計画策定時の状況 .................................................................................................................. 122 
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※本調査において「メンタルヘルス対策に関する計画（以下、本調査概要において「計画」という。）は、「予防及び早期発見・対応、
メンタルヘルス不調者の療養中、メンタルヘルス不調者の職場復帰・再発防止の各ステージに応じて、関係機関それぞれの役割と
連携を明示」するなど、全庁的に継続して関係者でメンタルヘルス対策についての認識を共有して取り組むために策定した計画や
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※本調査において、「若年層職員」は、10 代・20 代職員、「管理監督者」は部下を有する職員（係長級以上）を想定している。 
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現地開催事前アンケート調査集計結果

【計画策定時の状況】
【計画の策定の有無】 図２～５：図１で「策定済」と回答した団体

図１
図２

1

【図2】
• 計画策定団体のうち、半数以上が安全衛生担当課・人事担当課

が中心となって計画を策定している。
• また、外部の開業保健師や職員労働組合等とも連携した団体も

見られた。

【図1】
• メンタルヘルス対策に関する計画の策定済み団体数は、14団体で

あり、策定率は２県全体で30.4％であった。
• 計画未策定団体32団体のうち、65.6％の21団体が町村であった。

・現地開催２県（栃木県、鳥取県）の市町村（計46団体）の首長部局を対象に、令和６年６月１日時点の状況を調査（全団体から回答あり）。
・「計画」とは、名称を問わず、メンタルヘルス対策に関する計画や対応方針のことを指す。
・グラフ内のラベルは「回答数；割合」を示す。

【図１ 計画の策定の有無と職員数とのクロス集計】

※ 「令和５年度地方公共団体定員管理調査」における一般行政部門職員数をもとに、地方公共団体を３区分に分けてクロス集計

合計 （１）策定
済

（２）策定
していない

無回答

46 14 32 0

100.0 30.4 69.6 0.0

12 7 5 0

100.0 58.3 41.7 0.0

27 5 22 0

100.0 18.5 81.5 0.0

7 2 5 0

100.0 28.6 71.4 0.0

全体

職員数別 501人以上

100～500人

99人以下

【図1-1】
• 職員数別に計画の策定状況を見ると、職員数501人

以上の団体では、58.3％の７団体が計画を策定してお
り、半数以上が計画を策定している反面、500人以下
の団体では、職員数100～500人規模の団体では
81.5％の22団体、職員数99人以下規模の団体では、
71.4％の５団体が計画未策定であった。

• 一定規模以上の団体での計画策定が進んでいるのに対
し、職員数が少数の団体では、未だ計画が未整備であ
る傾向が強い。

図1-1

※ 図中上段の数値は回答数、下段の数値は割合

計画の策定の有無】

30.4％

（14）
69.6％（32）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2県計ｎ＝46

（１）策定済 （２）策定していない

計画策定時の状況】

64.3％（9） 35.7％（5）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2県計n＝14

（１）安全衛生担当課・人事担当課が中心となって策定した。

（２）（１）以外の部署も連携し全庁的な体制で策定した。

【計画の中の若年層職員、管理監督者に特化した取組の記載】
図５

2

※複数回答可

【図5】
• 若年層職員に特化した記載がある団体は４団体であるのに対

し、管理監督者のマネジメントに特化した記載がある団体は９
団体と半数を超えている。

• 一方、管理監督者自身のメンタルヘルスケアに特化した記載が
ある団体は少なく、２団体であった。

• 若年層職員に特化した取組概要として、「新規採用職員や
（初）異動職員を対象とした相談会や研修」、「OJTサポー
ター制度」、「地方公務員安全衛生推進協会発行のハンドブッ
クの配布」などが挙げられた。

• 管理監督者のマネジメントに特化した取組概要として、「ストレス
チェックやハラスメント対策等の知識習得を目的とした研修」や
「管理監督者特化のマニュアル整備」などが挙げられた。

• 管理監督者自身のメンタルヘルスケアに特化した取組概要とし
て、「計画内に管理監督者自身の相談先として職場内産業保
健スタッフを明記」や「昇任・異動職員への相談会」が挙げられた。

【計画策定の際に活用した相談先】 【計画策定によって生じた効果や変化】
図３ 図４

【図３】
• 計画策定の際の相談先として、産業医や保健師などの「職場内産

業保健スタッフ」(11団体)との回答が大半であった。

複数回答可複数回答可

【図４】
• 職員本人も含めた関係者の連携強化が８団体、管理監督者のメ

ンタルヘルス対策に対する意識変化と定期的な取組の見直しが４
団体であった。

• メンタルヘルス不調者や求職者が減少傾向となった団体は１団体
のみであった。

図３

78.6％（11）

21.4％（3）

14.3％（2）

14.3％（2）

0%（0）

14.3％（2）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（１）産業医、保健師などの職場内産業保健スタッフ

（２）EAP（職場外資源によるケア）

（３）近隣の地方公共団体

（４）医療機関

（５）その他

特になし

2県計n＝14

図４

57.1％（8）

21.4％（3）

28.6％（4）

7.1％（1）

0%（0）

28.6％（4）

14.3％（2）

14.3％（2）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（１）職員本人、管理監督者、職場内産業保健スタッフ等の関係者の連携が強化

できた

（２）職員が積極的に職場内産業保健スタッフ等に相談するようになった

（３）管理監督者のメンタルヘルス対策に対する意識が変化した

（４）メンタルヘルス不調者や休職者が減少傾向になった

（５）他の地方公共団体や職場外医療機関等との連携が強化できた

（６）定期的に取組の見直しが行われるようになった

（７）その他

特になし2県計 n＝14

図５

28.6％（4）

64.3％（9）

14.3％（2）

35.7％（5）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（１）若年層に特化した記載がある

（２）管理監督者のマネジメントに特化した記載がある

（３）管理監督者自身のメンタルヘルスケアに特化した記載がある

記載なし

2県計 ｎ＝14
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【計画の策定予定の有無】 【計画の策定予定時期】
図6：図１で「策定していない」と回答した団体 図7：図6で「策定する予定がある」と回答した団体

【計画策定が不要だと考える理由】

図6 図7

図8

3

【図6】
• 計画未策定団体数は、32団体(69.6％)であり、そのうちの

37.5％が、今後「策定予定あり」(12団体)との回答であった。

【図8】
• 計画策定が不要だと考える理由については、「人員・予算の確保が困難」であったり、「専門知識を有する職員の不在」と回答した団体がそれぞれ７団体と

最多であった。
• また、「現在の取組で十分機能している」と回答した団体が４団体あったほか、「その他」と回答した２団体についても既にメンタルヘルス対策の取組や体制

が整備されているとの回答であった。
• 一方、「計画を策定しても効果が見込めない」と回答した団体が２団体あり、明確な理由がなく計画の策定をしていない団体も１団体見られた。

【図7】
• 計画について、「策定予定あり」と回答した団体のほとんど(83.3％)が

「策定時期未定」(10団体)と回答。
※複数回答可

図8：図6で「策定する予定はない」と回答した団体

【計画の策定予定の有無】
図

37.5％（12） 62.5％（20）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2県計 ｎ＝32

（１）策定する予定がある

（２）策定する予定はない 16.7％（2） 83.3％（10）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2県計 ｎ＝12

（１）令和６年度 （４）時期未定 ※令和７年度、令和８年度と回答した団体なし

計画策定が不要だと考える理由】
図

計画策定が不要だと考える理由については、「人員・予算の確保が困難」であったり、「専門知識を有する職員の不在」と回答した団体がそれぞれ７団体と

5.0％（1）

35.0％（7）

35.0％（7）

15.0％（3）

15.0％（3）

20.0％（4）

10.0％（2）

10.0％(2)

5.0％（1）

％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

（１）不調者・休務者が少ない

（２）人員・予算の確保が困難

（３）専門知識を有する職員の不在

（４）活用できる資源（EAP、医療機関 等）の不足

（５）メンタルヘルス対策の専門部署がなく、担当が不明確

（６）現在の取組で十分機能している

（７）計画を策定しても効果が見込めない

（８）その他

特になし

2県計 ｎ＝20

【若年層職員のメンタルヘルス不調理由】
図9～図10：全団体共通

図9

4

【図9 若年層職員のメンタルヘルス不調理由と職員数とのクロス集計】

【図9】
• 若年層のメンタルヘルス不調理由に考えられるものとして「職

場の対人関係」が25団体と最も多かった。詳細欄には、気
難しい上司やハラスメントなどの外的要因のほか、コミュニケー
ションがうまくとれないなど内的要因も挙げられていた。

• 次いで多かったものが「元々の精神疾患の悪化」17団体であ
り、詳細欄から再発を繰り返している傾向も見られた。

• 上記のほか、「困難業務」14団体、「異動・昇任」13団体が
その他の理由に比べ、多い傾向にあった。

• また、「その他」として回答があった９団体のうち、４団体で家
庭内の問題によるものが挙げられた。

【図9-1】
• 職員規模99人以下の団体においては、他の職員数区分の

団体と比べ、「困難業務」によるメンタルヘルス不調が多い傾
向にある。

• 100人～500人規模、501人以上の規模の団体において
は、「職場の対人関係」によるメンタルヘルス不調が多く、501
人以上の規模の団体では、75.0％にあたる９団体に及んだ。

※回答者の判断・所感で主な理由上位３つを選択。詳細についても記載。

合計 （１）困難
業務

（２）長時
間労働

（３）異
動・昇任

（４）業務
の失敗、不
祥事の発生
等

（５）職場
の対人関係

（６）職場
外の対人関
係（住民、
民間企業、
国・他の地
方公共団体
等）

（７）元々
の精神疾患
の悪化

（８）身体
面の体調悪
化（（９）
を除く）

（９）新
型コロナ
ウイルス
後遺症の
影響

（１０）
事故や災
害の体験

（１１）
その他

特になし 無回答

46 14 6 13 2 25 4 17 1 1 0 9 0 0

100.0 30.4 13.0 28.3 4.3 54.3 8.7 37.0 2.2 2.2 0.0 19.6 0.0 0.0

12 4 1 3 1 9 1 5 0 0 0 3 0 0

100.0 33.3 8.3 25.0 8.3 75.0 8.3 41.7 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0

27 5 4 8 1 12 3 10 1 0 0 6 0 0

100.0 18.5 14.8 29.6 3.7 44.4 11.1 37.0 3.7 0.0 0.0 22.2 0.0 0.0

7 5 1 2 0 4 0 2 0 1 0 0 0 0

100.0 71.4 14.3 28.6 0.0 57.1 0.0 28.6 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0

職員数別 501人以上

100～500人

99人以下

全体

図9ｰ1

※ 図中上段の数値は回答数、下段の数値は割合

【若年層職員のメンタルヘルス不調理由】

若年層職員のメンタルヘルス不調理由と職員数とのクロス集計

※※回答者の判断・所感で主な理由上位３つを選択。詳細についても記載。

30.4％（14）

13.0％（6）

28.3％（13）

4.3％（2）

54.3％（25）

8.7％（4）

37.0％（17）

2.2％（1）

2.2％（1）

0%（0）

19.6％（9）

0%（0）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（１）困難業務

（２）長時間労働

（３）異動・昇任

（４）業務の失敗、不祥事の発生等

（５）職場の対人関係

（６）職場外の対人関係（住民、民間企業、国・他の地方公共団体等）

（７）元々の精神疾患の悪化

（８）身体面の体調悪化（（９）を除く）

（９）新型コロナウイルス後遺症の影響

（１０）事故や災害の体験

（１１）その他

特になし

2県計 ｎ＝46
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【若年層職員の異動・昇任後のメンタルヘルス不調時期】
図11

図11～図12：図９、図10で「異動・昇任」と回答した団体

【管理監督者の異動・昇任後のメンタルヘルス不調時期】
図12

• 若年層職員、管理監督者いずれにおいても異動・昇任を理由にメンタルヘルス不調に陥った場合、「３か月以内」に不調に陥る傾向が強いことがわかった。
• 若年層職員では、「異動・昇任」を理由にメンタルヘルス不調に陥る傾向が強いと回答した13団体のうち、61.5％の８団体が異動・昇任から「３か月以内」に

不調に陥りやすいと回答している。
• 管理監督者でも同様の傾向が見られ、異動・昇任を理由にメンタルヘルス不調に陥りやすい時期として「３か月以内」と回答した団体は、45％の９団体であっ

た。
• 一方、若年層職員、管理監督者いずれにおいても、異動・昇任から１年以上経ってメンタルヘルス不調に陥る傾向はないとの回答であった。
• そのほか、「時期に偏りはない」と回答した団体は、若年層職員で23.1％の３団体、管理監督者で25％の５団体であった。

管理監督者の異動 昇任後のメンタルヘルス不調時期

61.5％（8）

7.7％（1）

7.7％（1）

0%（0）

23.1％（3）

％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

（１）３か月以内

（２）半年以内

（３）１年以内

（４）１年以上

（５）時期に偏りはない
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• 若年層職員、管理監督者いずれにおいても異動・昇任を理由にメンタルヘルス不調に陥った場合、「３か月以内」に不調に陥る傾向が強いことがわかった。

45.0％（9）

20.0％（4）

10.0％（2）

0%（0）

25.0％（5）

％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

（１）３か月以内

（２）半年以内

（３）１年以内

（４）１年以上

（５）時期に偏りはない

2県計 ｎ＝20

【管理監督者のメンタルヘルス不調理由】
図10

5

【図10 管理監督者のメンタルヘルス不調理由と職員数とのクロス集計】

【図10】
• 管理監督者のメンタルヘルス不調理由に考えられるものとし

て「異動・昇任」が20団体と最も多かった。詳細欄にはプレイ
ヤーからマネジメント側に職責が変わったことによるものや畑違
いの部署への異動などが挙げられていた。

• 次いで多かったものが「職場の対人関係」15団体であり、上
司と部下との板挟みや部下との関係構築がうまくいかないなど
の事例が多く見られた。

• 「長時間労働」を理由とするメンタルヘルス不調が多い傾向に
ある団体は０であった。

• また、「その他」として回答があった４団体のうち、３団体で家
庭内の問題によるものが挙げられた。

【図10-1】
• いずれの職員規模の団体においても「異動・昇任」によるメン

タルヘルス不調が最多であった。
• 管理監督者のメンタルヘルス不調理由については、若年層

職員のような職員区分別による差は生じていない。

※回答者の判断・所感で主な理由上位３つを選択。詳細についても記載。

図10-1

※ 図中上段の数値は回答数、下段の数値は割合

図10

管理監督者のメンタルヘルス不調理由と職員数とのクロス集計

10.9％（5）

0%（0）

43.5％（20）

2.2％（1）

32.6％（15）

4.3％（2）

23.9％（11）

6.5％（3）

0%（0）

0%（0）

8.7％（4）

26.1％（12）

.0％ 20.0％ 40.0％ 60.0％ 80.0％ 100.0％

（１）困難業務

（２）長時間労働

（３）異動・昇任

（４）業務の失敗、不祥事の発生等

（５）職場の対人関係

（６）職場外の対人関係（住民、民間企業、国・他の地方公共団体等）

（７）元々の精神疾患の悪化

（８）身体面の体調悪化（（９）を除く）

（９）新型コロナウイルス後遺症の影響

（１０）事故や災害の体験

（１１）その他

特になし
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合計 （１）困難
業務

（２）長時
間労働

（３）異
動・昇任

（４）業務
の失敗、不
祥事の発生
等

（５）職場
の対人関係

（６）職場
外の対人関
係（住民、
民間企業、
国・他の地
方公共団体
等）

（７）元々
の精神疾患
の悪化

（８）身体
面の体調悪
化（（９）
を除く）

（９）新
型コロナ
ウイルス
後遺症の
影響

（１０）
事故や災
害の体験

（１１）
その他

特になし 無回答

46 5 0 20 1 15 2 11 3 0 0 4 12 0

100.0 10.9 0.0 43.5 2.2 32.6 4.3 23.9 6.5 0.0 0.0 8.7 26.1 0.0

12 1 0 8 1 7 0 5 0 0 0 0 1 0

100.0 8.3 0.0 66.7 8.3 58.3 0.0 41.7 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0

27 3 0 9 0 6 1 5 3 0 0 4 8 0

100.0 11.1 0.0 33.3 0.0 22.2 3.7 18.5 11.1 0.0 0.0 14.8 29.6 0.0

7 1 0 3 0 2 1 1 0 0 0 0 3 0

100.0 14.3 0.0 42.9 0.0 28.6 14.3 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 42.9 0.0

全体

職員数別 501人以上

100～500人

99人以下
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【管理監督者に対するメンタルヘルス対策】
図14

8

【図14 管理監督者に対するメンタルヘルス対策と職員数/休務者率とのクロス集計】

【図14】
• 管理監督者においても若年層職員と同様、「メンタルヘルスケアに関

する情報や相談窓口の周知」が最も多く、36団体で実施されている。
• 「管理監督者を対象としたメンタルヘルス研修の実施」、「管理監督

者を対象とした産業医や保健師の面接指導等の実施」についてもそ
れぞれ32団体、22団体と他と比較し、多くの団体で行われている。

• 一方、「管理監督者間での情報交換や話し合いの場の設置」や「管
理監督者の上司や同じポストを経験した職員等との面談」を行ってい
る団体は少なく、管理監督者が気軽に相談できる環境整備は多くの
団体で行われていないようであった。

• 「その他」の対策としては、若年層同様、カウンセラーによるカウンセリン
グが６団体で行われていた。

【図14-1】
• 管理監督者に対するメンタルヘルス対策は、若年層職員のように職

員規模による違いは見られず、ある程度取組が固定化されていること
が推察される。

• また、若年層職員同様、取り組んでいる対策が多いからといって、メン
タルヘルス不調による休務者の割合が少ないとは限らない。

※複数回答可

※ 図中上段の
数値は回答数、
下段の数値は
割合

図14-1
合計 （１）管

理監督者
を対象と
したメン
タルヘル
ス研修の
実施

（２）メ
ンタルヘ
ルスケア
に関する
情報や相
談窓口の
周知

（３）管
理監督者
を対象と
した産業
医や保健
師の面接
指導等の
実施

（４）リ
フレッ
シュ休暇
などの独
自の休暇
制度の創
設

（５）産
業医等に
よる法定
の職場巡
視による
実態把握

（６）首
長や人事
担当者等
による法
定外の職
場巡視に
よる実態
把握

（７）管
理監督者
間での情
報交換や
話し合い
の場の設
置

（８）管
理監督者
の上司や
同じポス
トを経験
した職員
等との面
談

（９）そ
の他

特になし 無回答

46 32 36 22 5 12 5 4 1 8 2 0

100.0 69.6 78.3 47.8 10.9 26.1 10.9 8.7 2.2 17.4 4.3 0.0

12 11 12 10 3 8 3 3 1 0 0 0

100.0 91.7 100.0 83.3 25.0 66.7 25.0 25.0 8.3 0.0 0.0 0.0

27 18 19 8 1 3 2 1 0 7 2 0

100.0 66.7 70.4 29.6 3.7 11.1 7.4 3.7 0.0 25.9 7.4 0.0

7 3 5 4 1 1 0 0 0 1 0 0

100.0 42.9 71.4 57.1 14.3 14.3 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0

16 12 13 7 3 2 2 2 1 3 1 0

100.0 75.0 81.3 43.8 18.8 12.5 12.5 12.5 6.3 18.8 6.3 0.0

14 8 9 4 1 3 1 1 0 4 0 0

100.0 57.1 64.3 28.6 7.1 21.4 7.1 7.1 0.0 28.6 0.0 0.0

16 12 14 11 1 7 2 1 0 1 1 0

100.0 75.0 87.5 68.8 6.3 43.8 12.5 6.3 0.0 6.3 6.3 0.0

全体

職員数別 501人以上

100～500
人

99人以下

勤務条件
等調査の
メンタル
不調によ
る休務者
の割合

1.4(平均)
以下

1.5～
2.0％

2.1％以上

休務者率とのクロス集計
合計 （１）管 （３）管 （５）産 （６）首

69.6％（32）

78.3％（36）

47.8％（22）

10.9％（5）

26.1％（12）

10.9％（5）

8.7％（4）

2.2％（1）

17.4％（8）

4.3％（2）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（１）管理監督者を対象としたメンタルヘルス研修の実施

（２）メンタルヘルスケアに関する情報や相談窓口の周知

（３）管理監督者を対象とした産業医や保健師の面接指導等の実施

（４）リフレッシュ休暇などの独自の休暇制度の創設

（５）産業医等による法定の職場巡視による実態把握

（６）首長や人事担当者等による法定外の職場巡視による実態把握

（７）管理監督者間での情報交換や話し合いの場の設置

（８）管理監督者の上司や同じポストを経験した職員等との面談

（９）その他

特になし
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※ 「令和４年度
地方公共団体
の勤務条件等
調査」におけ
る地方公共団
体ごとのメン
タルヘルス不
調による休務
者の割合をも
とに、地方公
共団体を３区
分に分けてク
ロス集計（全
国平均1.4％）

【若年層職員に対するメンタルヘルス対策】
以降、全団体共通

図13

7

【図13 若年層職員に対するメンタルヘルス対策と職員数/休務者率とのクロス集計】

【図13】
• 80.4％の37団体で「メンタルヘルスケアに関する情報や相談窓口の

周知」が行われているほか、「若年層職員を対象としたメンタルヘルス
研修の実施」や「若年層職員を対象とした産業医や保健師の面接
指導等の実施」を行っている団体は、いずれも半数を超えている。

• また、「新規採用職員や採用後初めての異動を経験する職員などの
把握・サポートの実施」についても18団体と多くの団体が行っている。

• 一方、「若年層職員間での情報交換や話し合いの場の設置」や「リフ
レッシュ休暇などの独自の休暇制度の創設」などを行っている団体は
少数であった。

• 「その他」の回答として、６団体が外部カウンセラーによるカウンセリング
の実施を行っていると回答した。

【図13-1】
• 職員数別に見ると、職員規模の大きい団体ほど取り組んでいる対策

の数が多くなる。
• ただ、取り組んでいる対策が多いからといって、メンタルヘルス不調によ

る休務者の割合が少ないとは限らない。

※複数回答可

※ 「令和４年度
地方公共団体
の勤務条件等
調査」におけ
る地方公共団
体ごとのメン
タルヘルス不
調による休務
者の割合をも
とに、地方公
共団体を３区
分に分けてク
ロス集計（全
国平均1.4％）

合計 （１）若
年層職員
を対象と
したメン
タルヘル
ス研修の
実施

（２）メ
ンタルヘ
ルスケア
に関する
情報や相
談窓口の
周知

（３）若
年層職員
を対象と
した産業
医や保健
師の面接
指導等の
実施

（４）リ
フレッ
シュ休暇
などの独
自の休暇
制度の創
設

（５）産
業医等に
よる法定
の職場巡
視による
実態把握

（６）首
長や人事
担当者に
よる法定
外の職場
巡視によ
る実態把
握

（７）若
年層職員
間での情
報交換や
話し合い
の場の設
置

（８）管理
監督者・メ
ンター等に
よる職場に
おける不調
者の早期発
見と対応に
係る周知・
啓発

（９）新
規採用職
員や採用
後初めて
の異動を
経験する
職員など
の把握・
サポート
の実施

（１０）
その他

特になし 無回答

46 26 37 24 5 13 6 3 12 18 9 1 0

100.0 56.5 80.4 52.2 10.9 28.3 13.0 6.5 26.1 39.1 19.6 2.2 0.0

12 10 12 10 3 8 3 2 8 9 0 0 0

100.0 83.3 100.0 83.3 25.0 66.7 25.0 16.7 66.7 75.0 0.0 0.0 0.0

27 15 20 10 1 3 3 1 4 7 8 1 0

100.0 55.6 74.1 37.0 3.7 11.1 11.1 3.7 14.8 25.9 29.6 3.7 0.0

7 1 5 4 1 2 0 0 0 2 1 0 0

100.0 14.3 71.4 57.1 14.3 28.6 0.0 0.0 0.0 28.6 14.3 0.0 0.0

16 11 13 8 3 2 2 1 8 9 3 1 0

100.0 68.8 81.3 50.0 18.8 12.5 12.5 6.3 50.0 56.3 18.8 6.3 0.0

14 6 9 5 1 4 2 0 3 2 5 0 0

100.0 42.9 64.3 35.7 7.1 28.6 14.3 0.0 21.4 14.3 35.7 0.0 0.0

16 9 15 11 1 7 2 2 1 7 1 0 0

100.0 56.3 93.8 68.8 6.3 43.8 12.5 12.5 6.3 43.8 6.3 0.0 0.0

全体

職員数別 501人以上

100～500
人

99人以下

勤務条件
等調査の
メンタル
不調によ
る休務者
の割合

1.4(平均)
以下

1.5～
2.0％

2.1％以上

※ 図中上段の
数値は回答数、
下段の数値は
割合

図13-1

図

【 休務者率とのクロス集計
図13 1

56.5％（26）

80.4％（37）

52.2％（24）

10.9％（5）

28.3％（13）

13.0％（6）

6.5％（3）

26.1％（12）

39.1％（18）

19.6％（9）

2.2％（1）

％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（１）若年層職員を対象としたメンタルヘルス研修の実施

（２）メンタルヘルスケアに関する情報や相談窓口の周知

（３）若年層職員を対象とした産業医や保健師の面接指導等の実施

（４）リフレッシュ休暇などの独自の休暇制度の創設

（５）産業医等による法定の職場巡視による実態把握

（６）首長や人事担当者による法定外の職場巡視による実態把握

（７）若年層職員間での情報交換や話し合いの場の設置

（８）管理監督者・メンター等による職場における不調者の早期発見と対

応に係る周知・啓発

（９）新規採用職員や採用後初めての異動を経験する職員などの把握・

サポートの実施

（１０）その他

特になし

2県計 ｎ＝46
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【メンタルヘルス不調に陥った職員について連携して対応している連携先】

【メンタルヘルスに関して周辺の市町村や県庁との情報交換や相談等のやりとり】

図15

図16

9

【図15】
• 95.7％におよぶ44団体で「庁内の人事担当課、安全衛生担当

課」と連携を行っている。
• また、半数以上の25団体が「産業医等職場内産業保健スタッフ

（人事労務担当課のスタッフ除く）」とも連携を図っている。
• 「特になし」の回答した団体はなく、メンタルヘルス不調に陥った職

員については庁内外と連携して対応している。

【図16】
• 44団体とほとんどの団体で周辺市町村などとの情報交換を行われ

ていない。
• 本アンケートの自由記載欄には、「類似団体の事例を知りたい」、

「他市町村の事例やアドバイスを聞きたい」といった旨の記載が多く見
られたことから、情報交換に対するニーズは高いものの、そういった場
や状況が少ないことが考えられる。

※複数回答可

※複数回答可

メンタルヘルス不調に陥った職員について連携して対応している連携先】

メンタルヘルスに関して周辺の市町村や県庁との情報交換や相談等のやりとり
16

※複数回答可

95.7％（44）

54.3％（25）

32.6％（15）

0%（0）

0%（0）

％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

（１）庁内の人事担当課、安全衛生担当課

（２）産業医等職場内産業保健スタッフ（人事労務担当課のスタッフ除く）

（３）委託している医療機関等職場外資源

（４）その他

特になし

2県計 ｎ＝46

（人事労務担当課のスタッフ除く）」とも連携を図っている。 「他市町村の事例やアドバイスを聞きたい」といった旨の記載が多く見

2.2％（1）

8.7％（4）

2.2％（1）

2.2％（1）

87.0％（40）

％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

（１）定期的に意見交換の機会を設けている

（２）類似した事例がないか相談している

（３）職場外資源（EAP等）の情報を共有している

（４）その他

特になし

2県計 ｎ＝46
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　　６．安全衛生管理体制の整備状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P１１

地地方方公公務務員員ににおおけけるる働働きき方方改改革革にに係係るる状状況況
～～令令和和５５年年度度地地方方公公共共団団体体のの勤勤務務条条件件等等にに関関すするる調調査査結結果果のの概概要要～～

○ 地方公務員の勤務時間・休暇等の勤務条件や競争試験の令和５年

度（一部、令和６年４月１日現在）の状況について調査

【対象団体】 都道府県（47団体）、指定都市（20団体）及び

その他の市区町村（1721団体。以下「市区町村」という。）

※安全衛生に関する事項については、一部事務組合等を含む。

【対象職員】 一般職に属する地方公務員（会計年度任用職員を除く）

※安全衛生に関する事項については、

特別職に属する地方公務員及び臨時・非常勤職員を含む。

【主な調査項目】 ・競争試験等に関する事項

・勤務時間及び休暇等に関する事項
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参考資料（調査）
【総務省】令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

１．競争試験の状況
（１）競争試験全体の状況

　（注）人事委員会（競争試験等を行う公平委員会を含む。）又は任命権者が実施した職員採用競争試験を調査。

　　　なお、試験の名称が「選考」となっていても、公募・公告、能力実証判定、採用候補者名簿作成の

　　　４つの要件を満たす実質的な競争試験的選考は含む。

　（注）本表における「競争率」は、受験者数／合格者数　により算出している。

（２）中途採用の状況

（単位：団体）

　（注）本表は、各年度に実施された、主に新卒者を対象に行う採用試験以外の試験の実施状況を記載している。

　（注）本表における「採用倍率」は、受験者数／採用者数　により算出している。

　（注）市区町村の「団体数」には、市区町村（1,721団体）に加えて、特別区人事委員会が含まれている。

過去１０年間の競争試験における受験者数、合格者数及び競争率の推移

過去５年間の中途採用試験における受験者数及び採用倍率の推移

過去５年間の中途採用試験の実施団体数の推移

553
537 520

498
470

440
469 465

439
399

79 82 80 80 81 78 79 80
85 87

100

200

300

400

500

600

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

受験者数 合格者数

7.0 
6.6 

6.5 
6.2 

5.8 
5.6

5.9 5.8

5.2 

4.6 

4

5

6

7

8

9
競争率

（単位：千人）

○ 受験者数は399,199人で、前年度から39,452人減少。合格者数は86,753人で、前年度から1,949

人増加。競争率は4.6倍で、前年度から0.6ポイント減少。

○ 受験者数は長らく減少傾向が続いている一方、合格者数はなだらかな増加傾向となっている。

これに伴い、競争率についても減少傾向が続いており、低水準となっている。

（単位：倍）

54,025

98,455
87,993

79,927 76,471

6,340
8,331 9,106 9,174 11,131

0

20
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100

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

受験者数 採用者数
採用倍率

（単位：倍）

受験者数

（単位：人）

8.5 

11.8 9.7
8.7

6.9

4

6

8
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14

採用倍率

○ 令和５年度に実施した中途採用試験について、受験者数は76,471人で、前年度から3,456人減

□少。採用者数は11,131人で、前年度から1,957人増加。採用倍率は6.9倍で、前年度から1.8ポイ

ント減少。

○ 受験者数は令和２年度以降減少傾向にあるが、実施団体の増加による影響もあり、採用者は

□年々増加している。

100

50

団体数 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R4→R5
都道府県 47 44 47 47 47 47 -
指定都市 20 20 20 20 20 20 -
市区町村 1,722 730 839 898 935 1,036 101

合計 1,789 794 906 965 1,002 1,103 101

10万

8万

6万

4万

2万

0

1
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参考資料（調査）
【総務省】令和５年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

２．勤務時間・休暇等
（１）時間外勤務の状況

ア） 地方公務員の平均時間外勤務時間数（直近３年分）

○ 時間外勤務時間（年間） （単位：時間） 　　　  ○ 時間外勤務時間（月間）          （単位：時間）   

※調査対象は、警察部門、消防部門及び教育委員会以外の部門に属する職員のうち、管理監督職員（管理職手当を支給される職及びこれに準じる職として条例で定める職
　に任用されている職員）を除いた職員である。
※「時間(年)」は、対象団体における時間外勤務の年間総時間数を、「平均職員数（対象団体の各月の職員数を足し上げた数を12で除したもの）」で除したもの
　（小数点第2位を四捨五入）。

イ） 時間外勤務の時間数が月45時間を超える職員数及び職員割合（直近２年分） （単位：人）

45時間超
100時間

未満

100時間
以上

45時間超
100時間

未満

100時間
以上

12,693,257 684,714 639,820 44,894 12,760,997 614,699 579,004 35,695 ▲ 70,015

(100.0%) (5.4%) (5.0%) (0.4%) (100.0%) (4.8%) (4.5%) (0.3%) ▲ 0.6%

3,100,301 221,442 204,045 17,397 3,091,504 188,867 177,102 11,765 ▲ 32,575

(100.0%) (7.1%) (6.6%) (0.6%) (100.0%) (6.1%) (5.7%) (0.4%) ▲ 1.0%

1,914,879 105,945 100,966 4,979 1,945,037 98,850 94,860 3,990 ▲ 7,095

(100.0%) (5.5%) (5.3%) (0.3%) (100.0%) (5.1%) (4.9%) (0.2%) ▲ 0.4%

7,678,077 357,327 334,809 22,518 7,724,456 326,982 307,042 19,940 ▲ 30,345

(100.0%) (4.7%) (4.4%) (0.29%) (100.0%) (4.2%) (4.0%) (0.26%) ▲ 0.5%

※「調査対象延べ人数（年間）」は、各月の職員数を12ヶ月分合算したものである。
※「45時間超」、「45時間超100時間未満」及び「100時間以上」欄の上段は、それぞれの区分に該当する職員数である。
※「45時間超」、「45時間超100時間未満」及び「100時間以上」欄の下段は、「調査対象延べ人数（年間）」に占めるそれぞれの区分に該当する職員の割合である。

100時間
以上

45時間超 45時間超
100時間

未満

令和４年度 令和５年度 R４→R５　増減

調査対象
延べ人数
（年間）

45時間超
調査対象
延べ人数
（年間）

45時間超

指定都市
▲ 6,106 ▲ 989

▲ 0.4% ▲ 0.1%

全体
▲ 60,816 ▲ 9,199

▲ 0.5% ▲ 0.1%

市区町村
▲ 27,767 ▲ 2,578

▲ 0.4% ▲ 0.03%

都道府県
▲ 26,943 ▲ 5,632

▲ 0.9% ▲ 0.2%

○ 職員１人当たりの時間外勤務時間は、全団体平均で月間11.8時間、年間141.1時間となっており、いず

れの団体区分においても前年度から減少。

○ 時間外勤務の時間数が月45時間を超える職員の割合は全体で4.8％、うち月100時間以上の職員の

割合は全体で0.3％となっており、いずれの団体区分においても前年度から減少。団体別に見ると、

都道府県が大きく減少している。

令和３年度 令和４年度 令和５年度

時間(年) 時間(年) 時間(年)

148.2 149.6 141.1 ▲ 8.5

都道府県 173.6 176.6 162.3 ▲ 14.3

指定都市 157.5 156.4 151.5 ▲ 4.9

市区町村 135.4 137.0 130.0 ▲ 7.0

R4→R5
増減

（時間(年)）

全体

令和３年度 令和４年度 令和５年度

時間(月) 時間(月) 時間(月)

12.4 12.5 11.8 ▲ 0.7

都道府県 14.5 14.7 13.5 ▲ 1.2

指定都市 13.1 13.0 12.6 ▲ 0.4

市区町村 11.3 11.4 10.8 ▲ 0.6

R4→R5
増減

（時間(月)）

全体

2
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参考資料（調査）
【総務省】令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

（２）柔軟な勤務時間制度の導入状況

都道府県
（47）

指定都市
（20）

市区町村
（1,721）

531 39 16 476

(29.7%) (83.0%) (80.0%) (27.7%)

839 34 15 790

(46.9%) (72.3%) (75.0%) (45.9%)

234 32 9 193

(13.1%) (68.1%) (45.0%) (11.2%)

159 24 6 129

(8.9%) (51.1%) (30.0%) (7.5%)

105 23 5 77

(5.9%) (48.9%) (25.0%) (4.5%)

172 28 7 137

(9.6%) (59.6%) (35.0%) (8.0%)

1,248 40 13 1,195

(69.8%) (85.1%) (65.0%) (69.4%)

99 18 5 76

(5.5%) (38.3%) (25.0%) (4.4%)

※「時差出勤制度」とは、基本の勤務時間（例：８時30分から17時15分の時間帯）に加えて複数の勤務時間

　パターンを設定し、公務に支障がない範囲内で、職員の申告により勤務時間を割り振る制度を想定。申告に際して

　理由を問わない点で、各種早出・遅出制度とは異なる。

※早出・遅出制度及びフレックスタイム制度については、国家公務員に準じた措置を実施している団体を計上。

通勤混雑緩和のための
時差通勤

時差出勤制度、早出・遅出及びフレックスタイム制度の導入状況（令和６年４月１日現在）

※下段括弧内は団体区分中の割合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：団体）

全体
（1,788）

業務上の早出・遅出

時差出勤制度

疲労蓄積防止のための
早出・遅出

修学等のための
早出・遅出

障害の特性等に応じた
早出・遅出

育児・介護のための
早出・遅出

フレックスタイム制度

○ 今年度の調査では、従来の「早出・遅出制度」に加えて、申請に対し特に理由を問わな

い制度として、「時差出勤制度」を新たに調査。全体で約３割の団体が、特に理由を問わ

ない「時差出勤制度」を導入していることがわかった。

○ 育児・介護のための早出・遅出制度の導入は、全体で約７割と、引き続き高水準。

その他の目的の早出・遅出制度は、特に市区町村で低水準の傾向にある。

○ フレックスタイム制度は、近年増加傾向ではあるが、全体で99団体（5.5％）と

低水準にある（前年度96団体（5.4％））。

3
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参考資料（調査）
【総務省】令和５年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

（３）年次有給休暇・育児休業等の取得状況
① 年次有給休暇の取得状況

ア）年次有給休暇の平均取得日数　　※括弧内は令和４年

【令和５年１月１日～令和５年１２月３１日
※

】 〔参考〕平均取得日数（日）

国 16.2 (15.5)

47団体 14.3 (12.8) 民間 11.0 (10.9)

20団体 16.0 (14.9)

1721団体 13.4 (12.0)

301名以上 (533団体) 13.9 (12.5)

101名以上
300名以下

(704団体) 12.3 (10.8)

100名以下 (484団体) 12.0 (10.6)

1788団体 14.0 (12.6)

※年度単位で年次有給休暇を付与している団体については、「令和５年４月１日～令和６年３月31日」
（注）調査対象は、首長部局に勤務する非現業の一般職に属する職員のうち、調査対象の全期間在職した者。
（注）民間の括弧内の数値は、令和４年又は令和３会計年度。
（注）市区町村の内訳区分は、調査対象人数で区分している。
（注）国の出典は「令和６年国家公務員給与等実態調査」（人事院）。
　　　民間の出典は「令和６年就労条件総合調査」（厚生労働省）。

イ）年次有給休暇の平均取得日数の推移（平成31年～令和5年）

平均取得日数(日）区　　分

市区町村

全　体

都道府県

指定都市

11.7 11.7 
12.3 

12.6

14.0 

12.3 
11.8 

13.0 12.8 

14.3 14.0 14.0 14.2 
14.9 

16.0 

11.0 11.1 
11.5 

12.0 

13.4 

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

平成31年

（令和元年）

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

(日)

都道府県

全 体

市区町村

○ 年次有給休暇の平均取得日数は14.0日/年で、前年度から1.4日増加している。

近年増加傾向にあるものの、国家公務員（16.2日/年）よりも少ない水準。

○ 団体区分別にみると、平均取得日数は指定都市が最も多く、次いで都道府県、市区町村

の順となっており、市区町村では規模が小さいほど取得日数が少ない傾向にある。

指定都市

4
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参考資料（調査）
【総務省】令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

②育児休業の取得状況

ア）男性職員の育児休業取得率（令和５年度）　※括弧内は令和４年度

43.9% 76.3% 62.4% 46.5% 60.1% 28.7% 101.1%

(27.2%) (56.2%) (44.8%) (26.9%) (18.2%) (17.0%) (100.9%)

54.1% 80.0% 73.1% 41.9% 35.8% 99.1%

(39.9%) (65.3%) (62.4%) (26.6%) (21.7%) (99.3%)

51.6% 59.6% 49.9% 25.2% 51.0% 100.1%

(36.4%) (44.1%) (35.1%) (11.1%) (39.3%) (99.9%)

47.6% 66.4% 57.4% 46.5% 34.0% 31.2% 100.4%

(31.8%) (49.9%) (42.0%) (26.9%) (16.4%) (19.2%) (100.3%)
※取得率は、調査年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数に対する調査年度中の新規取得者数（調査年度以前に取得可能
　となって、調査年度中に新たに育児休業を取得した者を含む）の割合である。このため、取得率が100％を超えることがある。
※消防部門について、上記結果に一部事務組合（消防部門）を合算した場合の令和５年度の男性育児休業取得率は、「30.4％」

※R4年度から従来の「地方公務員（首長部局等）」を「地方公務員（一般行政部門）」と「地方公務員（公営企業等）」に区分して調査を実施。
　 そのため、グラフ上はR4年度から、「地方公務員（首長部局等）」を「地方公務員（一般行政部門）」に移行。

※国家公務員（全体・一般職）の最新公表値は、本資料公表時点でR４年度。

男性職員の育児休業取得率

教育
委員会

（参考）
女性職員
全合計

全合計
警察
部門

消防
部門

都道府県

指定都市

市区町村

合　計

-

-

一般行政
部門

公営企業
等

4.4 

47.6

66.4 

8.3 

3.1 

43.9

7.0 

54.1

5.5 

51.6

10.0 

43.9

18.1

72.5

0

10

20

30

40

50

60

70

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

地方公務員全体

地方公務員（一般行政部門）

地方公務員（首長部局等）

都道府県

指定都市

市区町村

国家公務員（全体）

国家公務員（一般職）

○ 令和５年度に新たに育児休業を取得した男性職員

は29,002人で取得率47.6％、女性職員は47,510人で取得率100.4％。

○ 男性職員の育児休業取得率は、前年度から15.8ポイント増加となり過去最高。

○ 一般行政部門の男性職員の育児休業取得率は66.4％、このうち一週間以上の取得率は

64.3％となっている。前年度よりも大きく伸びているが、政府目標 （令和7年までに一週間

以上の取得率：85％）と比べ低水準となっている。

○ 団体区分別・部門別にみると、団体区分別では都道府県（43.9％）で、部門別では消防部

門（34.0％）と教育委員会（31.2％）で、特に低水準となっており、団体間・部門間の差は大

きいものの、いずれの団体区分・部門においても、取得率は前年度より大きく増加している。

○ 育児休業期間の分布状況について、男性は２週間以上１月以下が38.3％と最も多く、次

いで１月超３月以下が24.3％となっている。女性は12月超24月以下が35.5％と最も多く

なっている。

※参考：男性の育児休業取得率（最新公表値）

国家公務員 43.9％ （令和４年度）

民間企業 30.1％ (令和５年度)

国家公務員
（一般職）

地方公務員
（一般行政部門）

指定都市

市区町村

都道府県

地方公務員

全体

国家公務員

全体

（単位：％）

5
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参考資料（調査）
【総務省】令和５年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

イ）男性職員の育児休業取得率の上位団体

【全部門合計（都道府県）】 【全部門合計（指定都市）】

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

1 福井県 66.2% 41.6% 1 福岡市 97.4% 60.5%

2 鳥取県 64.9% 44.2% 2 岡山市 65.2% 45.4%

3 秋田県 62.8% 57.0% 3 千葉市 64.7% 78.2%

4 福島県 62.5% 45.3% 4 新潟市 64.4% 58.7%

5 山形県 61.6% 46.4% 5 札幌市 61.8% 38.2%

6 岩手県 57.9% 52.4% 6 堺市 56.6% 37.5%

7 島根県 57.1% 32.1% 7 仙台市 56.5% 39.6%

【警察部門（都道府県）】 【消防部門（都・指定都市）】

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

1 福島県 132.2% 68.9% 1 福岡市 104.6% 51.3%

2 鳥取県 116.9% 63.2% 2 岡山市 77.3% 37.5%

3 島根県 95.1% 27.3% 3 さいたま市 68.0% 41.8%

【教育委員会部門（都道府県）】 【教育委員会部門（指定都市）】

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

1 東京都 67.2% 48.3% 1 福岡市 85.4% 37.6%

2 山形県 52.4% 18.0% 2 札幌市 50.2% 24.6%

3 滋賀県 47.3% 23.0% 3 堺市 47.5% 25.4%

ウ）育児休業期間の状況（令和５年度)

【男性職員】 【女性職員】

都
道
府
県

都
道
府
県

指
定
都
市

指
定
都
市

指
定
都
市

都
道
府
県

1週間未満

4.7%

1週間以上

2週間未満

7.9%

2週間以上

1月以下

38.3％
1月超

3月以下

24.3%

3月超

6月以下

11.3%

6月超

9月以下

4.5%

9月超

12月以下 7.1%

12月超

24月以下 1.6%

24月超

0.3%
1月以下

0.4%

1月超

3月以下 0.7%

3月超

6月以下

2.2%
6月超

9月以下

6.1%

9月超

12月以下

24.1%

12月超

24月以下

35.5%

24月超

31.1%

6
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参考資料（調査）
【総務省】令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

③配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況

ア）配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況（令和５年度）
（単位：人）

※「令和５年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数」には、いずれか又は両方の休暇制度を設けていない団体における
　「令和５年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数」を含む。
※「配偶者出産休暇」は、妻の出産に伴う入退院の付添い等を行うために、妻の出産に係る入院等の日から当該出産の日後２週間を
　経過するまでの期間において、２日の範囲内で与えられる特別休暇。
※「育児参加のための休暇」は、妻が出産する場合で、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、
　妻の出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）前の日から当該出産の日後１年を経過する日までの期間において、
　子を養育するために５日の範囲内で与えられる特別休暇。　
※各男性職員数は全部門（一般行政部門、公営企業等、警察部門、消防部門、教育委員会）の合計。

配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況の推移

※国家公務員の最新公表値は、本資料公表時点でR４年度。

イ）両休暇を５日以上取得した職員の割合（都道府県・指定都市）の上位団体

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

※取得率は、調査年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数に対する調査年度中の両休暇を合わせて５日以上取得した

　職員数の割合である。なお、各職員数は当該団体における全部門の合計。

茨城県 65.4% 63.2% 60.1%

(65.7%) (84.7%)

67.2%熊本県 70.5% 40.0% 60.8%

(49.5%)

R5年度
取得率

福岡県 71.2% 67.8% 75.1%

R4年度
取得率

64.4%

51,586 30,108

令和５年度中に
新たに育児休業が
取得可能となった

男性職員数

配偶者出産休暇
を取得した職員数

育児参加のため
の休暇を取得した

職員数

いずれか又は両方
の休暇を取得した

職員数

両休暇を合わせて
５日以上取得した

職員数

北海道 64.1% 63.0%

60,880 48,506 40,028

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

京都府 70.6% 67.6%都
道
府
県

指
定
都
市

(100.0%) (79.7%)

群馬県 65.0% 74.5% 59.0%

神奈川県 65.1% 63.8%

45.7%

団体名

岡山市

仙台市

新潟市

広島市

札幌市

堺市

川崎市 58.8%

59.6%

61.6%

52.8%

59.2%

61.8%

58.3%

（地方）79.4%
81.3%

79.8%
83.4% 84.7%

92.7% 93.6% 94.9% 95.8%

27.9%

37.0%
41.3%

48.2% 49.5%

（国）79.6% 84.9% 86.4% 86.6%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

５日以上取得（地方）

５日以上取得（国）

いずれか又は両方の

休暇を取得（地方）

いずれか又は両方の

休暇を取得（国）

○ 配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇については、いずれか又は両方の休暇を

取得した職員の割合が84.7％（対前年度比＋1.3％）、両休暇を合わせて５日以上取得した

職員の割合が49.5％（対前年比＋1.3％）となっており、増加傾向にある。

7
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参考資料（調査）
【総務省】令和５年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

（注）（　）内の数字は前年度の数字を示す。

イ） メンタルヘルス対策の主な取組内容（複数回答）

（注）（　）内の数字は前年度の数字を示している。
23.5%  (20.2%)

合　　　計 25.4%  (19.8%) 37.1%  (36.4%) 64.9%  (63.3%) 46.3%  (43.5%)

（参考）

一部事務組合等 13.5%  (9.4%) 30.2%  (29.6%) 29.2%  (27.1%)

57.9%  (54.8%)

町　　　村 15.9%  (10.2%) 21.0%  (20.5%) 47.8%  (45.8%) 28.0%  (25.3%)

市　　　区 29.1%  (23.5%) 46.5%  (45.6%) 77.2%  (75.8%)

都道府県 72.0%  (66.5%) 86.8%  (86.8%) 96.2%  (95.1%) 94.0%  (92.3%)

指定都市 77.2%  (72.2%) 89.9%  (86.1%) 97.5%  (96.2%) 93.7%  (92.4%)

（注2）メンタルヘルス対策の主な取組内容における割合は、メンタルヘルス対策に取り組んでいる部局数に占める割合である。
　　　　（　ウ）についても同じ。）

ウ） 団体区分により取組状況に差がある主な取組内容（全部局合計ベース）

団体区分
メンタルヘルス対策に関する

計画の策定
実務を行う担当者の選任

職場復帰における支援の実施
（職場復帰支援プログラムの

策定を含む）

ラインケア及び事業場内産業保健
スタッフ等によるケアを実施するため

の教育研修・情報提供

（注1）団体区分別、部局別（一部事務組合等を除く）ともに、実施されている割合の高い上位３つの取組を基にグラフを作成している。

一部事務組合等

取り組んでいる
部局数の割合

98.6%
(98.4%)

100.0%
(100.0%)

100.0%
(100.0%)

99.96%
(99.8%)

97.1%
(96.7%)

71.6%
(69.7%)

合計 都道府県 指定都市 市区 町村

（参考）

３．メンタルヘルス対策の取組状況
　➢ メンタルヘルス対策については、都道府県及び指定都市にあっては全部局で、市区及び町村にあっては
　 　 ほぼ全部局で何らかの取組が実施されている。

　➢ 主な取組として、団体区分別では「セルフケアを実施するための教育研修・情報提供」が多く、部局別で
　　　は「事業場内での相談体制の整備」が多い。

　➢ 「メンタルヘルス対策に関する計画の策定」、「実務を行う担当者の選任」、「職場復帰における支援の
　 　 実施（職場復帰支援プログラムの策定を含む）」などといった取組は、都道府県・指定都市と市区・町村
　 　 では取り組んでいる状況に差がある。

ア） メンタルヘルス対策の取組状況（令和５年度）

96.2% 97.5%

77.2%

50.4%

96.2%
100.0%

78.3%

56.1%

96.2% 97.5%

77.1%

58.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

都道府県 指定都市 市区 町村

＜団体区分別＞ 職場復帰における支援の実施

セルフケアを実施するための教育研修・情報提供

事業場内での相談体制の整備

地方公務員共済組合事業等の公的な相談窓口の周知

65.6% 63.6%

100.0%

75.1%

65.9%68.2%
64.8%

100.0%

78.7%

68.6%67.0% 65.3%

100.0%

76.9%

67.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

知事及び市区町村長 教育委員会 警察 消防 公営企業

＜部局別＞

8
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参考資料（調査）
【総務省】令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

（参考）

（注4）在籍職員数については参考値として、ストレスチェックの実施状況等で調査した在籍職員数（表20-３）を引用している。　
（注5）（　）内の％については参考値として、「在籍職員数」に占める「休務者数」の割合を示している。

ア） 面接指導の強化に係る例規・指針等の団体区分別（部局ごと）整備状況の割合(令和６年４月１日現在)

（参考２）

（注1）端数処理のため、合計が100％とならない場合がある。（　イ）及びウ）についても同じ。）

（注4）（　）内の数字は前年度の数字を示している。

４．メンタルヘルス不調による休務者の状況
　➢ 令和５年度の地方公務員のメンタルヘルス不調による休務者は、47,775人であり、在籍職員数に占める割合は、
　　　指定都市が1.8％と最も高く、次いで都道府県及び市区が1.5％、町村が1.3％となっている。

団 　体 　区 　分
令和４年度 令和５年度 Ｒ４→Ｒ５　増減

休務者数 （参考）在籍職員数 休務者数 （参考）在籍職員数 休務者数

都　 道 　府 　県
13,935人

1,000,982人
15,014人

1,002,180人
1,079人

(1.4%) (1.5%) 0.1%

指　 定　 都 　市
6,702人

429,258人
7,560人

424,499人
858人

(1.6%) (1.8%) 0.2%

市　　　　   　　区
20,124人

1,437,990人
21,933人

1,461,204人
1,809人

(1.4%) (1.5%) 0.1%

町　　　　   　　村
2,927人

243,714人
3,268人

250,927人
341人

(1.2%) (1.3%) 0.1%

合　　　　   　　計
43,688人

3,111,944人
47,775人

3,138,810人
4,087人

(1.4%) (1.5%) 0.1%

（注1）原則として、令和５年度中にメンタルヘルス不調により引き続いて１か月以上の期間、病気休暇取得又は休職した職員を休務者として計上している。
（注2）一部の団体においては、年度ではなく暦年（令和５年１月～令和５年12月まで）の休務者数を計上している。

（注3）令和４年度から引き続いて休務した者及び令和５年度中に退職した者も含んでいる。

５．長時間勤務者に対する医師による面接指導の状況
　➢ 面接指導の強化に係る例規・指針等の整備状況については、令和６年４月１日時点で整備済みの団体の割合は
　　　72.4％となっている。（昨年度調査 68.9％）

　➢ 団体区分別にみると、都道府県にあっては概ね整備済みとなっているが、市区及び町村にあっては、未整備の部局を
　 　 有する地方公共団体が一定数あり、特に町村では整備済みの割合が58.6％となっている。（昨年度調査 56.4％）

一部事務組合等
1,076人

118,613人
1,177人

120,902人
101人

(0.9%) (1.0%) 0.1%

都　 道 　府 　県 99.5% (99.5%) 0.0% (0.0%) 0.5% (0.5%)

　➢ 医師による面接指導の実施状況については、要件に該当した職員に対して、全団体を通じて概ね３割程度実施されて
　 　 いる。

　➢ 医師による面接指導の対象となる要件に該当した職員で、面接指導が行われなかった職員の主な理由のうち、「職員
　　　に対し、面接指導を受けることを通知・勧奨したが、反応が無かった又は職員自身が必要ないと判断した」が35.0％、
　　　「職員が業務多忙で面接時間を確保できなかった」が9.9％となっている。

団 　体 　区 　分
令和６年４月１日時点で

整備済み
令和６年度中に
整備予定（①）

整備時期
未定（②）

参考１

1団体 2.1%

(1団体) (2.1%)

令和６年４月１日時点で
未整備（①＋②）の

団体数及び割合（※）

(3.8%)
2団体 10.0%

(4団体) (20.0%)
指　 定　 都 　市 97.5% (94.9%) 1.3% (1.3%) 1.3%

(15.2%)
179団体 22.5%

(211団体) (26.5%)
市　　　　   　　区 82.4% (77.6%) 4.1% (7.2%) 13.5%

(31.9%)
416団体 44.9%

(437団体) (47.2%)
町　　　　   　　村 58.6% (56.4%) 6.5% (11.7%) 34.9%

(22.1%)
598団体 33.4%

(653団体) (36.5%)

一部事務組合等 28.9% (26.3%) 3.6% (5.9%)

合　　　　   　　計 72.4% (68.9%) 5.0% (8.9%) 22.6%

（注2）同一部局内で整備ができていない部門がある場合には、整備していない部局として計上している。

（注3）「参考１」については、例規・指針等を未整備である部局を有する地方公共団体数を計上しており、（※）割合については、団体区分ごとにおける
　　　　団体数の合計（都道府県：47、指定都市：20、市区：795、町村：926、合計：1,788、一部事務組合等：1,262(1,289）に占める割合である。

67.5% (67.7%)
926団体 73.4%

(963団体) (74.7%)

9
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参考資料（調査）
【総務省】令和５年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

（参考）

（注１）職員数は令和５年度の延べ人数である。（ ウ）についても同じ。）

（参考）

8,837人

(35.2%)

37,440人

令和５年度

うち実際に医師による面接
指導が行われた職員

(25.9%)

374人

(32.4%)

69,827人

(21.3%)

1,125人

(35.5%)

22,425人

(21.5%)

医師による面接指導
が行われなかった職

員

1,069人

145,999人

4,151人

40,807人

32,190人

68,851人

2,322人
(19.9%)

（注２）（　）内の％については、「医師による面接指導の対象となる要件に該当した職員」に占める割合である。

4,596人

9,167人

ウ） 医師による面接指導が行われなかった職員のうちその主な理由（令和５年度）

団 　体 　区 　分 面接指導を受ける
必要がないと

医師が判断した（※）

職員に対し、面接指導を受ける
ことを通知・勧奨したが、反応が
無かった又は職員自身が必要

ないと判断した

職員が業務多忙で
面接時間を

確保できなかった

1,443人
461人

(11.3%)

町　　　　   　　村 131人 (3.2%) 3,002人

イ） 医師による面接指導の実施状況（令和５年度）

団 　体 　区 　分

Ｒ４→Ｒ５　増減

うち実際に医師に
よる面接指導が行

われた職員

医師による面接指
導の対象となる要
件に該当した職員

都　 道 　府 　県 ▲ 18,379人
▲ 8,797人

▲ 1.9%(37.1%)

46,237人

令和４年度

106,291人

医師による面接指導の対象
となる要件に該当した職員

124,670人

医師による面接指導の対象
となる要件に該当した職員 うち実際に医師による面接

指導が行われた職員

指　 定　 都 　市 ▲ 5,280人
▲ 1,049人

0.2%

市　　　　   　　区 ▲ 15,218人
▲ 3,746人

2.1%

町　　　　   　　村 ▲ 212人
▲ 80人

▲ 0.7%
5,276人

63,232人

41,027人

(22.0%)

1,205人

(33.4%)

5,488人

78,450人

46,307人

26,171人

(21.3%)

9,886人

合　　　　   　　計 ▲ 39,089人254,915人
▲ 13,672人

▲ 0.4%

一部事務組合等 ▲ 879人
▲ 87人

6.0%

215,826人
(32.8%)

83,499人

（注1）（※）労働安全衛生規則第52条の２第１項の規定により、時間外勤務時間算定の期日前１か月以内に面接指導を受けた職員などについて、
          面接指導を受ける必要がないとして医師が判断した場合は、面接指導を行わないことが認められている。
（注2）（　）内の％については、「医師による面接指導が行われなかった職員」に占める割合を示している。

14,385人 (9.9%)

一部事務組合等 13人 (1.2%) 978人 (91.5%) 41人 (3.8%)

合　　　　   　　計 33,691人 (23.1%) 51,164人 (35.0%)

(72.3%) 407人 (9.8%)

市　　　　   　　区 5,644人 (13.8%) 23,485人 (57.6%)

(13.3%)

指　 定　 都 　市 13,650人 (42.4%) 10,776人 (33.5%) 215人 (0.7%)

都　 道 　府 　県 14,266人 (20.7%) 13,901人 (20.2%)

10
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参考資料（調査）
【総務省】令和5年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要

（参考）

（参考）

（参考）

81.5%

(98.4%) 55.3%

都　 道 　府 　県

団 　体 　区 　分

市　　　　   　　区

指　 定　 都 　市

一部事務組合等

合　　　　   　　計

町　　　　   　　村

93.0% (98.2%)

99.9% (100.0%) 86.0% (99.2%) 78.6% (-) 96.5%

安全衛生推進者等

選任率 職場巡視実施率 情報提供実施率

産業医

合　　　　   　　計

団 　体 　区 　分

都　 道 　府 　県

指　 定　 都 　市

市　　　　   　　区

町　　　　   　　村

合　　　　   　　計

都　 道 　府 　県

指　 定　 都 　市

市　　　　   　　区

イ）安全委員会及び衛生委員会の整備状況（令和５年度）

安全委員会 衛生委員会

設置率 委員会開催率 設置率

一部事務組合等

(100.0%) 99.6% (100.0%) 93.4% (-) 99.5% (99.3%)

　➢ 管理者等の選任及び委員会の設置については、概ね整備済となっているが、団体区分別にみると、都道府県及び
　　　指定都市にあっては概ね整備済みとである一方で、市区及び町村にあっては未整備の事業場を有する地方公共
　　　団体が一定数ある。

　➢ 管理者等による職場巡視等の実施及び委員会の開催については、全団体区分において実施できていない傾向に
　　　あり、特に産業医による職場巡視実施率は47.6%、衛生委員会の開催率は58.1%となっている。

６．安全衛生管理体制の整備状況

ア）総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者等及び産業医の整備状況（令和５年度）

(-)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 97.7% (-) 99.7% (99.6%) 86.8% (-)

総括安全衛生管理者

選任率

安全管理者

選任率 職場巡視実施率

衛生管理者

選任率 職場巡視実施率

100.0%

(-) 97.9% (99.0%) 70.0%

(-)

- (-) - (-) - (-) 93.4% (98.1%) 46.5% (-)

84.8% (-)

92.3% (-)

98.3% (99.8%)

99.3% (100.0%)

(-)

96.0% (100.0%) 93.5% (100.0%) 87.9% (-) 98.0% (99.3%) 66.0% (-)

99.9% (100.0%) 91.9% (99.7%) 86.3%

選任率

59.4% (-)

57.7% (-)

33.3% (-)

28.4% (-)(92.7%)

97.0%

99.4% (99.8%)

99.5% (100.0%)

47.6% (-)

84.3% (-)

76.5% (-)

84.6% (-)

90.5% (97.3%) 98.6% (98.7%) 44.9% (-) 83.4% (-)

(98.9%)

94.5% (97.4%)

98.1% (99.4%)

92.4% (98.8%)

79.2%

96.5% (99.8%) 62.8% (-) 97.9% (97.7%) 58.1% (-)

99.5% (99.7%) 62.5% (-) 99.8% (99.4%) 67.9% (-)

100.0% (100.0%) 91.6% (-) 99.5% (99.2%) 60.4% (-)

（注）（　）内の数字は平成30年度の数字を示している。

- (-) - (-) 94.0% (94.0%) 27.5% (-)

94.1% (99.6%) 53.7% (-) 96.1% (94.9%) 53.7% (-)

委員会開催率

団 　体 　区 　分

町　　　　   　　村

（注）（　）内の数字は平成30年度の数字を示している。

97.9% (100.0%) 85.1% (-) 96.6% (96.0%) 59.6% (-)一部事務組合等
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参考資料（調査）
【総務省】令和５年度地方公務員の過労死等に係る公務災害認定事案等に関する調査研究（概要）

令和5年度 地方公務員の過労死等に係る公務災害認定事案等に関する調査研究（概要）
自治行政局公務員部

１．内 容
地方公務員災害補償基金が、平成22年１月から令和4年3月までの期間に公務上の災害と認定した事案（以下「公務上」という。）（638件※1）、

平成27年4月から令和2年3月までの期間に公務上の災害と認められなかった事案（以下「公務外」という。）（570件※2）について、認定理由書や裁決書
等を基に事案の収集 ・ データベース構築 ・ 集計（クロス集計）・分析を実施し、 地方公務員の過労死等の実態を把握。
※1 脳・心臓疾患226件、精神疾患・自殺事案412件 ※2 脳・心臓疾患169件、精神疾患・自殺事案401件

① 被災者の個人属性、被災傷病名、職員区分、職務における負荷要因などの “ データベースを構築 ”
②  「脳・心臓疾患」 「精神疾患・自殺」 に区分し、“ 基本集計、クロス集計を中心とした分析を実施 ”
③ 疾患名（決定時疾患名）をカテゴリ別に分類したことにより、“ 基礎情報を整理 ”

脳・心臓疾患226件中、心・血管疾患は84件（37.2％）、脳血管疾患は
142件（62.8％）。男女別でみると、男性が約８割（190件、84.1％）、
女性が約２割（36件、15.9％）であった。また、女性の認定件数については、 
「心・血管疾患」 は３件のみであり、残りの33件はすべて「脳血管疾患」であった。
心・血管疾患（84件）の内訳※は、
・ 心筋梗塞  29件（12.8%）
・ 心停止 22件（ 9.7%）
・ 重症の不整脈  15件（ 6.6%）
・ 大動脈瘤破裂  13件（ 5.8%）
・ 狭心症 4件（ 1.8％）
・ 肺塞栓症  1件（ 0.4％）であった。

脳血管疾患（142件）の内訳※は、
・ 脳出血 57件（25.2％）
・ くも膜下出血         48件（21.2％）
・ 脳梗塞 37件（16.4%）であり、高血圧性脳症はなかった。

図1-1 決定時疾患名の分布（公務上）脳・心臓疾患

1

２．成 果

３．主な分析結果

142
女性が約２割（
「心・血管疾患」

図1-1 決定時疾患名の分布（公務上）脳・心臓疾患
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■男性（190） ■女性（36） 総数（226）

106
件

職務従事状況別の事案数377件の主な内訳（その他を除く）は、
・ 『日常の職務に比較して特に過重な職務に従事（長時間労働）』

195件（51.7％）
・ 『精神的緊張を伴う職務』 82件（21.8％）
・ 『異常な出来事・突発的事態に遭遇』 20件（ 5.3％）

であった。

『日常の職務に比較して特に過重な職務に従事（長時間労働）』
の件数は男女ともに最も多く、男性は319件のうち162件（50.8％）、
女性は58件のうち33件（56.9％）となっている。

職員区分別の事案数（226件）の内訳は、
・ 義務教育学校職員 77件（34.1％）
・ その他の職員（一般職員等） 65件（28.8％）
・ 警察職員 36件（15.9％）
・ 義務教育学校職員以外の教育職員 35件（15.5％）
・ 消防職員 11件（ 4.9％）
・ 電気・ガス・水道事業職員                1件（ 0.4％）
・ 清掃事業職員 1件（ 0.4％）

であり、運輸事業職員、船員の事案はなかった。

男女別でみると、全ての職員区分で男性が大半を占めているが、
女性は36件のうち、義務教育学校職員が21件であり、女性の
事案数の半分以上を占めている。

図1-3 職務従事状況別の事案数（公務上）

図1-2 職員区分別の事案数（公務上）

■男性（319） ■女性（58） 総数（377）

（注）脳・心臓疾患は226件（男性190件、女性36件）であるが、１つの事案に対し、複数の職務従事状況に該当する
場合はそれぞれを１件としてカウントしているため、総数（377件）とは一致しない。

脳・心臓疾患

脳・心臓疾患
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参考資料（調査）
【総務省】令和５年度地方公務員の過労死等に係る公務災害認定事案等に関する調査研究（概要）

3

業務負荷が認められる出来事の該当状況639件の主な内訳は、
・ 『仕事の量』  142件（22.2％）
・ 『対人関係等』 138件（21.6％）
・ 『異常な出来事への遭遇』 95件（14.9％）
・ 『業務執行体制』 83件（13.0％）であった。

男女別でみると、男性442件のうち、『仕事の量』119件（26.9％）、
『対人関係等』92件（20.8％）、女性197件のうち、『異常な出来事への
遭遇』47件（23.9％）、『対人関係等』46件（23.4％）が多くなっている。

（自殺事案）
自殺事案は246件で、主な内訳は、『仕事の量』75件（30.5％）、 

『対人関係等』46件（18.7％）、『業務執行体制』37件（15.0％）
となっている。
男女別でみると、男性は『仕事の量』が多く71件、女性は『住民等との

関係』が多く5件となっている。

図2-2 業務負荷「出来事」別の事案数（公務上）

図2-1 決定時疾患名の分布（公務上）精神疾患
精神疾患412件中、気分・感情の障害は205件（49.8％）、ストレス関

連の障害は178件（43.2％）、分類できなかった事案は29件（7.0％）。 
男女別でみると、男性は気分・感情の障害が多く152件、女性はストレス関
連の障害が多く93件となっている。

細分化した疾患名のうち主なものは、うつ病エピソード（注）159件、適応障
害48件、急性ストレス反応39件、心的外傷後ストレス障害33件となってい
る。
（注）うつ病エピソードとは、抑うつ（気分の落ち込み）の症状を示す疾患。

（自殺事案）
自殺事案は123件で、分類できなかった20件を除く103件すべてが

気分・感情の障害であり、このうち78件がうつ病エピソードであった。

『
遭遇

『
となっている。

関係

気分・感情の障害であり、この
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主
な
内
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■男性（442） ■女性（197） 総数（639）

精神疾患

（注）１．精神疾患412件（男263件、女149件）の内訳を示したもの。
２．（ ）内は、うち自殺事案の数。
３．a～fは、国際疾病分類（ＩＣＤ-10）コードに基づき、障害別に区分できた事案を集計。
４．a, bに区分できなかった事案43件、c～fに区分できなかった事案53件（計96件）については、

それぞれ「気分・感情の障害」、「ストレス関連の障害」に含めている。
５．いずれにも分類できなかった事案29件については、上記グラフに含めていない。

■男性（237） ■女性（146） 総数（383）

決定時疾患名の分布（公務上）精神疾患

）
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（注）１．精神疾患は412件（男263件、女149件）であるが、１つの事案に対し、複数の業務負荷（出来事）に該当する
場合はそれぞれを１件としてカウントしているため、総数（639件）とは一致しない。

２．（ ）内は、うち自殺事案の数。

（注）１．精神疾患は412件であるが、１つの事案に対し、複数の業務負荷（出来事）に該当する場合は
それぞれを１件としてカウントしているため、総数（445件）とは一致しない。

  ２．業務負荷が認められる出来事のうち、主な４項目のみを抽出して記載している。
３．（ ）内は、うち自殺事案の数。

図2-３ 職員区分別・業務負荷「出来事」別の事案数（公務上）精神疾患
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対人関係等

住民等との関係

仕事の量

住民等との関係

対人関係等

対人関係等

業務負荷（出来事）別の事案数445件について、
職員区分別にクロス集計すると、それぞれ最も多いのは、

・ 義務教育学校職員
→ 『住民等との関係』 73件中26件（35.6％）

・ 義務教育学校職員以外の教育職員
→ 『仕事の量』 56件中19件（33.9％）

・ 警察職員
→ 『対人関係等』  40件中16件（40.0％）

・ 消防職員
→ 『対人関係等』    44件中23件（52.3%）

・ その他の職員（一般職員等）
→ 『仕事の量』 217件中87件（40.1％）

であった。

4
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参考資料（調査）
【総務省】令和５年度地方公務員の過労死等に係る公務災害認定事案等に関する調査研究（概要）

自治行政局公務員部

脳・心臓疾患169件中、心・血管疾患は54件（32.0％）、脳血管疾患は
101件（59.8％）、認定疾患以外は14件（8.3％）。男女別でみると、男性
が約8割（134件、79.3％）、女性が約2割（35件、20.7％）であった。また
、女性の公務外件数については、「脳血管疾患」が27件と女性の事案数の半分
以上を占めていた。
心・血管疾患（54件）の内訳※は、
・ 心筋梗塞  28件（16.6%）
・ 重症の不整脈  11件（ 6.5%）
・ 大動脈瘤破裂  5件（ 3.0%）
・ 狭心症 4件（ 2.4％）
・ 心停止   4件（ 2.4%）
・ 肺塞栓症  2件（ 1.2％）であった。

脳血管疾患（115件）の内訳※は、
・ 脳出血 46件（27.2％）
・ くも膜下出血         31件（18.3％）
・ 脳梗塞 24件（14.2%）であり、高血圧性脳症はなかった。

5

※内訳における（ ）内はすべて総数169件に対する割合

図3-1 決定時疾患名の分布（公務外）脳・心臓疾患
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■男性（134） ■女性（35） 総数（169）

（注）「認定疾患以外」とは、「心・血管疾患及び脳血管疾患の公務上の災害の認定に
ついて（令和３年９月15日地基補第260号）」の第２に掲げる「認定の対象とする疾
患」に該当しない疾患事案を分類したもの。
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■男性（134） ■女性（35） 総数（169）

106
件

職務従事状況別の事案数105件の主な内訳（その他を除く）は、
・ 『日常の職務に比較して特に過重な職務に従事（長時間労働）』

60件（57.1％）
・ 『精神的緊張を伴う職務』 18件（17.1％）

であった。

『日常の職務に比較して特に過重な職務に従事（長時間労働）』
の件数は男女ともに最も多く、男性は86件のうち50件（58.1％）、
女性は19件のうち10件（52.6％）となっている。

職員区分別の事案数（169件）の内訳は、
・ その他の職員（一般職員等） 51件（30.2％）
・ 消防職員 32件（18.9％）
・ 義務教育学校職員 27件（16.0％）
・ 警察職員 27件（16.0％）
・ 義務教育学校職員以外の教育職員 24件（14.2％）
・ 清掃事業職員 4件（ 2.4％）
・ 電気・ガス・水道事業職員              2件（ 1.2％）
・ 運輸事業職員  1件（  0.6%）
・ 船員  1件（ 0.6％）

男女別でみると、全ての職員区分で男性が大半を占めているが、
女性は35件のうち、その他の職員（一般職員等）15件、義務教育学
校職員が12件であり、女性の事案数の半分以上を占めている。

図3-3 職務従事状況別の事案数（公務外）

図3-2 職員区分別の事案数（公務外）

■男性（86） ■女性（19） 総数（105）

（注）脳・心臓疾患は169件（男性134件、女性35件）であるが、１つの事案に対し、複数の職務従事状況に該当する
場合はそれぞれを１件としてカウントしているため、総数（105件）とは一致しない。

脳・心臓疾患

脳・心臓疾患
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参考資料（調査）
【総務省】令和５年度地方公務員の過労死等に係る公務災害認定事案等に関する調査研究（概要）

7

業務負荷が認められる出来事の該当状況300件の主な内訳は、
・ 『仕事の量』  83件（27.7％）
・ 『対人関係等』 78件（26.0％）
・ 『異常な出来事への遭遇』 52件（17.3％）
・ 『住民等との関係』 32件（10.7％）であった。

男女別でみると、男性172件のうち、『仕事の量』54件（31.4％）、
『対人関係等』53件（30.8％）、女性128件のうち、『異常な出来事への
遭遇』40件（31.3％）、『仕事の量』29件（22.7％）が多くなっている。

（自殺事案）
自殺事案は51件で、主な内訳は、『仕事の量』19件（37.3％）、 

『対人関係等』9件（17.6％）、『仕事内容』10件（19.6％）
となっている。
男女別でみると、男性は『仕事の量』が多く18件、女性は『仕事内容』『仕事

の量』『対人関係等』がそれぞれ1件のみであった。

図4-2 業務負荷「出来事」別の事案数（公務外）

図4-1 決定時疾患名の分布（公務外）精神疾患

精神疾患401件中、気分・感情の障害は179件（44.6％）、ストレス関
連の障害は186件（46.4％）、分類できなかった事案は36件（9.0％）。 
男女別でみると、男性は気分・感情の障害が多く126件、女性はストレス関連
の障害が多く99件となっている。

細分化した疾患名のうち主なものは、うつ病エピソード（注）102件、適応障
害55件、急性ストレス反応10件、心的外傷後ストレス障害3件となっている。
（注）うつ病エピソードとは、抑うつ（気分の落ち込み）の症状を示す疾患。

（自殺事案）
自殺事案は65件で、分類できなかった17件を除く48件のほとんどが

気分・感情の障害であり、このうち27件がうつ病エピソードであった。

『
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■男性（172） ■女性（128） 総数（300）

精神疾患

（注）１．精神疾患401件（男241件、女160件）の内訳を示したもの。
２．（ ）内は、うち自殺事案の数。
３．a～fは、国際疾病分類（ＩＣＤ-10）コードに基づき、障害別に区分できた事案を集計。
４．a, bに区分できなかった事案72件、c～fに区分できなかった事案111件（計183件）については、

それぞれ「気分・感情の障害」、「ストレス関連の障害」に含めている。
５．いずれにも分類できなかった事案36件については、上記グラフに含めていない。
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（注）１．精神疾患は401件（男241件、女160件）であるが、１つの事案に対し、複数の業務負荷（出来事）に該当する
場合はそれぞれを１件としてカウントしているため、総数（300件）とは一致しない。

２．（ ）内は、うち自殺事案の数。

■男性（213） ■女性（152） 総数（365）

（注）１．精神疾患は401件であるが、１つの事案に対し、複数の業務負荷（出来事）に該当する場合は
それぞれを１件としてカウントしているため、総数（245件）とは一致しない。

  ２．業務負荷が認められる出来事のうち、主な４項目のみを抽出して記載している。
３．（ ）内は、うち自殺事案の数。

図4-3 職員区分別・業務負荷「出来事」別の事案数（公務外）精神疾患
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対人関係等

業務負荷「出来事」別の事案数245件について、
職員区分別にクロス集計すると、それぞれ最も多いのは、

・ 義務教育学校職員
→ 『仕事の量』 58件中20件（34.5％）

・ 義務教育学校職員以外の教育職員
→ 『対人関係等』  29件中14件（48.3％）

・ 警察職員
→ 『仕事の量』 14件中7件（50.0％）

・ 消防職員
→ 『対人関係等』    12件中7件（58.3%）

・ その他の職員（一般職員等）
→ 『仕事の量』 114件中44件（38.6％）

であった。

8
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参考資料（調査）
【（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和5年度地方公務員健康状況等の現況の概要

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会

地地方方公公務務員員健健康康状状況況等等のの現現況況のの概概要要

【調査対象期間】 令和5年4月1日～令和�年�月�1日（令和5年度）

【調査事項】 Ϩ 健康診断等の実施状況に関する調査
ϩ 定期健康診断等の結果に関する調査
Ϫ 長期病休者の状況に関する調査
ϫ 在職職員の死ஸ状況に関する調査

【対象職員数】 約��万人（主に首長部局の一般職員の約�1％に相当）

【調査対象団体】 �51団体

都道府県（4�）㸩指定都市（20）㸻��団体ࠐ
特別区㸻2�団体ࠐ
市（㸿）：中᰾市・県庁所在市及び人口�0万人以上の市(指定都市を除く)㸻��団体ࠐ
市（㹀）：人口5～10万人の市㸻94団体ࠐ
町ࠐ 村���：人口1～2万人の町村㸻94団体

※市（㹀）及び町村については、ẖ年任意に都道府県ࡈとに2団体抽出
※警察職員、消防職員及び教員は対象外

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会

今今回回調調査査（（令令和和５５年年度度））のの概概要要

１ 長期病休者（疾病等により休業�0日以上又は1ࣧ月以上の療養者）数（10万人率）
は、��42�.�人であり、令和４年度より1�9.2人（5.20％）増加している。

２ 「精神及び行動の障害」による長期病休者数（10万人率）は、2�2��.4人であり、
令和４年度より14�.9人（�.�2％）増加しており、10年前(平成25年度)の約1.9倍
15年前(平成20年度)の約2.0倍である。

３ 「精神及び行動の障害」の長期病休者全体に占める割合は、��.�％であり、
引き続き増加している。

４ 在職死ஸ者数（10万人率）は、�1.1人であり、過去10年間は100人以下で推移して
おり、令和４年度より�.1人(�.90％）減少した。

５ 一般定期健康診断の有所見率は、�0.�％であり、令和４年度より1.1％増加した。
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参考資料（調査）
【（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和5年度地方公務員健康状況等の現況の概要

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会

長長期期病病休休者者数((10万万人人率)のの推推移移

17,603 
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18,144 

18,961 
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2,366.5 2,381.7 2,406.9 2,433.6 

2,519.5 2,551.3 

2,708.9 

2,794.6 

3,017.6 

3,254.6 

3,423.8 

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会

主主なな疾疾病病分分類類別別長長期期病病休休者者数((10万万人人率)のの推推移移

1,142.1 
1,219.3 

1,472.5 

2,142.5 

2,286.4 

299.7 265.8 239.8 219.0 221.7 

133.8 
100.3 110.9 102.3 105.1 

84.5 62.9 49.8 53.0 55.1 

,1,4447722.5551 4447722 5551 4447722 5551 4447722 5551 4447722 5551 472 55 

,,222,11444222..555222 11444222 555222 11444222 555222 11444222 5552,142.5 
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参考資料（調査）
【（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和5年度地方公務員健康状況等の現況の概要

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会

長長期期病病休休者者のの疾疾病病分分類類別別構構成成比比のの推推移移

男女別・年㱋区分別
精神及び行動の障害による長期病休者数(10万人率)

1,714.3 

3,155.6 

2,619.2 

2,163.6 

2,026.0 

766.7 

1,404.5 

2,499.9 2,461.4 

2,117.3 2,055.4 

839.7 

2,100.4

3,715.4

2,814.3

2,297.9

1,968.0

586.9

全年㱋
2,286.4

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会
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参考資料（調査）
【（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和5年度地方公務員健康状況等の現況の概要

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会

在在職職死死ஸஸ者者数((10万万人人率)のの推推移移

678 675
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71.1

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会

在在職職死死ஸஸ者者数((10万万人人率)のの推推移移（（主主なな原原因因別別））

41.7 
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5.1 7.0 7.0 6.2 5.2 

7.8 

5.2 6.5 5.5 5.9 
4.5 

17.9 18.2 
15.9 
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参考資料（調査）
【（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和5年度地方公務員健康状況等の現況の概要

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会

一一般般定定期期健健康康診診断断のの有有所所見見率率のの推推移移

74.5% 74.4%
74.9%

75.0%
75.7%

76.4%
76.9%

79.3%

80.3%

79.6%

80.7%１１項項目目ででもも所所見見ののああっったた者者のの比比率率
（55年度）

全体 �0.�％
都道府県・指定都市 �0.5％
特別区 �0.�％
市（㸿） �4.2％
市（㹀） ��.9％
町村 �1.2％

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会

一一般般定定期期健健康康診診断断のの有有所所見見率率（（主主なな検検査査項項目目別別））





149

ʲϝϯλϧϔϧεؔ܎௨஌ʳ

○ �地方公共団体におけるメンタルヘルス対策の更なる推進に向けた取組について	
（令和 6年 3月 22 日）	 	151

○ �第 14 次労働災害防止計画の策定及び「過労死等の防止のための対策に関する大綱」	
（令和 3年 7月 30 日閣議決定）に基づく令和 5年度以降の取組の推進について	
（令和 5年 3月 31 日）	 	153
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総 行 安 第 ９ 号 
令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ２ 日 

 
各都道府県総務部（局）長 

（安全衛生担当課扱い） 

（市町村担当課・区政課扱い） 

各 指 定 都 市 総 務 局 長 

（安全衛生担当課扱い） 

 

 総務省自治行政局公務員部 

安 全 厚 生 推 進 室 長  

（  公  印  省  略  ） 

 

地方公共団体におけるメンタルヘルス対策の更なる推進に向けた取組について（通知） 
 

行政課題が複雑・多様化する一方で、人口減少・少子高齢化が進むなど、地方公共団体を取

り巻く状況が大きく変化する中で、行政課題に的確に対応し、住民の要望に応えていくために

は、地方公共団体の職員一人ひとりが心身共に健康で、その能力を十分発揮できることが求め

られます。 

総務省が実施した「令和４年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」によれば、メンタ

ルヘルス不調による長期休務者は、全国で44,764人（対前年5,367人増）、割合は1.4％（対前

年0.2％増）であり、また、一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会（以下「安衛協」という。）

が毎年実施している「地方公務員健康状況等の現況」によれば、メンタルヘルス不調による長

期休務者は、10年前の約1.8倍、15年前の約2.1倍となっており、増加傾向が続いていることが

明らかになるとともに、同安衛協調査では、男女別・年齢区分別で20代及び30代の長期病休者

率が高いという特徴も見られました。こうした状況を踏まえ、引き続き、各地方公共団体にお

いて、地方公務員のメンタルヘルス対策に積極的に取り組むことが重要です。 

総務省では、安衛協と連携して令和３年度から継続して研究会を開催し、地方公共団体のメ

ンタルヘルス対策のあり方を検討しており、令和４年度の研究会では、地方公共団体の支援策

として、「メンタルヘルス対策に関する計画（例）」※を作成したところです。 

令和５年度は、メンタルヘルス対策の更なる推進を図るため、地方公共団体参加型の研究会

を開催（現地開催）し、課題等を直接聴取しながら意見交換が行われたところであり、そこで

得られた知見や取組事例等を参考として、今般、研究会報告書が取りまとめられました。 

当該報告書においては、計画的・継続的なメンタルヘルス対策に向けた対応策として、地方

公共団体自ら主体的に取り組む重要性を改めて掲げた上で、産業医等の専門家に相談しやすい

殿 
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体制・関係性の構築や、メンタルヘルスに関する各取組を連動させ、職員に分かりやすく見え

る化することのほか、地方公共団体の課題として多く挙げられた若年層職員対策や復職支援対

策として、早期の情報提供や職場復帰のルールづくりが必要であることなどのポイントについ

てまとめられています。 

職員がメンタルヘルス不調に至る要因は様々であり、その対策は多岐にわたることから、組

織のトップである知事・市町村長等のリーダーシップの下、人事担当部局のみならず各部局、

職場内外の医師、保健スタッフ等が連携した全庁的な体制を確保し、メンタルヘルス不調の予

防から再発防止までの各段階に応じて、計画的かつ継続的に対応することが重要です。そのた

めにも、組織内外の関係者間のそれぞれの役割や連携を体系立てて示したメンタルヘルス対策

に関する計画の自主的な策定等を通じて、メンタルヘルス対策を着実に実施する必要がありま

す。 

こうしたことを踏まえ、各地方公共団体におかれては、研究会報告書を参考としていただき、

引き続き、メンタルヘルス対策の更なる推進に向けて対応いただくようお願いします。 

報告書（電子データ）は、総務省のホームページ（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/ji

chi_gyousei/koumuin_seido/anzen_koumu_mhr5.html）に掲載しているほか、安衛協から各地

方公共団体の安全衛生担当課に報告書（冊子）を送付しています（概要は参考１参照）。 

各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）に対してもこの旨

周知いただきますようお願いします。なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・

照会システムを通じて、各市区町村に対しても、本件について情報提供を行っていることを申

し添えます。 

なお、本通知は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第59条（技術的助言）及び地方自治

法（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

 

※「メンタルヘルス対策に関する計画（例）」は、各地方公共団体における全庁的・継続的なメンタルヘルス

対策の推進のための支援策として作成されたものであり、地方公共団体の規模に関わらず、地域の実情に合

わせて自主的に計画等を策定し、メンタルヘルス対策の効果的な実施につなげられるよう、３部構成（本編、

別冊、簡易版）となっている（参考２参照）。 

 

（連絡先） 

自治行政局公務員部安全厚生推進室 

  板垣、別所 

TEL:03-5253-5560（直通） 

E-mail： anzenkousei01@soumu.go.jp 
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総行安第１５号 

令和５年３月３１日 

各 都 道 府 県 総 務 部 （ 局 ） 長

（ 安 全 衛 生 担 当 課 扱 い ）

（市町村担当課・区政課扱い）

各都道府県人事委員会事務局長 

各 指 定 都 市 総 務 局 長

（ 安 全 衛 生 担 当 課 扱 い ）

各指定都市人事委員会事務局長

  総務省自治行政局公務員部 

  安 全 厚 生 推 進 室 長 

  （ 公 印 省 略 ）  

第 14 次労働災害防止計画の策定及び「過労死等の防止のための対策に関する大綱」 

（令和３年７月 30 日閣議決定）に基づく令和５年度以降の取組の推進について 

過労死等防止対策推進法（平成 26 年法律第 100 号）第７条第１項に基づく「過労死等の

防止のための対策に関する大綱」（令和３年７月 30 日閣議決定。以下「大綱」という。）に

ついては、令和３年７月 30 日付総行安第 40 号「過労死等の防止のための対策に関する大

綱の変更について」により通知しているところですが、今般、大綱の第５「過労死等防止

対策の数値目標」のうち、メンタルヘルス対策に関する取組について、「第 14 次労働災害

防止計画」（以下「第 14 次計画」という。別添１参照。）が令和５年３月８日に策定された

ことを踏まえ、別添２のとおり厚生労働省から都道府県及び市区町村の労働政策担当主務

課等に対して通知が発出され、令和５年度以降の取組の推進について示されております。 

貴職におかれましては、下記のとおり、労働災害防止計画の趣旨をご理解の上、公務災

害の防止活動を推進するとともに、大綱の第５「過労死等防止対策の数値目標」の趣旨を

踏まえ、引き続き必要な取組を推進していただくようお願いします。 

また、各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）及び一部

事務組合等に対してもこの旨周知いただきますようお願いします。 

記 

１．第 14 次計画について 

労働災害防止計画（労働災害を減少させるために国が重点的に取り組む事項を定めた中

期計画）は、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第二章の規定に基づき、厚生労働

省において策定しており、令和５年４月から令和 10 年３月までの５年間を計画期間とし

殿
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ています。 

地方公務員については、特別職に属し労働者に該当する者、労働基準法（昭和 22 年法

律第 49 号）別表第１の第１号から第 10 号まで及び第 13 号から第 15 号までに掲げる事業

に従事する者、単純労務職員及び地方公営企業職員は、労働安全衛生法の規定が全面的に

適用されることから、これらの職員が従事する事業場においては、第 14 次計画の内容を

十分にご理解の上、適切な対応をお願いします。 

また、労働基準法別表第１の第 11 号、第 12 号及び別表第１の各号に該当しない事業場

に従事する職員については、厚生労働大臣が策定する第 14 次計画は適用されませんが、

任命権者又は人事委員会が安全衛生の企画を行うものとされておりますので、遺漏のない

ようお願いします。 

２．大綱の第５「過労死等防止対策の数値目標」について 

大綱の第５「過労死等防止対策の数値目標」において、「４から６までの数値目標につ

いては、第 14 次労働災害防止計画（令和５年度から令和９年度まで）において新たな数

値目標が設定された場合には、その目標の達成に向けた取組を推進する。」とされている

ことについて、厚生労働省において第 14 次計画が策定されたことから、令和５年度以降

のメンタルヘルス対策については、下表右欄４から６の各数値目標のとおり取組を推進

することとされています。なお、厚生労働省においては、下表左欄の令和４年度までの

数値目標のうち５及び６については、次回の大綱の見直しまでフォローアップすること

としています。 

表 令和４年度まで及び令和５年度以降の取組の数値目標 

令和４年度までの取組の数値目標 令和５年度以降の取組の数値目標 

４ メンタルヘルス対策に取り組んでいる

事業場の割合を 80％以上とする（令和４

年まで）。 

５ 仕事上の不安、悩み又はストレスにつ

いて、職場に事業場外資源を含めた相談

先がある労働者の割合を 90％以上とする

（令和４年まで）。 

６ ストレスチェック結果を集団分析し、

その結果を活用した事業場の割合を 60％

以上とする（令和４年まで）。 

４ メンタルヘルス対策に取り組む事業場

の割合を 80％以上とする（令和９年ま

で）。 

５ 使用する労働者数 50 人未満の小規模

事業場におけるストレスチェック実施の

割合を 50％以上とする（令和９年まで）。 

６ 自分の仕事や職業生活に関することで

強い不安、悩み又はストレスがあるとす

る労働者の割合を 50％未満とする（令和

９年まで）。 

（フォローアップ）

○ 仕事上の不安、悩み又はストレスにつ

いて、職場に事業場外資源を含めた相談

先がある労働者の割合を 90％以上とす

る（令和４年まで）。 

○ ストレスチェック結果を集団分析し、

その結果を活用した事業場の割合を

60％以上とする（令和４年まで）。 
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＜参 考＞ 

○過労死等防止対策推進法（平成 26 年法律第 100 号）（抄）

（国の責務等） 

第四条 国は、前条の基本理念にのっとり、過労死等の防止のための対策を効果的に推進

する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、国と協力しつつ、過労死等の防止のた

めの対策を効果的に推進するよう努めなければならない。 

第七条 政府は、過労死等の防止のための対策を効果的に推進するため、過労死等の防止

のための対策に関する大綱（以下この条において単に「大綱」という。）を定めなければ

ならない。 

○過労死等の防止のための対策に関する大綱（令和３年７月 30 日閣議決定）（抄）

第５ 過労死等防止対策の数値目標 

第１から第４までに掲げられた過労死等の防止のための対策等の趣旨を踏まえ、過労死

をゼロとすることを目指し、労働時間、勤務間インターバル制度、年次有給休暇及びメン

タルヘルス対策について、数値目標を設定する。これらの数値目標については、白書等に

より推進状況を確認できるようにするとともに、国、地方公共団体、事業主等の関係者の

相互の密接な連携の下、早期に達成することを目指す。また、４から６までの数値目標に

ついては、第 14 次労働災害防止計画（令和５年度から令和９年度まで）において新たな

数値目標が設定された場合には、その目標の達成に向けた取組を推進する。さらに、公務

員についても、目標の趣旨を踏まえ、必要な取組を推進する。（１～６は略） 
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                               総 行 公 第 ５ ７ 号 

                               総 行 女 第 ２ ２ 号 

                               総 行 安 第 ３ ７ 号 

                               令和６年８月２日 

 

 各 都 道 府 県 総 務 部 （ 局 ） 長 
 （人事担当課、安全衛生担当課・市区町村担当課扱い） 
 各 指 定 都 市 総 務 局 長  
 （人事担当課、安全衛生担当課扱い） 
 各 人 事 委 員 会 事 務 局 長  
 

総務省自治行政局公務員部 

公 務 員 課 長 

女性活躍・人材活用推進室長 

安 全 厚 生 推 進 室 長 

                         （ 公 印 省 略 ） 

 

 

過労死等の防止のための対策に関する大綱の変更について 

 

 

 標記について、本日、過労死等防止対策推進法（平成 26 年法律第 100 号。以下「法」と

いう。）第７条第５項により準用する同条第２項の規定に基づき、変更された「過労死等の

防止のための対策に関する大綱」（以下「大綱」という。）が閣議決定されるとともに、同

条第５項により準用する同条第４項の規定に基づき、国会への報告及び厚生労働省ホーム

ページにおける公表が行われましたので、別添１のとおりお知らせします。 

 なお、法第４条第２項には、地方公共団体は、国と協力しつつ、過労死等の防止のため

の対策を効果的に推進するよう努めなければならない旨規定されており、また、大綱にお

いて「地方公務員を任用する立場からの対策を推進し、それぞれの職種の職務の実態を踏

まえた対策を講ずるよう努める」と定められているとともに、別紙のとおり労働行政機関

等における対策、啓発、相談体制の整備等の内容については、地方公共団体においても取

り組む必要があるものです。 

 貴職におかれましては、各部局等へ周知いただくとともに、法の基本理念である過労死

等を防止することの重要性について十分に了知いただき、特に下記の事項にご留意の上、

過労死等防止対策に積極的に取り組んでいただくようお願いします。また、各都道府県に

おかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）及び一部事務組合等に対しても

この旨周知いただきますようよろしくお願いします。 

 都道府県及び市区町村の労働政策担当主務課に対しては、厚生労働省から「過労死等の

防止のための対策に関する大綱の変更について」（令和６年８月２日付け基発 0802 第４号）

により通知されたところですので申し添えます。 

 なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各市区

町村に対しても、本件について情報提供を行っていることを申し添えます。 

 

殿 
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記 

 

１ 労働行政機関等における対策 

(1) 時間外勤務の上限規制制度の整備及びその適正な運用による時間外勤務の縮減や各種

早出・遅出勤務、公務におけるフレックスタイム制度など、多様で柔軟な勤務時間制度

等の活用等の推進に積極的に取り組んでいただきたいこと。 

(2) 労働基準監督署がその職権を行使する職員を除き、人事委員会又はその委任を受けた

人事委員会の委員（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の長）

（以下「人事委員会等」という。）が、その職権を有する、労働基準法別表第１第１１号

及び第１２号並びに同別表に含まれない官公署の事業に従事する職員に過重労働の疑い

がある場合は人事委員会等による監督指導を適切に実施していただきたいこと。 

(3) 産業医・衛生管理者等といった安全衛生管理体制の有効活用のほか、長時間の時間外

勤務を行った職員の健康確保のため、医師による面接指導や健康相談等の対応を適切に

講じていただきたいこと。 

(4) ストレスチェック等の実施によるメンタルヘルス不調の未然防止や職場環境の改善に

取り組んでいただきたいこと。 

(5) 職場におけるハラスメント防止のための雇用管理上の措置等を適切に講じていただき

たいこと。 

 

２ 公務員に対する周知・啓発等の実施 

(1)自然災害や非常事態への対応等により、一時的に長時間勤務が必要となる場合があるこ

とも踏まえ、長時間勤務の削減のための対策、長時間勤務による健康障害防止対策、勤

務間インターバルの確保、メンタルヘルス対策、ハラスメント防止対策に取り組んでい

ただきたいこと。 

(2)国家公務員の取組を参考に、勤務間のインターバル確保による健康の維持及び仕事と生

活の調和がとれた働き方の実現に向けた取組を推進していただきたいこと。 

 

３ 相談体制の整備等 

(1) 勤務条件等に関する職員からの相談について、相談しやすい環境づくりや相談窓口の

充実に積極的に取り組んでいただきたいこと。 

(2) 関係団体が実施するメンタルヘルス不調や健康障害等に関する各種相談事業について、

積極的に活用いただきたいこと。 

 

４ 過労死等防止対策の数値目標 

  大綱の「第５ 過労死等防止対策の数値目標」について、目標の趣旨を踏まえ、必要

な取組を推進していただきたいこと。 

 

 

安全厚生推進室安全厚生係 

（担当：出口、高味） 

ＴＥＬ：03-5253-5560（直通） 

ＦＡＸ：03-5253-5561 
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○過労死等防止対策推進法（平成 26 年法律第 100 号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において過労死等が多発し大きな社会問題となってい

ること及び過労死等が、本人はもとより、その遺族又は家族のみならず社会にとっても大

きな損失であることに鑑み、過労死等に関する調査研究等について定めることにより、過

労死等の防止のための対策を推進し、もって過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健

康で充実して働き続けることのできる社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 （略） 

（基本理念） 

第三条 過労死等の防止のための対策は、過労死等に関する実態が必ずしも十分に把握さ

れていない現状を踏まえ、過労死等に関する調査研究を行うことにより過労死等に関する

実態を明らかにし、その成果を過労死等の効果的な防止のための取組に生かすことができ

るようにするとともに、過労死等を防止することの重要性について国民の自覚を促し、こ

れに対する国民の関心と理解を深めること等により、行われなければならない。 

２ 過労死等の防止のための対策は、国、地方公共団体、事業主その他の関係する者の相

互の密接な連携の下に行われなければならない。 

（国の責務等） 

第四条 国は、前条の基本理念にのっとり、過労死等の防止のための対策を効果的に推進

する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、国と協力しつつ、過労死等の防止のた

めの対策を効果的に推進するよう努めなければならない。 

３～４ （略） 

第五条～第六条 （略） 

第七条 政府は、過労死等の防止のための対策を効果的に推進するため、過労死等の防止

のための対策に関する大綱（以下この条において単に「大綱」という。）を定めなければ

ならない。 

２ 厚生労働大臣は、大綱の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、大綱の案を作成しようとするときは、関係行政機関の長と協議する

とともに、過労死等防止対策推進協議会の意見を聴くものとする。 

４ 政府は、大綱を定めたときは、遅滞なく、これを国会に報告するとともに、インター

ネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 

５ 前三項の規定は、大綱の変更について準用する。 

第八条～第十四条 （略） 
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第３ 国が取り組む重点対策

国が重点的に取り組まなければならない対策として、（略）地方公共団体に対し、地方公務員に係る対策
の推進を働きかける。（略）

１ 労働行政機関等における対策

（２）長時間労働の削減に向けた取組の徹底
地方公務員については、時間外勤務の上限規制制度の整備及びその適正な運用による時間外

勤務の縮減や各種早出・遅出勤務、公務におけるフレックスタイム制度など、多様で柔軟な勤
務時間制度等の活用等の推進について、総務省から地方公共団体に対し助言を行うとともに、
長時間労働の要因の検証を通じた長時間労働削減の取組の推進について働きかける。

また、地方公務員の勤務条件について、労働基準監督署がその職権を行使する職員を除き、
人事委員会又はその委任を受けた人事委員会の委員（人事委員会を置かない地方公共団体におい
ては、地方公共団体の長）（以下「人事委員会等」という。）が、その職権を有する、労働基準法
別表第１第１１号及び第１２号並びに同別表に含まれない官公署の事業に従事する職員に過重
労働の疑いがある場合は人事委員会等による監督指導が適切に実施されるよう、総務省から人
事委員会等に対し継続的な助言を行う。

（３）過重労働による健康障害の防止対策
民間労働者と同様に労働安全衛生法が適用される地方公務員については、各地方公共団体

において、産業医・衛生管理者等といった安全衛生管理体制の有効活用のほか、長時間の時間
外勤務を行った職員の健康確保のため、医師による面接指導や健康相談等の対応が適切に講じ
られるよう、総務省から継続的な助言を行う。

（４）メンタルヘルス対策・ハラスメント防止対策
地方公務員について、公務職場特有の要請に応える観点から国家公務員と同様の取組が適切

に講じられることが重要であり、各地方公共団体においてストレスチェック等の実施によるメ
ンタルヘルス不調の未然防止や職場環境の改善に取り組むよう、また、職場におけるハラスメ
ント防止のための雇用管理上の措置等が適切に講じられるよう、総務省において取組状況を
フォローアップしつつ、地方公共団体に対し継続的な助言を行う。

３ 啓発

（10）商慣行・勤務環境等を踏まえた取組の推進

イ．教職員
文部科学省が実施した「教員勤務実態調査」（令和４年度）の結果によると、教師の１日当

たりの「在校等時間」は、前回調査（平成２８年度）と比較して、平日・土日ともに全ての職
種で減少し、学校における働き方改革の取組に一定の進捗がみられた一方で、依然として「在
校等時間」の長い教師も多い状況にある。

上記調査等も踏まえ、令和５年５月に、「「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の
確保のための環境整備に関する総合的な方策について」が中央教育審議会に諮問された。

諮問を踏まえ、同審議会に設置された質の高い教師の確保特別部会において検討が進められ、
令和６年５月に「「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関
する総合的な方策について（審議のまとめ）」が取りまとめられた。

この「審議のまとめ」においては、「全ての子供たちへのより良い教育の実現」に向けて、
教職の魅力を向上し、教師を取り巻く環境を整備するため、①学校における働き方改革の更な
る加速化、②教師の処遇改善、③学校の指導・運営体制の充実を一体的・総合的に推進する必
要性が提言されている。 （次ページに続く）

過労死等防止大綱（地方公務員関係部分抜粋）

令和６年８月２日閣議決定
※下線は前回からの変更箇所

別紙
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（前ページの続き）
具体的には、①学校における働き方改革の更なる加速化については、働き方改革の進捗状況

の公表等を教育委員会が行う仕組みの検討や勤務間インターバル確保の必要性、学校における
業務分担の見直しや適正化などが提言されている。また、②教師の処遇改善については、教職
調整額の率の引上げや、学級担任の教師の特別手当の加算などが提言されている。そして、③
学校の指導・運営体制の充実については、教科担任制のための加配定数を含む教職員定数の改
善や、教員業務支援員、部活動指導員を含む支援スタッフの配置拡充などが提言されている。

また、令和６年６月２１日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」に
おいては、質の高い教師の確保・育成に向け、学校における働き方改革の更なる加速化、教師
の処遇改善、学校の指導・運営体制の充実、教師の育成支援を一体的に進めるとされている。

この「審議のまとめ」や「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」を踏まえ、 過労死等
防止の観点からは、教職員のこれまでの働き方を見直し、長時間となっている在校等時間を是
正することで教職員の健康を守ることはもとより、日々の生活の質や教職人生を豊かにするこ
と等も重要であることから、各教育委員会における学校の業務の適正化を図る取組の推進や、
勤務時間管理の徹底、ストレスチェックの実施や面接指導体制の整備、衛生管理者等の選任等
の労働安全衛生管理を一層充実するとともに、予防的取組や相談体制の充実、復職支援等のメ
ンタルヘルス対策、ハラスメント対策等を推進する。

（12）公務員に対する周知・啓発等の実施
国家公務員、地方公務員については、地震、台風、洪水等の自然災害や非常事態への対応等

により、一時的に長時間勤務が必要となる場合があることも踏まえ、長時間勤務の削減のため
の対策、長時間勤務による健康障害防止対策、勤務間インターバルの確保、メンタルヘルス対
策、ハラスメント防止対策に取り組む。

国家公務員については、勤務間のインターバル確保に係る努力義務規定に基づき取組を推進
するとともに、超過勤務命令の上限規制等の勤務時間制度の適正な運用を徹底する。また、
「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針」等に基づき、職員の
勤務時間を「見える化」した上で、長時間労働の要因を分析し、その要因に対応した改善方策
に取り組むとともに、的確な勤務時間管理を含む管理職員による適切なマネジメントの実現に
向けて取り組む。さらに、「職員の心の健康づくりのための指針」等の周知・啓発、管理監督
者に対するメンタルヘルスに係る研修、ｅラーニング教材を用いたメンタルヘルス講習、ハラ
スメント防止講習を行う。その他、各府省におけるテレワークの適正かつ公平な運用の確保を
図るため、「国家公務員におけるテレワークの適切な実施の推進のためのガイドライン」の周
知徹底を行う。

地方公務員についても、国家公務員の取組を参考に、勤務間のインターバル確保による健康
の維持及び仕事と生活の調和がとれた働き方の実現に向けた取組を推進するよう、総務省から
地方公共団体に対して助言を行う。また、適切な勤務時間管理、時間外勤務の上限規制制度の
適正な運用を徹底するとともに、時間外勤務の状況等を公表し、長時間労働の要因の検証とそ
の結果を踏まえた長時間労働の削減の取組、メンタルヘルス対策等の推進を働きかける。さら
に、地方公共団体における取組の好事例の情報提供を行う。

また、国家公務員、地方公務員の公務災害の実態について職員等への情報提供を進めるとと
もに、補償制度や公務災害に関する相談窓口について周知を行う。

４ 相談体制の整備等

（４）公務員に対する相談体制の整備等
地方公務員については、人事委員会等で勤務条件等に関する職員からの苦情・相談窓口を設

置し、面談、電話、電子メール等による相談を実施しているほか、関係団体においてメンタル
ヘルス対策を担当する職員向けに無料の相談窓口を設置するなどしており、総務省ではこれら
の相談事業について地方公共団体に対して助言し、相談しやすい環境づくり等を促す。さらに、
メンタルヘルス不調や健康障害等に関する地方公務員共済組合の取組の一層の周知を図るとと
もに、相談窓口の充実や自然災害等の非常事態時における一層の活用のほか、関係団体が実施
する各種相談事業の周知を図り、活用を働きかける。
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第４ 国以外の主体が取り組む重点対策

地方公共団体、労使、民間団体、国民は、法の趣旨を踏まえ、国を含め相互に協力及び連携し、以下の視
点から、過労死等の防止のための対策に取り組むものとする。

１ 地方公共団体
地方公共団体は、法第４条において、国と協力しつつ、過労死等の防止のための対策を効果

的に推進するよう努めなければならないとされている。
（略）

また、地方公務員を任用する立場からの対策を推進し、それぞれの職種の職務の実態を踏ま
えた対策を講ずるよう努める。

（１）啓発
地方公共団体は、住民が過労死等に対する理解を深めるとともに、過労死等を防止すること

の重要性について自覚し、過労死等の防止に対する関心と理解を深めるため、住民に対する啓
発を行うよう努める。
（略）

また、過重労働による健康障害の防止、職場におけるメンタルヘルス対策、ハラスメントの
防止については、国と協働して、周知・啓発を行うよう努める。

（２）相談体制の整備等
地方公共団体は、過労死等に関して相談を受け付けることができる窓口の設置や、国等が設

置する窓口との連携に努める。

（３）民間団体の活動に対する支援
地方公共団体は、民間団体が取り組むシンポジウムについて、協力・後援や事前周知等の支

援を行うよう努める。

第５ 過労死等防止対策の数値目標

第１から第４までに掲げられた過労死等の防止のための対策等の趣旨を踏まえ、過労死をゼロと
することを目指し、労働時間、勤務間インターバル制度、年次有給休暇及びメンタルヘルス対策に
ついて、数値目標を設定する。これらの数値目標については、白書等により推進状況を確認できる
ようにするとともに、国、地方公共団体、事業主等の関係者の相互の密接な連携の下、早期に達成
し、過労死ゼロを目指す。さらに、公務員についても、目標の趣旨を踏まえ、各職種の勤務実態に
応じた実行ある取組を推進する。
１ 労働時間については、週労働時間４０時間以上の雇用者のうち、週労働時間６０時間以上の雇

用者の割合を５％以下とする（令和１０年まで）。
特に重点業種等のうち週労働時間６０時間以上の雇用者の割合が高いものについて重点的に

取組を推進する。

２ 勤務間インターバル制度について、労働者数３０人以上の企業のうち、

（１）勤務間インターバル制度を知らなかった企業割合を５％未満とする（令和１０年まで）。

（２）勤務間インターバル制度（終業時刻から次の始業時刻までの間に一定時間以上の休息時間
を設けることについて就業規則又は労使協定等で定めているものに限る。）を導入して
いる企業割合を１５％以上とする（令和１０年まで）。

特に、勤務間インターバル制度の導入率が低い中小企業への導入に向けた取組を推進する。

３ 年次有給休暇の取得率を７０％以上とする（令和１０年まで）。

４ メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合を８０％以上とする（令和９年まで）。

５ 労働者数５０人未満の小規模事業場におけるストレスチェック実施の割合を５０％以上とする
（令和９年まで）。

６ 自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスがあるとする労働者の割合
を５０％未満とする（令和９年まで）。

なお、前大綱の数値目標であった「仕事上の不安、悩み又はストレスについて、職場に事業
場外資源を含めた相談先がある労働者割合」についても継続的に注視する。
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総 行 安 第 2 9 号 

                              令和６年５月 28 日 

 

 各 都 道 府 県 総 務 部 （ 局 ） 長 
 （ 安 全 衛 生 担 当 課 扱 い ）  

（市町村担当課・区政課扱い） 
 各 指 定 都 市 総 務 局 長  
 （ 安 全 衛 生 担 当 課 扱 い ）  
 

 

                          総務省自治行政局公務員部 

                          安 全 厚 生 推 進 室 長 

                          （ 公 印 省 略 ）  

 

 

令和６年の梅雨期、台風期等の大規模災害時における災害対応業務等 

に従事する職員の健康管理・安全衛生について 

 

 

平素より、地方公務員の健康管理・安全衛生の推進にご尽力いただいており、心から

感謝申し上げます。 

さて、例年、梅雨期及び台風期においては、局地的大雨や集中豪雨により、多数の人的

被害や住家被害が発生する危険性が高まります。また、大規模地震は時期を問わず発生

し、甚大な被害につながるおそれがあります。これらの大規模災害が発生した場合、被

災地方公共団体においては、災害対応や復旧・復興業務に従事する職員が十分な休養を

取得できないことなどにより、心身の負担が過度となりメンタルヘルス不調をきたすこ

とが懸念されます。 

そのため、災害発生時の職員の健康管理・安全衛生については、各任命権者において

十分に御配慮されることと存じますが、交代制による休養の取得など、特に災害対応や

復旧・復興業務に従事する職員の勤務環境に十分に御留意いただきますようお願いいた

します。 

 その際、下記の地方公務員共済組合が職員等向けに設置しているメンタルヘルス等に

係る相談窓口や、（一財）地方公務員安全衛生推進協会（以下「安衛協」という。）が各

地方公共団体等の職員（他の地方公共団体等からの応援職員を含む。）や人事・安全衛生

等担当者を対象に実施している各種メンタルヘルス対策事業の活用に加えて、令和６年

能登半島地震では行政職員健康管理版J-SPEEDの活用も効果的であったため、日頃から関

殿 
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係職員に対して周知いただき、特に、災害発生時においては積極的に御活用いただきま

すようお願いいたします。  

各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）及び一部事務

組合等に対してもこの旨周知いただきますようお願いします。なお、地域の元気創造プ

ラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各市区町村に対しても、本件に

ついて情報提供を行っていることを申し添えます。 

 

 

記 

 

 

１．地方職員共済組合（県職員）のメンタルヘルス等に係る相談窓口（職員向け）※１ 

○ 地共済こころの健康相談窓口（電話・WEB・面談カウンセリング） 

   <URL> https://www.chikyosai.or.jp/division/welfare/call/03.html 

   <TEL> 電話カウンセリング専用：0120-7832-24（24時間年中無休） 

      面談予約専用：0120-7834-12（月～金：９時～21時、土：９時～16時、 

日曜・祝日・12/31～1/3を除く） 

 （参考）市町村職員に関するメンタルヘルス等に係る相談窓口については、各都道府県の

市町村職員共済組合にお問い合わせください。 

 

２．安衛協による各種メンタルヘルス対策事業（①は職員向け、②③は主に人事担当者・安

全衛生担当者・福利厚生担当者向け） 

 ① メンタルヘルス対策支援専門員派遣事業※２（各地方公共団体等に臨床心理士等を派遣） 

   <URL> https://www.jalsha.or.jp/schd/schd07-3/ 

    <TEL> 当該事業に関する問い合わせ：03-3230-2021（安衛協企画課） 

② メンタルヘルス対策サポート推進事業※３（電話・メール等により実務面をサポート） 

   <URL> https://www.jalsha.or.jp/schd/schd08/ 

   <TEL> 当該事業に関する問い合わせ：03-3230-2021（安衛協企画課） 

電話相談受付専用：03-5213-4310（原則月曜・木曜の10時～16時（12時～13時

を除く）、祝日・年末年始を除く） 

 ③ 安衛協が主催する各種研修会・セミナー等 

   <URL> https://www.jalsha.or.jp/schd/schd01/ 

   <TEL> 当該事業に関する問い合わせ：03-3230-2021（安衛協研修課） 
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３．学校法人産業医科大学が実施するメンタルヘルス対策事業 

○ 行政職員健康管理版J-SPEED※４を活用した支援 

   <URL> https://www.j-speed.org/gyosei 

   <TEL> 当該事業に関する問い合わせ：093-691-7180（災害産業保健センター） 

（原則平日９時～16時） 

 

４．上記の他に利用可能な一般の方向けのこころの健康に関する相談窓口 

 ○ こころの健康相談統一ダイヤル（厚生労働省） 

<URL> https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikats

uhogo/jisatsu/kokoro_dial.html 

<TEL> 0570-064-556 

（全国共通の電話番号を設定しており、当該番号に電話をかけると、電話をか

けた所在地の公的な相談窓口につながる。受付時間等は地方公共団体により

異なる。） 

 

 ※１ 組合員（職員）のみならず、配偶者や被扶養者の方も利用できます。 

※２ 令和６年度メンタルヘルス対策支援専門員派遣事業については、別紙１のとおり、

安衛協より各地方公共団体に通知しています（令和６年３月７日付け安衛推協第46号

安衛協理事長通知）。 

※３ 令和６年度メンタルヘルス対策サポート推進事業については、別紙２のとおり、地

方公務員災害補償基金及び安衛協より各地方公共団体等に通知しています（令和６年

４月１日付け地基メ第２号・安衛推協第101号地方公務員災害補償基金理事長及び安

衛協理事長通知）。 

※４ 災害時において、職員の勤務健康状況を可視化し、必要な支援につなげるシステム

になります。導入にあたっては３の問い合わせ窓口に御相談ください。 

また、産業医科大学では、職員の健康に関与するスタッフ向けの情報提供サイト

（https://dohcuoeh.com/infomationforoh/）を設けるとともに、地方公共団体職員向

けの各種研修会・セミナーも主催しております（問い合わせ先は３と同じ）。 

 

 

（連絡先） 

 安全厚生推進室安全厚生係 

 担 当：出口、箱守 

 ＴＥＬ：03－5253-5560（直通） 

 E-mail：anzenkousei01@soumu.go.jp 
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総 行 公 第 １ ３ 号 

総 行 派 第 １ ７ 号 

総 行 安 第  ８ 号 

令和６年３月１５日 

 

各 都 道 府 県 総 務 部 （ 局 ） 長 

 （人事担当課、安全衛生担当課、市町村担当課、区政課扱い） 

 各 指 定 都 市 総 務 局 長  殿 

 （人事担当課、安全衛生担当課扱い） 

 各 人 事 委 員 会 事 務 局 長 

 

総務省自治行政局公務員部 

公 務 員 課 長 

応 援 派 遣 室 長 

安 全 厚 生 推 進 室 長 

（  公  印  省  略  ） 

 

 

令和６年能登半島地震による災害復旧業務に従事する職員の心身の健康確保に向けた 

勤務環境の確保や健康管理等について（通知） 

 

 

令和６年能登半島地震により被災した地方公共団体において、一日も早く被災者の生活

再建や地域の復旧・復興を進めて行くためには、その中心となる被災地方公共団体の職員

及び他の地方公共団体からの応援職員の心身の健康管理に十分な配慮が必要となります。 

このため、今般の地震における災害対応や復旧・復興業務に従事する職員の健康管理・

安全衛生については、「令和６年能登半島地震による災害復旧業務に従事する職員の健康

管理・安全衛生について」（令和６年１月９日付け総行安第１号）等により、心身への過

度な負担によるメンタルヘルス不調を防止する観点から、職員の勤務環境に十分に御留意

いただくよう通知しているところです。 

発災から２か月が経過し、職員の心身の疲労蓄積が懸念されることから、これまで以上

に職員の健康確保に向けて十分に注意を払う必要があるため、下記に御留意の上、引き続

き、時間外勤務の上限規制及び健康確保措置の実効的な運用等について、適切に対応して

いただくようよろしくお願いします。 

 各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）及び一部

事務組合等に対しても、この旨を周知していただきますようお願いします。 

なお、本通知については地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システム

を通じて、各市区町村に対して情報提供を行っていることを申し添えます。 

本通知は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 59 条（技術的助言）及び地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４（技術的な助言）に基づくものです。 
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記 

 

（１）時間外勤務の上限規制制度の適切な運用について 

被災地方公共団体においては、発災直後から災害対応業務に従事するため、長時間勤

務を余儀なくされた職員が多く生じていた状況があり、心身の健康障害を防止する観点

から、職員に対し、時間外勤務時間の上限規制を適正に運用することにより勤務環境を

確保するとともに、上限時間を超えるような時間外勤務を命じることを必要最小限にと

どめる必要があります。 

そのため、引き続き、休憩時間の適切な付与、交替制による休暇の取得、業務分担の

見直しや人員の適正な配置など、勤務環境の確保や時間外勤務の縮減に向けて、適切な

対応を図っていただくようお願いします。 

 

（２）長時間勤務者に対する健康確保措置の適切な運用について 

長時間勤務により心身の健康が損なわれるリスクが高い状況にある職員を見逃さない

ようにするため、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 66 条の８第１項等の規定

に基づく医師による面接指導等の必要な措置が確実に実施されるようにすることが重要

です。 

そのためには、産業医等の健康管理体制が不可欠であり、地方公共団体においては、

これまでも必要な体制の整備等を行っていただいているところですが、別紙１の取組も

参考に、適切な対応を図っていただくようお願いします。 

 

（３）メンタルヘルス対策の適切な実施について 

災害対応や復旧・復興業務が長期間にわたることで、心身の負担となりうる要因も変

化することから、ストレスチェック等により職員のストレス状態を把握し、適切なタイ

ミングでメンタルヘルス対策を講じることが重要です。 

職員が利用可能な相談窓口の周知や関係機関が実施している各種メンタルヘルス対策

事業の積極的な活用については既に周知しているところですが（別紙２参照）、当該事

業の利用等を通じて、職員へのメンタルヘルスセミナーの実施やカウンセリング等を実

施し、メンタルヘルス不調の未然防止や早期発見に向けた適切な対応を図っていただく

ようお願いします（別紙３参照）。 

 

（４）他の地方公共団体から派遣される応援職員への適切な対応について 

被災地方公共団体における業務には、他の地方公共団体から派遣される応援職員も従

事するところであり、その派遣期間が中長期にわたる場合もあることから、応援職員の

心身への負担について十分に配慮する必要があります。 

そのため、上記（１）～（３）を踏まえ、派遣先である被災団体はもとより、派遣元の

団体においても、当該職員に対し、適切な対応を図っていただくようお願いします（別

紙４参照）。 

 

 

 

（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【時間外勤務の上限規制に関する事項】 

公務員課 三木、阿部、向井 

         TEL:03-5253-5544 

【上記以外に関する事項】 

安全厚生推進室 板垣、別所 

           TEL:03-5253-5560 
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令 和 ３ 年 ３ 月 ２ ２ 日 

 

 

「災害時における地方公務員のメンタルヘルス対策 

マニュアル」の作成について 

 

  
近年、大型台風、集中豪雨、地震等の大規模災害が頻発し、災害対応業務に従事す

る職員のメンタルヘルス不調が危惧されています。 
この度、地方公共団体がとるべき災害時における職員へのメンタルヘルス対策につ

いて、地方公務員に対する公務災害補償の実施機関である地方公務員災害補償基金が

専門家や地方公共団体の方々にご協力をいただき、調査研究を行い、対策マニュアル

を別添のとおり作成しましたので、お知らせいたします。 
なお、対策マニュアルは地方公務員災害補償基金ホームページ及び事業委託先であ

る（一財）地方公務員安全衛生推進協会のホームページへ掲載していますことを申し

添えます。 
https://www.chikousai.go.jp/gyoumu/bousi/pdf/bousi49.pdf 
http://www.jalsha.or.jp/pub/pub04/detail/14096 

 

 
 
 
 
 

 
参考資料 

（担当課室等） 
自治行政局公務員部安全厚生推進室 

電話：０３－５２５３－５５６０（直通） 
 

 地方公務員災害補償基金 企画課 
  電話：０３－５２１０－１３４２ 

 

（内容に関する問い合わせ先（調査研究事務局）） 
 （一財）地方公務員安全衛生推進協会 企画課 
  電話：０３－３２３０－２０２１ 
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地方公務員災害補償基金
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ʮ災害࣌に͓͚る地方公務員のϝϯλルϔルスରࡦௐࠪڀݚʯݕ౼ҕ員会ҕ員౳

検討委員会委員
（３名）

座長　松井　豊　 筑波大学　人間系名誉教授
髙橋　幸子　専修大学　人間科学部非常勤講師（公認心理師）
飯山　尚人 総務省　自治行政局公務員部安全厚生推進室長

オブザーバー
（３名）

加藤　壮一 熊本県　知事公室危機管理防災課主幹
檜垣　元　 広島県呉市　総務部人事課人事研修グループ主査
加藤真木子 地方公務員災害補償基金　企画課主査

一般財団法人　地方公務員安全衛生推進協会 企画課事務局

災害࣌に͓͚る地方公務員のϝϯλルϔルスରࡦϚχϡΞル

松井　豊　　筑波大学　人間系名誉教授
髙橋　幸子　専修大学　人間科学部非常勤講師（公認心理師）

地方公務員災害補償基金　　令和 3 年 3月
〒102-0093 東京都千代田区平河町 2-16-1 平河町森タワー 8 階
TEL 03-5210-1342( 企画課 )

監修

発行

このマニュアルは、災害時に不眠不休で
働く被災地方公共団体職員の皆さま、被災
地の応援に駆けつける被災地外の地方公共
団体職員の皆さまが、こころの健康を維持
しながら復旧・復興業務に当たられることを
目指して作成したものです。被災経験のある
地方公共団体職員の皆さまのご意見をもと
に、被災後のメンタルヘルス対策について、
個人でできること、組織がやるべきことを具
体的に示しました。被災後にご活用いただ
くことはもちろんのこと、事前の備えとして
ご一読いただき、ご自身に何が起こりえるの
か、どうすればご自身を守れるのかを考える
きっかけにしていただけると幸いです。

（髙橋　幸子）

被災地で心理支援を行う中で、さまざま
な被災地公務員のお話を聞きました。避難
所で物資を被災者に配りながら、自分は賞
味期限を過ぎた食品を一日一食しか口にし
なかった職員。窓口で大声を出して怒鳴る
住民に頭を下げ続けた職員。何カ月たって
も睡眠時間を削って業務をし続けた職員。
こうした被災地の地方公共団体職員や被災
地に派遣された職員の心の健康を護るため
に、このパンフレットを監修しました。災
害が起こる前に、災害で生じる心身の問題
を知り、対策を採って、災害に対処する職
員が組織全体で護られることを祈っており
ます。

（松井　豊）

参考文献
『惨事ストレスとは何か』（松井　豊　著/株式会社河出書房新社）
『市町村のための業務継続計画作成ガイド』（内閣府　防災担当　平成27年5月）
『自治労通信　2019年冬号（No.793）』
『災害発生時における自治体組織と人のマネジメント』（市川宏雄・中邨　章　編著/第一法規株式会社）

別添
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災害時における地方公務員のメンタルヘルス　"4

災害時には、被災住民の方々はもちろんですが、災害対応業務に従事する公務員にも、心身
に大変な負荷がかかることがわかっています。地方公務員災害補償基金では、平成28年熊本
地震、平成30年7月豪雨（通称「西日本豪雨」）を対象に、被災地の地方公共団体の職員（他
の地方公共団体から派遣された職員も含む）に対して、被災時・派遣時の体験やストレス、そ
の後のメンタルヘルス不調などについて、実態の調査研究を行いました。
私たちには、過去の災害において、その時に起こったさまざまな問題を丁寧に拾い上げ、そこ

から多くを学ぶことで、今後の対策に生かしていくことが必要です。東日本大震災のような甚大
な被害をもたらす大災害では、ストレスのかかり方や、被害によってもたらされる問題の規模、
発生する反応の中身も異なってきます。本マニュアルは、本調査研究の結果を踏まえつつ、災害
対応業務に従事する地方公務員のメンタルヘルス対策をどのように行うべきかを、タイムライン
に沿って具体的に解説していきます。

͸͡Ίʹ

ʮ࣌֐ࡂʹ͓͚Δ஍ํެ務員ͷϝϯλϧϔϧεରࡦௐࠪڀݚʯɹ事֓ۀཁʢཁࢫʣ

໨࣍
災害対応業務にै事する職員のʮメンタルヘルス不ௐʯが危ዧされており、ͦ の発生༧防とద੾な対応がٻめられている。
このݱঢ়を౿まえ、災害対応業務にै事する職員（被災地方公共団体職員、ଞの地方公共団体から派遣された地方公
共団体職員）に対してௐ査を行い、被災時・派遣時の体験やストレス、ͦ の後のメンタルヘルス不ௐなどについて࣮ଶを
೺Ѳし、災害対応時のメンタルヘルス対策についてఏݴすることを目的とする。

　目的

˔平成28年熊本地਒　˔平成30年7月߽Ӎ（通শʮ੢日本߽Ӎʯ）
　対象災害

ʰ࣌֐ࡂʹ͓͚Δ஍ํެ務員ͷϝϯλϧϔϧεରࡦௐࠪڀݚใࠂॻʱ͔ ΒֶͿ
（令和2年3月　地方公務員災害補償基金）

災害時における地方公務員のメンタルヘルス対策

1 実施概要
アンέートௐ査を࣮ࢪ（アンέートௐ査߲目は、ώアϦング݁Ռに基ͮき作
成）し、職員のメンタルヘルスのঢ়گ、メンタルヘルスにؔして講じた対策
内༰౳についてௐ査分ੳを行い、メンタルヘルス対策にؔするঢ়گ౳をऔ
りまとめたௐ査研ڀใࠂ書を作成した。ௐ査研ڀใࠂ書は令和2年3月に
֤地方公共団体、地方公務員災害補償基金֤支部౳΁配෍した。

2 ヒアリング
（1）対৅団体ɿ被災地方公共団体（2団体）、被災地方公共団体に職員を

派遣した地方公共団体（2団体）
（2）対৅職員ɿ人事౳担当職員、災害対応業務にै事した職員
（3）࣮ ࢪ方法ɿώアϦング対৅団体を๚問し໘ஊ方式にΑり࣮ࢪ

3 アンケート調査
（1）対৅団体ɿ被災地方公共団体（2団体）、被災地方公共団体に職員を

派遣した地方公共団体（3団体）
（2）対৅職員ɿ

ᶃ被災地方公共団体職員のうち、災害対応業務にै事した職員
ᶄ災害対応業務にै事するために、被災地方公共団体に派遣された職員

（3）࣮ 用し、地方公࢖方法ɿ༣ૹ法にΑり、対৅職員本人がฦ信用෧౵をࢪ
務員安全Ӵ生推進ڠ会΁௚઀༣ૹ

　令和元年度事業
1 実施概要
令和ݩ年౓に࣮ࢪしたώアϦング、
アンέートௐ査ٴͼ令和̎年౓に࣮
したώアϦングの݁Ռを基に、メࢪ
ンタルヘルス対策にؔするマニュア
ルの作成を行い、֤ 地方公共団体、
地方公務員災害補償基金֤支部౳
΁配෍する。

2 ヒアリング
（1）対৅団体ɿ被災地方公共団

体（̍団体）
（2）対৅職員ɿ災害対応業務に

ै事した地方公務員のαϙー
トを行った࢈業ҩ、อ健師

（3）࣮ 方法ɿώアϦング対৅団体ࢪ
を๚問し໘ஊ方式にΑり࣮ࢪ

　令和２年度事業

　ۙ年、大ܕ୆෩、ू 中߽Ӎ、地਒౳の大規໛災害がස発しています。この݁Ռ、災害対応に

௥Θれる被災地方公共団体の職員おΑͼଞの地方公共団体から派遣される職員は心身に大きな

ෛ担が生じており、職員のʮメンタルヘルス不ௐʯが危ዧされています。ͦ のため地方公共団体は、

これらの業務にै事する職員のʮメンタルヘルス不ௐʯの発生༧防やద੾な対応のための体੍

を、組織として੔えておくඞཁがあります。

　本マニュアルは、平成28年熊本地਒おΑͼ平成30年7月߽Ӎ（通শʮ੢日本߽Ӎʯ）におけ

る被災地方公共団体の職員とଞの地方公共団体から派遣された職員を対৅としたௐ査研ڀ『災

害時における地方公務員のメンタルヘルス対策ௐ査研ڀใࠂ書』（令和̎年̏月/地方公務員災

害補償基金）ٴͼؔ࿈จݙをもとに、ࠓ後地方公共団体がとるべきʮ災害時における職員のメ

ンタルヘルス対策ʯについてまとめたものです。

　災害時にメンタルヘルス不ௐにؕる職員を࠷খ限に཈えられるΑう、メンタルヘルス対策の

策ఆにͥͻお໾ཱていただき、復旧・復興΁の༗ޮな備えとしてご活用いただけると幸いです。

災害時における地方公務員のメンタルヘルス対策

06

08
12

18
22

26
28

30
31

04

災害時における地方公務員のメンタルヘルスの状況Ⅰ
1گ務ʹै事ͨ͠৬員ͷঢ়ۀରԠ֐ࡂ

ඃࡂ஍ํެஂڞମʹ೿͞ݣΕͨ৬員ͷঢ়2گ

1

2

被災地方公共団体での対応Ⅱ

૊৫ͱͯ͠ͷରԠ
�ਓͷରԠݸ

03

31

ʰ࣌֐ࡂʹ͓͚Δ஍ํެ຿һͷϝϯλϧϔϧεରࡦௐࠪڀݚใࠂॻʱ͔ ΒֶͿ

1

2

୹ظ೿ݣʹ͍ͭͯ

被災地方公共団体へ職員を派遣する地方公共団体での対応Ⅲ

த௕ظ೿ݣʹ͍ͭͯ

1

2

今後被災地方公共団体となった場合への準備Ⅳ
ඃࡂ஍ํެஂڞମͱͳͬͨ৔߹΁ͷ४උ
ඃࡂ஍ํެஂڞମ΁৬員Λ೿͢ݣΔͨΊͷ४උ

1

2ʮฏ੒��೥۽ຊ஍਒ʯ͔ ΒֶͿ

過去の災害から学ぶことⅤ
ʮฏ੒��೥౦೔ຊେ਒ࡂʯ͔ ΒֶͿ

3ʮฏ੒��೥�݄߽Ӎʢ௨শʮ੢೔ຊ߽Ӎʯʣʯ͔ ΒֶͿ

˞地方公共団体をʮ自治体ʯとදهしているՕ所がありますが、アンέートௐ査౳からのҾ用部分については、ͦ のままのදهを࢖用しています。

02 03
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総 行 公 第 １ ０ ６ 号 

総 行 安 第 ４ ７ 号 

令和６年１２月２６日 

 

 各 都 道 府 県 知 事  

 （人事担当課、市町村担当課、区政課扱い） 

 各 指 定 都 市 市 長 

（ 人 事 担 当 課 扱 い ）  

  

 

総務省自治行政局公務員部長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

地方公務員の綱紀粛正及び健康確保の徹底について（通知） 

  

 

今般実施した「令和５年度 地方公務員の分限処分者数、懲戒処分者数及び刑事処

分者数等に関する調」につきまして、別添のとおり取りまとめましたので送付します。 

今般取りまとめた調査結果によると、職員の義務違反や非違行為等による懲戒処分

者数は過去 10 年間において最多の処分者数となるなど、不祥事件が相次いでいるこ

とは、国民・住民の地方行政に対する信頼を大きく揺るがすものであり誠に遺憾です。 

 公務員は、全体の奉仕者として、国民本位、住民本位の行政の推進に全力を尽くす

ことが求められています。各地方公共団体におかれましては、改めて国民・住民の地

方行政に対する信頼を確保するため、厳正な服務規律の確保に努め、綱紀の粛正に万

全を期すとともに、職員一人一人に対し全体の奉仕者であることの自覚を促し、職員

の職務に係る倫理の保持に一層努めるようお願いします。 
 

また、分限処分者数につきましても、本調査を開始した昭和 35 年度以降、最多の

処分者数となり、中でも、心身の故障の場合による休職者が年々増加している状況で

す。職員がメンタルヘルス不調に至る要因は様々であり、その対策は多岐にわたるこ

とから、組織のトップである知事・市町村長等のリーダーシップの下、人事担当部局

のみならず各部局、職場内外の医師、保健スタッフ等が連携した全庁的な体制を確保

し、メンタルヘルス不調の予防から再発防止までの各段階に応じて、計画的かつ継続

的に対応することが重要です。そのためにも、組織内外の関係者間のそれぞれの役割

や連携を体系立てて示したメンタルヘルス対策に関する計画の自主的な策定等を通

じて、メンタルヘルス対策を着実に実施する必要があります。 

 このため、総務省が一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会と連携して令和３年

度より継続して開催しているメンタルヘルス対策に関する研究会の報告書※１やこ

殿 
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れまで発出してきた助言通知※２を参考としていただき、引き続き、メンタルヘルス

対策の更なる推進に向けて対応いただくようお願いします。 
 
 また、各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）等に

対してもこの旨周知いただくようお願いいたします。なお、本通知については地域の

元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各市区町村に対し

て情報提供を行っていることを申し添えます。 

 本通知は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 59 条（技術的助言）及び地

方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

※１ 令和５年度 地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会報告書 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/koumuin_seido/anzen

_koumu_mhr5.html 

※２ 最近のメンタルヘルス対策に関係する助言通知 

・地方公共団体におけるメンタルヘルス対策の更なる推進に向けた取組につい

て（令和６年３月 22 日付け総行安第９号） 

・令和６年の梅雨期、台風期等の大規模災害時における災害対応業務等に従事

する職員の健康管理・安全衛生について（令和６年５月 28 日付け総行安第 29

号） 

・地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を実効的に運

用するための取組の一層の推進について（令和６年 12 月 26 日付け総行公第

111 号、総行安第 49 号） 

 

（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【本調査結果に関すること】 

公務員課 伊藤、河野 

TEL：03－5253－5543 

【メンタルヘルス対策に関すること】 

安全厚生推進室 出口、箱守、髙味 

TEL：03－5253－5560 
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総 行 公 第 1 0 9 号  

総 行 安 第 4 8 号 

令和６年 12 月 26 日  

 
各 都 道 府 県 総 務 部 長 

（人事担当課、安全衛生担当課、市町村担当課、区政課扱い） 

各 指 定 都 市 総 務 局 長   殿 

（人事担当課、安全衛生担当課扱い） 

各 人 事 委 員 会 事 務 局 長  

 

 総務省自治行政局公務員部 

公 務 員 課 長 

安 全 厚 生 推 進 室 長  

（  公  印  省  略  ）  

 
「令和５年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」の結果等を踏まえた 

地方公共団体における勤務環境の整備・改善等について（通知） 
 
 各地方公共団体の協力により実施した「令和５年度勤務条件等に関する調査」に

ついて、結果を取りまとめましたので通知します。 

今回調査した項目の中には、時間外勤務や休暇取得の状況、多様で柔軟な勤務時

間の設定、男性職員の育児休業の取得状況、メンタルヘルス不調による休務者の状

況が含まれており、いずれも地方公務員の働き方改革の推進に深く関わる統計とな

っております。これらの調査結果は、職員が心身の健康を維持し、ワークライフバ

ランスを保ちながら職務に従事できる環境を任命権者及び各職場の管理監督者が整

えることの重要性を示唆するものです。このような環境を整えることは、各団体の

組織がその力をいかんなく発揮し、住民に対する質の高い行政サービスを提供する

ことにもつながるものと考えられます。 

 また、職務環境や業務上の人間関係における問題は、職員の心身を損ない、各種

ハラスメント事案や近年増加の一途であるメンタルヘルス不調による長期間の休務

にもつながり、不調に陥った職員のみならず、他の職員、ひいては各団体の組織全

体の職務遂行にも著しい支障が生じ得るところです。加えて、このような活力が低

下した組織の状況では、人口減少・少子化の折、自治体運営の将来を担う有為な人

材の採用にも影響が及ぶことが懸念されます。 

 各団体におかれましては、働き方改革がそれぞれの組織にもたらす意義及び効果

を十分認識の上、調査結果を踏まえた勤務環境の整備・改善を進めるべく、下記の



173

参考資料（通知等）

事項にも留意の上、対応いただくようお願いします。 

各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村等に対してもこの旨周知いた

だきますようお願いします。なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・

照会システムを通じて、各市区町村等に対しても、本件について情報提供を行って

いることを申し添えます。 

なお、本通知は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第59条（技術的助言）及

び地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくもので

す。 

 

記 

 

第１ 地方公共団体における働き方改革に向けた勤務環境の整備・改善 

１ 勤務時間・休暇に関する事項 

(1) 勤務時間、休暇等については、地方公務員法（以下「地公法」という。）第

24条第４項により、国及び他の地方公共団体との権衡を失しないよう求められ

ているとともに、労働基準法（昭和22年法律第49号。以下「労基法」という。）

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「安衛法」という。）等地方公務

員に適用される労働関係法令の定めに反しないよう配慮し、各種制度を整備し

ていただきたいこと。 

  とりわけ、国家公務員について措置されている特別休暇であって、労働関係

法令にも同様の定めのある休暇について措置していない団体においては、特に

留意すること。 
 

(2) 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育休法」

という。）に基づく「育児休業」、「部分休業」、「育児短時間勤務」につい

て、条例が未整備である団体は、各制度の趣旨を踏まえ、地域の実情に応じて

所要の措置を講じていただきたいこと。 
 

(3) ワークライフバランス推進の観点から、柔軟な勤務時間制度として、「時差

出勤制度」、各種「早出・遅出勤務」及び「フレックスタイム制度」等の制度

について、積極的に活用していただき、多様で柔軟な働き方を可能とする勤務

環境の整備を進めていただきたいこと。 

今回調査では、従来の「早出・遅出制度」に加えて、申請に際し特に理由を問

わない制度として「時差出勤制度」を新たに調査している。時差出勤制度を導入

している団体の取組事例を別添に掲載したので、これも参考に、地域の実情に応

じ、ワークライフバランス推進に資する取組の実施について積極的な検討をお

願いしたいこと。 
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(4) 時間外勤務の縮減及び年次有給休暇の取得促進については、時間外勤務命令

の上限規制制度の実効的な運用や、計画表の活用等による職員が年次有給休暇

を取得しやすい環境づくりなどにより、積極的に取り組んでいただきたいこと。

また、民間においては、年次有給休暇の年５日の確実な取得が罰則付きで定め

られていることも鑑み、各団体におかれては、職員の年次有給休暇の使用につ

いて配慮いただきたいこと。 

なお、時間外勤務の関係については、別途通知する。 
 

(5) 男性職員の育児休業並びに配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇につい

ては、その取得向上について、積極的に取り組んでいただきたいこと。 

なお、これらの休業等の取扱いについては別途通知する。 

 

(6) 会計年度任用職員の休暇等については、当該休暇等を有給とするか否かも含め、

     国の非常勤職員との間の権衡を失しないように適当な考慮が払われるべきもの

     であること。 

また、公民権行使を事由とする休暇、官公署出頭を事由とする休暇、産前・産

後休暇、保育時間及び生理日の就業困難を事由とする休暇については労基法の

規定により、子の看護休暇、短期介護休暇、介護休暇及び介護時間については

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平

成３年法律第 76 号）の規定により、妊産疾病を事由とする休暇については雇

用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47年

法律第 113 号）の規定により、それぞれ、措置を行っていない部門・職種が存

在する団体においては特に留意すること。 

さらに、育休法に基づく「育児休業」及び「部分休業」について、会計年度

任用職員が取得するための条例が未整備である団体は、各制度の趣旨を踏まえ、

地域の実情に応じて所要の措置を講じていただきたいこと。 

 

２ 安全衛生に関する事項 

職員の健康確保措置については、安衛法に基づき、長時間勤務者に対する医師

による面接指導や、ストレスチェック等によるメンタルヘルス対策に取り組んで

いただいているところであり、引き続き積極的に取り組んでいただきたいこと。 

なお、職員の健康確保措置に関する詳細は、別途通知する。 
 

第２ 地方公共団体における人材確保に関する事項 
(1) 職員採用試験については、地域住民のニーズを適切に反映し、円滑な行政運

営を行うための多様な人材確保を行うため、中途採用の取組の推進や職員採用試
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験の多様化など、様々な取組を行っていただいているところである。しかしなが

ら、地方公務員の競争試験の受験者数・競争率については、人口減少・少子化の

中、社会情勢の変化や就業意識の多様化等により、長らく減少傾向が続いており、

低水準に留まっている。 

このため、人事担当課並びに人事委員会におかれては、それぞれが緊密な連携

を確保し、それぞれの地域の実情を踏まえて、多様な人材確保のための試験制度

の構築、人材確保活動等に引き続き取り組んでいただきたいこと。 

その際、「人材育成基本方針策定指針の改正について」（令和５年12月22日総

行給第71号ほか）を踏まえ、人材育成・確保基本方針策定指針において示された

人材確保に係る取組について、各団体の実情に即して積極的に検討いただきたい

こと。また、現在、地方公共団体の人材育成・確保の推進に関して参考となるよ

うな取組事例を新たに収集しているところであり、今後、各団体へ情報提供する

予定であること。 

 

(2) 中途採用について、「地方公共団体における就職氷河期世代支援に係る中途

採用の方針」（令和６年９月30日総行公第82号）により要請しているとおり、

国家公務員に係る方針も踏まえ、引き続き、既存の中途採用試験等の中で就職

氷河期世代の採用に取り組むほか、受験資格の上限年齢の引き上げなどの応募

機会の拡大、採用情報等の一層の周知などを含め、積極的に取り組んでいただ

きたいこと。 
 

 
（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【下記以外の事項】 

公務員課    三木、阿部、小林 

            TEL:03-5253-5544 

【安全衛生に関する事項】 

安全厚生推進室 出口、髙味 

        TEL:03-5253-5560 
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総 行 公 第 1 1 1 号 

総 行 安 第 4 9 号 

令和６年 12 月 26 日 

 

各 都 道 府 県 総 務 部 長 

 （人事担当課、安全衛生担当課、市町村担当課、区政課扱い）  

 各 指 定 都 市 総 務 局 長     殿 

 （人事担当課、安全衛生担当課扱い） 

 各 人 事 委 員 会 事 務 局 長  

 

総 務 省 自 治 行 政 局 公 務 員 部 

公 務 員 課 長 

安 全 厚 生 推 進 室 長 

（  公  印  省  略  ） 

 

地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を 

実効的に運用するための取組の一層の推進について（通知） 

 

 地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置については、「地方公共

団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を実効的に運用するための取組の更

なる推進について」（令和５年 12 月 25 日総行公第 139 号・総行安第 59 号。下記において

「令和５年度通知」という。）等により、かねてより制度の実効的な運用に当たって留意

すべきこと等を助言しているところです。 

 地方公務員については、その業務の性質上、公務のために臨時の必要がある場合や災害

その他避けることのできない場合に、職員に上限時間を超えた時間外勤務を命ずることが

可能な制度となっています。上限時間を超えた時間外勤務を命ずることが想定されている

状況にあるからこそ、時間外勤務の事後の要因の整理・分析・検証や長時間勤務者に対す

る医師による面接指導など、各団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置の実

効的な運用が重要となってきます。こうした認識のもと、制度を厳格に運用していただく

必要があります。 

 令和５年度の時間外勤務等の状況については、「「令和５年度地方公共団体の勤務条件

等に関する調査」の結果等を踏まえた地方公共団体における勤務環境の整備・改善等につ

いて（通知）」(令和６年 12 月 26 日総行公第 109 号・総行安第 48 号)のとおりです。 

調査結果（別添１参照）を踏まえ、各団体が時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を

実効的に運用するための取組を一層推進するに当たって留意いただきたい事項は下記のと

おりですので、適切に対応していただくようお願いいたします。 

各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村に対してもこれらを周知してい

ただくほか、各市区町村においてもより積極的な取組が行われるよう助言をお願いいたし

ます。 

なお、本通知については地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システム

を通じて、各市区町村に対して情報提供を行っていることを申し添えます。 
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本通知は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 59 条（技術的助言）及び地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

記 

 

１ 時間外勤務の上限規制の実効的な運用について 

 長時間勤務の縮減のためには、前提として、職員の勤務時間を適切に把握することが

重要である。その上で、例外的に上限時間を高く設定する部署の指定（他律的業務の比

重が高い部署（以下「他律的部署」という。）の指定）や、時間外勤務の要因の整理・分

析・検証、時間外勤務縮減に向けた適切な対策等を行う必要があること。 

（1）適切な勤務時間の把握 
長時間労働やこれに起因する職員の心身の故障を是正・防止しつつ、公務能率の適

正を確保するためには、職員の勤務時間の実態を把握した上で、業務の再配分、応援

体制の構築等を行うことが求められる。 

このため、①厚生労働省が定めた「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべ

き措置に関するガイドライン」（平成 29 年２月８日付総行公第 19 号により通知）及

び②労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号。以下「安衛法」という。）第 66 条の

８の３（長時間労働者に対する医師による面接指導を実施するための労働時間の状況

の把握義務）の規定に基づき、客観的な方法により勤務時間を把握する必要がある。

令和６年４月１日時点で職員本人からの自己申告のみにより勤務時間の管理を実施し

ている団体が 446 団体（24.9％）存在するが、これらの団体においては、タイムカー

ド、IC カード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎とした勤務時間

の把握について、速やかに実施方策の検討をお願いしたいこと。 

また、あらかじめ命じた時間外勤務や職員から自己申告された勤務時間と実際の勤

務時間との間に乖離が生じた場合などは、実際の勤務時間に補正を行った上で、時間

外勤務手当の支給や健康確保措置の実施など労務管理上の必要な措置を適切に講じて

いただき、適正な運用を図っていただきたいこと。 

 

（2）例外的に上限時間を高く設定する部署の指定（他律的部署の指定） 
時間外勤務の上限規制制度を適切に運用するに当たっては、時間外勤務を命ずる職

員のみならず、時間外勤務を命じられる職員が、自らの月単位又は年単位等の上限時

間等を正確に把握していることが重要となる。このため、原則の上限時間（月 45 時間

及び年 360 時間）以外の例外の上限時間を定める場合には、国家公務員に係る制度を

踏まえ、他律的部署の指定を行い、原則又は例外のいずれの上限時間が適用されるか

についてあらかじめ職員に周知する必要がある（「職員の勤務時間、休日及び休暇の

運用について」（平成６年７月 27 日職職―328。以下「人事院運用通知」という。）

第 10 の第 10 項及び第 11 項参照）。 

しかしながら、例外の上限時間を定めているにもかかわらず、他律的部署の範囲を

必要最小限のものとせず、長時間勤務に備えてあらかじめ全ての部署を他律的部署と

して振り分けるケースなど、不適正な運用が一部団体でなされている。 

他律的部署の指定に関し必要な措置を適切に講じていただき、上限規制制度の厳格

な運用を図っていただきたいこと。 
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 (3) 時間外勤務の要因の整理・分析・検証及び時間外勤務縮減に向けた適切な対策 

時間外勤務命令は、臨時又は緊急の必要がある場合で必要最小限にとどめるととも

に、職員の心身の健康に最大限配慮しなければならないことは言うまでもないが、特

に上限時間を超える時間外勤務を命じた場合においては、当該時間外勤務に係る要因

の整理、分析及び検証を行い、その結果を踏まえ、業務量の削減や業務の効率化など、

時間外勤務縮減に向けた適切な対策に取り組む必要がある。 

国家公務員においては、要因の整理分析等を行うに当たっては、上限時間等を超え

て時間外勤務を命ぜられた職員について、少なくとも、①所属部署、②氏名、③上限

時間を超えた時間外勤務を命じた月又は年における時間外勤務の時間又は月数及び

当該月又は年に係る上限時間等、④上限時間を超えた時間外勤務の業務概要、⑤人員

配置又は業務分担の見直し等によっても回避できなかった理由を記録し、適切に情報

を収集した上で、整理分析等を行うものとされているほか、業務量の削減又は業務の

効率化に取り組むなど、時間外勤務の縮減に向けた適切な対策を講ずるものとされて

いる（人事院運用通知第 10 の第 16 項から第 18 項まで参照）。 

しかしながら、地方公共団体においては、令和６年４月１日時点で時間外勤務の上

限規制制度を導入している団体のうち 66 団体（3.7％）が要因の整理分析等の規定を

整備していない。また、要因の整理分析等を実施している団体であっても、110 団体

（9.2％）が時間外勤務の要因の整理分析等に必要な個々の職員についての記録を、

172 団体（14.3％）が当該記録の活用を行っていない状況にある。 

要因の整理分析等に必要な個々の職員の時間外勤務に関する記録を作成するとと

もに、当該記録を活用し、適切に情報を収集した上で、時間外勤務の要因の整理・分

析・検証を実施するなど必要な措置を適切に講じていただき、上限規制制度の適正な

運用を図っていただきたいこと。また、その要因の整理・分析・検証を踏まえ、業務

量の削減や業務の効率化、人員の適正な配置等の時間外勤務縮減に向けた適切な対策

に取り組んでいただきたいこと。 

また、令和５年度通知において、時間外勤務の上限規制制度を実効的に運用する

ための取組に係る好事例を紹介したところ。加えて、本年４月 1 日から国家公務員

においては、各省各庁の長に対して勤務間のインターバルを確保する努力義務が課

されていることを踏まえ、「人事院規則 15－14（職員の勤務時間、休日及び休暇）

の一部改正等について（令和６年４月１日施行の勤務間のインターバル確保関

係）」（令和６年３月 29 日総行公第 18 号・総行安第 15 号）において、国家公務員

における取組も参考に、地方公共団体においても、勤務間のインターバルを確保す

るよう、具体的な取組について検討を助言したところである。今般、時間外勤務の

上限規制制度の実効的な運用及び勤務間のインターバル確保に資する好事例を別添

２のとおりまとめている。このような取組事例も参考に、地域の実情に応じ、時間

外勤務縮減及び勤務間のインターバル確保に資する取組の実施について積極的な検

討をお願いしたいこと。 

 

２ 健康確保措置の実効的な運用について 

（1）長時間勤務者に対する医師による面接指導 
長時間勤務により心身の健康が損なわれるリスクが高い状況にある職員を見逃さな

いようにするため、医師による面接指導等の必要な措置が確実に実施されるようにす

ることが重要である。長時間勤務者に対する医師による面接指導の実施においては、
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原則地方公務員にも適用される安衛法を遵守しつつ、国家公務員との均衡を図る観点

から人事院規則の規定を参考に、職員の健康管理に努める必要がある。特に、特例業

務により上限時間を超えて時間外勤務を命ずる場合には、職員の健康確保への最大限

の配慮をしなければならないこととされている。 

長時間の時間外勤務を行った場合、職員の心身の健康障害につながりかねないこと

から、各地方公共団体においては、職員の健康確保の観点から、医師による面接指導

や健康相談等を適切に実施していただきたいこと。 

特に、長時間勤務者に対する医師による面接指導に係る例規・指針等を整備してい

ない部局を有する地方公共団体（令和６年４月１日時点で 1,788 団体中 598 団体(33.

4％)）においては、国家公務員における人事院規則１０－４（職員の保健及び安全保

持）第 22 条の２等の規定を参考に、例規・指針等を速やかに整備していただきたいこ

と。 

また、令和６年４月１日時点で、医師による面接指導の対象となる要件に該当して

いながらも面接指導が行われなかった職員の主な理由のうち、「職員に対し、面接指

導を受けることを通知・勧奨したが、反応が無かった又は職員自身が必要ないと判断

した」が 35.0％、「職員が業務多忙で面接時間を確保できなかった」が 9.9％などと

なっている。 

これまでも、医師による面接指導を着実に実施するため、職員本人や所属部署、管

理監督者等に対して様々な方法で周知・啓発・勧奨等の働きかけを行っている地方公

共団体の取組を紹介してきたところであるが、引き続き面接指導を効果的に実施して

いる取組を取りまとめている（別添３参照）ので、これらを参考にし、地域の実情に

応じて医師による面接指導を確実に行っていただきたいこと。 

加えて、医師による面接指導の実施後においては、安衛法第 66 条の８の２第２項に

おいて準用する同法第 66 条の８第４項及び第５項により、面接指導の結果に基づき職

員の健康を保持するために必要な措置について医師の意見を聴かなければならず、さ

らに当該医師の意見を勘案し、その必要があると認めるときは当該職員の実情を考慮

して就業場所の変更、職務内容の変更、有給休暇の付与、労働時間の短縮、深夜業の

回数の減少等の措置を講じなければならないこととされており、健康確保措置の適正

な運用を図っていただきたいこと。 

 

（2）ストレスチェック等によるメンタルヘルス対策 
長時間勤務等によるメンタルヘルス不調の発生や悪化を防止するため、安衛法に基

づくストレスチェックを全ての職員に対して実施する（メンタルヘルス不調で治療中

のため受験の負荷が大きいなどの特別の理由がある場合を除く。）ほか、ストレスチ

ェック結果を集団ごとに集計・分析し、その集団分析結果を職場環境の改善に積極的

に活用していただきたいこと。 

また、メンタルヘルス不調による休務者を出さないためにも、職員（管理監督者、

産業保健スタッフを含む。）に対する教育研修・情報提供の実施、産業医等の安全衛

生管理体制や相談体制（外部機関を含む。）の整備・活用、職場復帰における支援の

実施等、多くの関係者が連携した全庁的な体制を確保し、メンタルヘルス不調の予防

から再発防止までの各段階に応じた対応を、計画的かつ継続的に講じることが重要で

ある。このため、メンタルヘルス対策に関する計画等の策定等を通じて、対策を着実

に実施していただきたいこと。 
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なお、一部の地方公共団体においては、メンタルヘルス対策を推進するため、様々

な創意工夫をして取組を実施しているところであり、今般、少人数事業場におけるス

トレスチェックの集団分析や若年層職員、管理監督者に関するメンタルヘルス対策、

復職支援について効果的に実施している取組を取りまとめたので（別添３参照）、こ

れらを参考にし、更なる対策を進めていただきたいこと。 

加えて、地方公共団体における課題や効果的なメンタルヘルス対策を実施するため

の先進的な取組事例を踏まえた対応策等について、今後、別途通知する予定であるこ

と。 

 

（3）安全衛生管理体制の構築について 

安衛法に基づき選任・設置が義務付けられている各種管理者等又は衛生委員会等の

調査審議機関を選任等していない事業場を有する地方公共団体にあっては速やかに改

善していただきたいこと。 

また、事業場における各種管理者等による巡視や衛生委員会等の開催など、これらの

安全衛生管理体制を有効に活用していただきたいこと。 

 
３ 人事委員会等における労働基準監督機関としての職権の行使 

人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の長）

は、地方公務員法第 58 条第５項の規定により、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号。

以下「労基法」という。）別表第１第 11 号に該当する事業場（漁業無線局等）、第 12

号に該当する事業場（学校、研修所等）及び同表の各号に該当しない事業場（本庁、支

所、出張所等）に対して、労働基準監督機関の職権を行うこととされている。 

そのため、人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団

体の長）におかれては、労基法、安衛法等の適用状況を把握し、勤務時間及び休暇等勤

務条件並びに安全衛生管理体制について、引き続き適切に指導・監督を行っていただき

たいこと。 

 

 

 
（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【下記以外の事項】 

公務員課 三木、阿部、小林 

         TEL:03-5253-5544 

【健康確保措置に関する事項】 

安全厚生推進室 出口、髙味 

            TEL:03-5253-5560 
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【新潟県】時間外勤務の削減と勤務間のインターバル確保の取組
新潟県では、22時以降の時間外勤務は原則禁止とし、超えた場合は翌日の部局主管課への報

告を義務付けるとともに、22時30分を超えて時間外勤務をする場合には勤務間インターバル制
度を適用している。

22 時以降の時間外勤務の原則禁止

時間外勤務をした職員 勤務間インターバル制度の手続き

管理監督者

翌日に部局主管課へ職員氏名・勤務時間を報告。部局主管課から部局長に
適宜報告し、部局長は必要に応じて業務改善等を指示。
翌勤務日までの間に10時間のインターバルを確保することを徹底。やむを
得ずインターバル制度の適用除外とした職員については、上記報告とあわ
せて、適用除外となる業務及び除外理由を部局主管課へ報告。

○ 目安時間 10時間（民間、他自治体の動向及び通勤に係る時間等を考慮し設定）
○ 手続き等 ① 21時50分時点でログオンしている職員のPCにポップアップ（※）による注意喚起。

② 職員はシステムに時間外勤務を変更入力し、翌勤務時間を係長等へ連絡。
③ 翌日以降、係長等からシステムの勤務時間の割振変更。

時間外勤務終了時刻 次の勤務時間 休憩時間
22:31～23:00 9:00～12:00、13:00～17:45

12：00～13：0023:01～23:30 9:30～12:00、13:00～18:15
23:31 以降 10:00～12:00、13:00～18:45

時間外勤務の事前命令は20時まで（１日３時間以内）、やむを得ず延長する場合であっても22
時までを上限としている。22時を超える時間外勤務は原則禁止。仮に22時を超えた場合、以下
の対応を実施。

○ 変更パターン ＜例＞通常勤務（8:30～17:15）の職員

○ 適用除外 「業務の都合上やむを得ない場合」又は「家庭の都合等により本人から申し出が
あった場合」で、所属長が通常の始業時刻に出勤する必要があると認めた場合

（※）ポップアップ例

① 時間外命令の目安時間の設定と上限を超えた場合
の早期の主管課への報告により、業務配分の見直
し等で業務効率化ができる可能性がある。

② 勤務間のインターバル確保による職員の健康維持
を図るとともに、業務都合などでインターバルが
確保できなかった場合の主管課への報告など業務
改善の端緒として職員の勤務記録の活用を行って
いる。

③ PCのログオン記録を活用し、ポップアップ表示
を行うことで、職員に勤務間のインターバル確保
の意識づけを行っている。

勤務間のインターバル制度

工夫のポイント（※）ポップアップ例

勤務間インターバル制度の取組事例

参考：時間外勤務の上限規制及び健康確保措置通知の別添資料 別添2
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� 
 

地地方方公公共共団団体体ににおおけけるる健健康康確確保保措措置置にに関関すするる取取組組��

��

第第１１�� 長長時時間間勤勤務務者者にに対対すするる医医師師にによよるる面面接接指指導導のの実実施施率率向向上上にに向向けけたた取取組組��

��

【北海道Ɫ小∾市】�

ẖ月、長時間勤務の該当となった職員本人にࣄアリングシートの記入を求め、所属長が

アリングを行ったうえで保健指導会議を開催している。人事・厚生担当の管理職、衛生ࣄ

管理者、保健師、長時間勤務者を有する所属長が保健指導会議に参加し、その職員の状

況・様子に応じて、それぞれ適切な産業医（内科又は精神科医）による面接指導が受けら

れるよう受診日程の調整を行っている。�

【新潟県新発田市】�

職員の健康管理を担当する保健師がẖ月面接指導対象者を把握し、産業医と対象職員

の日程を調整している。事前問診⚊及び健康診断結果に基づいて医師の意見を聴取した

後、疲労⵳積状況や産業医意見等の面接指導結果を所属長へ通知している。面接指導の日

程、場所を対象職員の事情に合わࡏ柔軟に対応することで、100％の実施率を達成してい

る。�

【滋賀県⏥賀市】�

人事課に保健師を在籍さࡏており、時間外勤務時間の集計作業時から直ちに対象職員

を把握し、面接指導対象職員と産業医の間に入って調整役として活躍しており、高い面接

指導の実施率の理由となっている。�

専門的な知識を有する保健師が人事課に在籍することで、医療機関との連携強化や職

場環境に良い影響が出ている。また、発達障害やうつ病なども視野に入れた専門性の高い

話ができるようになり、所属長と調整しやすくなった。�

 

第第２２�� 少少人人数数事事業業場場ににおおいいてて集集団団分分析析をを実実施施すするるたためめのの取取組組��

��

【福岡県福岡市】�

� 「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュアル」における集団ࡈとの

集計・分析に関する下限人数の例外規定を踏まえ、ࠗ 仕事のストレス判定図࠘を作成のう

え、集団の集計・分析単位としては、専門家のアドバイスのもと、「６人」単位としてい

る。（集団の集計・分析は所属（課）単位で実施しているため、10 人単位だと約３割の所

属が分析できなかったが、６人にすることで、分析できない所属が約１割に減少した。）�

㸺参考㸼�

「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュアル」（厚生労働省労働基準

局安全衛生部労働衛生課産業保健支援室� 平成 2� 年５月策定㸭令和３年２月改定）3�4�

KWWSV���ZZZ.PKOZ.JR.MS�FRQWHQW�0005��925.SGI�

�

 �

参考：時間外勤務の上限規制及び健康確保措置通知の別添資料 別添３
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� 
 

第第３３�� メメンンタタルルヘヘルルスス対対策策のの推推進進にに関関すするる取取組組��

 

１１．．若若年年層層職職員員にに対対すするるメメンンタタルルヘヘルルスス対対策策 

若若年年層層職職員員向向けけのの研研修修��

【岩手県】ࠓ㹎３参照ࠔ�

若年層職員を対象とした、相談できる௰間づくりの機会とすることを目的とする「職員

健康交ὶ会」を実施している。�

【大分県】�

「ここࢁの健康講座」において、世代間ࢠャップをテーマに若手職員と࣋テラン職員で

構成されるグループワークを取り入れた研修を実施した。（ストレスチェックにおいて上

司からのサポートありとの回答率上昇）�

��

�� 若若年年層層職職員員向向けけのの相相談談窓窓口口・・制制度度のの充充実実��

【島根県】�

新規採用職員全員を対象に職員相談員（保健師）による個別の健康面談を実施してい

る。面談時には、健康診断結果や直前のストレスチェックの結果を含めて面談を実施して

いる。一度面談を体験することで、その後も相談しやすい環境づくりにᐤ୚していると考

えている。その他、職員相談員（保健師）との༏名健康相談日も設けている。�

【大分県】�

グループアドバイザー制度※１や特別相談員制度※２により、若年層職員が相談しや

すい環境を整えている。�

※１� グループアドバイザー制度：年㱋の近しい先㍮職員が新規採用職員の職場外での

自ᕫ啓発援助やプライ࣋ートな相談等に応じる制度�

※２� 特別相談員制度：豊ᐩな経験と管理職経験のある県職員㹍㹀㹍㹅が職場巡回を行

い若年層職員の育成や所属長等に助言を行う制度�

【長野県岡谷市】�

新規採用職員に対しては、メンター（新規採用職員職場指導員）制度の導入、グループ

アドバイザー制度の導入、公認心理師によるフォローアップ面談（年２回）の実施、メン

タルヘルスに関する研修等を実施している。また、若年層に限らず職員が利用できる電話

相談サーࣅス（24 時間対応）の導入、公認心理師による個別面談（㝶時）、産業相談専門

員による個別面談（２ࣧ月に１回程度）、産業医への相談体制等を整えている。�

 
� 職職場場内内ににおおけけるるメメンンタタルルヘヘルルスス不不調調のの原原因因調調査査��

【神奈川県川崎市】ࠓ㹎４参照ࠔ�

29 ṓ以下の休職経験をした職員へのアンケートや市が保有するࢹータ等をもとに専門

職員や精神科医とともに調査分析を行っている。その内容をもとに、メンタルヘルス不調

の要因について把握し、その対策につなげている。�

その結果を受けて、不調の要因を早期に把握するために、日頃から相談しやすい職場環

境や相談窓口の周知を強化し、若年層職員と接する機会の多い、人材育成担当者、メンタ

ー、主任・係長級にも現状と課題を周知し、不調になる前にすくい上げる体制の強化を図

っている。�
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� 
 

事事例例１１））若若年年層層職職員員向向けけのの研研修修（（岩岩手手県県））��

�職員健康交ὶ会ۑ 実施要㡿

�

¾ 若年層職員（新規採用、採用２・３年目及び異動２箇所目の職員のうち希望者）を対象

に、健康クイࢬやレクリ࢚ーシࣙンにより、参加者同士が積極的にコ࣑ュニケーシࣙン

を取る内容とすることで、交ὶ会後も職員同士の⧅がりを持てるようᕤኵして実施し

ている事例。 
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� 
 

事事例例２２））職職場場内内ににおおけけるるメメンンタタルルヘヘルルスス不不調調のの原原因因調調査査（（神神奈奈川川県県川川崎崎市市））��

�調査結果ۑ 報告書�

� �

¾ 29 ṓ以下の休職経験をした職員へのアンケートや市が保有するࢹータ等を用いてメン

タルヘルス不調の要因について把握し、その対策につなげている事例。 
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� 
 

２２．．管管理理監監督督者者にに対対すするるメメンンタタルルヘヘルルスス対対策策��

管管理理監監督督者者向向けけのの相相談談窓窓口口、、制制度度のの充充実実����

【長野県】�

県の保健師による健康相談窓口とは別に、管理監督者が自身のメンタルヘルスについ

て、外部の精神科医師及び相談窓口に直接相談できる窓口を設置し、管理監督者専用の相

談ができる外部機関を確保している。専用窓口とすること、相談内容・相談者については

職員課も関知しないことで相談しやすさに配慮している。�

【岐㜧県岐㜧市】�

各所属長にストレスチェックの集団分析結果について個別で説明するとともに、健康

リスクの高い職場や希望する職場を対象に外部のコンサルタントを招き、職場環境改善

検討会を実施し、各職場において環境改善を図る契機としている。�

【茨城県東海村】ࠓ㹎６参照ࠔ�

仕事以外の要因も業務に影響を୚えることを考慮し、管理監督者が部下や家ᗞのこと

を気㍍に相談できる精神保健福♴士への相談窓口（対面）や公認心理師への相談窓口

（:HE）を設置している。�

また、悩みがない場合にも、相談窓口に対するハードルを下げる経験値を高める体験型

として活用している。�

 

管管理理監監督督者者向向けけのの手手引引ききのの作作成成��

【岩手県】�

職場復帰カ⦎を実施する所属や対象者へのサポートを行うとともに、「職場復職支援ガ

イド」及び「療養関連事務処理ガイド」を作成し、復職への支援を行っている。�

【福島県】�

管理監督者向けの「職場復帰支援の手引き」を作成し、所属と連携しながら個別支援を

実施している。�

【神奈川県川崎市】ࠓ㹎７参照ࠔ�

管理監督者向けの手引きとして、「管理監督者のためのメンタルヘルス対策の手引き」

及び「メンタルヘルスと自殺予防」を作成し、所属での休務者への対応方法やその後の復

職支援、試し出勤等に対応ができるようにするとともに、自殺予防の面からも活用してい

る。手引き等は、庁内のイントラネットに掲載し、様々な機会で周知している。�

【秋田県⨾㒓町】�

管理職・係長職用のメンタルヘルスガイドを策定し、この中で早期発見から職場復帰後

のフォローまでのフローチャート、部下の変化を確認するためのチェック項目や早期発

見・早期対応に努めるための管理職の役割等を明記し、活用している。�
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� 
 

事事例例１１））管管理理監監督督者者向向けけのの相相談談窓窓口口、、制制度度のの充充実実（（茨茨城城県県東東海海村村））��

電話やۑ :HE での相談窓口�

�

�対面での相談窓口ۑ

�

¾ 部下や家ᗞのことを気㍍に相談ができるように、対面、電話や :HE での相談窓口を設置

している事例。�
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� 
 

事事例例２２））管管理理監監督督者者向向けけのの手手引引ききのの作作成成（（神神奈奈川川県県川川崎崎市市））��

�管理監督者向けの手引ۑ

��

�� ��

¾ 管理監督者向けの手引きを作成し、職場における必要なメンタルヘルスに関する基礎知

識の習得や実際の対応方法等につなげている事例。�
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� 
 

３３．．復復職職支支援援のの取取組組 

�� 復復職職前前ののリリワワーーククププロロググララムム等等のの取取組組��

【宮城県】ࠓ㹎９参照ࠔ�

令和６年度より、෇⁥な職場復帰と再休業予防を目指し、試し出勤の前段階として精神

系疾患を原因とした１か月以上の病気休暇取得又は病気休職中で主治医が認めた職員向

けに、プログラムの作成、実施、相談等を行うリワークプログラムを業者に委託して実施

している。また、医療職職員が復職した職員の定期的なフォローを行っている。�

【東京都】�

精神疾患による休職者の෇⁥な職場復帰を図ることなどを目的として、下記の通り各

種セ࣑ナー等を開催している。�

①「復職ことはじめ講座」�

※職場復帰の初期段階として生活リࢬムの整え方等を解説、②への෇⁥な導入を図る。�

②「復職ウォー࣑ングアップセ࣑ナー」�

※休職者の職場復帰性を高めるための集団・個別プログラム、③への෇⁥な導入を図る。�

③「職場復帰カ⦎」�

④「復職フォローアップの会」�

※再発予防の一環として復職後 1 年以内の職員が体験を共有し合う情報交換会 
 

外外部部資資源源のの活活用用��

【滋賀県ᰩ東市】�

リハࣅリ出勤を㍈に職場復帰プログラムを作成し、職場説明会の開催や相談業務を民

間カウンセラーに委託している。例年４月に単౯契約を実施し、相談案件が発生すれば委

託先の民間カウンセラー（公認心理師、キャリアコンサルタント、認定心理士、産業カウ

ンセラーの資格を有する方）に依頼する。第୕者の視点で民間カウンセラーが関わること

でカウンセリング対象職員の通㝔している病㝔を変える指導があり、その結果改善が見

られる効果が出ている。�

��

�� ��
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� 
 

事事例例１１））復復職職前前ののリリワワーーククププロロググララムム等等のの取取組組（（宮宮城城県県））��

�リワークプログラムの概要例ۑ

�

¾ 試し出勤の前段階としてリワークプログラムを導入している事例。�
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総 行 公 第 １ ８ 号 

総 行 安 第 １ ５ 号 

 令和６年３月２９日 

 

各 都 道 府 県 総 務 部 長 

 （人事担当課、安全衛生担当課、市町村担当課、区政課扱い） 

 各 指 定 都 市 総 務 局 長    殿 

 （人事担当課、安全衛生担当課扱い） 

 各 人 事 委 員 会 事 務 局 長  

 

             総務省自治行政局公務員部 

             公 務 員 課 長  

             安 全 厚 生 推 進 室 長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

人事院規則 15－14（職員の勤務時間、休日及び休暇）の一部改正等について 

（令和６年４月１日施行の勤務間のインターバル確保関係） 

 

本日、一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関

係人事院規則の整備等に関する人事院規則（人事院規則１―８２）が公布されるととも

に、「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係

人事院事務総長通知の一部改正について（通知）」（令和６年事企法―８７）等の関連通

知が発出され、令和６年４月１日から順次施行されることとなります。 

今般の改正は、令和５年８月７日に人事院が行った「公務員人事管理に関する報告」に

おける「柔軟な働き方を実装するための制度改革の推進等」のうち、(ｱ)フレックスタイ

ム制の見直し及び(ｲ)勤務間のインターバルの確保に関する対応です。 

このうち(ｲ)勤務間のインターバルの確保に関して、下記のとおり、人事院規則改正及

び人事院局長通知の内容並びに地方公務員における取組に係る留意点をお示しします。 

各地方公共団体におかれては、下記の内容も参照の上、国家公務員の取組も参考にしな

がら、勤務間のインターバル確保による職員の健康の維持及び仕事と生活の調和がとれた

働き方の実現に向けた取組を推進していただくようお願いいたします。 

各都道府県においては、貴都道府県内の市区町村等に対しても御連絡いただくようお願

いします。なお、本通知については地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会

システムを通じて、各市区町村に対しても情報提供を行っていることを申し添えます。 

本通知は、地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第 59条（技術的助言）及び地方自

治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

記 

 

１ 国家公務員における勤務間のインターバル確保 
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（１）改正の趣旨及び内容 

・ 人事院規則１５―１４（職員の勤務時間、休日及び休暇）第１条の２を新設し、一

般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律（平成６年法律第33号）第４条第１項に

規定する各省各庁の長の責務に基づくものとして、各省各庁の長に対して、勤務間の

インターバル（職員の健康及び福祉の確保に必要な勤務の終了からその次の勤務の開

始までの時間）を確保する努力義務を課すものであること。 

・ これは、勤務間のインターバル確保に係る各省各庁の長の責務を法令上明確にする

ものであること。 

 

（２）目安時間 

・ 勤務間のインターバルの目安は11時間とすること。 

 

（３）施行期日 

・ 施行期日は令和６年４月１日とすること。 

 

２ 地方公共団体における取組に係る留意事項 

（１）勤務間のインターバル確保に係る取組について 

国家公務員における取組も参考に、地方公共団体においても、11時間を目安とする

勤務間のインターバルを確保するよう、具体的な取組について検討いただきたいこ

と。 

その際、人事院局長通知においては、勤務間のインターバルを確保するためには、

長時間の超過勤務を減らしていくことが重要とされていることも踏まえ、「地方公共

団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を実効的に運用するための取組

の更なる推進について」（令和５年12月25日総行公第139号・総行安第59号総務省自

治行政局公務員部公務員課長・安全厚生推進室長通知）においてお示ししたとおり、

時間外勤務の上限規制の実効的な運用に向けて、適切な勤務時間の把握、上限規制制

度の厳格な運用、時間外勤務の要因の整理・分析・検証及び時間外勤務縮減に向けた

適切な対策について、適切に対応いただきたいこと。 

このほか、各職場の職務内容や執務体制の実情に応じた取組として、早出遅出勤務

やフレックスタイム制の活用による職員間の負担の分散や軽減を図ることや、幹部や

管理職による効率的な職場環境の整備についても、各団体の実情に応じて検討いただ

きたいこと。 

 11時間を目安とする勤務間のインターバルを日々確保することが困難である場合で

あっても、人事院局長通知の３⑵に例示された取組のほか、上記の通知にも御留意の

上、職員の心身の健康確保に向けて、長時間勤務者に対する医師による面接指導や、

ストレスチェック等によるメンタルヘルス対策について適切に取り組んでいただきた

いこと。 
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【参考】公務員人事管理に関する報告（勤務間のインターバル確保部分 抜粋） 

 

３ 多様なワークスタイル・ライフスタイル実現と Well-beingの土台となる環境整備 

(1) 多様なワークスタイル・ライフスタイルを可能とする取組 

前述のとおり、職員がやりがいを持って生き生きと働くことができる環境を作 

り、公務職場の魅力向上を図るため、職員の希望や事情に応じた時間や場所での勤

務を可能とする、より柔軟な働き方の推進を始めとする取組が求められている。本

年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2023」においても、国家

公務員について、時間や場所にとらわれない働き方の充実等により働き方改革を一

層推進することとされている。本院は、以下のとおり、柔軟な働き方を推進すると

ともに、仕事と生活の両立支援、職員の選択を後押しする給与制度上の措置を進め

る。 

ア 柔軟な働き方を実装するための制度改革の推進等 

本院では、昨年１月から本年３月にかけて、学識経験者により構成する「テレ 

ワーク等の柔軟な働き方に対応した勤務時間制度等の在り方に関する研究会」を開

催した。研究会では、今後の国家公務員の目指すべき働き方、より柔軟なフレック

スタイム制等による働き方、テレワーク、勤務間インターバルの在り方といった検

討事項について議論が行われ、本年３月に、最終報告が取りまとめられた。 

この最終報告の提言の内容を基本として、関係各方面と調整をしつつ、次の措置

の実現を図る。 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 勤務間のインターバルの確保 

勤務間のインターバルにより、睡眠時間を含む生活時間を十分に確保するこ

とは、健康の維持のために不可欠であるとともに、仕事と生活の調和がとれた

働き方を追求するためにも重要であり、公務職場の魅力向上のほか、公務能率

の一層の向上につながることも期待される。 

また、民間労働法制では勤務間インターバルを確保した労働時間の設定が法

律上事業主の努力義務とされており、令和３年７月に閣議決定された「過労死

等の防止のための対策に関する大綱」においては、勤務間インターバル制度の

導入に関する数値目標が設定され、公務員についても、目標の趣旨を踏まえ、

必要な取組を推進することとされている。 

これらを踏まえると、国家公務員についても、勤務間のインターバル確保の

取組を早期に推進していく必要があり、そのためには、各省各庁の長の勤務間

のインターバル確保に努める責務を法令上明確にすることが適当と考えられ

る。このため、人事院規則に新たな努力義務の規定を設け、令和６年４月の施

行を目指す。 

公務における勤務間のインターバル確保については、まずは、業務体制の見

直しや、現行制度（フレックスタイム制・早出遅出勤務等）の積極的な活用、
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業務合理化等による超過勤務の縮減等により実現に向け取り組んでいくことが

可能である。あわせて、適切な行政サービスの提供に支障が生じないようにも

する必要がある。 

本院は、今後、勤務間のインターバル確保に資するこれらの取組を推進する

とともに、確保状況の実態や課題を把握するための各府省へのヒアリングや必

要な調査等を実施する。その後、それらの結果も踏まえて課題の分析等を行

い、当該課題の解消に向けた取組を試行するなどして、各職場で勤務間のイン

ターバル確保が図られるよう検討を行っていく。 

(ｳ)、(ｴ)（略） 

 

【参考情報】公務員人事管理に関する報告（人事院ホームページ） 

https://www.jinji.go.jp/kankoku/r5/r5_top.html 

 

 

 

 

（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【下記以外の事項】 

公務員課 三木、阿部、向井 

         TEL:03-5253-5544 

【健康確保措置に関する事項】 

安全厚生推進室 板垣、森田 

            TEL:03-5253-5560 
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【総務省】第2期復興・創生期間における東日本大震災に関連するメンタルヘルス対策5か年事業について

概 要

第２期復興・創生期間における東日本大震災に関連するメンタルヘルス対策５か年事業について

○第２期復興・創生期間における復興事業
「「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針」（令和元年12月20日閣議決定） において、

「地震・津波被災地域において復興・創生期間後の復興を進めるに当たっては、･･･〈中略〉･･･復興・創生期間後

５年間において、国と被災地方公共団体が協力して被災者支援を始めとする残された事業に全力を挙げて取り組む

ことにより、復興事業がその役割を全うすることを目指す。」とされたところ。

○メンタルヘルス対策５か年事業の継続（対象団体・職員を一部見直し）
上記を踏まえ、復旧・復興業務に携わる職員が心身の疲弊から心の健康を害することにより重大な公務災害が発生

することを未然に防止する観点から、被災団体が地域の実情に応じて自ら実施するメンタルヘルス対策について、

岩手県、宮城県及び福島県並びに当該県内の市町村の職員（東日本大震災に係る災害復旧等に従事させるため

地方自治法第 252 条の 17 の規定により派遣を受けている職員※を含む。）を対象に、当該対策に要する経費に

対する震災復興特別交付税による財政措置を継続。

岩手県、宮城県及び福島県並びに当該県内の市町村の職員（東日本大震災に係る災害復旧等
に従事させるため地方自治法第 252 条の 17 の規定により派遣を受けている職員を含む。）

第２期復興・創生期間（令和３年度～令和７年度）

対象団体・職員

期 間

※派遣期間終了後に派遣元の団体に戻った職員を対象に、派遣元の団体が実施するメンタルヘルス対策に要する経費に対する
特別交付税による財政措置は、令和２年度で終了。

対象事業

スキーム

総務省
岩手県、宮城県及び

福島県並びに
当該県内の市町村

メンタルヘルス対策に要した経費を
震災復興特別交付税の基礎数値として報告

報告された基礎数値を基に
震災復興特別交付税を算定し、交付職員（派遣職員を含む。）に対する

メンタルヘルス対策の実施

対象事業 事業内容 対象経費

①ストレスチェック
事業
（２回目以降に係る

部分に限る。）

労働安全衛生法第66条の10
第１項に規定される「心理的な
負担の程度を把握するための
検査」（ストレスチェック）及び
同法第66条の10第３項に規定
される「医師による面接指導」等

▶実施経費（ストレスチェック１回目の受検経費は普通交付税で措置されるため、
本事業の対象外とする。）

②訪問カウンセリング
事業

臨床心理士等を招聘し、職場等
で職員に対してカウンセリング
を実施した事業

▶臨床心理士等に支払うカウンセリング費用
▶臨床心理士等の往復旅費
▶会場費
▶その他事業実施に必要な経費

③メンタルヘルス
セミナー等研修事業

メンタルヘルスに関する知識の
習得、ストレスの対処法・予防
法、職場環境の改善法の習得
等を目的とするメンタルヘルス
に関連するセミナー等

【セミナーを開催する場合】
▶講師招聘に係る費用（講演代、講師旅費等）
▶会場費等
【民間のセミナーへ参加する場合】
▶職員の受講費（業務命令に基づく参加のみを対象とし、自主的な参加に係る
経費は対象外とする。また、研修参加職員の旅費についても、対象外とする。）



198

参考資料（事業）
【地方公務員災害補償基金・（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和6年度メンタルヘルス対策の支援事業の実施について

地 基 メ 第 ２ 号 

安 衛 推 協 第 １ ０ １ 号 

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

各 地 方 公 共 団 体 の 長 

各 一 部 事 務 組 合 等 の 長 殿 

各地方独立行政法人の理事長 

地 方 公 務 員 災 害 補 償 基 金 

理事長 佐 藤 啓太郎 

（公印省略） 

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会 

理事長 渕 上 俊 則 

（公印省略） 

令和６年度メンタルヘルス対策の支援事業の実施について 

 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）では、事業者の責務として、快適な職場

環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保する

ようにしなければならないとされています。具体的には、ストレスチェックを含めた

適切なメンタルヘルス対策の実施等が求められています。 

 さらに、地方公共団体のメンタルヘルス不調による休務者は、増加が続いており 10

年前の約 1.8 倍、15 年前の約 2.1 倍となっており(*)、これを抑制するためにも、各

地方公共団体が職員のメンタルヘルス対策に積極的に取り組むことが必要です。 

メンタルヘルス対策を実施し職員の心の健康を保つことは、職員一人ひとりがその

能力を十分発揮できるようになることに加え、公務災害の防止にもつながり、ひいて

は住民に対する質の高い行政サービスを提供することにもつながるものと考えられ

ることから、本年度におきましても、職場のメンタルヘルス対策を担当する地方公共

団体等の職員向けの相談窓口を設置する等により、地方公共団体等のメンタルヘルス

対策を支援します。 

つきましては、別添のとおり、事業概要を送付しますので、積極的に活用いただけ

ますようお願いします。 

* 令和４年度地方公務員健康状況等の現況

（令和５年 12 月 一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会） 
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参考資料（事業）
【地方公務員災害補償基金・（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和6年度メンタルヘルス対策の支援事業の実施について

メメンンタタルルヘヘルルスス対対策策ササポポーートト推推進進事事業業（（相相談談窓窓口口設設置置・・相相談談員員派派遣遣））

地地方方公公共共団団体体等等

職場のメンタルヘルス対策を担当する地方公共団体等の職員向けに、メンタルヘルス対策のための体制
づくりや計画の策定方法、ストレスチェックの実施や個別の事案への対応方法も含めたメンタルヘルス対策
全般にかかる相談窓口を設置し、専門の相談員（臨床心理士等）がアドバイスを行う。

また、相談内容等を踏まえ、必要な場合には相談員を地方公共団体等に派遣し、アドバイスを行う。

事業概要

対象者

・・電電話話、、オオンンラライインン相相談談受受付付::原原則則週週２２日日【【月月・・木木】】
1100::0000～～1166::0000（（1122::0000～～1133::0000をを除除くく））
電電話話番番号号：：0033--55221133--44331100((専専用用ダダイイヤヤルル))
※※相相談談受受付付日日はは、、協協会会ホホーームムペペーージジにに掲掲載載
※※オオンンラライインン相相談談はは、、TTeeaammss、、ZZoooomm等等 をを使使用用

・・メメーールル相相談談受受付付::全全日日2244時時間間
アアドドレレスス：：mmeennhheerruussooddaann@@jjaallsshhaa..oorr..jjpp((専専用用アアドドレレスス))

・・必必要要なな場場合合、、相相談談員員をを派派遣遣

地地方方公公務務員員安安全全衛衛生生推推進進協協会会
（（メメンンタタルルヘヘルルスス対対策策ササポポーートト窓窓口口））

＜＜窓窓口口担担当当者者＞＞

・・メメンンタタルルヘヘルルスス相相談談員員

地方公共団体等の管理職員、人事・職員厚生担当者、衛生管理者等のメンタルヘルス対策担当職員

地方公務員災害補償基金
メンタルヘルス対策サポート推進室

ササポポーートト
（メンタルヘルス対策の実施、契約などに関すること）

連連携携

ササポポーートト
（電話、オンライン、
メールでアドバイス。
必要な場合、現地で
対応）

【相談事例】

・メンタルヘルス不調
者等に対する個別
具体的な対応策

・ハラスメント事案に
対する対応

・ストレスチェックの
実施方法

・職場のメンタルヘル
ス全般に関すること

等

相相談談
（電話、メール）
※オンラインは
事前に調整）

※相談事例をとりまとめ、
ホームページ等で情報発信

（別添１－１）
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参考資料（事業）
【地方公務員災害補償基金・（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和6年度メンタルヘルス対策の支援事業の実施について

（別添１－２）メンタルヘルス対策サポート推進事業の概要 

１ 窓口設置日 令和６年４月４日（木） 

（１）電話・Web（オンライン）相談受付

電 話 番 号：03－5213－4310（専用ダイヤル） 

相談受付日：原則週２日（月・木曜日） 

受 付 時 間：10：00～16：00（12：00～13：00 を除く） 

※相談受付日は、別添１－３及び協会ホームページ

 「https://www.jalsha.or.jp/schd/schd08」にて御確認ください。

※Web（オンライン）相談は、Microsoft Teams 、 Zoom 等 を使用します。

（２）メール相談受付

ア ド レ ス：menherusodan@jalsha.or.jp（専用アドレス）

相談受付日、受付時間：全日 24 時間

※電話･Web（オンライン）相談受付日以外の日に御相談いただいた場合で

も、電話･Web（オンライン）相談受付日に電話又はメール返信により、

回答します。

（３）相談員派遣

窓口による相談内容等を踏まえ、必要な場合には、相談員を相談のあった団

体へ派遣します。 

２ 対  象  者  地方公共団体等の管理職員、人事・職員厚生担当者、衛生管理者

等のメンタルヘルス対策担当職員 

３ 費 用  無料 

４ 留 意 事 項 

（１）相談は、臨床心理士等の専門のメンタルヘルス相談員が対応します。

（２）電話・Web（オンライン）相談受付日は、相談の状況等を踏まえて変更する場

合があります。

（３）相談内容とお答えした内容については、個人情報や個人・団体の特定に繋がる

ような情報を削除し、改編した上で、事例として協会ホームページ等で公開させ

ていただく場合があります。 

（４）なお、その他メンタルヘルス対策全般に関することについては、基金メンタル

ヘルス対策サポート推進室に御相談ください。

〔お問い合わせ先〕 

地方公務員災害補償基金 メンタルヘルス対策サポート推進室 

〒102-0093 千代田区平河町２－16－１ 平河町森タワー８Ｆ 

電話：03-5210-1342   FAX：03-6700-1764 

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会 企画課 

〒102-0083 千代田区麹町３－２ 垣見麹町ビル３Ｆ 

電話：03-3230-2021   FAX：03-3230-2266 
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参考資料（事業）
【地方公務員災害補償基金・（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和6年度メンタルヘルス対策の支援事業の実施について

（別添１―３）

　※窓口による相談内容を踏まえ、必要な場合には、相談員を相談のあった団体へ派遣します。

　※電話･Web（オンライン）相談受付日は、相談の状況等を踏まえて変更する場合があります。

44 55 66
日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土 日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土 日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土

11 22 33 44 55 66 11 22 33 44 11

77 88 99 1100 1111 1122 1133 55 66 77 88 99 1100 1111 22 33 44 55 66 77 88

1144 1155 1166 1177 1188 1199 2200 1122 1133 1144 1155 1166 1177 1188 99 1100 1111 1122 1133 1144 1155

2211 2222 2233 2244 2255 2266 2277 1199 2200 2211 2222 2233 2244 2255 1166 1177 1188 1199 2200 2211 2222

2288 2299 3300 2266 2277 2288 2299 3300 3311 2233 2244 2255 2266 2277 2288 2299

3300

77 88 99
日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土 日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土 日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土

11 22 33 44 55 66 11 22 33 11 22 33 44 55 66 77

77 88 99 1100 1111 1122 1133 44 55 66 77 88 99 1100 88 99 1100 1111 1122 1133 1144

1144 1155 1166 1177 1188 1199 2200 1111 1122 1133 1144 1155 1166 1177 1155 1166 1177 1188 1199 2200 2211

2211 2222 2233 2244 2255 2266 2277 1188 1199 2200 2211 2222 2233 2244 2222 2233 2244 2255 2266 2277 2288

2288 2299 3300 3311 2255 2266 2277 2288 2299 3300 3311 2299 3300

日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土 日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土 日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土

11 22 33 44 55 11 22 11 22 33 44 55 66 77

66 77 88 99 1100 1111 1122 33 44 55 66 77 88 99 88 99 1100 1111 1122 1133 1144

1133 1144 1155 1166 1177 1188 1199 1100 1111 1122 1133 1144 1155 1166 1155 1166 1177 1188 1199 2200 2211

2200 2211 2222 2233 2244 2255 2266 1177 1188 1199 2200 2211 2222 2233 2222 2233 2244 2255 2266 2277 2288

2277 2288 2299 3300 3311 2244 2255 2266 2277 2288 2299 3300 2299 3300 3311

11 22 33
日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土 日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土 日日 月月 火火 水水 木木 金金 土土

11 22 33 44 11 11

55 66 77 88 99 1100 1111 22 33 44 55 66 77 88 22 33 44 55 66 77 88

1122 1133 1144 1155 1166 1177 1188 99 1100 1111 1122 1133 1144 1155 99 1100 1111 1122 1133 1144 1155

1199 2200 2211 2222 2233 2244 2255 1166 1177 1188 1199 2200 2211 2222 1166 1177 1188 1199 2200 2211 2222

2266 2277 2288 2299 3300 3311 2233 2244 2255 2266 2277 2288 2233 2244 2255 2266 2277 2288 2299

3300 3311

令令和和６６年年OOccttoobbeerr NNoovveemmbbeerr1100

令令和和６６年年 令令和和６６年年 令令和和６６年年

1111 1122

令和６年度 メンタルヘルス対策サポート推進事業に係る電話･Web(オンライン)相談実施予定日

AApprriill JJuunneeMMaayy令令和和６６年年

MMaarrcchh

　※電話･Web相談は、カレンダーの日にちに○を付した日の10時～16時（12時～13時を除く）となります。

　※メールによる相談は、専用アドレスにて全日24時間受け付けています。なお、電話･Web（オンライン）相談受付日
　　以外の日に御相談いただいた場合でも、電話・Web（オンライン）相談受付日に電話又はメール返信により、回答
　　します。

令令和和７７年年 JJaannuuaarryy 令令和和７７年年 FFeebbrruuaarryy 令令和和７７年年

令令和和６６年年 令令和和６６年年

SSeepptteemmbbeerrAAuugguusstt

DDeecceemmbbeerr

JJuullyy

令令和和６６年年 令令和和６６年年
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参考資料（事業）
【地方公務員災害補償基金・（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和6年度メンタルヘルス対策の支援事業の実施について

地地方方公公共共団団体体等等

市町村職員の公務災害の未然防止を目的として、地方公共団体等が実施する市町村職員対象の
メンタルヘルス対策を含む公務災害防止対策研修等に対して、地方公務員安全衛生推進協会が
講師派遣等の支援を行う（全国で概ね50件程度採択予定）。

事業概要

支援対象研修

公公務務災災害害防防止止対対策策研研修修（（セセミミナナーー））

受講者数が概ね50人以上の次の研修を支援対象とする。
・都道府県の管内市区町村（一部事務組合を含む。以下同じ。）職員を対象として実施する公務災害防止

対策研修
・都道府県の市長会、町村会及び管内市区町村職員を対象として研修を実施する公共的団体が、当該

団体の構成市町村の職員を対象として実施する公務災害防止対策研修
・市区町村が、当該市区町村の職員を対象として実施する公務災害防止対策研修

地地方方公公務務員員安安全全衛衛生生推推進進協協会会

支援の募集

令和６年度公務災害防止対策セミナー市町村研修支援について

支支援援 講師の紹介や講師に係る謝金、旅費を支援

※支援の募集は４月から受付を開始、７月から１月頃までに開催見込の研修をお申し込みください。
研修の受講者数は、概ね50人以上とし、支援希望団体が多数の場合は、地方公務員安全衛生推進協会の審査により決定します。
開催日、会場については、支援対象となった地方公共団体等において決定していただきます。
事業の詳細につきましては、地方公務員安全衛生推進協会研修課（03-3230-2021）までお問合せください。

支援の応募

研修会開催

（別添３）

地地方方公公共共団団体体等等

職場のメンタルヘルス対策を推進する上での必要な体制づくりや計画立案の方法、具体的かつ実際的
な事例研究、カウンセリングの実習などを交えた内容の研修会を開催する。
【東京】 ６月13日（木）～14日（金）開催 定員100名、【大阪】10月10日（木）～11日（金）開催 定員100名

事業概要

対象者

メメンンタタルルヘヘルルススママネネジジメメンントト実実践践研研修修会会

地方公共団体等の管理監督者、人事管理担当者、衛生管理者等職員

地地方方公公務務員員安安全全衛衛生生推推進進協協会会

募集

受受 講講

令和６年度メンタルヘルスマネジメント実践研修会について

研修会開催

※地方公共団体等の安全衛生担当課等で、受講希望者をとりまとめのうえ、地方公務員安全衛生推進協会研修課あて申し込みください。
４月から募集開始し、申込締切は開催日の２週間前としておりますが、定員になり次第締め切りとなります。
申請書類等は、地方公務員安全衛生推進協会ホームページ（https://www.jalsha.or.jp/schd/schd01/）からダウンロードできます。

応募

（別添２）



203

参考資料（事業）
【地方公務員災害補償基金・（一財）地方公務員安全衛生推進協会】メンタルヘルス対策の相談窓口（チラシ）

無料

地方公຿員҆શӴੜਪਐڠձでは、地方公共団体等の管理職員、人事・職員厚生
担当者、衛生管理者等のメンタルヘルス対策担当職員向けに、
相談窓口を設置しています。個々の職員への対応方法から、職場の体制づくりまで、� �
メンタルヘルス対策に関する相談を幅広く受け付けています。
相談には、臨床心理士等の相談員が電話や̚メールでアドバイス等を行います。
費用はかかりませんので、お困りの際には、一度ご相談ください。　

地方公務員災害補償基金
一般財団法人 地方公務員安全衛生推進協会

メンタルヘルス対策の
相談窓口をご活用ください

全日24時間

menherusodan@jalsha.or.jp03-5213-4310

10：00～16：00
（12:00～13:00を除く）

メ̚ール相談電話相談

原則、ご相談に対する回答は、電話相談受付日となります

専用アドレス専用ダイヤル

原則、週2日【月・木】

ストレスチェックの
結果を活用した

職場環境改善に
取り組みたいの

ですが・・・

療養休暇を
とっていた職員が

職場復帰するのですが
注意すべき点などは

ありますか？

休みがちで、
元気がない

職員がいるのですが、

うつ病に
ならないか心配です。

どうしたら？

職場でトラブルを
起こしがちな職員がいて

困っています。
どう対応したら

よいのでしょう？

は、ཪ໘ʹて֬͝ೝͩ͘͞いࡉৄ

相談例
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参考資料（事業）
【地方公務員災害補償基金・（一財）地方公務員安全衛生推進協会】メンタルヘルス対策の相談窓口（チラシ）

相談ํ๏

●相談は、臨床心理士等のメンタルヘルス相談員がご対応させていただきます。
　̚メールによる相談は、原則、電話又は̚メール返信により、電話相談受付日に回答させていただきます。
●相談内容とお答えした内容については、個人情報や個人の特定に繋がるような情報を削除し、改編した上で、
　事例等として当協会ホームページで公開させていただく場合があります。

注意事項

全日24時間
˞原則、ご相談に対する回答は、電話相談受付日となります

メ̚ール相談

電話相談

menherusodan@jalsha.or.jp専用アドレス

03-5213-4310専用ダイヤル

相談受付日は、౰ڠձϗーϜϖーδにてご֬ೝください。
ϗʔϜϖʔδ63-ɹ��IUUQ���XXX�KBMTIB�PS�KQ�

相談内容を踏まえ、必要ͳ場合には、相談員を現地に派遣します。

ձ)1ڠ

10：00～16：00
���（12:00～13:00を除く）

原則、週2日【月・木】
˞ॕ日や೥຤೥࢝のલޙ等は、มߋが͋ります

受付日ٴͼؒ࣌

受付日ٴͼؒ࣌

地方公ڞ団ମ౳の
˔ ؅ཧ職員
˔ 人ࣄ・職員ް生୲౰ऀ
˔ 衛生؅ཧऀ౳のϝϯλルϔルスରࡦ୲౰職員
※メンタルヘルス不調者本人等は、対象としていません。

˔ ϝϯλルϔルスෆௐऀにରするରԠ方法
˔ ストレスチェックの࣮ࢪ方法
˔ ϝϯλルϔルスରࡦ全般　
※メンタルヘルス不調者本人等΁ͷݸผͷ
　Χ΢ンηϦンάґཔ等は、対象としていません。

ର৅ऀ
͝ར用ऀ

૬ஊ಺༰
こんな相談ができます

メンタルヘルス対策の相談窓口
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参考資料（事業）
【（一財）地方公務員安全衛生推進協会】令和６年度メンタルヘルス対策支援専門員派遣事業について

安衛推協第４６号 

令和６年３月７日 

 

 地方公共団体の長  様 

 （安全衛生担当課扱） 

一般財団法人 地方公務員安全衛生推進協会 

理事長  渕 上 俊 則 

                               （公 印 省 略） 
 

令和６年度メンタルヘルス対策支援専門員派遣事業について 

 

日頃より、当協会の業務運営につきまして、格別のご理解とご協力を賜り、厚く御礼申

し上げます。 

 さて、近年、地震や台風、集中豪雨などの自然災害が頻発しており、地方公共団体職員

は通常業務に加え、災害対応に当たらなければならず、その際に生じる強い精神的ストレ

ス（惨事ストレス）により、心の健康を損なうことが懸念されています。 

当協会では、大規模災害や特殊災害により職員の惨事ストレスの発生が危惧される地方

公共団体等（以下「自治体」という。）に対し、メンタルヘルス対策支援（心のケア）を行

うため、自治体からの要請に基づき臨床心理士等の専門員を派遣する事業を平成 27 年度

から実施しております。 

令和６年度についても、引き続き下記のとおり実施いたしますので、ご活用ください。 

 

記 

１ 要請期間  令和６年４月１日から令和７年１月 31 日まで 

        （専門員派遣は、令和７年２月下旬までを予定） 

 

２ 対  象  大規模災害等により惨事ストレスの発生が危惧される地方公共団体等 

        （災害発生年度に限らず、後年度の利用も可能です。また、被災団体だ

けでなく、被災団体に職員派遣を行った団体も利用可能です。） 

 

３ 費  用  無料（講師派遣に係る謝金・旅費は無料、会場利用料等は自治体負担） 

 

４ 要請方法  事前に電話又はメールにてお問い合わせいただいた上で、実施希望日の

１か月半前までに要請書を提出してください。支援日程等を調整し、支援

の決定を行います。 

（要請書は当協会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ https://www.jalsha.or.jp/schd/schd07-3  

からダウンロードしてください。） 

 

５ 留意事項  支援については、派遣の必要性を審査の上、決定しますので、要請書提

出の際は、惨事ストレスの発生が危惧される状況がわかる資料（災害の概

要等）を添付してください。 

 

６ 近年の派遣実績 令和５年度：５団体、令和４年度：１団体、令和３年度：３団体 

          
〔問合せ先〕一般財団法人 地方公務員安全衛生推進協会 企画課 

〒102-0083 東京都千代田区麹町３丁目２番地 垣見麹町ビル 
電話：03-3230-2021   FAX：03-3230-2266 



206

参考資料（事業）
【（一財）地方公務員安全衛生推進協会】メンタルヘルス対策支援専門員（チラシ）
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参考資料（事業）
【（一財）地方公務員安全衛生推進協会】メンタルヘルス対策支援専門員（チラシ）
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参考資料（事業）
【（一財）地方公務員安全衛生推進協会】啓発冊⼦

（一財）地方公務員安全衛生推進協会作成の啓発冊子①

管理監督者向けメンタルヘルス・マネジメントの手引き

管理監督者向けにメンタルヘルスの基礎知識、
メンタル不調者の早期発見・早期対応、不調
になってからの事後対策、職場の環境改善な
ど「ラインケア」を実践するうえでのポイン
トのほか、増加が懸念される若手職員のメン
タルヘルス不調の傾向と対応策を解説してい
ます。 （令和４年２月発行）

www.jalsha.or.jp

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会では、地方公
共団体のメンタルヘルス対策の一助となるよう、啓発冊子を
作成しており、各団体の研修や担当者の実務の際に活用いた
だいています。以下に掲載以外にも多数作成しています。
https://www.jalsha.or.jp/pub/pub02/ （連絡先：03-3230-2021）

新入・若手職員のためのメンタルヘルスハンドブック

一人で問題を抱え込まず、ささいなことでも
周りに相談すること、生活スタイルを整える
こと、ストレスに気づき自分でできる対処法
（セルフケア）を身に付けることなど、新
入・若手職員が押えておくべきメンタルヘル
スケアの基本を解説しています。

（令和４年９月発行）

基本のセルフケア ～働くためのこころの健康管理～

ストレスの仕組みや、ストレスに気づくこと、
ストレス対処法、周りに相談する重要性など、
基本的なセルフケアのポイントを解説してい
ます。

（令和５年９月発行）
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参考資料（事業）
【（一財）地方公務員安全衛生推進協会】啓発冊⼦

（一財）地方公務員安全衛生推進協会作成の啓発冊子②
www.jalsha.or.jp

産業保健スタッフ等向けに、職場復帰支援
の基本的な考え方と、休業開始から休業中
のケア、職場復帰の可否判断や職場復帰後
のフォローアップまでの具体的な進め方に
ついて、ステップごとに解説しています。

（平成31年２月発行）

職場復帰支援

職場のメンタルヘルス困難事例集 対処のポイントをアドバイス

職場のメンタルヘルス不調について、特に
対応に苦慮しがちな事例（困難事例）を取
り上げ、発達障害など事例の背景にある要
因にも触れつつ、管理監督者や産業保健ス
タッフ、人事労務担当者が「具体的に何を
すればよいか」がわかるよう、対応策につ
いて解説しています。

（令和５年２月発行）

メンタルヘルス不調による休業者のための職場復帰ハンドブック

メンタルヘルス不調により休業された方々
のために、復職までの全プロセスを示しつ
つ、休業前から休業中、復職後の職場定着
まで、各段階での適切な過ごし方や気を付
けることなどを解説しています。

（令和６年１月発行）
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参考資料（事業）
【その他】メンタルヘルスに係る相談窓口の例

メンタルヘルスに係る相談窓口の例 

事 業 主 体 概   要 

＜職員向け＞ 
※配偶者や被扶養者も利用で

きる。 

 

地方職員共済組合

（県職員） 

地共済こころの健康相談窓口（電話・WEB・面談カウンセリング） 

<URL> https://www.chikyosai.or.jp/division/welfare/call/03.html 

 電話カウンセリング専用：0120-7832-24 （24 時間年中無休） 

 面談予約専用：0120-7834-12 （月～金９時～21 時（土のみ 16 時まで）（日・祝日・12/31～1/3 を除く）） 

＜職員向け＞ 

 

各都道府県市町村

職員共済組合 

（市町村職員） 

各都道府県の市町村職員共済組合において、職員向けの相談窓口を設置している組合

もある。 

＜主に人事・安全

衛生・福利厚生担

当者向け＞ 

 

地方公務員災害補

償基金・（一財）地

方公務員安全衛生

推進協会 

メンタルヘルス対策サポート推進事業（電話・メール等により実務面をサポート） 

<URL> https://www.jalsha.or.jp/schd/schd08 

 ①電話・オンライン相談受付  

   電話番号：03-5213-4310（専用ダイヤル） （原則週２日（月・木）、10 時～16 時（12 時～13 時を除く））  

 ②メール相談受付  

   アドレス：menherusodan@jalsha.or.jp（専用アドレス）  （受付：全日、24 時間）  

 ③相談員派遣  

   窓口による相談内容等を踏まえ、必要な場合には相談員を派遣 

＜主に人事・安全

衛生・福利厚生担

当者向け＞ 

 

同上 

（一財）地方公務員安全衛生推進協会が主催する各種研修会・セミナー等 

<URL> https://www.jalsha.or.jp/schd/schd01 

 当該事業に関する問い合わせ：03-3230-2021（安衛協研修課） 

 

 

厚生労働省 

こころの健康相談統一ダイヤル 

＜URL＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/jisatsu/

kokoro_dial.html 

 電話番号： 0570-064-556 

 ※電話をかけた所在地の都道府県・政令指定都市が実施している相談窓口につながる。受付時間等は自治体により異なる。 

（一社）日本産業カ

ウンセラー協会 

働く人の悩みホットライン 

＜URL＞https://www.counselor.or.jp/consultation/tabid/298/Default.aspx 

 電話番号： 03-5772-2183 （月～土 15 時～20 時 （祝日・年末年始を除く）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添② 

別添① 
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参考資料（事業）
【その他】メンタルヘルスに係る相談窓口の例

 

 

 

●●こここころろのの健健康康相相談談統統一一ダダイイヤヤルル  

  

平成20年9月10日より、都道府県・政令指定都市が実施しているこころの健康電話相談等の公

的な電話相談事業に全国共通の電話番号を設定する「こころの健康相談統一ダイヤル」の運用を行

っています。 

 

 

 

 

 

  

別添① 

厚生労働省ホームページ（令和７年２月 13 日時点） 
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参考資料（事業）
【その他】メンタルヘルスに係る相談窓口の例

  

  

  

●●働働くく人人のの悩悩みみホホッットトラライインン  

  

「働く人の悩みホットライン（JAICO）」は、一般社団法人日本産業カウンセラー協会が運営す

るカウンセリングサービスです。 

 

 

 

 

 

(一社)日本産業カウンセラー協会ホームページ（令和７年２月 13 日時点） 

別添② 





令和 6 年度 地方公務員のメンタルヘルス対策の推進に関する研究会　報告書
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